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序 本調査の概要 

 

１ 調査の目的 

総合振興計画は、長期的な展望に基づいて、

さいたま市の都市づくりの将来目標を示すと

ともに、市政を総合的、計画的に運営するた

めに、各行政分野における計画や事業の指針

を明らかにするものであり、市政運営の最も

基本となる計画です。 

基本構想

基本計画

実施計画

全ての行政分野に共通するま
ちづくりの基本的考え方、市全
体として目指すべき将来都市
像、その実現に向けたまちづく
りの基本目標（政策）を明示

基本構想に即して、各行政
分野における主要な取組
（施策）を体系的に明示

基本構想に即して、各行政
分野における主要な取組
（施策）を体系的に明示

基本計画に掲げた施策を推進
するための個別具体の事業を
規定

現行の総合振興計画「さいたま希望（ゆめ）

のまちプラン1」は、本市の将来都市像や行政

施策の大綱を掲げる「基本構想」、基本構想に

基づき各行政分野の施策を総合的、体系的に

示す「基本計画」、さらに、基本計画に定めら

れた施策を展開するため、具体的な事業を定

める「実施計画」の３層から構成され

図－１ 現行の総合振興計画の階層

ています。 

                           

これまで本市では、「さいたま希望（ゆめ）のまちプラン」に基づき、基本構想に掲げた将来都

市像「多彩な都市活動が展開される東日本の交流拠点都市」、「見沼の緑と荒川の水に象徴される環

境共生都市」及び「若い力の育つゆとりある生活文化都市」の実現に向けたまちづくりを積極的に

推し進めてきました。 

しかし、現行の基本計画策定後から今日に至るまで、市政を取り巻く社会経済状況は、世界にも

類を見ないスピードで進行する少子高齢化、他国の経済変動が地域社会にも多大な影響を及ぼす経

済のグローバル化、人為的な行為が原因とされる地球環境問題の顕在化、国・地方を問わず深刻さ

を増す危機的な財政状況、さらに、東日本大震災の発生等、私たちがかつて経験したことのないよ

うな厳しい時代に直面しています。 

このたび、本市では、このような厳しい現実を受け止めながら、選択と集中のもと、社会経済状

況の変化に即応したより一層戦略的な市政運営を展開すべく、平成 24 年度から２ヶ年をかけて、

平成 26 年度を開始年度とする次期基本計画の策定に着手することとしました。 

本調査は、これに先立ち、各種統計指標などを活用しながら、本市の強み・弱みや特徴をできる

限り客観的に抽出した上で、基本構想に掲げた将来都市像の実現に向け、全市的及び分野別に、今

後どのようなことに重点を置き、まちづくりを推進すべきかを明らかにし、次年度以降、論点を明

確にした中で効率的に検討を進めていくことを狙いに実施するものです。 

 

 

 

 

 

 
1
 「さいたま希望（ゆめ）のまちプラン」では、基本構想の目標年次を平成 32 年度、基本計画の計画期間を平成 16 年度

～25 年度としています。 

 序-１



２ 調査の構成 

本調査の構成は、次図に示す通りです。このうち、「市民・職員意向の把握（アンケート調査）」

及び「まちづくりへの提言（市民・職員ワークショップ）」は、市民と職員のそれぞれの視点から、

本市の強み・弱みや特徴、今後のまちづくりに向けた意見・要望やアイデアを把握するため、今年

度、本調査とは別途実施しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図－２ 調査の構成

 

＜調査の概要＞ 

Ⅰ 社会経済状況の変化と見通し 

各省庁が毎年度、政治経済社会の実態を国民に周知することを目的に、自らが所管する行政分

野の現状や今後の課題等をまとめた「白書」などの既存資料を参考としつつ、今後のまちづくり

のあり方を検討する上で、本市が特に念頭に置くべきマクロ的な社会経済状況の変化や今後の見

通しを洗い出すとともに、これらを踏まえた重点課題を明らかにしています。 

Ⅱ 全市的な現状と課題 

今後のまちづくりのあり方を検討するための基本的な前提の１つとして、「人口」、「土地利用」、

「行財政」などに関する各種統計指標の推移、他都市との相対的な水準比較などに基づき、本市

の強み・弱みや特徴を洗い出し、強みの強化・弱みの改善に向けた全市的な重点課題を明らかに

しています。 

 

 

 

 序-２



 序-３

Ⅲ 分野別の現状と課題 

現行の総合振興計画基本計画に位置付けられている「環境・アメニティ」～「交流・コミュニ

ティ」まで、７つの主要な行政分野別に各種統計指標の推移、他都市との相対的な水準比較など

に基づき、本市の強み・弱みや特徴を洗い出すとともに、適宜、当該分野に関わる国・埼玉県及

び本市の近年の取組動向などを交えながら、強みの強化・弱みの改善に向けた各分野の主要課題

を明らかにしています。 

Ⅳ 将来推計 

今後のまちづくりのあり方を検討するための最も基本的な前提として、平成 22 年 10 月１日現

在の国勢調査人口・世帯数に基づき、男女別・５歳階級別・10 区別の将来人口及び世帯数フレー

ムの推計を行っています。 



 

 

 



Ⅰ 社会経済状況の変化と見通し 

１ 人口減少・超高齢社会2の到来 

 Ⅰ-１

○埼玉県が平成 22 年の国勢調査の

結果を基に行った、平成 42 年ま

での県人口の将来推計結果によ

ると、県の人口は今後数年のうち

に減少に転じ、平成 42 年頃には

約 703 万人まで減少すると予測

されています。（図１－１） 

○年齢階層別にみると、年少人口

（０～14 歳）は、今後も一貫し

て減り続け、平成 32 年では 88 万

人と対平成 12 年比で 14 万人

（13.7％）減少するとともに、そ

の影響を受け、地域の経済社会を支

える中心的な世代である生産年齢

人口（15～64 歳）も平成 32 年には

438万人と、対平成12年比で63万人（12.6％）減少し、総人口に占める比率も72.4％から60.6％

に低下すると予測されています。（同上） 

年少人口（０～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

○一方、老年人口（65 歳以上）は、団塊世代の加齢化に伴い一貫して増え続け、平成 32 年では

198 万人と対平成 12 年比で 2.2 倍に増加するとともに、高齢化率（老年人口／総人口）も平成

12 年の 12.8％から平成 32 年の 27.3％へと大きく上昇すると予測されています。（同上） 

○今後予測される本格的な人口減少・超高齢社会の到来は、定住・交流人口の確保や企業誘致を

巡る県内外との都市間競争の熾烈化、消費の減少による経済活力の低下、医療・福祉等の社会

保障給付費の増大とこれを支える現役世代の負担増、既存の公共施設を介した公共サービスの

需給バランスの不均衡など、多方面にわたり本市がかつて直面したことのないような深刻な問

題や課題を引き起こすことが大いに懸念されます。 

○本市が将来にわたって活力ある都市であり続けるためには、これからの時代の流れを的確に見

据え、今後起こり得る問題や課題に対する認識を市全体でしっかりと共有しながら、予算・職

員・施設など限りある行政の経営資源を従来にも増して適正に配分するとともに、市民と行政

が共に手を携え、知恵と力を出し合い、地域課題の解決に取り組み、より多くの人々から、住

み続けたい、住んでみたい、何度も訪れてみたいと強く支持されるまちづくりを着実に推進し

ていくことが求められます。 

                            
2 世界保健機構や国連によると、65 歳以上人口の割合が７％超で「高齢化社会」、14％超で「高齢社会」、21％超で「超

高齢社会」とされています 

図１－１ 埼玉県の将来人口推計結果 
出典：埼玉県企画財政部「埼玉県の将来人口の推計」 

注）図中のカッコ内は総人口（年齢不詳を除く）に占める比率。
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２ 先行き不透明感が強まる国内経済 

○我が国は平成 14 年１月から景気回復過程に入り、中国をはじめとする新興国の高い経済成長

や米国の旺盛な需要などを背景として、その回復期間は平成 20 年２月まで戦後最長の 73 ヶ月

に及びました。 

○その後、米国のサブプライム・ローン問題やリーマン・ショックを端緒とした世界同時不況の

発生により、平成 20 年度の実質経済成長率は、全国が▲4.1％（23 兆 510 億円減）、埼玉県が

▲2.8％（6,585 億円減）と、いずれも大きく落ち込みました。（図１－２） 

○平成 23 年３月に発生した東日本大震災は、生産活動の大幅な停滞や消費者・企業マインドの

急激な悪化を招きました。さらに、これに追い討ちをかけるように、タイで発生した洪水は現

地に進出していた日本企業にも多大な被害をもたらし、欧米の財政・金融不安の影響により急

激な円高が進行したことなどにより、現在、国内経済の先行きは極めて不透明な状況となって

います。 

○本格的な人口減少・超高齢社会の到来やそれに伴う経済成長の鈍化によって、国内経済が縮小

していくことが大いに懸念される中、本市が都市としての経済活力を高めるためには、120 万

人超にも及ぶ人口規模の優位性を活かし、地域の中でより活発な経済循環が生まれるような自

立型の経済産業構造の構築を目指すととともに、サッカーに代表されるような地域の資源を最

大限に活用し、国内外からより多くの人と消費を市内へ引き込むことが極めて重要な課題とい

えます。 
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図１－２ 実質経済成長率の推移  
出典：総務局総務部総務課「さいたま市の市民経済計算 平成 21 年度」 

 

 



３ 地域のつながりの重要性の高まり 

○近年、地域社会を取り巻く環境は、世界にも類を見ないスピードで進行する少子高齢化や人々

の価値観・ライフスタイルの変化から、夫婦と子どもからなる世帯が減少する一方、相対的に

地域社会とのつながりが弱いと考えられる単独世帯や夫婦のみ世帯が増加していることなど

を背景に、地域住民同士がお互いに連携し支え合う、地域のつながりの希薄化や地域力の低下

が大いに懸念されています。 

○「ソーシャル・キャピタル」と

は、一般に「社会関係資本」と

呼ばれるものであり、「人と人

とのつながり・絆」あるいは「つ

ながり・絆の強さの程度」とい

った意味合いで使われている言

葉です。 

○過年度に内閣府が実施したソー

シャル・キャピタルの試算結果

によると、ソーシャル・キャピ

タルが豊かな地域ほど、犯罪率

は低く、出生率は高くなる傾向

があり、ソーシャル・キャピタ

ル、すなわち地域のつながりや

地域力を高めていくことは、地

域社会全体の利益の向上につな

がると考えられます。（図１－

３・４） 

出典：内閣府「ソーシャル・キャピタル：豊かな人間関係と市
民活動の好循環を求めて」(平成 15 年) 

図１－３ ソーシャル・キャピタルと刑法犯認知件数の相関

○一方、地方自治体を取り巻く社

会経済状況は、本格的な人口減

少・超高齢社会の到来、経済の

グローバル化による世界規模で

の都市間競争の激化、増加の一

途をたどる国と地方の長期債務

残高、戦後最悪の被害をもたらした東日本大震災の復興財源の確保、地方分権改革の進展に伴

う各市町村の役割と責任の増大などから、今後ますます厳しさを増していくと見込まれます。 

図１－４ ソーシャル・キャピタルと合計特殊出生率の相関
出典：内閣府「ソーシャル・キャピタル：豊かな人間関係と市

民活動の好循環を求めて」(平成 15 年) 

○このような時代背景のもと、本市が将来にわたり安全・安心で快適に暮らすことができる都市

であり続けるには、地域のつながりや地域力を維持・向上させるための対策を強化するととも

に、行政と市民、地域活動団体、NPO、事業者など地域社会を構成する多様な主体が、適切に

役割と責任を分担し合いながら、地域の課題を解決していく協働のまちづくりを、様々な面で

さらに拡大していくことが極めて重要な課題の１つと考えられます。 
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４ 深刻化する地球環境問題 

○近年、国内でも酷暑による健康被害の拡大

や局地的な大雨による災害の発生、異常な

高温による農作物への被害など、気候変動

による影響が多方面において深刻化して

います。 

○埼玉県内で最も長期間にわたり気象観測

が行われている熊谷気象台のデータによ

ると、1897（明治 30）年から 1979（昭和

54）年までの年平均気温は、100 年当たり

に換算すると 1.43℃の上昇であったのに

対し、1980（昭和 55）年から 2007（平成

19）年では、100 年当たりに換算すると 6.54℃も大きく上昇しています。（図１－５） 

図１－５ 熊谷気象台の年平均気温の推移 

出典：「埼玉県地球温暖化対策実行計画」（平成 21 年２月）

○このような急激な気温の上昇は、二酸化炭素（CO２）に代表される温室効果ガスの大量排出に

よる地球温暖化のほか、都市化の進展によるコンクリートやアスファルトなどの地表面被覆の

人工化、様々な都市活動に伴って発生する人工排熱の増加、緑地の減少などによるヒートアイ

ランド現象が要因とされています。 

○東日本大震災とこれに続く福島第一原子力発電所の事故により、関東地方では大規模な計画停

電を余儀なくされ、企業活動や社会生活に極めて深刻な影響を及ぼすとともに、未だ目には見

えない放射線による人々の健康への不安が払拭されていない状況にあるなど、我が国のエネル

ギー政策は今まさに大きな転換点を迎えようとしています。 

○このような状況下、太陽光をはじめ、小水力、地中熱などの再生可能エネルギーの普及を拡大

するとともに、蓄電設備の導入を推進することで、温室効果ガスの削減や災害等の非常時にお

けるエネルギーの供給体制の確保はもとより、地域経済の活性化や新たな雇用の創出にもつな

げていこうとする動きが急速に活発化しつつあります。 

○本市でも、低炭素社会の実現に向け、電気自動車や燃料電池自動車等の次世代自動車や、「低

炭素型パーソナルモビリティ」、また、これらの様々な車両に燃料を供給可能な「ハイパーエ

ネルギーステーション」の普及により、全国より約１割高い運輸部門の CO2 対策を進める必要

があります。また、太陽光発電や蓄電池等を活用し、地域で創ったエネルギーを地域で共有す

る「スマートコミュニティ」の普及など、民生部門対策を進める必要があります。 
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５ 全国的にさらに厳しさを増す財政運営 

○平成 23 年９月に財務省が公表した「日本の財政関係資料」によると、一般会計における歳出・

歳入の状況は、一貫して歳出が歳入を上回る財政赤字が続いており、特に平成 21 年度以降は、

景気の悪化に伴う税収の減少などによって、３年連続で公債金収入が税収を上回っています。

その結果、平成 23 年度末の公債残高は、一般会計税収の約 16 年分にも相当する 667 兆円にま

で膨れ上がると見込まれています。（図１－６） 
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図１－６ 国の一般会計における歳出・歳入の推移  

出典：財務省「日本の財政関係資料（平成 23 年９月）」に基づき作成  

注）平成 22 年度までは決算、平成 23 年度は補正後予算による。  
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には債務残高の対ＧＤＰ（国内総生産）比が 212.7％に上り、

○ 事が国内経済にも多大な影響を与える経済のグローバル化が急速に進展する中、平

○ 推移した場合、生産年齢人口の減少に伴い税収が減少する一方、

○ 財政運営を堅持するためには、行政の透明性

○平成 23 年度末 主要先進国の中で

も最悪の水準になることが見込まれている中、高齢化の進行や単身世帯の増加などの社会経済

状況の変化を背景に、年金、医療・介護、生活保護に代表される社会保障給付費の膨張に歯止

めがかからない状況が続いています。 

海外の出来

成 23 年５月に開催された主要国首脳会議（Ｇ８サミット）では、震災からの復興と財政健全

化の両立が我が国の課題として宣言に盛り込まれました。また、税と社会保障の一体改革の行

方など、東日本大震災の発生以降、国の地方に対する財政政策の動向は、見通しが極めて不透

明な事態に陥っています。 

本市においても、現状のまま

急速な高齢化の進行によって今後ますます社会保障給付費が増大すると見込まれるとともに、

人口が急増した昭和 40 年代から 50 年代に相次ぎ整備された公共施設や道路・下水道等の社会

インフラの老朽化が一斉に進み、これらの維持・更新費用が増大するなど、今後の財政運営は

より一層厳しさを増していくと考えられます。 

このような状況下において、本市が持続可能な行

の確保と市民への説明責任を十二分に果たしながら、選択と集中のもと、前例にとらわれるこ

となく、さらに徹底した行財政改革に取り組み、財源の捻出及び予算の重点化を推し進めるこ

とが求められています。



 

 

 



Ⅱ 全市的な現状と課題 

 

１ 位置及び地勢 

○本市は、埼玉県南東部、東京都心部から約 20～30ｋｍ圏に位置しており、市域の東は春日部市・

越谷市・白岡町、西は川越市・富士見市・志木市・朝霞市、南は川口市・蕨市・戸田市、北は

上尾市・蓮田市にそれぞれ隣接しています。（図２－１－１） 

○市域は、東西約 19.6ｋｍ、南北約 19.3ｋｍ、面積は 217.49ｋ㎡、平成 23 年 10 月１日現在の

面積は、県内 64 市町村中、第２位の規模を有しています。また、市内 10 区別では、岩槻区が

49.16ｋ㎡で最も広く、以下、見沼区 30.63ｋ㎡、西区 29.14ｋ㎡の順となっています。（表２

－１－１） 
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岩槻区

見沼区 

北区 

桜区 

南区 

大宮区 西区

緑区

中央区

浦和区

 
図２－１－１ 広域的な位置 

 

表２－１－１ 市内 10 区別の面積（平成 23 年 10 月１日現在） 

 

 

 

西区 北区 大宮区 見沼区 中央区 桜区 浦和区 南区 緑区 岩槻区 計

面積（ｋ

構成比（％）

㎡） 29.14 16.91 12.75 30.63 8.39 18.60 11.51 13.89 26.51 49.16 217.49

13.4 7.8 5.9 14.1 3.9 8.6 5.3 6.4 12.2 22.6 100.0

典：国土交通省国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」 出



○地形は、関東ローム層の堆積した台地部と河川の浸食によって形

成された低地部に大別され、全市的に高低差の少ない平坦な地形

をなしています。また、市内を荒川・鴨川・鴻沼川・芝川・綾瀬

川・元荒川などの幾筋もの河川が流下し、荒川・芝川・元荒川沿

いには見沼田圃に代表される広大な農地や樹林地が広がり、首都

圏でも有数の緑豊かな自然環境が残されています。 

表２－１－２ 政令指定都市の

面積（平成 23 年 10 月１日現在）

さ い た ま 市 217.49

札 幌 市 1,121.12

仙 台 市 785.85

千 葉 市 272.08

横 浜 市 437.38

川 崎 市 142.70

相 模 原 市 328.8

新 潟 市 726.10

静 岡 市 ※ 1,411.8

浜 松 市 ※ 1,558.0

名 古 屋 市 ※ 326.43

京 都 市 827.90

大 阪 市 ※ 223.0

堺 市 149.99

神 戸 市 ※ 552.2

岡 山 市 789.92

広 島 市 905.41

北 九 州 市 488.7

福 岡 市 341.70

 注）※は境界が一部未定のため、
　　  参考値扱い。

　　　　市区町村別面積調」

面積（k㎡）

 出典：国土地理院「全国都道府県

3

5

4
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○本市の骨格を形成する広域交通網は、東北、上越、山形、秋田及

び長野新幹線、京浜東北線、宇都宮線、高崎線、埼京線が市中央

部を南北に、武蔵野線、川越線、東武野田線が東西に走り、埼玉

新都市交通伊奈線、埼玉高速鉄道線とあわせ、14 路線の鉄道が乗

り入れています。（図２－１－２） 

○さらに、東北自動車道をはじめとする自動車専用道路や国道が市

内外を東西南北にネットワークしており、人・物・情報が盛んに

行き交う東日本の一大交流拠点都市を支える重要な役割を担っ

ています。（同上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図２－１－２ 広域交通ネットワークの状況
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２ 市の沿革 

○本市は、古くは江戸時代の五街道の一つ中山道や、徳川幕府の歴代将軍が日光東照宮へ社参す

る際に利用した日光御成街道などの宿場町として栄えました。その後、明治４年（1871 年）に

は埼玉県が置かれ、県庁所在地に、また、明治 18 年（1885 年）には高崎線と東北本線の分岐

点として、大宮駅が開設され、鉄道の結節点として発展しました。 

○大正 12 年（1923 年）の関東大震災後は、震災による被害が少なかったことや、都心部との近

接性などから、東京から移り住む人々が増え、さらに、昭和の初めになると、現在の東武野田

線や京浜東北線などが相次いで開通したことによって、都市化が進みました。 

○戦後は、右肩上がりの経済成長を背景に、東北自動車道や国道 16 号などの幹線道路の整備や

東北・上越新幹線、埼京線などの開通によって、広域交通網のさらなる充実が図られ、首都圏

のベッドタウンとして人口及び市街地の拡大が急速に進み、東日本の一大交流拠点都市として

飛躍的な発展を遂げました。 

○昭和の終わり頃には、東京都区部への一

極依存構造がもたらす長時間通勤や住宅

問題、交通渋滞などの解決を図るため、

国の「首都圏基本計画（第４次）（昭和 61

年６月決定）」の中で、旧浦和市・大宮市

が「業務核都市」に位置付けられ、諸機

能が充実した自立性の高い地域づくりを

進める上での拠点として、さいたま新都心への国の行政機関の集中的な移転や民間の商業・業

務施設の立地が進みました。 

○平成 13 年５月１日には、旧浦和市・大宮市・与野市の３市合併により、さいたま市が誕生、

平成 15 年４月１日には全国で 13 番目となる政令指定都市へと移行し、９つの行政区を設置、

平成 17 年４月には旧岩槻市との合併を果たし、新たに岩槻区を設置し、現在に至っています。 

○堅調な発展を続けている本市ですが、今後は少子高齢化の急速な進行に伴い、地域の経済・社

会を支えている中心的世代ともいうべき 15～64 歳の生産年齢人口の割合が低下し、財政的な

制約が強まることが大いに懸念されます。このような状況下、時代潮流の変化に伴って新たに

発生すると考えられる事象をも的確に見据えた上で、限りある財源を従来にも増して無駄なく、

効率的に活用していくことが求められています。 
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３ 人口等 

 

（１）人口・世帯数 

＜人口＞ 

表２－３－１ 人口の都市間比較 ○本市の総人口は、第１回国勢調査

（大正９年）から一貫して増加を続

けており、平成 22 年 10 月１日現在

の人口は、122 万 2,434 人となって

います。（図２－３－１） 

（平成 17～22 年の増減率の高位順） 

平成12年

1 川 崎 市 1,249,905 1,327,011 6.2 1,425,512 7.4

2 福 岡 市 1,341,470 1,401,279 4.5 1,463,743 4.5

3 千 葉 市 887,164 924,319 4.2 961,749 4.0

4 さ い た ま 市 1,133,300 1,176,314 3.8 1,222,434 3.9

5 横 浜 市 3,426,651 3,579,628 4.5 3,688,773 3.0

6 相 模 原 市 681,150 701,630 3.0 717,544 2.3

7 名 古 屋 市 2,171,557 2,215,062 2.0 2,263,894 2.2

8 仙 台 市 1,008,130 1,025,098 1.7 1,045,986 2.0

9 岡 山 市 674,375 696,172 3.2 709,584 1.9

10 札 幌 市 1,822,368 1,880,863 3.2 1,913,545 1.7

11 広 島 市 1,134,134 1,154,391 1.8 1,173,843 1.7

12 大 阪 市 2,598,774 2,628,811 1.2 2,665,314 1.4

13 堺 市 829,636 830,966 0.2 841,966 1.3

14 神 戸 市 1,493,398 1,525,393 2.1 1,544,200 1.2

15 京 都 市 1,474,471 1,474,811 0.0 1,474,015 ▲ 0.1

16 新 潟 市 808,969 813,847 0.6 811,901 ▲ 0.2

17 浜 松 市 786,306 804,032 2.3 800,866 ▲ 0.4

18 静 岡 市 729,980 723,323 ▲ 0.9 716,197 ▲ 1.0

19 北 九 州 市 1,011,471 993,525 ▲ 1.8 976,846 ▲ 1.7

25,263,209 25,876,475 2.4 26,417,912 2.1

6,938,006 7,054,382 1.7 7,194,556 2.0

8,134,688 8,489,653 4.4 8,945,695 5.4

126,925,843 127,767,994 0.7 128,057,352 0.2

 出典：「国勢調査」（各年10月１日現在）を基に作成
 注）数値は、可能な限り平成22年10月１日現在の市域に組み替えている。

対平成12
年増減率

（％）

対平成17
年増減率

（％）

順
位

市名

平成17年

実数（人） 実数（人） 実数（人）

平成22年

政令指定都市

埼玉県

東京都区部

全国

○調査ごとの人口の推移をみると、人

口増加率については、昭和 45 年～

50 年まで概ね 10％を超える高い水

準を保っていましたが、昭和 50 年

～55 年以降は 10％を下回るように

なり、平成 17 年～22 年の増加率は

3.9％（46,120 人増）となっていま

す。（同上） 

○なお、平成 17 年～22 年の増加率は

3.9％（46,120 人増）であり、政令

指定都市 19 市の中では４番目に高

い伸びとなっています。（表２－３

－１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図２－３－１ 人口及び人口増加率の推移 

出典：総務局総務部総務課「平成 22 年国勢調査さいたま市人口等基本集計結果」 
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○全国の人口が横ばい傾向で推移3している中、埼玉県全体では平成 17 年～22 年に 2.0％

（140,174 人）増加しています。県内では、40 市中 14 市で減少している一方、八潮市や吉

川市など県南部・南西部地域を中心に本市の増加率を上回る市が８市あります。（表２－３

－２） 

○区別では、岩槻区を除く全ての区で人口は一貫して増加傾向で推移しています。このうち、

平成 17 年～22 年の増加率が最も高いのは、中央区の 6.3％（5,674 人増）であり、以下、緑

区の 5.9％（6,100 人増）、南区の 5.0％（8,314 人増）の順となっています。（図２－３－２） 
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表２－３－２ 人口の都市間比較 

（平成 17～22 年の増減率の高位順） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            
3 平成 22 年国勢調査による日本の総人口は１億 2,805 万 7,352 人であり、対平成 17 年比で 0.2％（289,358 人）増と、

調査開始以来最低の人口増加率となっている。 

図２－３－２ 区別人口の推移 
出典：国勢調査（各年 10 月１日現在） 

注）平成 22 年 10 月１日現在の市域に組み替えた数値である。 

 0

 20,000

 40,000

 60,000

 80,000

 100,000

 120,000

 140,000

 160,000

 180,000

 200,000

西
区

北
区

大
宮
区

見
沼
区

中
央
区

桜
区

浦
和
区

南
区

緑
区

岩
槻
区

平成12年 平成17年 平成22年（人）
平成17年

1 八 潮 市 75,507 82,977 9.9

2 吉 川 市 60,284 65,298 8.3

3 日 高 市 53,619 57,473 7.2

4 戸 田 市 116,696 123,079 5.5

5 和 光 市 76,688 80,745 5.3

6 鳩 ヶ 谷 市 58,355 60,908 4.4

7 川 口 市 480,079 500,598 4.3

8 朝 霞 市 124,393 129,691 4.3

9 さ い た ま 市 1,176,314 1,222,434 3.9

10 ふ じ み 野 市 101,960 105,695 3.7

11 新 座 市 153,305 158,777 3.6

12 越 谷 市 315,792 326,313 3.3

13 志 木 市 67,448 69,611 3.2

14 草 加 市 236,316 243,855 3.2

15 坂 戸 市 98,964 101,700 2.8

16 川 越 市 333,795 342,670 2.7

17 三 郷 市 128,278 131,415 2.4

18 蕨 市 70,010 71,502 2.1

19 富 士 見 市 104,748 106,736 1.9

20 所 沢 市 336,100 341,924 1.7

21 上 尾 市 220,232 223,926 1.7

22 桶 川 市 73,677 74,711 1.4

23 入 間 市 148,576 149,872 0.9

24 鶴 ヶ 島 市 69,783 69,990 0.3

25 鴻 巣 市 119,594 119,639 0.0

26 幸 手 市 54,006 54,012 0.0

27 本 庄 市 81,957 81,889 ▲ 0.1

28 久 喜 市 154,684 154,310 ▲ 0.2

29 蓮 田 市 63,474 63,309 ▲ 0.3

30 加 須 市 115,497 115,002 ▲ 0.4

31 春 日 部 市 238,506 237,171 ▲ 0.6

32 熊 谷 市 204,675 203,180 ▲ 0.7

33 羽 生 市 56,693 56,204 ▲ 0.9

34 東 松 山 市 91,302 90,099 ▲ 1.3

35 深 谷 市 146,600 144,618 ▲ 1.4

36 狭 山 市 158,074 155,727 ▲ 1.5

37 飯 能 市 84,860 83,549 ▲ 1.5

38 北 本 市 70,126 68,888 ▲ 1.8

39 行 田 市 88,815 85,786 ▲ 3.4

40 秩 父 市 70,563 66,955 ▲ 5.1

7,054,382 7,194,556 2.0

 出典：国勢調査（各年10月１日現在）
注）平成17年は、平成22年10月１日現在の市域に組み替えた平成17年の人口である。

順
位

埼玉県合計

平成22年

実数（人） 実数（人）
対平成17年

増減率
（％）



＜世帯数＞ 

○平成 12 年以降、世帯数は人口を上

回るペースで増え続け、平成 22 年

には 503,126 世帯となり、平成 12

年の 425,037 世帯に比べ 18.4％

（78,089 世帯）大きく増加してい

ます。平成 17 年～22 年における世

帯数の増加率は 9.3％（42,669 世

帯）であり、政令指定都市 19 市の

中では川崎市に次ぐ伸びとなって

います。（表２－３－３） 

○一方、平成 22 年の１世帯当たり人

員は 2.43 人／世帯、平成 12 年の

2.67 人／世帯に比べ 0.24 人減少しているものの、政令指定都市の中では５番目に高い水準

にあります。区別にみると、最も多いのは緑区の 2.69 人／世帯であり、以下、西区の 2.68

人／世帯、岩槻区の 2.65 人／世帯の順となっています。（表２－３－３・４） 
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図２－３－３ 区別世帯数の推移 
出典：国勢調査（各年 10 月１日現在）

○全国的な晩婚化・未婚化の進行、共稼ぎ世帯や離婚の増加などを背景に、本市においても、

今後も引き続き、夫婦と子どもからなる世帯が減少する一方、単独世帯や夫婦のみの世帯が

増えるなど、世帯の小規模化がさらに進んでいくものと見込まれます。 

表２－３－３ 世帯数及び１世帯当たり人員の都市間比較 

（平成 17～22 年の世帯数増減率の高位順） 

 

1 川 崎 市 543,088 2.30 595,513 9.7 2.23 662,694 11.3 2.15

2 さ い た ま 市 425,037 2.67 460,457 8.3 2.55 503,126 9.3 2.43

3 福 岡 市 599,989 2.24 649,138 8.2 2.16 707,358 9.0 2.07

4 千 葉 市 348,159 2.55 373,766 7.4 2.47 406,309 8.7 2.37

5 横 浜 市 1,370,346 2.50 1,478,104 7.9 2.42 1,583,889 7.2 2.33

6 相 模 原 市 262,195 2.60 282,897 7.9 2.48 302,815 7.0 2.37

7 名 古 屋 市 897,932 2.42 955,851 6.5 2.32 1,021,227 6.8 2.22

8 堺 市 309,168 2.68 322,936 4.5 2.57 344,465 6.7 2.44

9 神 戸 市 606,162 2.46 643,351 6.1 2.37 684,183 6.3 2.26

10 大 阪 市 1,169,621 2.22 1,245,012 6.4 2.11 1,317,990 5.9 2.02

11 仙 台 市 421,182 2.39 439,579 4.4 2.33 465,260 5.8 2.25

12 札 幌 市 781,948 2.33 837,367 7.1 2.25 885,848 5.8 2.16

13 広 島 市 463,135 2.45 487,416 5.2 2.37 512,907 5.2 2.29

14 岡 山 市 259,350 2.60 282,834 9.1 2.46 296,790 4.9 2.39

15 京 都 市 622,473 2.37 653,860 5.0 2.26 681,581 4.2 2.16

16 新 潟 市 283,793 2.85 300,139 5.8 2.71 312,533 4.1 2.60

17 浜 松 市 268,605 2.93 289,521 7.8 2.78 300,444 3.8 2.67

18 静 岡 市 261,652 2.79 271,284 3.7 2.67 279,019 2.9 2.57

19 北 九 州 市 408,080 2.48 413,510 1.3 2.40 420,702 1.7 2.32

10,301,915 2.45 10,982,535 6.6 2.36 11,689,140 6.4 2.26

2,482,374 2.79 2,650,115 6.8 2.66 2,841,595 7.2 2.53

3,810,919 2.13 4,146,481 8.8 2.05 4,540,746 9.5 1.97

47,062,743 2.70 49,566,305 5.3 2.58 51,950,504 4.8 2.46

 出典：「国勢調査」（各年10月１日現在）を基に作成
 注）数値は、可能な限り平成22年10月１日現在の市域に組み替えている。
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表２－３－４ 世帯数の推移 

平成12年

2.67 2.55 2.43 425,037 460,457 8.3 503,126 9.3

西区 2.96 2.81 2.68 27,182 29,348 8.0 31,406 7.0

北区 2.60 2.52 2.37 47,417 52,518 10.8 58,382 11.2

大宮区 2.54 2.40 2.24 41,352 44,279 7.1 48,475 9.5

見沼区 2.79 2.68 2.55 53,192 56,914 7.0 61,585 8.2

中央区 2.50 2.42 2.33 33,164 37,373 12.7 41,153 10.1

桜区 2.56 2.42 2.28 35,951 38,413 6.8 42,442 10.5

浦和区 2.53 2.42 2.34 52,705 57,669 9.4 61,994 7.5

南区 2.51 2.42 2.34 63,387 68,770 8.5 74,885 8.9

緑区 2.93 2.84 2.69 33,953 36,606 7.8 40,862 11.6

岩槻区 2.97 2.83 2.65 36,734 38,567 5.0 41,942 8.8

 出典：「国勢調査」（各年10月１日現在）を基に作成
 注）数値は、可能な限り平成22年10月１日現在の市域に組み替えている。
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（２）年齢別人口 

○平成22年国勢調査による人口

を年齢３区分別にみると、年

少人口（０～14 歳）は 16 万

6,926人（人口総数の13.8％）、

生産年齢人口（15～64 歳）は

81 万 3,060 人（67.0％）、老年

人口（65歳以上）は23万 3,564

人（19.2％）となっています。

（表２－３－５） 

○昭和55年からの年齢３区分別

人口の推移をみると、老年人

口が一貫して急激な増加をみ

せており、平成 22 年には 23

万 3,564 人と、昭和 55 年の約

４倍となっています。一方、年少人口は平成 12 年以降微増していましたが、平成 22 年には

減少に転じています。（同上） 
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平成22年
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昭和55年

年少人口（０～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

ならない場合がある。 

注）端数処理の関係で個別に積み上げた値が 100％に 

図２－３－４ 年齢３区分別人口構成比の推移 
出典：国勢調査（各年 10 月１日現在） 

○生産年齢人口は平成２年以降増加率が低下し、平成 17 年以降は減少に転じています。総人

口（年齢不詳を除く）に占める比率を平成 17 年と平成 22 年で比べると、年少人口は「14.5

⇒13.8％」、生産年齢人口は「69.6％⇒67.0％」に低下している一方、老年人口は「15.9％

⇒19.2％」に上昇しています。（図２－３－４） 

○年齢３区分別人口の構成比の推移をみると、年少人口、生産年齢人口で低下、老年人口で上

昇が続いており、高齢化が進んでいることがわかります。（同上） 

表２－３－５ 年齢３区分別人口及び構成比の推移 

 
年少人口 生産年齢人口 老年人口 年少人口 生産年齢人口 老年人口

（０～14歳） （15～64歳） （65歳以上） （０～14歳） （15～64歳） （65歳以上）

昭和55年 879,291 225,912 596,344 56,542 25.7 67.9 6.4

昭和60年 922,757 205,192 646,911 70,414 22.2 70.1 7.6

平成 ２年 1,007,569 178,609 739,803 87,237 17.8 73.6 8.7

平成 ７年 1,078,545 168,798 796,449 112,170 15.7 73.9 10.4

平成12年 1,133,300 169,929 816,522 145,087 15.0 72.2 12.8

平成17年 1,176,314 170,239 815,659 186,779 14.5 69.6 15.9

平成22年 1,222,434 166,926 813,060 233,564 13.8 67.0 19.2

 出典：国勢調査（各年10月１日現在）
 注１）国勢調査の結果を可能な限り、平成22年10月１日現在の市域に組み替えたものである。
    ２）総数には年齢不詳を含むが、構成比は年齢不詳を除き算出している。

総数

実　　数（人） 構成比（％）
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 Ⅱ-９

○国勢調査による平成 22 年の年齢３

区分別人口の構成比は、政令指定都

市 19 市中、年少人口（13.8％）が

５番目、生産年齢人口（67.0％）が

６番目と相対的に高い水準である

のに対し、老年人口（19.2％）は

16 番目と低い水準になっており、

比較的若い年齢構成になっている

のが特徴といえます。（図２－３－

５） 

年少人口（０～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

13.1 70.0

13.3 69.1 17.6

13.3 68.2 18.6

11.7 67.7 20.5

13.1 67.5 19.4

13.8 67.0 19.2

13.3 66.6 20.1

13.0 65.8 21.2

11.7 65.7 22.7

14.5 65.5 20.0

13.3 65.3 21.4

11.9 65.1 23.0

14.3 64.2 21.5

○国立社会保障・人口問題研究所が平

成 17 年の国勢調査に基づき推計し

た、「日本の市区町村別将来推計人

口（平成 20 年 12 月推計）」による

と、平成 47 年の老年人口及び後期

高齢者（75 歳以上）は、それぞれ

平成 17 年の約 1.95 倍（政令指定都

市 19 市中４番目）、2.75 倍（同３

番目）となることが予測されており、

いずれも政令指定都市 19 市の中で

も高水準の速さで増加することが

見込まれています。（図２－３－６） 
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図２－３－６ 平成 17 年＝100 とした場合の老年人口（左）、75 歳以上人口（右）の推移 
出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成 18 年 12 月推計）、「日本の都道府県別将

来推計人口」（平成 19 年５月推計）及び「日本の市区町村別将来推計人口」（平成 20 年 12 月推計）を

基に作成 

注）政令指定都市は、平成 17 年 10 月１日現在の市域に基づく実績及び推計値。 

0

50

100

150

200

250

平成17年 平成22年 平成27年 平成32年 平成37年 平成42年 平成47年

さいたま市 政令指定都市 埼玉県 東京都区部 全国

0

50

100

150

200

250

300

平成17年 平成22年 平成27年 平成32年 平成37年 平成42年 平成47年

さいたま市 政令指定都市 埼玉県 東京都区部 全国

図２－３－５ 年齢３区分別人口構成比の都市間比較 
（政令指定都市は生産年齢人口比率の高位順) 
出典：国勢調査（平成 22 年 10 月１日現在） 

注）端数処理の関係で個別に積み上げた値が 100％に 

ならない場合がある。 



○今後、1947（昭和 22）年～1951（昭和 26）年頃の戦後のベビーブームに生まれ、次図の円

内に示す人口構成の１つの山を形成している団塊の世代と呼ばれる市民の加齢によって、人

口の高齢化が加速することが見込まれます。（図２－３－７） 

○このため、より多くの市民が人生の円熟期を健やかに、生きがいを持って過ごすことができ

る地域づくりや、地域全体で高齢者の安心した暮らしを支援するための仕組づくりを計画的

に進めていく必要があります。 
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 図２－３－７ 人口ピラミッド 
出典：平成 22 年国勢調査に基づき作成  

 



（３）人口動態 

○広域的な交通網の結節点という

極めて高い地理的優位性などを

背景に、近年、本市では出生者

数から死亡者数を差し引いた自

然動態、転入者数から転出者数

を差し引いた社会動態（その他

を含む）ともに一貫してプラス

で推移しています。（表２－３－

６） 

表２－３－６ 人口動態（住基＋外国人登録）の推移 

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

10,950 10,988 11,017 11,072 11,299 10,897

7,585 7,679 8,039 8,137 8,693 8,777

3,365 3,309 2,978 2,935 2,606 2,120

58,170 59,757 58,798 60,447 57,339 55,053

うち県外 40,550 41,384 41,334 41,816 40,037 38,066

55,751 54,855 52,607 51,747 51,510 50,743

うち県外 37,130 37,110 35,653 34,937 34,816 35,088

447 434 387 448 493 184

2,866 5,336 6,578 9,148 6,322 4,494

6,231 8,645 9,556 12,083 8,928 6,614

 出典：総務局総務部総務課資料
 注)「その他増減」とは、職権記載・消除等である。

自然
動態
(人）

社会増減

その他増減注）

社会
動態
(人）

転入者数

転出者数

出生者数

死亡者数

増減人口（人）

自然増減

○このうち、自然動態は、出生者数が概ね１万１千人前後で安定的に推移しているのに対し、

死亡者数が増え続けていることから、増加幅は縮小傾向にあります。また、社会動態は、年

間約６万人もの転入者がいる一方、約５万人が転出しており、特に、これらの７割程度が県

外からの転入・転出となっているなど、出入りが比較的活発な状況にあります。（同上） 

○平成 23 年の人口動態を区別にみると、岩槻区では自然動態がマイナス、中央区、桜区、南

区及び岩槻区の社会動態は、転出者数が転入者数を上回る転出超過、その他の区では自然動

態及び社会動態ともにプラスとなっています。（図２－３－８） 
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 図２－３－８ 平成 23 年の人口動態 
出典：総務局総務部総務課資料  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４ 土地利用等 

 

（１）地目別土地面積 

○平成 22 年１月１日現在の地目別土地面積

は、宅地が 8,068.8ha（全体比 37.1％）で

最も多く、以下、畑の 2,834.3ha（13.0％）、

雑種地 の 2,795.7ha （ 12.9 ％ ）、田の

2,133.3ha（9.8％）の順となっています。

（図２－４－１） 

その他
24.4%

(5,303.6ha)

雑種地
12.9%

(2,795.7ha)

原野 0.5%
(114.0ha)

山林 2.2%
(481.6ha)

池沼 0.1%
(17.7ha) 宅地 37.1%

(8,068.8ha)

田 9.8%
(2,133.3ha)

畑 13.0%
(2,834.3ha)

合計
21,749.0ha

○平成 18 年以降、宅地は一貫して増え続け、

平成 22 年では対平成 18 年比で 213.2ha

（2.7％）増加しています。一方、田と畑は

一貫して減り続け、対平成 18 年比で田が

92.3ha（4.1％）、畑が 164.2ha（5.5％）減

少しており、両者を合わせた減少面積は

256.5ha、埼玉スタジアム 2002（建築面積

約 5.3ha）約 50 個分に相当する規模となっ 

ています。（表２－４－１） 

図２－４－１ 平成 22 年１月１日現在の地目

別土地面積 

出典：財政局税務部固定資産税課資料 

○平成 22 年１月１日現在の地目別面積を区別にみると、宅地の占める比率が最も高いのは、

浦和区の 59.1％（680.0ha）、以下、中央区の 57.1％（479.0ha）、大宮区の 56.4％（719.1ha）

の順であり、この他に北区、南区で宅地率が 50％を超えています。また、田と畑を合わせた

農地の占める比率では、岩槻区が 40.0％（1,964.4ha）で突出しており、以下、緑区の 29.0％

（769.4ha）、見沼区の 28.6％（877.5ha）の順となっています。（図２－４－２） 

表２－４－１ 地目別土地面積の推移 
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面積
（ha）

構成比
（％）

面積
（ha）

構成比
（％）

面積
（ha）

構成比
（％）

面積
（ha）

構成比
（％）

面積
（ha）

構成比
（％）

面積
（ha）

構成比
（％）

面積
（ha）

構成比
（％）

面積
（ha）

構成比
（％）

21,749.0 2,225.6 10.2 2,998.5 13.8 7,855.6 36.1 511.7 2.4 119.3 0.5 18.8 0.1 2,252.1 10.4 5,767.5 26.5

21,749.0 2,203.5 10.1 2,953.2 13.6 7,884.4 36.3 502.5 2.3 119.5 0.5 18.8 0.1 2,281.8 10.5 5,785.4 26.6

21,749.0 2,176.0 10.0 2,914.7 13.4 7,937.3 36.5 493.9 2.3 117.9 0.5 18.5 0.1 2,289.8 10.5 5,800.9 26.7

21,749.0 2,155.2 9.9 2,861.2 13.2 7,967.8 36.6 492.1 2.3 114.2 0.5 18.3 0.1 2,313.3 10.6 5,827.0 26.8

21,749.0 2,133.3 9.8 2,834.3 13.0 8,068.8 37.1 481.6 2.2 114.0 0.5 17.7 0.1 2,795.7 12.9 5,303.6 24.4

西区 2,914.0 433.3 14.9 382.7 13.1 732.9 25.2 81.8 2.8 34.2 1.2 0.9 0.0 503.4 17.3 744.9 25.6

北区 1,691.0 12.2 0.7 103.0 6.1 948.4 56.1 17.8 1.1 － － 0.1 0.0 240.1 14.2 369.4 21.8

大宮区 1,275.0 24.4 1.9 18.1 1.4 719.1 56.4 4.0 0.3 0.6 0.0 － － 202.1 15.9 306.8 24.1

見沼区 3,063.0 289.7 9.5 587.8 19.2 1,093.2 35.7 116.8 3.8 2.4 0.1 4.0 0.1 321.9 10.5 647.2 21.1

中央区 839.0 3.4 0.4 28.3 3.4 479.0 57.1 2.4 0.3 － － － － 134.2 16.0 191.7 22.8

桜区 1,860.0 144.8 7.8 96.7 5.2 595.3 32.0 10.6 0.6 27.8 1.5 1.3 0.1 268.6 14.4 714.8 38.4

浦和区 1,151.0 7.5 0.7 35.5 3.1 680.0 59.1 6.0 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 170.7 14.8 251.4 21

南区 1,389.0 4.2 0.3 62.2 4.5 764.1 55.0 9.1 0.7 20.9 1.5 4.9 0.4 216.5 15.6 307.1 22

緑区 2,651.0 112.6 4.2 656.8 24.8 773.7 29.2 95.0 3.6 1.4 0.1 0.7 0.0 239.4 9.0 771.3 29.1

岩槻区 4,916.0 1,101.2 22.4 863.2 17.6 1,283.1 26.1 138.1 2.8 26.7 0.5 5.8 0.1 498.8 10.1 999.0 20.3

 出典：財政局税務部固定資産税課資料（各年１月１日現在）
 注１）地目ごとに単位未満を調整しているため、個別に積み上げた値と合計が一致しない場合がある。
    ２）雑種地は、田・畑、宅地、山林、原野、池沼、その他のいずれにも属さない土地。

.8
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図２－４－２ 区別の地目別土地面積の構成比  
出典：財政局税務部固定資産税課資料（平成 22 年１月１日現在） 

 

○課税対象外の土地を除いた地目

別土地面積の構成比を他都市と

比較すると、本市では農地の占め

る比率が 29.7％で、首都圏の政

令指定都市４市の中で最も高い

値となっているのが特徴的とい

えます。（図２－４－３） 

○今後さらに、農業従事者の主力を

担ってきた世代の高齢化が進行

するなど、農業経営を取り巻く環

境が厳しさを増すなか、良好な住

宅地の維持・形成や本市らしさを

象徴する源泉の１つともいえる

豊かな自然環境の保全に努めながら、それぞれの地区にふさわしい土地利用の維持・増進を

図っていくことが求められています。 

44.7

79.8

72.1

44.0

50.7

18.0

6.8

10.6

23.8

29.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

政令市平均（18市）

川崎市

横浜市

千葉市

さいたま市

宅地 農地 山  林 原  野 池  沼 雑種地等 その他

図２－４－３ 地目別土地面積の構成比の都市間比較
出典：各市資料（平成 22年１月１日現在、相模原市を除く）

注）公有地等の課税対象外の土地を除く。 

 

 



（２）都市計画の状況 

○本市では、市域全体の 53.8％、11,698ha が

既に市街地を形成している区域及び概ね 10

年以内に優先的かつ計画的に市街化を図る

区域である市街化区域に、残り 46.2％、

10,051ha が市街化を抑制すべき区域である

市街化調整区域に指定されています。（表２

－４－２） 

表２－４－２ 区域区分等の指定状況 

面積
（ha）

構成比
（％）

 都市計画区域 21,749 100.0

11,698 53.8

10,051 46.2

 第一種低層住居専用地域 約 1,525.6 約 13.2

 第二種低層住居専用地域 約 50.8 約 0.5

 第一種中高層住居専用地域 約 2,063.1 約 17.8

 第二種中高層住居専用地域 約 1,577.5 約 13.7

 第一種住居地域 約 3,165.8 約 27.3

 第二種住居地域 約 860.6 約 7.4

 準住居地域 約 281.3 約 2.4

約 9,524.7 約 82.3

 近隣商業地域 約 277.4 約 2.3

 商業地域 約 477.5 約 4.1

約 754.9 約 6.4

 準工業地域 約 1,040.5 約 9.0

 工業地域 約 217.8 約 1.9

 工業専用地域 約 50.1 約 0.4

約 1,308.4 約 11.3

約 11,588.0 100.0

          （平成23年11月現在）
 注）地域地区の構成比は、合計に対する値。

 出典：「さいたま都市計画図（さいたま都市計画の参考資料」

区域
区分

区分

地域
地区

 市街化区域

 市街化調整区域

住居系用途地域

商業系用途地域

工業系用途地域

合計

○市街地の大枠の土地利用を定め、それぞれ

の目的に応じて建築することができる建築

物の種類と規模が決められている用途地域

では、第一種住居地域4が 3,165.8ha（対用

途地域全体比 27.3％）で最も多く、以下、

第一種中高層住居専用地域 5の 2,063.1ha

（17.8％）、第二種中高層住居専用地域6の

1,577.5ha（13.7％）の順であり、上位３種

の合計で用途地域全体の 58.7％を占めてい

ます。（同上） 

○住居系、商業系及び工業系用

途地域の指定状況を他の政令

指定都市と比較すると、本市

の住居系の構成比は約 82.3％

で 19 市中、最も高い比率とな

っている一方、商業系は約

6.4％、工業系は約 11.3％でい

ずれも最も低い比率となって

おり、東京都心部のベッドタ

ウンという都市特性を色濃く

反映したものとなっています。

（図２－４－４） 

住居系 商業系 工業系

82.3 6.4

74.9 13.8 11.4
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66.1 10.9 23.1
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65.4 12.8 21.8
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65.8 11.6 22.6
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図２－４－４ 用途地域の都市間比較 

出典：財団法人都市計画協会「都市計画年報」  

（平成 22 年３月 31 日現在） 

注）端数処理の関係で個別に積み上げた値が 100％に 

ならない場合がある。  
4 住居の環境を保護するため定める地域であり、大規模な店舗、事務所等の立地が制限される。 
5 中高層住宅に係る良好な住居の環境を保護するために定める地域。 
6 主として中高層住宅に係る良好な住居の環境を保護するために定める地域であり、必要な利便施設の立地は認められる。 



（対市街化区域面積比の高位順） 

表２－４－３ 生産緑地地区の都市間比較○生産緑地地区は、市街化区域内にある農地

等が有する緑地機能に着目し、公害又は災

害の防止、農業と調和した都市環境づくり

に役立つ農地を保全することで、良好な都

市環境の形成を図るための制度です。 

順
位

市名
決定面積

（ha）
地区数
（地区）

対市街化区
域面積比

（％）

1 新 座 市 110.3 257 8.3

2 富 士 見 市 59.6 191 8.0

3 志 木 市 43.7 156 6.8

4 和 光 市 44.0 129 6.0

5 北 本 市 39.9 119 5.5

6 上 尾 市 135.2 536 5.4

7 川 越 市 149.7 502 4.7

8 朝 霞 市 44.3 184 4.4

9 草 加 市 97.8 362 3.9

10 飯 能 市 44.1 217 3.9

11 ふ じ み 野 市 30.6 196 3.5

12 桶 川 市 27.4 108 3.3

13 さ い た ま 市 388.6 1,501 3.3

14 所 沢 市 90.1 363 3.3

15 川 口 市 140.9 501 2.9

16 日 高 市 18.6 81 2.9

17 鴻 巣 市 43.2 193 2.9

18 狭 山 市 40.5 186 2.8

19 八 潮 市 29.1 172 2.2

20 坂 戸 市 20.9 105 2.0

21 行 田 市 23.0 112 2.0

22 蓮 田 市 12.2 58 1.9

23 三 郷 市 27.0 156 1.9

24 鶴 ヶ 島 市 14.3 63 1.8

25 入 間 市 25.5 103 1.6

26 春 日 部 市 29.7 162 1.3

27 加 須 市 12.6 75 1.1

28 越 谷 市 29.7 168 1.0

29 鳩 ケ 谷 市 5.9 41 1.0

30 幸 手 市 4.7 21 0.9

31 久 喜 市 5.6 40 0.6

32 羽 生 市 4.4 23 0.5

33 蕨 市 2.7 16 0.5

34 東 松 山 市 5.2 37 0.5

35 吉 川 市 2.3 17 0.3

36 戸 田 市 4.3 33 0.3

1,807.5 － 3.1

           （平成22年３月31日現在）

合計

 出典：財団法人都市計画協会「都市計画年報」

○平成22年３月31日現在、本市では388.6ha、

1,501 地区が生産緑地地区に指定されてお

り、対市街化区域面積比は 3.3％で、県内

36 市中、第 13 位となっています。（表２－

４－３） 

 

 

 Ⅱ-１５



（３）地価 

＜住宅地平均地価＞ 

○平成 19 年以降の住宅地平均地価の推移をみると、いわゆるリーマンショックを引き金とし

た世界規模での実体経済の急激な悪化を反映し、平成 21 年の住宅地平均地価は、市内 10 区

ともに対前年比で▲9.2％～▲4.8％と下落しています。（表２－４－４） 

○平成 23 年も住宅地平均地価は、いずれの区も下落傾向が続いていますが、下落率は概ね▲

２％台に縮小しています。また、県内における人口 10 万人以上の市の全てで、平成 23 年の

住宅地平均地価は、前年を下回っており、このうち、見沼区が▲3.0％で 29 市区中２番目、

西区が▲2.9％で５番目に高い下落率となっています。（表２－４－４、図２－４－５） 

表２－４－４ 住宅地平均地価の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平均地価
（円／㎡）

対前年平均
変動率（％）

平均地価
（円／㎡）

対前年平均
変動率（％）

平均地価
（円／㎡）

対前年平均
変動率（％）

平均地価
（円／㎡）

対前年平均
変動率（％）

平均地価
（円／㎡）

対前年平均
変動率（％）

191,400 4.5 195,500 2.3 180,400 ▲ 7.3 173,300 ▲ 3.2 170,400 ▲ 2.3

西区 126,000 2.5 127,700 1.3 119,700 ▲ 6.2 115,200 ▲ 3.8 111,800 ▲ 2.9

北区 181,800 4.8 187,600 3.0 172,000 ▲ 8.1 161,000 ▲ 3.1 159,900 ▲ 2.6

大宮区 236,400 6.3 244,600 3.2 221,500 ▲ 9.2 215,800 ▲ 2.7 210,900 ▲ 2.4

見沼区 139,800 2.9 141,500 1.1 131,300 ▲ 7.2 126,600 ▲ 3.6 123,800 ▲ 3.0

中央区 243,300 5.5 250,200 2.7 230,700 ▲ 7.6 223,500 ▲ 3.1 219,500 ▲ 1.9

桜区 169,000 2.9 172,500 1.9 160,500 ▲ 6.9 154,800 ▲ 3.6 151,000 ▲ 2.5

浦和区 272,400 6.3 281,700 3.3 258,500 ▲ 8.0 251,200 ▲ 3.1 247,400 ▲ 1.7

南区 233,000 5.6 239,900 2.9 221,700 ▲ 7.6 214,700 ▲ 3.2 207,000 ▲ 2.0

緑区 166,700 3.2 170,300 2.0 159,300 ▲ 6.3 154,000 ▲ 3.3 153,700 ▲ 2.2

岩槻区 103,100 3.6 104,300 0.7 99,200 ▲ 4.8 96,100 ▲ 3.2 94,000 ▲ 2.2

 出典：県開発指導課 「埼玉県地価調査」（各年７月１日現在）
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出典：県開発指導課「埼玉県地価調査」に基づき作成 

図２－４－５ 平成 23 年の住宅地平均地価×対前年平均変動率の都市間比較  
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＜商業地平均地価＞ 

○一方、商業地平均地価も住宅地と同様に、調査地点が設けられている市内６区ともに平成 21

年の地価は、前年に比べ下落しており、対前年平均変動率は▲13.3％～▲5.3％と住宅地を

上回る下落幅となっています。また、６区別にみると、大宮区や浦和区のように、相対的に

地価が高額な区で、大きく下落している傾向となっています。（表２－４－５） 

○平成 23 年における商業地平均地価の下落幅は、平成 22 年に比べ縮小傾向にあります。県内

の人口10万人以上の他市と比較すると、北区が▲3.6％で25市区中４番目、浦和区が▲3.1％

で８番目に高い下落率となっています。（表２－４－５、図２－４－６） 

表２－４－５ 商業地平均地価の推移 
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平均地価
（円／㎡）

対前年平均
変動率（％）

平均地価
（円／㎡）

対前年平均
変動率（％）

平均地価
（円／㎡）

対前年平均
変動率（％）

平均地価
（円／㎡）

対前年平均
変動率（％）

平均地価
（円／㎡）

対前年平均
変動率（％）

618,300 7.3 644,700 3.4 565,500 ▲ 10.6 543,100 ▲ 4.0 525,800 ▲ 3.0

西区 － － － － － － － － － －

北区 246,000 6.0 253,000 2.8 232,000 ▲ 8.3 220,000 ▲ 5.2 212,000 ▲ 3.6

大宮区 1,057,000 10.4 1,111,600 4.7 958,000 ▲ 13.3 923,800 ▲ 3.4 894,200 ▲ 2.8

見沼区 － － － － － － － － － －

中央区 298,500 5.5 307,000 2.8 280,000 ▲ 8.8 269,000 ▲ 4.0 261,500 ▲ 2.8

桜区 － － － － － － － － － －

浦和区 536,200 6.5 554,400 3.3 493,000 ▲ 10.6 470,000 ▲ 4.5 454,600 ▲ 3.1

南区 333,000 5.0 341,000 2.4 310,000 ▲ 9.1 298,000 ▲ 3.9 289,000 ▲ 3.0

緑区 － － － － － － － － － －

岩槻区 132,000 3.1 133,000 0.8 126,000 ▲ 5.3 122,000 ▲ 3.2 119,000 ▲ 2.5

典：県開発指導課 「埼玉県地価調査」（各年７月１日現在）
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図２－４－６ 平成 23 年の商業地平均地価×対前年平均変動率の都市間比較 
出典：県開発指導課「埼玉県地価調査」に基づき作成 

 

 



（４）オフィスビルの平均募集賃料及び空室率 

○首都圏の主要都市におけるオフィスビルの坪当たり平均募集賃料及び空室率の推移は、次表

に示すとおりです。これによると、平成 22 年９月の大宮西口の賃料は 12,340 円であり、千

葉、横浜西口を上回っています。また、空室率は 7.0％であり、東京都心部を含めた９ゾー

ンの中では４番目に低い水準にあります。（表２－４－６、図２－４－７） 

○平成 19 年９月期以降の推移をみると、大宮西口の賃料は、平成 20 年９期の 13,700 円をピ

ークに減少傾向が続いており、平成 22 年９月期では 12,340 円とピーク時に比べ 1,360 円

（9.9％）減少しています。平成 21 年９月期以降、９ゾーン中、大宮西口を含めた６ゾーン

で賃料は２年連続で減少しています。 

表２－４－６ 首都圏の主要都市におけるオフィスビルの平均募集賃料と空室率 
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賃料
（円／坪）

空室率
（％）

賃料
（円／坪）

空室率
（％）

賃料
（円／坪）

空室率
（％）

賃料
（円／坪）

空室率
（％）

い た ま 市 大宮西口 12,620 2.7 13,700 3.7 13,230 7.5 12,340 7.0

葉 市 千葉 8,790 13.8 8,750 14.6 8,490 16.7 8,460 15.9

浜 市 横浜西口 12,180 2.4 12,250 4.3 11,590 7.5 11,310 8.2

丸の内・大手町・有楽町 33,370 0.1 27,500 0.7 30,210 4.2 24,560 3.6

内神田・神田須田町 12,750 3.0 13,110 4.2 12,350 6.5 18,860 5.3

日本橋・八重洲・京橋 17,980 1.1 18,350 2.4 17,460 5.6 15,970 6.8

銀座 19,400 1.5 19,770 2.7 18,720 6.3 17,830 8.4

渋谷 19,110 1.3 22,120 2.5 18,560 7.1 14,560 9.4

西新宿 17,140 1.6 17,280 3.5 13,490 7.5 17,210 7.6

典：（財）不動産流通近代化センター「2011 不動産業統計集（不動産賃貸）」
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図２－４－７ 首都圏の主要都市におけるオフィスビルの空室率 

出典：「2011 不動産業統計集（不動産賃貸）」に基づき作成 



（５）新設住宅着工戸数 

○平成 17 年以降、新設住宅着工

戸数は、平成 18 年の 16,989 戸

をピークに概ね減少基調で推

移しており、平成 21 年では

10,549 戸と平成 18 年に比べ

6,440 戸、37.9％の減少となっ

ています。（図２－４－８） 

○平成 18年と平成 21年の着工戸

数の内訳をみると、分譲住宅が

8,228 戸から 3,436 戸と 58.2％

（4,792 戸）大きく減少してい

るのが目立ちます。また、持ち

家は、平成 19 年では対前年比

で 535 戸、16.5％減少したものの、その後は 2,700 戸超でやや持ち直しています。（同上） 

3,025 3,233 2,698 2,982 2,738
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2,000

4,000

6,000

8,000

10,000
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18,000
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借家

持ち家

13,991

16,989

11,199

15,334

10,549

（戸）

出典：（財）建設物価調査会「建設統計年報」 

図２－４－８ 新設住宅着工戸数の推移 

○10 区別にみると、総数では西区が平成 18 年の 691 戸から平成 21 年の 699 戸の微増となって

いる以外は、いずれの区も２桁を超える減少率となっており、特に、桜区が 1,972 戸から 665

戸、大宮区が 2,051 戸から 1,020 戸と、それぞれ 66.3％（1,307 戸）、50.3％（1,031 戸）大

きく減少しています。（表２－４－７） 

表２－４－７ 新設住宅着工戸数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

持ち家 借家
給与
住宅

分譲
住宅

持ち家 借家
給与
住宅

分譲
住宅

持ち家 借家
給与
住宅

分譲
住宅

13,991 3,025 5,121 17 5,828 16,989 3,233 5,451 77 8,228 11,199 2,698 3,612 1 4,888

西区 724 289 189 － 246 691 287 212 － 192 673 279 214 1 179

北区 1,515 312 624 15 564 1,837 323 579 40 895 2,162 300 457 － 1,405

大宮区 1,598 276 952 － 370 2,051 253 840 36 922 1,309 234 595 － 480

見沼区 1,711 545 694 － 472 1,875 578 633 － 664 1,325 452 457 － 416

中央区 1,059 186 368 1 504 2,176 174 479 － 1,523 693 150 354 － 189

桜区 991 180 452 － 359 1,972 183 313 － 1,476 589 177 201 － 211

浦和区 2,042 312 780 － 950 1,801 301 867 － 633 1,194 247 555 － 392

南区 2,192 294 655 － 1,243 1,916 375 781 － 760 1,131 246 387 － 498

緑区 1,506 346 281 1 878 1,404 332 297 1 774 1,054 290 241 － 523

岩槻区 653 285 126 － 242 1,266 427 450 － 389 1,069 323 151 － 595

持ち家 借家
給与
住宅

分譲
住宅

持ち家 借家
給与
住宅

分譲
住宅

15,334 2,982 5,410 2 6,940 10,549 2,738 4,193 182 3,436

西区 689 283 221 － 185 699 277 234 30 158

北区 1,753 288 603 － 862 1,213 307 706 － 200

大宮区 3,070 226 648 － 2,196 1,020 231 537 － 252

見沼区 1,757 483 497 － 777 1,302 445 245 150 462

中央区 981 173 583 1 224 1,118 151 411 － 556

桜区 1,419 176 645 － 598 665 153 338 － 174

浦和区 1,913 294 782 － 837 1,596 271 516 1 808

南区 1,832 322 780 1 729 1,308 284 669 － 355

緑区 907 336 258 － 313 935 296 281 － 358

岩槻区 1,013 401 393 － 219 693 323 256 1 113

 出典：（財）建設物価調査会「建設統計年報」
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図２－４－９ 「平成 18 年＝100」とした場合の平成 21 年新設住宅着工戸数の都市間比較
出典：（財）建設物価調査会「建設統計年報」に基づき作成 

 

 

 

（６）住宅の建て方別比率 

○総務省の平成 20 年住宅・土地

統計調査に基づき、専用住宅

に占める住宅の構成比を建て

方別にみると、本市では一戸

建が 45.2％（206,300 戸）、共

同住宅が 53.4％（244,000 戸）、

長屋建等その他が 1.4 ％

（6,400戸）となっています。

（図２－４－10） 

○東京 23 区を含めた首都圏の

他の主要都市と比べると、一

戸建が占める比率では本市が

最も高く、また、共同住宅が

占める比率では最も低くなっているのが特徴的といえます。（同上） 

22.7
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一戸建 共同住宅 その他

ならない場合がある。 

出典：総務省「平成 20 年住宅・土地統計調査」 

注）端数処理の関係で個別に積み上げた値が 100％に 

図２－４－10 専用住宅に占める住宅の建て方別構成比 
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５ 行財政 

 

（１）歳入 

○平成 18 年度以降、普通会計の歳入額は増加傾向を続けており、平成 18 年度の 3,893 億円に

対し、平成 22 年度では 4,383 億円と 12.6％（490 億円）増加しています。（図２－５－１・

２） 

○普通会計の歳入額の内訳をみると、市税をはじめとする自主財源は平成 20 年度の 2,896 億

円をピークに漸減傾向に転じている一方、国庫支出金や県支出金などの依存財源が平成 18

年度の 1,363 億円から平成 22 年度の 1,633 億円と 19.8％（270 億円）増加しているのが目

立ちます。（同上） 

○平成 21 年度以降、自主財源の約８割、歳入全体の約５割を占めている市税は 2,170 億円前

後で頭打ちの状況にあります。また、平成 20 年度には 330 億円であった市債は、平成 21 年

度以降は 500 億円台で推移しており、歳入全体に占める割合も１割を超える状況が続いてい

ます。（同上） 
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図２－５－１ 普通会計歳入（決算）の推移 
出典：財政局財政部財政課資料 

注）端数処理の関係で積み上げた値と合計が一致しない場合がある。 
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○平成 21 年度決算に基づき、政令指定都市における普通会計の歳入の内訳をみると、本市の

自主財源比率は 66.4％で、横浜市に次いで２番目に高い水準にあります。また、本市の平成

21 年度における市民１人当たりの市税収入は合計 179,014 円で９番目、また、個人市民税が

川崎市、横浜市、名古屋市に次ぐ４番目となっている一方、固定資産税が 16 番目となって

いるのが特徴的といえます。（図２－５－３・４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－５－２ 普通会計歳入（決算）の構成比 
出典：財政局財政部財政課資料 

注）端数処理の関係で個別に積み上げた値が 100％にならない場合がある。 

図２－５－３ 市民１人当たりの市税収入の都市間比較（平成 21 年度決算） 
出典：各市資料に基づき作成（相模原市を除く） 

注）端数処理の関係で個別に積み上げた値と合計が一致しない場合がある。 
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出典：各市資料（相模原市を除く） 

注）端数処理の関係で個別に積み上げた値が 100％にならない場合がある。 

図２－５－４ 平成 21 年度の普通会計歳入（決算）の構成比（自主財源比率の高位順） 
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（２）歳出 

＜目的別＞ 

○普通会計では、歳入の規模拡大に伴い、歳出額も一貫して増え続けており、平成 21 年度決

算では 4,000 億円を突破し、その後も増加傾向にあります。目的別の内訳をみると、児童・

高齢者福祉や生活保護などの経費である民生費は、平成 18 年度決算の 949 億円から平成 22

年度決算の 1,404 億円と 1.5 倍に増え、歳出全体に占める割合も 25.2％から 32.8％に上昇

しています。（図２－５－５・６） 

○いずれの年度も民生費に次いで金額の多い土木費は、平成 19 年度決算の 949 億円をピーク

に減少傾向に転じており、平成 22 年度決算では 784 億円とピーク時に比べ 17.3％（165 億

円）減少し、歳出全体に占める割合も 24.9％から 18.3％に低下しています。（同上） 

○少子高齢化の進行や雇用環境の悪化など、近年の社会経済状況の急速な変化を背景として、

全国的に社会保障給付費の増大に歯止めのかからない状況が続いており、本市においても、

民生費の圧縮は財政運営上の大きな課題となっています。 
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 民生費 土木費 公債費 総務費 衛生費 教育費 その他

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－５－５ 目的別の普通会計歳出（決算）の推移 
出典：財政局財政部財政課資料 

注）端数処理の関係で積み上げた値と合計が一致しない場合がある。 
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図２－５－６ 目的別の普通会計歳出（決算）の構成比 
出典：財政局財政部財政課資料 
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＜性質別＞ 

○普通会計決算の歳出を性質別にみると、支出が義務付けられ、任意に節約できない経費であ

り、人件費、扶助費及び公債費からなる義務的経費が平成 18 年度の 1,654 億円から平成 22

年度の 2,077 億円と 1.3 倍に増加し、歳出全体に占める割合も 43.9％から 48.6％に上昇し

ています。（図２－５－７・８） 

○義務的経費のうち、生活保護法、児童福祉法及び老人福祉法などの法令に基づき支出する経

費である扶助費は、子ども手当の支給開始、生活保護費や子育て支援医療費の増加などによ

って、平成 22 年度には 885 億円に達し、平成 18 年度の 496 億円の 1.8 倍となっています。

（同上） 

○平成 21 年度の普通会計決算に基づき、政令指定都市における性質別の歳出の構成比を比較

すると、本市の義務的経費比率は 43.1％、18 市中５番目であり、最も高い都市（54.7％）

の約８割の水準となっています。（図２－５－９） 

○今後も引き続き、扶助費が増加し、義務的経費を押し上げることによって、道路、公園、学

校などの社会資本整備のために支出される投資的経費の減少を招き、財政余力の低下にも拍

車がかかることが大いに懸念されます。 
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図２－５－７ 性質別の普通会計歳出（決算）の推移 
出典：財政局財政部財政課資料 

注）端数処理の関係で積み上げた値と合計が一致しない場合がある。 
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図２－５－８ 性質別の普通会計歳出（決算）の構成比 
出典：財政局財政部財政課資料 

注）端数処理の関係で個別に積み上げた値が 100％にならない場合がある。 

＜平成 22 年度＞ ＜平成 18 年度＞ 
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出典：各市資料（相模原市を除く） 

注）端数処理の関係で個別に積み上げた値が 100％にならない場合がある。 

図２－５－９ 平成 21 年度の普通会計歳出（決算）の構成比（義務的経費比率の低位順）
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（３）主要財政指標 

○主要財政指標のち、財政基盤の強弱を判断する指数であり、標準的な行政活動を行うために

必要な財源をどの程度自力で調達できるのかを表す財政力指数は、平成 21 年度までは増加

傾向で推移していたものの、平成 22 年度には減少に転じています。（図２－５－10） 

○人件費や扶助費、公債費など毎年度経常的に支出される経費に充当された毎年度経常的に収

入される一般財源の割合であり、この値が低いほど財政構造の弾力性が高いとされている経

常収支比率は年々上昇し、財政の硬直化が進んでいます。今後、本市は高齢化の急速な進行

に伴う扶助費の増加によって、財政の硬直化がさらに加速し、将来に向けた投資にも大きな

影響を及ぼすと考えられます。（同上） 

○地方債の償還や一時借入金利子などの合計額の標準財政規模7に対する比率であり、財政負

担の適正度を表す指標として、起債に協議を要する団体と許可を要する団体の判定8に用い

られる実質公債費比率は、財政措置の有利な地方債の割合が高いことなどを要因に、相対的

に良好な水準を保っています。（同上） 
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 財政力指数

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○将来負担する必要がある実質的な負債額が、当該団体の財政の大きさに占める割合を示し、

将来的に財政が圧迫される可能性が高いかどうかを表す将来負担比率は、平成 22 年度には

47.7％まで低下し、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律9」に基づく早期健全化基準

の 400％を大きく下回っています。（図２－５－10） 

 

 

 
7 地方公共団体が標準的な行政活動を行う上で必要となる一般財源の規模であり、標準税収入額等（地方交付税法に基づ

き一定の算式で算出された税収入総額）に普通交付税及び臨時財政対策債発行可能額を加えたもの。 
8 実質公債費比率が 18％以上になった場合には、起債にあたって国の許可が必要となる。 
9 地方公共団体の財政状況を統一的な指標で明らかにし、財政の健全化や再生が必要な場合に迅速な対応をとるため、平

成 21 年４月に全面施行された。 

図２－５－10 主要財政指標の推移 
出典：財政局財政部財政課資料 
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表２－５－１ 主要財政指標の都市間比較（平成 21 年度決算ベース） 

 
順
位

市名
財政力
指数

順
位

市名
経常収支

比率
（％）

順
位

市名
実質公債
費比率
（％）

順
位

市名
将来負担

比率
（％）

1 川 崎 市 1.10 1 浜 松 市 89.2 1 相 模 原 市 4.7 1 相 模 原 市 36.6

相 模 原 市 1.06 2 新 潟 市 89.5 2 堺 市 6.3 2 さ い た ま 市 55.7

名 古 屋 市 1.06 3 さ い た ま 市 89.9 3 さ い た ま 市 7.2 3 堺 市 77.8

4 さ い た ま 市 1.03 4 岡 山 市 90.5 4 北 九 州 市 9.9 4 浜 松 市 86.2

5 千 葉 市 1.02 5 静 岡 市 90.9 5 大 阪 市 10.4 5 静 岡 市 123.3

6 横 浜 市 1.01 6 福 岡 市 94.0 6 新 潟 市 11.1 6 新 潟 市 130.9

7 大 阪 市 0.96 7 横 浜 市 95.8 7 札 幌 市 11.3 7 岡 山 市 135.6

8 静 岡 市 0.92 8 京 都 市 95.9 8 静 岡 市 12.4 8 札 幌 市 137.1

9 浜 松 市 0.91 9 川 崎 市 96.4 9 浜 松 市 12.5 9 川 崎 市 137.4

10 仙 台 市 0.86 10 堺 市 96.8 10 仙 台 市 12.7 10 仙 台 市 170.9

11 福 岡 市 0.85 11 相 模 原 市 96.9 11 名 古 屋 市 12.7 11 北 九 州 市 173.5

12 堺 市 0.82 12 仙 台 市 97.4 12 京 都 市 12.7 12 神 戸 市 175.6

13 広 島 市 0.81 神 戸 市 97.9 13 川 崎 市 13.4 13 名 古 屋 市 218.6

14 岡 山 市 0.78 広 島 市 97.9 14 神 戸 市 13.9 14 福 岡 市 237.7

15 京 都 市 0.76 15 名 古 屋 市 98.1 15 広 島 市 15.7 15 大 阪 市 238.7

16 神 戸 市 0.73 16 千 葉 市 99.2 16 福 岡 市 16.8 16 京 都 市 247.7

17 北 九 州 市 0.71 札 幌 市 99.8 17 岡 山 市 17.0 17 横 浜 市 255.2

札 幌 市 0.70 北 九 州 市 99.8 18 横 浜 市 19.1 18 広 島 市 260.9

新 潟 市 0.70 19 大 阪 市 100.2 19 千 葉 市 21.1 19 千 葉 市 306.4

0.88 95.6 12.7 168.7

 出典：総務省自治財政局財務調査課資料
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（４）定員管理 

○本市では、平成 17 年度に策定

した定員適正化計画において、

職員数を平成 17 年４月１日

の9,574人から平成22年４月

１日の 9,044 人へと、5.5％

（530 人）削減することを目

標に定員管理に取り組んだ結

果、これを上回る 5.9％（568

人）の削減を達成しています。

（図２－５－11） 
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計職員数と平成 22 年３月 31

なく、他市に比べ少ない職員数で行政運営を推進しています。（表２－５－２） 

の変化とともに、行政サービスに対するニーズの多様化・高度化が進む中、強固な財政基盤

の確立に向け、今後も引き続き、定員管理と行財政改革の連携のもと、より簡素で効率的な

表２－５－２ 人口１万人当たりの職員数の都市間比較（平成 22 年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

○平成 22 年４月１日の普通会

日の住民基本台帳人口から求

めた、人口１万人当たりの職員数は 62.6 人であり、政令指定都市 19 市の中では６番目に少

図２－５－11 歳出予算額に対する人件費の割合 

出典：行財政改革推進本部「さいたま市行財政改革推進 

プラン 2010」 

○将来的に財政を取り巻く環境がさらに厳しさを増していくと予測される一方、社会経済状況

執行体制の構築と業務量に見合った適正な職員配置に努める必要があります。 

（人口１万人当たりの普通会計職員数の低位順） 

 

一般行政
②

教育
③

消防
④

計
⑤=②+③+④

普通会計
⑧=⑤÷①

合計
⑨=⑦÷①

1 横 浜 市 3,620,562 13,590 2,613 3,378 19,581 7,619 27,200 54.1 75.1

2 福 岡 市 1,396,789 5,482 1,281 1,044 7,807 1,846 9,653 55.9 69.1

3 札 幌 市 1,891,494 6,999 2,029 1,857 10,885 3,488 14,373 57.5 76.0

4 堺 市 837,680 3,491 722 914 5,127 1,282 6,409 61.2 76.5

5 相 模 原 市 696,994 3,078 526 715 4,319 194 4,513 62.0 64.7

6 さ い た ま 市 1,209,234 4,967 1,349 1,251 7,567 1,439 9,006 62.6 74.5

7 仙 台 市 1,010,256 4,141 1,254 1,078 6,473 2,973 9,446 64.1 93.5

8 静 岡 市 717,578 3,149 810 763 4,722 1,667 6,389 65.8 89.0

9 千 葉 市 932,421 4,159 1,064 943 6,166 1,209 7,375 66.1 79.1

10 浜 松 市 792,446 3,303 1,065 892 5,260 553 5,813 66.4 73.4

11 北 九 州 市 979,233 4,913 878 972 6,763 1,984 8,747 69.1 89.3

12 岡 山 市 688,996 3,227 905 654 4,786 1,087 5,873 69.5 85.2

13 広 島 市 1,157,495 5,517 1,394 1,340 8,251 3,419 11,670 71.3 100.8

14 新 潟 市 803,421 3,927 1,052 905 5,884 1,689 7,573 73.2 94.3

15 川 崎 市 1,373,851 7,504 1,401 1,425 10,330 3,348 13,678 75.2 99.6

16 神 戸 市 1,511,351 8,177 2,313 1,433 11,923 4,146 16,069 78.9 106.3

17 名 古 屋 市 2,178,272 11,714 3,107 2,356 17,177 8,907 26,084 78.9 119.7

18 京 都 市 1,384,896 7,583 2,001 1,903 11,487 3,716 15,203 82.9 109.8

19 大 阪 市 2,534,176 16,972 4,734 3,425 25,131 13,848 38,979 99.2 153.8

25,717,145 121,893 30,498 27,248 179,639 64,414 244,053 69.9 94.9

 出典：「平成22年地方公共団体定員管理調査結果」（総務省自治行政局公務員部給与能率推進室）より作成

順
位

合計

合計
⑦=⑤+⑥

市名
住民基本

台帳人口①
(H22.３.31)

公営企業
等会計

⑥

人口１万人当たり職員数普通会計

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（５）公共施設 

○平成 22 年度末日現在、本市が保有又は借り上げている公共施設（土地を含む）は約 1,700

施設であり、その内訳は延床面積ベースで学校教育系施設が約 51％、庁舎などの行政系施設

が約 11％、市民文化・社会教育系施設が約９％となっています。公共施設の多くは、昭和

40 年代から昭和 50 年代の人口急増期に集中的に整備されたものであり、これらのうち、昭

和 56 年以前の旧耐震基準に基づく施設が、延床面積ベースで全体の約 52％に上っています。

（図２－５－12） 

○本市では、財政状況が厳しさを増す中、これまで投資的経費全体の平準化を図り、公共施設

の管理運営にかかる総額の抑制に努めてきましたが、今後は、施設・設備の老朽化の進行や

耐震性の不安などの問題から、大規模改修や建替えを要する施設が急増し、財政を大きく圧

迫することになると予測されます。 

○このため、現在、本市では公共施設を重要な経営資源として捉え、市民のニーズや人口動態

などを踏まえた施設の建物・運営・利用の状況やトータルコストなどを調査・分析した上で、

全市的・総合的な視点から効果的かつ効率的な管理運営を推進することを目的として、既存

施設の有効利用や統廃合、適切な改修・維持管理、稼働率の向上などを目指す「公共施設マ

ネジメント」に取り組んでいます。 
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学校教育系施設 保健福祉系施設 行政系施設
都市基盤系施設 市営住宅等 上水道施設
下水道施設 病院施設 その他施設

新耐震基準（昭和57年以降）　1,240,902㎡旧耐震基準（昭和56年以前） 1,338,419㎡

㎡

資料：建設局建築部保全管理課「平成 22 年２月実施の耐震化調査」及び財政局 

財政部用地管財課「公有財産表」 

注）借上げ施設の延床面積及び棟数は含まれない。 

出典：行財政改革推進本部「公共施設マネジメント計画（方針編）素案」 

図２－５－12 公共施設の整備年別の延床面積の状況  
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Ⅲ 分野別の現状と課題 

 

１ 環境・アメニティ 

 

（１）地球環境保全 

①温暖化対策 

ア）概況 

○地球温暖化の防止は、もはや人類共通ともいえる最重要の政策課題であり、公平かつ実効

性のある国際的な枠組みのもと、様々な主体と連携を図りながら施策に取り組むことが強

く求められています。平成 21 年 12 月にデンマークのコペンハーゲンで開催された国連気

候変動コペンハーゲン会議（COP15・COP／MOP５）では、先進国は温室効果ガスの削減目

標を、途上国は削減行動を提出することなどを盛り込んだコペンハーゲン合意が作成され

ました。 

○政府は、平成 22 年３月に地球温暖化対策に関する基本原則や国、地方公共団体、事業者

及び国民の責務、温室効果ガスの排出量の削減に関する中長期的な目標10を設定し、地球

温暖化対策を総合的かつ計画的に推進するめの基本計画、基本的施策などを盛り込んだ

「地球温暖化対策基本法案」を閣議決定しました。 

○近年、このような国内外の動向、さらに東日本大震災及びその後の電力供給の制約を背景

に、太陽光・風力に代表される再生可能エネルギーの普及促進や温室効果ガスの排出量取

引制度の導入、電力の流れを供給側・需要側の両方から制御し、最適化するための有力な

手段としてスマートグリッド（次世代送電網）に注目が集まるなど、全国的に地球温暖化

対策の推進に向けた動きが急速に拡大しています。 

○現在、本市では、平成 17 年度に策定した「さいたま市地球温暖化対策地域推進計画」に

おいて、平成 24 年度における１人当たりの温室効果ガス排出量を対平成２年度比で６％

以上削減することを目指し、取組を推進しています。 

○平成 21 年度の温室効果ガス排出量は 508.4 万ｔ-CO２であり、目標値の 485.3ｔ-CO２を

4.8％（23.1 万ｔ-CO２）、また、人口１人当たりの排出量は 4.15ｔ-CO２／人で目標値の 3.86

ｔ-CO２／人を 7.5％（0.29ｔ-CO２）いずれも上回っています。一方、１世帯当たりの排出

量は、世帯の小規模化の進行などを背景に、平成 21 年度では 9.77ｔ-CO２／世帯、対基準

（平成２年度）年度比で 20.2％（2.47ｔ-CO２）減少しています。（表１－１－１） 

 

 

 

 

                            
10 温室効果ガスの排出量を 2020（平成 32）までに 1990 年（平成２年）比で 25％、2050（平成 62）年までに 1990 年比

で 80％を削減する。また、再生可能エネルギーの供給量を 2020 年までに一次エネルギー供給量に占める割合を 10％に

達するようにするとされている。 



表１－１－１ 温室効果ガス排出量の推移及び伸び率 
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○平成 21 年度の割合で

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

排出量（万ｔ-CO２） 383.5 516.9 506.1 481.9 526.4 508.9 479.4 453.0

基準年度比増減率（％） － 34.8 32.0 25.7 37.3 32.7 25.0 18.1

排出量（万ｔ-CO２） 83.4 79.9 80.4 76.4 90.2 87.1 80.1 71.1

基準年度比増減率（％） － ▲ 4.1 ▲ 3.6 ▲ 8.4 8.1 4.4 ▲ 4.0 ▲ 14.8

排出量（万ｔ-CO２） 172.0 279.4 273.6 257.3 287.6 278.2 255.7 224.0

基準年度比増減率（％） － 62.4 59.0 49.6 67.2 61.7 48.6 30.2

排出量（万ｔ-CO２） 85.5 151.8 144.6 135.2 144.3 137.0 126.5 114.6

基準年度比増減率（％） － 77.5 69.1 58.1 68.8 60.3 47.9 34.0

排出量（万ｔ-CO２） 86.5 127.6 129.0 122.1 143.3 141.1 129.2 109.4

基準年度比増減率（％） － 47.5 49.1 41.1 65.6 63.1 49.3 26.4

排出量（万ｔ-CO２） 128.0 157.6 152.1 148.2 148.6 143.6 143.6 157.9

基準年度比増減率（％） － 23.1 18.8 15.7 16.1 12.2 12.2 23.3

排出量（万ｔ-CO２） 23.9 28.3 28.6 28.7 28.3 27.4 26.4 29.6

基準年度比増減率（％） － 18.6 19.9 20.0 18.6 14.8 10.5 23.9

排出量（万ｔ-CO２） 7,1 3.4 2.8 2.5 2.6 2.7 2.6 2

基準年度比増減率（％） － ▲ 52.7 ▲ 60.3 ▲ 65.5 ▲ 63.5 ▲ 62.6 ▲ 63.5 ▲ 6

排出量（ｔ-CO２/人） 414.4 548.6 537.6 513.0 557.3 538.9 508.4 485.3

基準年度比増減率（％） － 32.4 29.7 23.8 34.5 30.1 22.7 17.1

排出量（万ｔ-CO２） 4.11 4.65 4.53 4.30 4.64 4.45 4.15 3.86

基準年度比増減率（％） － 13.0 10.1 4.6 12.8 8.2 1.1 ▲ 6.1

排出量（ｔ-CO２/世帯） 12.24 11.47 11.06 10.39 11.09 10.54 9.77 －

基準年度比増減率（％） － ▲ 6.3 ▲ 9.6 ▲ 15.1 ▲ 9.4 ▲ 13.9 ▲ 20.2 －

○二酸化炭素排出量を部

門別にみると、本市で

は、エネルギー起源二

酸化炭素排出量に占め

る産業部門の割合が

15％強と相対的に少な

い状況にあるのに対し、

家庭や自動車、オフィ

スからの排出量が多い

という特徴を有してい

ます。（図１－１－１） 

は、運輸部門が 28.8％

で最も多く、以下、民

生家庭部門の 25.9％、

民生業務部門の 25.4％の順となっています。平成 16 年度以降の推移をみると、民生業務

部門は概ね減少傾向、民生家庭部門も平成 20 年度～21 年度では２年連続で前年度を下回

っています。（同上） 

 

.7

2.1

典：環境局環境共生部地球温暖化対策課「平成21年度分さいたま市温室効果ガス排出量算出報告書」（平成24年２月）
１）端数処理の関係で小計が内訳と一致しない場合がある。

  ２）基準年度は二酸化炭素（CO２）、メタン（CH４）及び一酸化二窒素（N２O）が平成２年度、代替フロン等が平成７年度。
  ３）非エネル

 出
 注
  
  ギー起源二酸化炭素（CO２）とは、廃棄物部門の二酸化炭素排出量。
  ４）基準年度及び平成14年度、目標年度の値は、「さいたま市地球温暖化対策地域推進計画」に掲載されている値。

ネルギー起源

２、CH４、N２O

フロン等

人口１人当たり温室
ガス排出量

世帯当たり温室効
ガス排出量

ルギー起源CO２

産業部門

民生部門

運輸部門

民生家庭部門

民生業務部門

平成18年度 平成19年度 平成20年度
目標年度

(平成24年度)
平成21年度基準年度 平成16年度 平成17年度

エネ

非エ
CO

代替

温室効果ガス総排出量

効果

１
果

  

71.1(15.0)80.1(16.1)87.1(16.5)90.2(16.5)76.4(15.2)80.4(15.2)79.9(14.9)83.4(20.9)

114.6
(24.1)

126.5
(25.4)

137.0
(25.9)

144.3
(26.4)

135.2
(26.9)

144.6
(27.4)

151.8
(28.2)85.5

(21.4)

109.4
(23.0)

129.2
(25.9)

141.1
(26.7)

143.3
(26.2)122.1

(24.3)

129.0
(24.5)

127.60
(23.7)

86.5
(21.6)

157.9
(33.2)

143.6
(28.8)

143.6
(27.1)

148.6
(27.1)148.2

(29.5)

152.1
(28.8)

157.6
(29.3)

128.0
(32.0)

21.9(4.6)
19.5(3.9)

20.3(3.8)21.0(3.8)

21.3(4.2)
21.4(4.1)21.0(3.9)

16.5(4.1)

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0

500.0

600.0

基準年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 目標年度

産業部門 民生業務部門 民生家庭部門 運輸部門 非エネルギー起源CO２

（平成24年度）

（万ｔ-CO２）

注）カッコ内は、総排出量に占める割合（％）

図１－１－１ 部門別二酸化炭素排出量の推移 
出典：環境局環境共生部地球温暖対策課「平成 21 年度分さいた  

       ま市温室効果ガス排出量算出報告書」（平成 24 年２月） 
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イ）本市の主な取組 

□平成 13 年５月に制定した「さいたま市環境基本条例」に基づき、環境の保全及び創造に

関する施策を総合的・計画的に推進するため、「さいたま市環境基本計画」を策定してい

ます。 

□平成 18 年３月、地球温暖化対策推進法11に基づき、地域に応じた温室効果ガスの排出抑制

に向けた対策を総合的・効果的に推進するため、「さいたま市地球温暖化対策地域推進計

画」を策定しています。 

□平成 17 年２月に策定した「さいたま市地域新エネルギービジョン」に基づき、本市の地

域特性に合った新エネルギー12の導入を促進し、地域レベルから地球温暖化問題に取り組

んでいます。 

□地球温暖化防止キャンペーンや、市民・事業者とともに地球環境にやさしい生活を提案し、

広く省エネルギー型のライフスタイルへの転換を呼び掛けるエコライフDAYなどの普及啓

発活動、新エネルギーの導入促進に向けた市民・事業者の意識醸成を図るための情報提供

などを推進しています。 

□平成 20 年度～24 年度を計画期間に、行政が事業者・消費者の一員として、率先して温室

効果ガスの排出削減を推進するため、「さいたま市地球温暖化対策実行計画」を策定し、

市有施設への太陽光発電設備の設置や LED 化などの対策に取り組んでいます。 

□本計画に掲げた温室効果ガスの総排出量を平成 24 年度までに基準（平成 18）年度比で５％

（4,921ｔ-CO２）削減する目標に対し、平成 22 年度の総排出量（削減対象分）は 94,842

ｔ-CO２であり、基準年度比▲約 3.6％、約 3,571ｔ-CO２の削減となっています。 

□平成 21 年４月「さいたま市生活環境の保全に関する条例」に基づき、環境への負荷が相

当程度大きい事業所を設置（管理）する事業者が、温室効果ガスの削減などに関する計画

（環境負荷低減計画）を作成する「さいたま市環境負荷低減計画制度」を創設し、平成 22

年度から計画の提出が始まりました。平成 23 年度に計画の提出があったのは 108 事業所

に上っています。 

□平成 23 年３月「さいたま市交通環境プラン」を改訂し、新たに自動車から排出される二

酸化炭素の削減を目標に加え、「自動車から公共交通機関等への転換」「次世代自動車の

普及」「エコドライブの普及」を重点項目として、対策に取り組んでいます。 

□国の地域活性化総合特区13の地域指定を受け、「次世代自動車・スマートエネルギー特区」

の事業を、民間企業と連携して推進することにより、「暮らしやすく活力のある都市とし

て、継続的に成長する『環境未来都市』」の実現に向けて取り組みます。（図１－１－２） 

 

 

 
11 地球温暖化防止京都会議（COP３）で採択された京都議定書を受け、国、地方公共団体、事業者、国民が一体となって

地球温暖化対策に取り組むための枠組みを定めたものであり、平成 10 年 10 月公布。 
12 自然の力を利用したり、今まで使われずに捨てていたエネルギーを有効に使ったエネルギーのこと 
13 国の成長戦略の一環として、先駆的な取組を進める特定地域を対象に規制緩和や財政補助などで支援する制度。本市

は、平成 23 年 12 月に地域活性化総合特区として第 1次の地域指定を受けた。計画期間は、概ね５年を目安とされてい

る。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図１－１－２ 『環境未来都市』の実現に向けたプロジェクト 

出典：環境局環境共生部「特区申請概要」（平成 23年 10 月）  

 

ウ）今後の重点課題 

 

◆温室効果ガスの排出量を着実に削減するため、行政が先導役を果たしながら、市民・

事業者をはじめとする多様な主体の取組を促進することで、これらの取組が相乗効果

を発揮していく好循環のシステムを確立する必要があります。 

◆温室効果ガスの排出量の削減と新エネルギーの普及促進を図るため、市民・事業者へ

の情報提供を充実させる必要があります。 

◆自動車から排出される二酸化炭素などの環境負荷を低減させるため、自動車に頼り過

ぎないライフスタイルへの転換やエコドライブの普及推進に努める必要があります。 

◆地球温暖化対策や環境配慮の側面のみならず、都市機能の維持のためのリスクマネジ

メントとして、短期的には、節電対策の実施などの省エネルギーの推進、中長期的に

は、代替エネルギーとしての再生可能エネルギーの普及拡大、地域分散型発電の推進、

さらに低炭素なまちづくりを推進する必要があります。 

◆地産地消のエネルギー施策に関する総合的な効果検証を実施し、本市にふさわしいエ

ネルギー政策の方向性を明らかにするエネルギービジョンを策定する必要がありま

す。 

◆全国モデルとなる「暮らしやすく活力のある都市として、継続的に成長する『環境未

来都市』」の実現に向けた取組を着実に推進していく必要があります。 
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②ごみ処理 

ア）概況 

○現在、本市では、循環型都

市の構築を目指し、一般廃

棄物の発生抑制（リデュー

ス）、再使用（リユース）、

再生利用（リサイクル）を

推進するとともに、自然環

境に配慮した環境負荷の少

ないごみ処理システムの構

築に取り組んでいます。 
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○平成22年度のごみの総収集

量は 423,979ｔ、このうち家

庭系が 302,902ｔ（構成比

71.4％）、事業系が 105,521

ｔ（24.9％）となっていま

す。平成 19 年度以降、ごみの収集量は一貫して減少傾向で推移しており、平成 22 年度で

はそれ以前に最も多かった平成 18 年度に比べ、総排出量は 12.4％（60,163ｔ）、家庭系は

8.0％（26,426ｔ）、事業系は 23.4％（32,187ｔ）減少しています。（表１－１－２） 

表１－１－２ ごみ収集量及び総資源化量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－１－３ ごみ収集量の推移 
出典：環境局資源循環推進部廃棄物対策課資料 
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平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

可燃物 不燃物 資源物 団体資源回収運動（ｔ）

484,142 469,710 452,865 431,560 423,979

総数 家庭系 事業系 団体資源回収 総数 家庭系 事業系 総数 家庭系 事業系

平成18年度 実　　数（ｔ） 484,142 329,328 137,708 17,106 364,688 234,168 130,520 30,867 28,483 2,384

実　　数（ｔ） 469,710 319,165 133,482 17,063 356,360 228,540 127,820 29,459 29,964 2,495

増減率（％） ▲ 3.0 ▲ 3.1 ▲ 3.1 ▲ 0.3 ▲ 2.3 ▲ 2.4 ▲ 2.1 ▲ 4.6 5.2 4.7

実　　数（ｔ） 452,865 311,754 124,250 16,861 346,832 226,963 119,869 27,511 25,431 2,079

増減率（％） ▲ 3.6 ▲ 2.3 ▲ 6.9 ▲ 1.2 ▲ 2.7 ▲ 0.7 ▲ 6.2 ▲ 6.6 ▲ 15.1 ▲ 16.7

実　　数（ｔ） 431,560 303,300 112,654 15,606 332,537 223,287 109,249 24,235 22,908 1,327

増減率（％） ▲ 4.7 ▲ 2.7 ▲ 9.3 ▲ 7.4 ▲ 4.1 ▲ 1.6 ▲ 8.9 ▲ 11.9 ▲ 9.9 ▲ 36.2

実　　数（ｔ） 423,979 302,902 105,521 15,556 327,377 224,310 103,067 22,369 22,189 181

増減率（％） ▲ 1.8 ▲ 0.1 ▲ 6.3 ▲ 0.3 ▲ 1.6 0.5 ▲ 5.7 ▲ 7.7 ▲ 3.1 ▲ 86.4

総数 家庭系 事業系

平成18年度 実　　数（ｔ） 71,482 66,678 4,804 93,595

実　　数（ｔ） 66,828 63,661 3,167 88,718

増減率（％） ▲ 6.5 ▲ 4.5 ▲ 34.1 ▲ 5.2

実　　数（ｔ） 61,662 59,360 2,302 84,097

増減率（％） ▲ 7.7 ▲ 6.8 ▲ 27.3 ▲ 5.2

実　　数（ｔ） 59,183 57,105 2,078 77,198

増減率（％） ▲ 4.0 ▲ 3.8 ▲ 9.7 ▲ 8.2

実　　数（ｔ） 58,677 56,403 2,274 76,509

増減率（％） ▲ 0.9 ▲ 1.2 9.4 ▲ 0.9

 出典：環境局資源循環推進部廃棄物対策課資料
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○平成 21 年度における本市のリサイクル率は 21.8％であり、政令指定都市 18 市の中では５

番目と比較的高い水準にあります。また、１人１日当たりの排出量をみると、生活系は 725

ｇ／人日で 18 市中７番目に多い水準となっているのに対し、事業系は 256ｇ／人日で 18

市中４番目に少ない水準となっているのが特徴的といえます。（表１－１－３） 

表１－１－３ リサイクル率の都市間比較（リサイクル率の高位順） 

 

1 神 戸 市 39.7 7,323 2,904 0 2,904 0 13 554 235

2 福 岡 市 33.9 5,332 1,787 0 1,787 0 10 615 222

3 浜 松 市 27.3 57,337 15,698 0 6,979 8,719 198 684 247

4 新 潟 市 24.4 40,932 9,967 14 6,148 3,805 139 664 506

5 さ い た ま 市 21.8 431,549 94,131 36,669 41,856 15,606 981 725 256

6 川 崎 市 21.5 121,704 26,200 2,219 12,982 10,999 242 647 293

7 広 島 市 21.0 18,580 3,899 0 3,623 276 44 810 495

8 静 岡 市 20.4 73,131 14,940 0 12,129 2,811 279 758 322

9 札 幌 市 20.4 2,099,594 444,809 33,487 262,207 149,115 3,030 714 323

10 仙 台 市 19.6 738,850 145,150 0 86,641 58,509 2,000 720 347

11 横 浜 市 19.3 54,056 10,414 0 6,842 3,572 41 683 412

12 名 古 屋 市 19.1 45,127 9,273 1,640 7,633 0 57 690 292

13 大 阪 市 17.9 39,073 6,985 0 1,830 5,155 42 793 382

14 堺 市 17.2 16,050 2,756 170 2,049 537 53 739 388

15 岡 山 市 16.8 84,339 14,587 5,957 3,481 5,149 331 780 549

16 千 葉 市 16.0 116,744 18,718 0 9,442 9,276 344 708 416

17 北 九 州 市 13.8 10,180 1,402 0 1,402 0 28 710 345

18 京 都 市 4.1 4,893 200 200 0 0 9 862 309

 出典：環境省「一般廃棄物処理実態調査結果」（平成21年度）
 注）平成22年４月１日に政令指定都市に移行した相模原市を除く。
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○市内に４箇所ある処理施設で焼却・破砕されたごみの焼却灰（資源化されない部分）や残渣など

の最終処分量の合計は、平成 22 年度で 31,241t であり、平成 21 年度の 34,949ｔに比べ約 10.6％

（3,708t）減少しました。 

○市内の最終処分場の残余容量は、平成 22 年度末現在で約 128,759 ㎥であり、平成 27 年４月

稼働予定の新クリーンセンターでの残渣の有効利用状況を加味した場合、今後 15 年程度で

市内処分ができなくなるものと考えられています。 

 

イ）本市の主な取組 

□廃棄物の発生を抑制し、再生利用を促進するとともに、資源の循環利用を図ることを目的

として、「さいたま市廃棄物の処理及び再生利用に関する条例」と「さいたま市廃棄物の

処理及び再生利用に関する規則」を定めています。 

□市報やパンフレット、ホームページを通じた啓発活動などを通じ、ごみの発生抑制・分別

収集の徹底や、家庭や事業所でのごみの減少・リサイクルの促進に取り組んでいます。 

□平成 24 年度～33 年度を計画期間とする「第３次さいたま市一般廃棄物処理基本計画」に

基づき、長期展望と環境や資源の保全の視点に立って、一般廃棄物処理の推進や市民・事

業者が行うべき方策及び行動の支援・促進に取り組んでいます。 
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□本計画では、市民１人１日当たりのごみの総排出量（資源物を含む）を平成 22 年度の 944

ｇ／人・日に対し、平成 28 年度までに 47ｇ以上（897ｇ／人・日）、平成 33 年度までに

94ｇ以上（850ｇ／人日）削減することを目標に掲げています。 

□また、ごみ排出量に対する最終処分比率を平成 22 年度の 7.4％に対し、平成 28 年度まで

に６％以下、平成 33 年度に４％以下とするとしています。 

 

ウ）今後の重点課題 

 

◆今後も引き続き、循環型都市の構築に向け、多様な主体の連携・協力のもと、ごみの

発生及び排出の抑制、資源のリサイクルを適切に推進するとともに、より環境への負

荷の少ないごみ処理システムの構築に取り組むことが求められています。 

◆合併前に建設した処理施設が老朽化しており、順次建替えしていく必要があります。 

◆１トン当たりのごみ処理に約４万円の経費がかかっているため、新たな数値目標に沿

ってごみ排出量を抑制し、老朽化施設の建替え時に市内施設の統廃合を実現すること

により、ごみ処理経費の削減を図る必要があります。 

◆最終処分場の確保が困難な本市としては、７～８割程度の水分を含む生ごみの水切り

の徹底、燃えるごみに含まれがちな雑紙等の資源物の一層の分別徹底を図るとともに、

焼却灰等を溶融し、改良土やセメントとして有効利用するなど、埋立量を抑制し、現

存施設の延命化に努める必要があります。 

 

 

 Ⅲ-７



③生活環境 

ア）概況 

○平成23年３月11日に発生した東日本大震災によって引き起こされた福島第一原子力発電

所の事故に伴い、首都圏でも周辺より放射線量が高い箇所、いわゆる“ホットスポット”

の存在が報告され、未だ目には見えない放射線による被害に対する人々の不安は、払拭さ

れていない状況が続いています。 

○市内でも雨どいの下など雨水のたまりやすい一部の箇所において、局所的に周辺より高い

放射線量が確認されたことから、本市では平成 23 年 11 月に「放射線量の高い箇所への対

応方針」を策定し、市立の全ての学校、幼稚園及び保育園並びに一部の放課後児童クラブ、

公園及び遊水地などを対象に、放射線量が周辺より高いことが予想される箇所について、

詳細な調査を実施し、当該対応方針で示した判断の目安を上回る放射線量が確認された箇

所については、放射線量の低減措置を講じていきました。その状況は HP で公開していま

す。 

○平成 21 年度の公害苦

情件数は 494 件であ

り、過去５年間で最も

件数の多かった平成

19 年度の 623 件に比

べ 20.7％（129 件）減

少しています。内訳をみると、騒音に関するものが最も多く 174 件、ついで大気汚染に関

するものが 163 件でした。騒音では、建設作業及び工場・事業場を発生源とするものが多

く、騒音全体の 83.3％、大気汚染では、野外焼却に関するものが多く、大気汚染全体の

66.8％を占めています。近年は、環境意識の高まりなどから、公害の態様が多様化・小規

模化しており、都市型・生活型の公害の占める割合が増加する傾向にあります。（表１－

１－４） 

表１－１－４ 公害苦情件数の推移 

平成１7年度 518 － 187 10 － 171 34 － 111 5

平成18年度 448 ▲ 13.5 137 18 1 181 20 － 84 7

平成19年度 623 39.1 209 18 － 210 49 2 120 15

平成20年度 468 ▲ 24.9 181 15 － 152 29 2 84 5

平成21年度 494 5.6 163 28 － 174 33 3 88 5

 出典：環境局環境共生部環境対策課資料

種　類　別（件）

土壌
汚染

騒音 振動
地盤
沈下

総数
（件） 大気

汚染
水質
汚濁

増減率
（％）

悪臭 その他

 

イ）本市の主な取組 

□平成 21 年４月１日、生活環境の保全に関し、市、事業者及び市民の責務を明らかにする

とともに、環境への負荷の低減を図るための措置及び公害等の発生源に対する規制を定め

た「さいたま市生活環境の保全に関する条例」を施行しました。 

□市民の安心を確保し、特に、子供たちの健康に対する不安を解消するため、周辺より高い

数値の空間放射線量が確認された際の放射線量の低減措置などに関して、現時点での基本

的な考え方を「放射線量の高い箇所への対応方針」として掲げるとともに、住宅の敷地内

などで特に高い放射線量が測定された場合の対応策を「生活空間の“ホットスポット”対

応マニュアル」に示しています。 

□交通量の多い主要幹線道路沿道に自動車排出ガス測定局を設置し、主として自動車から排

出される大気汚染物質を常時監視しています。大気汚染物質のうち、二酸化窒素は平成 16

年度に環境基準を全局で達成、浮遊粒子状物質は平成 18 年度に初めて環境基準を全局で

達成した後、いずれも平成 22 年度も引き続き達成率 100％を維持しています。 

 

 Ⅲ-８



□国や県及び周辺自治体と連携し、ディーゼル車の運行規制や自動車 NOx・PM 法の車種規制

等を推進しています。 

□市内を流れる 10 河川 23 地点を対象に、水質汚濁防止法等に基づき水質の常時監視を実施

しています。これらのうち、埼玉県の測定計画に基づき調査を行っている荒川、鴨川、芝

川、綾瀬川及び元荒川の５河川のうち鴨川を除くすべての河川で「BOD の年間 75％水質値」

の環境基準を満足しています。 

□平成 32 年度における騒音・振動に関する苦情申立件数の目標値を、基準値（平成 12 年度

～16 年度の平均（180 件））の３分の２に当たる 120 件と設定し、騒音・振動の防止対策

の指導を行っています。 

□さいたま市生活環境の保全に関する条例の施行により、悪臭規制の対象業種が埼玉県条例

の対象であった塗装工事業など 13 業種から全業種に拡大しています。 

 

ウ）今後の重点課題 

 

◆市民の暮らしの安全・安心をしっかりと確保するため、今後も引き続き、大気や河川

の水質、土壌・地盤、騒音・振動などの状況を把握し、状況の変化に応じた対策を迅

速かつ確実に推進することが求められています。 

◆未だ環境基準を達成できていない光化学オキシダント及び平成21年９月に環境基準が

告示された PM2.5（微小粒子状物質）について、発生メカニズムの解明や発生源の特定

など今後の対応に向けた調査等を進め、国や県及び周辺自治体と情報の共有を行うな

ど広域的な取組を推進する必要があります。 
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（２）水と緑 

ア）概況 

○平成 22 年 10 月に愛知県名古屋市で開催さ

れた生物多様性条約第 10 回締約国会議

（COP10）において、2020（平成 32）年ま

での生物多様性に関する世界目標として

「愛知目標」が採択されました。 

○我が国では、平成 20 年６月に生物多様性基

本法が施行されました。同法では、都道府

県や市町村が生物多様性地域戦略を策定す

ることが努力義務として規定されています。 

○地方公共団体は、自然環境の保全に係る各

種条例のほか、各種の生態系に係る法制度の運用や事業を実施しており、今後これらの戦

略は、各地域が地域の自然条件や社会条件に応じてきめ細かな取組を進めていく上で重要

な役割を果たすと考えられます。 

＜愛知目標の概要＞ 

○本市には、中央部の見沼田圃、西部の荒川及び東部の元荒川の周辺を中心として、大規模

な緑地や屋敷林・雑木林等の樹林地、河川・池沼等の水辺が広がり、都心部近郊にありな

がら、潤いのある水と緑に恵まれた都市環境を醸成し、さいたまらしさを特徴付けている

極めて重要な要素の１つとなっています。 

○しかし、都市化の進展に伴い、樹林地や池沼は年々減少しており、今後もこの傾向は続く

と予想されます。市内では３つの大規模緑地を中心に、タヌキなどの中型獣や野鳥、水生

生物などの豊かな生態系が育まれている一方、繁殖の可能性のある場所の減少等によって、

現在は絶滅したと考えられる種もあります。 

○平成 23 年３月 31 日現在、市内では

1,817 箇所（2,512.3ha）の地域制緑地

が指定されています。これらのうち、

市域の東西に広がる荒川近郊緑地保全

区域や安行武南自然公園、中央部にあ

る風致地区等は、法律などの規制によ

り大規模な緑地として残されています。

（表１－２－１） 

表１－２－１ 地域制緑地の現況 
（平成 23 年３月 31 日現在） 

種別
件数

（箇所）
面積
（ha）

根拠法令等

風致地区 1 284.0 都市計画法

生産緑地地区 1,495 387.1 生産緑地法

近郊緑地保全地区 1 1,328.0 首都近郊緑地保全法

自然公園 1 431.0 埼玉県立自然公園条例

市民緑地 2 0.2

特別緑地保全地区 3 2.0

ふるさとの緑の景観地 2 10.5

ふるさとの森 4 5.1

自然緑地 27 7.5

保存緑地 278 54.4

環境緑地 1 0.6

さいたま緑のトラスト保全地 2 1.9 さいたまの緑のトラスト基金条例

合計 1,817 2,512.3

都市緑地法

ふるさと埼玉の緑を守り
育てる条例

さいたま市みどりの条
例

 出典：都市局都市計画部みどり推進課

○南北に広がる市街地には、生産緑地地

区や公園等のオープンスペースやさい

たま市みどりの条例に基づく自然緑地

等に指定されている緑地があります。 
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○市内には、荒川、鴨川、芝川、綾瀬川、元荒川などの一級河川のほか、多くの小河川が流

れています。これらのうち、荒川は、水質が良好で安定しており、飲料水の取水源にもな

っています。また、その他の河川は、農業用排水路などとして利用されてきましたが、現

在は都市化による生活排水の影響が見受けられます。 

 

イ）本市の主な取組 

□平成 23 年３月に「さいたま市環境基本計画」を改訂し、その施策項目「生物多様性・自

然環境の保全」を当面の本市の生物多様地域戦略に相当するものとしています。 

□平成 13 年５月、みどりの保全及び緑化の推進を図ることによって、市民の健康で快適な

生活環境を確保することを目的とした「さいたま市みどりの条例」を制定しています。 

□中長期的な観点から、緑豊かなまちづくりを計画的に推進するための指針として、平成 19

年３月に「さいたま市緑の基本計画改訂版」を、さらに、本計画をより実効性のあるもの

とするため、短期の目標や具体的な推進方法を定めた「さいたま市緑の基本計画アクショ

ンプラン」を平成 22 年３月に策定しています。 

□平成 32 年度までに、自然緑地等の指定面積を 180ha とすることを目標に掲げ、土地所有

者の協力のもと、現在指定されていない個人所有の屋敷林などの樹林地を、地域の重要な

緑の資産として自然緑地等に指定し、その保全に努めています。 

□平成 23 年１月、農・自然・歴史とふれあう、憩いのふるさと“みぬま”をテーマに基づ

き、各部門の諸施策を体系的にとりまとめた「さいたま市見沼田圃基本計画」を策定した

ほか、平成 24 年度～28 年度を計画期間に、地区・分野を横断する市民プロジェクトや重

点的・優先的に取り組む施策を示した「さいたま市見沼田圃基本計画アクションプラン」

を策定しています。 

□平成 18 年３月、水環境への負荷を低減するとともに、豊かで安定した水量を確保し、生

物の生息空間として水辺環境の再生を図るため、水環境に対する施策の方向性を示した

「さいたま市水環境プラン」を策定し、これに基づき公共用水域の水質改善、地下水のか

ん養、雨水の有効利用などに取り組んでいます。 

 

 



ウ）今後の重点課題 

 

◆次世代に継承すべき貴重な財産として、水と緑の豊かな自然環境の保全・再生を図る

ため、１人でも多くの市民に市内に残されている貴重な自然環境の保全や再生に取り

組む意義を正しく理解してもらえるよう、その普及啓発に努めるとともに、多様な主

体のパートナーシップに根差した取組を積極的に推進する必要があります。 

◆緑豊かなまちづくりを推進するため、今後も引き続き、市内に残された緑の保全や都

市公園の計画的な整備などに努めるとともに、民有地や民間建築物における緑化の促

進などを通じ、新たな緑を創出する必要があります。 

◆本市はもとより、首都圏に残された貴重な緑地空間として、見沼田圃の保全・活用・

創造を図るため、土地利用、農、自然環境、歴史・文化、観光・交流、教育・市民活

動などに関する様々な取組を総合的に推進する必要があります。 

◆市内に残された自然度の高い優れた水辺の保全や、市街地でのまちづくりを踏まえた

水辺の整備など、多様な水辺空間の創出を図る必要があります。 
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（３）景観 

ア）概況 

○全国的に、人々の価値観が量的な充実から質的な向上へと変化し、景観に対する意識が高

まり、今まで以上に個性ある美しい街並みや景観の形成が求められるようになってきたこ

とを背景として、平成 16 年６月に景観法が制定されました。 

○景観法は、都市、農山漁村等における良好な景観の形成を図るため、良好な景観の形成に

関する基本理念及び国等の責務を定めるとともに、景観計画の策定、景観計画区域、景観

地区等における良好な景観の形成のための規制、景観整備機構による支援など所要の措置

を講ずる我が国で初めての景観についての総合的な法律であり、都市緑地法、屋外広告物

法とともに景観緑（みどり）三法と呼ばれています。 

○また、景観法では、同法で規定する景観行政を行う自治体として、都道府県、政令指定都

市、中核市を景観行政団体として位置付け、その他の市町村は、都道府県と協議の上、景

観行政事務を行うことができるとされています。 

○市内には、見沼田圃と斜面林、荒川や元荒川などを骨格とする水と緑、氷川神社や氷川参

道、盆栽村、岩槻城址などの歴史と文化、さいたま新都心に代表される新たな街並み、さ

らに様々な伝統行事やイベントなどの様々な景観資源が広く分布しています。 

 

（左から右へ：荒川、氷川神社、新しい集合住宅地） 

＜景観資源の一例＞ 

 

 

 

 

 

 

 

イ）本市の主な取組 

○平成 19 年 10 月に都市景観形成のマスタープランとなる「さいたま市都市景観形成基本計

画」を策定しています。また、平成 22 年３月には、同計画に掲げた「ひと まち みらい 輝

く都市景観の創造」という理念のもと、景観法に基づき、優れた都市景観に関する方針や

行為の制限などの事項を定めた「さいたま市景観計画」を策定し、都市景観の印象や地域

の個性を表わす要素の一つである色彩に関する手引きとして、「さいたま市景観色彩ガイ

ドライン」を定めました。 

○本市では、「さいたま市美しいまちづくり景観条例」を制定し、大規模建築物などの景観

誘導を独自に行ってきましたが、同条例を全部改正し、平成 22 年 10 月１日から景観法の

規定に基づく良好な景観形成に必要な事項や事前協議の申出、氏名等の公表及びその他市

独自の景観計画の実効性を高めるための事項を規定した「さいたま市景観条例」を施行し

ています。 
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○良好な景観の形成、風致の維持、公衆に対する危害の防止を目的として、平成 15 年度に

屋外広告物のルールを定めた「さいたま市屋外広告物条例」を施行した後、平成 22 年３

月に策定した「さいたま市景観計画」を踏まえ、同条例の一部改正し、同年 10 月１日か

ら施行しています。（図１－３－１） 

 

出典：都市局都市計画部都市計画課「さいたま市景観計画」（平成 22 年３月） 

図１－３－１ 優れた都市景観の形成に向けた計画等の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ）今後の重点課題 

 

◆今後さらに優れた都市景観や良好な住環境の形成を目指し、地区計画制度や建築協定

など、各地区の特性に応じた秩序ある街並みを誘導するためのルールの導入を促し、

景観や住環境が調和した一体感のある市街地の形成を計画的に進める必要があります。 

◆屋外広告物についても、それぞれの地区の特性や広告物の実態を踏まえた規制や景観

形成を誘導するとともに、市民や事業者と景観ビジョンを共有し、協働で計画的かつ

効率的に取組を進める必要があります。 
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２ 健康・福祉 

 

（１）保健福祉体制 

ア）概況 

○少子・高齢化や核家族化が進展する中で、家庭や地域での育児、介護にかかわる相互扶助

機能が低下し、保健福祉サービスに対する需要が多様化、高度化しているため、市民が自

分にあった福祉サービスが選択でき、多様な保健福祉サービスを身近な地域で提供できる

体制を整備する必要があります。 

○本市では、市民に身近な保健福祉体制を実現するため、地区社会福祉協議会エリアを健康

福祉地区として、市内に 47 の福祉圏域を設定し、地域福祉の担い手となる社会福祉法人、

民生委員・児童委員、食生活改善推進員などによる地域健康福祉連絡会の設置と地域福祉

行動計画の策定を促進するとともに、健康福祉地区ごとに健康福祉推進員を設置していま

す。（図２－１－１） 
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図２－１－１ 健康福祉地区で地域福祉行動計画を策定した地区数の推移 
出典：保健福祉局福祉部福祉総務課資料 

 

 

○近年、全国的に生活保護の受給者が急増し、過去最多を更新し続けています。平成 22 年

度の１ヶ月平均の被保護世帯数1は 1,410,049 世帯（過去最高）であり、前年度に比べ

135,818 世帯（前年度比 10.7％）増加しています。（図２－１－２） 

○世帯類型別にみると、「高齢者世帯」が 603,540 世帯（7.2％増）で最も多く、次いで「障

害者世帯・傷病者世帯」の 465,540 世帯（同 6.8％増）となっているほか、働き世代を含

む「その他の世帯」が 227,407 世帯で、前年度の 171,978 世帯から 32.2％も大きく増加し

ているのが特徴的といえます。（同上） 

 

 

                            
1 現に保護を受けた世帯数・実人員（月中に１日（回）でも生活保護を受けたもの）及び保護停止中の世帯数・実人員（月

の初日から末日まで引き続いて保護が停止されていたもの） 
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図２－１－２ 世帯類型別被保護世帯数（１ヶ月平均）の推移 

出典：厚生労働省「平成 22 年度福祉行政報告例の概況」 

○本市でも生活保護を受給している市民は、増加の一途をたどっています。平成 22 年度の１

ヶ月平均の被保護世帯数は 11,609 世帯、被保護人員は 16,156 人であり、対平成 17 年度比

でそれぞれ 73.7％（4,926 世帯）、65.4％（6,391 人）増加しています。（図２－１－３） 
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出典：保健福祉局福祉部福祉総務課資料 
図２－１－３ 生活保護の受給状況の推移 
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○平成 21 年度の保護率を他の政令指定都市と

比べると、本市の保護率は 11.2‰で 18 市の

中では 16 番目に低い値となっているものの、

急速な高齢化の進行などに伴い、今後さらに

生活保護を受ける市民が増え続けることは

否めない状況にあります。（表２－１－１） 

表２－１－１ 生活保護の受給状況 
の都市間比較（保護率の高位順） 
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イ）本市の主な取組 

□高齢者や障害者等をはじめ、全ての市民が人

権を尊重され、安心して生活し、自らの意思

で自由に行動するとともに、あらゆる分野の

活動に参加するための障壁を除去するため、

福祉のまちづくりに関わる施策の基本事項

を定め、市、事業者及び市民が相互に協力し、

だれもが心豊かに暮らすことのできる都市

の実現に資するよう、平成 17 年４月１日から「さいたま市だれもが住みよい福祉のまち

づくり条例」を施行しています。 

1 大 阪 市 102,483 132,856 49.9

2 札 幌 市 40,701 59,530 31.3

3 京 都 市 28,531 41,999 28.7

4 神 戸 市 29,620 42,874 27.9

5 堺 市 14,864 21,957 25.8

6 福 岡 市 23,525 32,896 22.7

7 川 崎 市 19,626 27,005 19.2

8 広 島 市 15,294 22,144 18.9

9 北 九 州 市 14,104 18,365 18.7

10 名 古 屋 市 27,905 36,198 16.0

11 横 浜 市 41,934 57,014 15.6

12 千 葉 市 10,283 14,402 15.1

13 岡 山 市 7,433 10,514 15.0

14 仙 台 市 9,581 13,838 13.4

15 新 潟 市 6,462 9,142 11.3

16 さ い た ま 市 9,713 13,567 11.2

17 静 岡 市 4,589 6,252 8.7

18 浜 松 市 3,954 5,355 6.6

 出典：各市資料
 注）平成22年４月１日に政令指定都市に移行した相模原市を除く。

実世帯
（世帯）

実人員
(人）

保護率
（‰）

順
位

市名

□平成 20 年３月、社会福祉法第 107 条に定められた地域福祉計画であり、保健福祉の推進

に関する本市の理念や基本的方向などを示すとともに、市民生活に密接に関係する教育、

住宅、労働、情報、まちづくりなどの関連領域における施策・事業を含んだ総合的な計画

である「さいたま市保健福祉総合計画」を改訂しています。 

□平成 18 年２月に「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリ

ー新法）」が制定されたことを受け、鉄道駅を中心としたバリアフリー化を推進するとと

もに、市民等がバリアフリーに関する理解を深めるための事業に取り組んでいます。 

□平成 22 年８月には、本市がこれまで展開してきた福祉のまちづくりに関する施策を総合

的・計画的に体系付け、市、事業者及び市民が主体的に取り組むための指標として、「さ

いたま市福祉のまちづくり推進指針」を改訂しています。 

 

ウ）今後の重点課題 

 

◆全ての市民が安心して生活し、だれもが心豊かに暮らすことができる都市の実現に向

け、今後も引き続き、関係機関との連携のもと、福祉のまちづくりを総合的かつ計画

的に進めていく必要があります。 

◆地域健康福祉連絡会の機能の設置をはじめとした地域の支え合い活動への幅広い市民

参加の推進、保健福祉にかかわる人材の育成・確保を引き続き行っていく必要があり

ます。 

◆現在、国によって検討が進められている「社会保障と税の一体改革」の行方を見据え

ながら、今後より一層、個々の状況に応じた自立更生のための積極的な支援に取り組

むことが急務となっています。 

 



（２）子育て支援 

ア）概況 
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○国勢調査の結果を基に算出した、平

成 22 年のさいたま市全体の合計特

殊出生率14は 1.38 です。これは県内

40 市中上位 11 番目で、埼玉県の平均

1.32 を上回っているものの、全国平

均の 1.39 を下回っている状況です。

一方で、さいたま市内を区別にみる

と、北区が 1.62 となっており、県内

で最も高い戸田市の1.60を上回る値

を示しています。（表２－２－１） 

表２－２－１ 合計特殊出生率の埼玉県内比較（平

成 22 年の出生率の高位順）及びさいたま市内の推移

●埼玉県内

順
位

市名 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成2

1 戸 田 市 1.39 1.36 1.41 1.39 1
2 八 潮 市 1.27 1.27 1.46 1.33 1
3 秩 父 市 1.30 1.43 1.47 1.32 1
4 朝 霞 市 1.35 1.35 1.46 1.31 1
5 鳩 ヶ 谷 市 1.30 1.29 1.40 1.43 1
6 本 庄 市 1.21 1.15 1.26 1.17 1
7 川 口 市 1.25 1.22 1.25 1.24 1
8 深 谷 市 1.36 1.29 1.26 1.32 1
9 富 士 見 市 1.19 1.31 1.25 1.23 1
10 川 越 市 1.15 1.17 1.18 1.23 1
11 さ い た ま 市 1.20 1.20 1.24 1.24
12 草 加 市 1.24 1.22 1.25 1.22 1
13 和 光 市 1.21 1.28 1.23 1.33 1
14 羽 生 市 1.03 1.15 1.15 1.10 1
15 新 座 市 1.18 1.21 1.19 1.28 1
16 吉 川 市 1.30 1.37 1.47 1.36 1
17 越 谷 市 1.16 1.21 1.19 1.23 1
18 ふ じ み 野 市 1.22 1.19 1.22 1.28 1
19 熊 谷 市 1.15 1.25 1.21 1.22 1
20 鶴 ヶ 島 市 1.33 1.20 1.20 1.18 1
21 加 須 市 1.08 1.20 1.26 1.18 1
22 三 郷 市 1.17 1.21 1.18 1.17 1
23 坂 戸 市 1.14 1.14 1.19 1.16 1
24 志 木 市 1.14 1.13 1.15 1.14 1
25 飯 能 市 1.04 1.08 0.99 1.08 1
26 春 日 部 市 1.08 1.09 1.16 1.12 1
27 所 沢 市 1.17 1.15 1.22 1.18 1
28 狭 山 市 1.10 1.05 1.14 1.09 1
29 上 尾 市 1.23 1.26 1.19 1.24 1
30 東 松 山 市 1.08 1.08 1.10 1.13 1
31 入 間 市 1.14 1.14 1.16 1.15 1
32 日 高 市 1.10 1.18 1.18 1.14 1
33 桶 川 市 1.18 1.13 1.19 1.18 1
34 蕨 市 1.02 1.10 0.97 1.08 1
35 鴻 巣 市 1.09 1.12 1.07 1.05 1
36 蓮 田 市 1.11 1.12 1.21 1.17 1
37 久 喜 市 1.00 1.11 1.01 1.05 1
38 幸 手 市 1.02 0.92 1.03 1.02 1
39 行 田 市 1.21 1.15 1.09 1.08 1
40 北 本 市 1.26 1.08 1.12 1.15 1

1.24 1.26 1.28 1.28 1
1.32 1.34 1.37 1.37 1

●さいたま市内

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成2

1.20 1.17 1.28 1.21 1
1.36 1.31 1.33 1.29 1
1.11 1.13 1.10 1.12 1
1.09 1.19 1.15 1.19 1
1.25 1.27 1.24 1.28 1
1.20 1.12 1.30 1.33 1
1.10 1.09 1.15 1.13 1
1.23 1.27 1.32 1.30 1
1.31 1.31 1.32 1.35 1
1.11 1.08 1.14 1.16 1

 出典：埼玉県保健医療部保健医療政策課資料

南　　　区
緑　　　区
岩　槻　区

注）埼玉県内各市の国勢調査年（平成22年）の合計特殊出生率は「国勢調
　　人口」で算出されるため、「各年１月１日現在埼玉県町（丁）字別人口（総
　　人口）」で算出されるその他の年に比べ、率が高くなる傾向にある。

見　沼　区
中　央　区
桜　　　区
浦　和　区

全　　国　
埼　玉　県

区名

西 　　区
北　　　区
大　宮　区

2年

.60

.54

.53

.51

.47

.47

.43

.43

.39

.38
1.38
.37
.35
.34
.34
.33
.32
.32
.32
.32
.31
.29
.29
.27
.27
.26
.26
.26
.25
.25
.25
.24
.23
.23
.21
.20
.19
.18
.13
.07
.32
.39

2年

.33

.62

.30

.35

.32

.45

.22

.52

.50

.25

査

○全国的に少子高齢化の進行に伴い、

今後ますます定住人口の確保を巡る

都市間競争が激しさを増していくと

見込まれる中、本市においても、平

成 18 年以降、約 1.1 万人台で比較的

安定して推移している出生者数をい

かに維持・増加していくのかは、極

めて重要な政策課題の１つと考えら

れます。 

○現在、本市では、「さいたま 子ども・

青少年希望（ゆめ）プラン」のもと、

市の未来を担う子ども・青少年が、

心身ともに健やかに育ち、自立する

ために、市民・事業者・行政を絆で

結び、子ども・青少年の希望をかな

える「子育てしやすいまち 若い力の

育つまち」の実現に取り組んでいま

す。 

○平成 23 年４月１日現在、市内の保育

所は 131 箇所、利用児童数は 11,738

人であり、対平成 17 年比でそれぞれ

26.0％（27 箇所）、20.5％（1,998 人）

増加しているものの、保育所入所待

機児童の解消までには至っていない

状況にあります。 

 
14 女性の年齢別出生率を 15 歳から 49 歳まで合計した値であり、通常はある年の年齢別出生率を合計して算出する。人

口が自然減とならないためには、一般的に 2.08 程度以上が必要とされている 
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○平成 23 年４月１日現在の保育所入所待機児童数は

143 人であり、県内では朝霞市の 116 人、川口市の 103

人とともに 100 人を超えていますが、近年最も多かっ

た平成 17 年の 258 人と比べ約半数に減少しており、

また、政令指定都市 19 市の中では５番目の少なさと

なっています。（表２－２－２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○放課後児童クラブの入室児童数及

び施設数は、平成 17 年以降、一貫

して前年を上回っています。平成

23 年の入室児童数は 7,039 人、施

設数は 169 箇所であり、対平成 17

年比でそれぞれ 32.0％（1,707 人）、

42.0％（50 箇所）増加しています。

しかし、利用児童数の増加ペース

に施設の整備が追い付いておらず、

待機児童数は増えています。（図２

－２－１・２） 

 ○近年、全国的に世帯の小規模化の進行や地域社会における人間関係の希薄化などによっ

て、親が子育てに関する不安や悩みを抱えやすい状況に置かれています。平成 17 年度以

降、市内の児童相談所における児童相談の受理件数及び処理件数は、概ね一貫して増え続

けており、平成 22 年度は対平成 17 年度比でそれぞれ 23.2％（528 件）、25.6％（584 件）

増加しています。（表２－２－３） 

 

 

対前年
増減（人）

新 潟 市 0 － 0

岡 山 市 0 － 0

北 九 州 市 0 ▲ 16 16

2 静 岡 市 41 1 40

3 浜 松 市 115 ▲ 138 253

4 京 都 市 118 ▲ 118 236

5 さ い た ま 市 143 ▲ 11 154

6 広 島 市 210 ▲ 10 220

7 千 葉 市 350 26 324

8 大 阪 市 396 191 205

9 堺 市 431 141 290

10 相 模 原 市 460 ▲ 54 514

11 神 市 481 58 423

12 仙 台 市 498 ▲ 96 594

13 福 市 727 238 489

14 川 崎 市 851 ▲ 225 1,076

15 札 市 865 25 840

16 横 浜 市 971 ▲ 581 1,552

17 名 古 市 1,275 677 598

　　　　 （各年４月１日現在）
 出典：厚生労働省「保育所関連状況取りまとめ」

平成22年
（人）

1

順
位

市名
平成23年

（人）

戸

岡

幌

屋

表２－２－２ 保育所入所待機児童数の

都市間比較（平成 23 年の児童数の低位順） 

図２－２－１ 放課後児童クラブの室児童数及び施設数の推移

出典：子ども未来局子ども育成部青少年育成課資料 

（各年４月１日現在） 
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6,403

6,
7,039

816

図２－２－２ 放課後児童クラブの待機児童数の推移 

出典：子ども未来局子ども育成部青少年育成課資料 

（各年４月１日現在） 
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表２－２－３ 児童相談所の相談受理及び処理件数の推移 
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養護
相談

保健
相談

障害
相談

非行
相談

育成
相談

その他
の相談

総数
面接
指導

児童
福祉司
指導

福祉事
務所送
致又は
通知

児童福
祉施設
入所

児童福
祉施設
通所

里親・
保護受
託者委

託

法27条
第１項第
４号によ
る家庭
裁判所
送致

その他

平成17年度 2,273 643 9 923 249 322 127 2,283 1,914 33 7 113 48 7 5 156

成18年度 2,809 687 2 1,407 165 368 180 2,536 2,246 26 4 101 46 5 － 108

成19年度 2,549 779 6 1,159 163 277 165 2,712 2,249 38 14 96 － 5 － 310

平成20年度 2,724 833 6 1,191 184 315 195 2,781 2,221 67 19 98 － 11 － 365

成21年度 2,871 851 11 1,374 147 301 187 2,791 2,197 42 14 71 － 17 2 448

平成22年度 2,801 941 8 1,275 136 313 128 2,867 2,281 39 29 65 － 31 － 422

典：子ども未来局子ども育成部児童相談所資料

相談受理件数（件） 処理件数（件）

総数

平

平

平

 出

○共働き世帯の増加や親の価値観の変化、さらに先行き不透明感を増す景気の動向など、子

育てを取り巻く環境が変化を続ける中、今後ますます子育て支援に対するニーズも多様

化・複雑化していくと考えられます。 

 

イ）本市の主な取組 

□平成 22 年３月、妊娠・出産から乳幼児期を経て、青少年期（概ね 24 歳まで）に至るまで

一貫した施策の展開を推進していくため、平成 22 年度～26 年度を計画期間とする「さい

たま 子ども・青少年希望（ゆめ）プラン」を策定しています。 

□平成 21 年 10 月には、通院医療費の助成対象年齢の拡大を行い、０歳から中学校卒業前ま

での乳幼児・児童に対し、子育て支援の観点から所得制限を設けず、入院・通院に係る医

療費の一部負担金等の助成を行う子育て支援医療費助成事業を実施しています。 

□民間活力を活用した認可保育所の設置支援による保育の受け入れ拡大、認可保育所の整備

が進んでいない地域を中心に、本市が独自に定めた基準を満たす認可外保育施設に対する

保育の委託や、幼稚園における一時預かり実施施設の拡大等により、保育所入所待機児童

の解消に取り組んでいます。 

□子育て中の全ての家庭が、地域の中で安心して子育てができるよう、各種子育て支援セン

ター（単独型、保育所併設型）や子育てサロン（のびのびルームなど）の整備を通じた仲

間づくりや相談、情報提供などを進めています。 

□子育ての負担感や不安を軽減するため、市内の子育て情報を一元的に把握し、広く提供す

るとともに、援助を必要とする子育て家庭に対する子どもの一時預かりやヘルパーによる

家事援助などの生活支援に取り組んでいます。 

 

 



ウ）今後の重点課題 

 

◆将来にわたり活力のある地域社会を築くため、今後の子どもの数の推移や地域的なニ

ーズを十分に見極めながら、市民・事業者との適切な役割分担のもと、ハード・ソフ

トの両面から、各種子育て支援サービスの量的・質的な充実に努める必要があります。 

◆現在、国により検討が進められている新しい子育て支援制度（幼稚園と保育園を一体

化した「（仮称）総合子ども園」の創設など）の行方を踏まえつつ、今後も引き続き、

保育所入所待機児童の解消をはじめ、放課後児童クラブの入室待機児童の解消に向け

た取組を積極的に推進する必要があります。 

◆より安心して妊娠、出産ができるとともに、親が自信を持って子育てに取り組み、ま

た、青少年を含めた子どもたちが心身ともに健やかに成長できるよう、地域のニーズ

に応じた母子保健サービスの提供や地域ぐるみで子育てを支援する体制を強化する必

要があります。 
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（３）高齢者福祉 

ア）概況 

○平成 22 年 10 月１日現在、我が国

の老年人口（65 歳以上）は過去

最高の 2,948 万人、高齢化率は

23.1％となっています。 

65～74歳 75歳以上 高齢化率（％）
33.3

31.6
30.4

29.1
26.8

22,45421,786 22,78418,790
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○平成 24 年１月に国立社会保障・

人口問題研究所が公表した「日本

の将来推計人口」によると、総人

口が減少する中で、高齢者が増加

することにより、今後も高齢化率

は上昇を続け、平成 25（2013）

年には国民の４人に１人、平成

47（2035）年には３人に１人が

65 歳以上の高齢者となる社会が

到来すると推計されています。

（図２－３－１） 

16,458

14,194

17,494 17,33415,290 14,788 14,95314,065

23.1

0
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10,000

15,000

20,000
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30,000

35,000

40,000

平成22年 平成27年 平成32年 平成37年 平成42年 平成47年

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

実績値 推計値

（千人） （％）

図２－３－１ 日本の老年人口の将来予測 
出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推

計人口（平成 24 年１月推計）」を基に作成 

65～74歳 75歳以上 高齢化率（％）

○平成 24 年３月に本市が行った将

来人口推計においても、今後、本

市の高齢化率は、我が国全体の傾

向と同様に一貫して上昇を続け、

平成 37年（2025 年）には 25.7％、

平成 47 年（2035 年）には 29.6％

に達すると予測されています。

（図２－３－２） 
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○単身高齢者世帯と高齢者のいる

夫婦のみ世帯も高い伸びを続け

ています。平成 17 年～22 年の増

加率は、前者が 39.1％（10,423

世帯）、後者が 25.7％（9,329 世

帯）であり、いずれも全国

（24.0％、17.0％）の伸びを上

回っています。（表２－３－１） 

図２－３－２ 本市の老年人口の将来予測 
出典：「さいたま市政策局推計」（平成 24 年３月） 

表２－３－１ 単身高齢者世帯及び高齢者の 
いる夫婦のみ世帯の状況

実数 増減率 実数 増減率（％）

平成 ７年 10,864 世帯 － 19,188 世帯 －

平成12年 17,201 世帯 58.3 ％ 27,239 世帯 42.0 ％

平成17年 26,661 世帯 55.0 ％ 36,253 世帯 33.1 ％

平成22年 37,084 世帯 39.1 ％ 45,582 世帯 25.7 ％

平成 ７年 60,766 世帯 － 104,876 世帯 －

平成12年 97,324 世帯 60.2 ％ 161,584 世帯 54.1 ％

平成17年 143,923 世帯 47.9 ％ 209,242 世帯 29.5 ％

平成22年 204.212 世帯 41.9 ％ 277,297 世帯 32.5 ％

平成 ７年 2,202 千世帯 － 3,042 千世帯 －

平成12年 3,032 千世帯 37.7 ％ 3,977 千世帯 30.7 ％

平成17年 3,865 千世帯 27.5 ％ 4,487 千世帯 12.8 ％

平成22年 4,791 千世帯 24.0 ％ 5,251 千世帯 17.0 ％

 出典：国勢調査（各年10月１日現在）
 注）「高齢者のいる夫婦のみ世帯」は、国勢調査集計基準により、夫65歳以上、妻60歳以上が条件。

単身高齢者世帯
高齢者のいる
夫婦のみ世帯

さいたま市

埼玉県

全国

 

 



○平成 17 年度以降、本市の要介護（要支援）の認定者数は、一貫して前年度を上回る状況

が続いています。平成 22 年度の認定者数は 35,494 人であり、平成 17 年度の 27,887 人と

比べ 27.3％（7,607 人）増加しています。今後、単身高齢者世帯や高齢者のいる夫婦のみ

世帯の増加等に伴い、家庭における介護力が低下し、要介護（要支援）の認定者数はさら

に増えていくと見込まれます。（図２－３－３） 
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 要支援 要支援1 要支援2
要介護1 要介護2 要介護3

 要介護4 要介護5 第１号被保険者に占める認定率

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○平成 22 年 10 月１日現在、本市における 65 歳以上人口１人当たりの施設定員数は、政令

指定都市 19 市の中で介護老人福祉施設が第７位、介護老人保健施設が第 15 位、介護療養

型医療施設は第 16 位という状況にあります。（図２－３－４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－３－３ 要介護・要支援認定者数の推移（各年度末現在） 
出典：保健福祉局福祉部介護保険課資料 
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注１）介護療養型医療施設は、65歳以上人口１人当たりの病床数（床）。
    ２）人口は平成22年10月１日現在の国勢調査人口による。

図２－３－４ 65 歳以上人口１人当たりの介護施設定員数 
出典：厚生労働省「平成 22 年介護サービス施設・事業所調査」に基づき作成 



○世界にも類を見ないスピードで高齢化が進行する中、現在、国では、高齢者が地域の中で

自立した生活を営めるよう、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスを切れ目なく、

有機的かつ一体的に提供する「地域包括ケアシステム」の実現を推進しています。 

 

イ）本市の主な取組 

□平成 18 年度に、地域包括支援センターを 25 か所設置し、平成 22 年度からは、１箇所増

設し、年末年始を除いて年中無休としています。介護する人への支援体制を充実するため、

全ての地域包括支援センターで、介護者サロンを実施しています。 

□平成 21 年度から、専門医療相談、鑑別診断と初期対応・合併症や周辺症状への急性期対

応を行う認知症疾患医療センターを委託により設置しています。 

□高齢者が安心して暮らせるよう、定期的に食事を配達する配食サービスを、平成 22 年度

から週４回を週５回としています。 

□高齢者の健康増進のため、外出を促進する、シルバー元気応援ショップ事業を平成 22 年

度から行っています。また、高齢者の生きがい活動を支援するため、介護ボランティア制

度を平成 23 年度から実施しています。 

□「さいたま市誰もが安心して長生きできるまちづくり条例」を平成 24 年４月１日から施

行し、市民一人一人が生涯にわたって尊厳を保ち、安心して長生きすることができる地域

社会の実現を目指し、庁内横断の取組を進めます。 

□平成 24 年度～26 年度を計画期間とする、「第５期 高齢者保健福祉計画・介護保険事業計

画」を策定し、「だれもが、自立と尊厳を保ちつつ、住み慣れた地域で、安心して長生き

できる、支え合いとふれあい豊かな活力あるまち」を目指して、次のような施策に取り組

みます。 

重点プログラム「支え合いのネットワークづくり」 

基本目標「健康の維持と介護予防」「高齢者が活躍できる場の確保」「長寿を尊ぶ地域社会

の醸成」「地域で幅広く高齢者の生活を支援」「誰もが安心して暮らせる環境の整備」「介

護サービスの充実」「医療と介護の連携の強化」 

 

ウ）今後の重点課題 

 

◆「第５期 高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」では、重点プログラムを「支え

合いのネットワークづくり」として、市民の協力を得て、見守り協力員や生活支援サ

ポーター等の新規事業に取り組む必要があります。 

◆上記の重点プログラムの他に、「医療」「介護」「予防」「生活支援」「住まい」の５つの

基本的視点と、本市独自に「長寿慶祝」「活躍の場づくり」を加えた基本目標が、市内

２６の日常生活圏域内で、相互に連携して効果を発揮するような確認体制を取る必要

があります。 
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（４）障害者福祉 

ア）概況 

○近年、本市では、人口が一貫して増加基調で推移している中、障害者の数も増え続けてい

ます。身体障害者数、知的障害者数、精神障害者数の推移を身体障害者手帳、療育手帳、

精神障害者保健福祉手帳の所持者数で見ると、平成 17 年度以降、一貫して前年を上回る

状況が続いており、特に精神障害者保健福祉手帳所持者数は高い伸びが続いています。（表

２－４－１） 

表２－４－１ 身体障害者手帳及び療育手帳の所持者数等の推移 

 

 

 

 

 

実数（人） 増減率（％） 実数（人） 増減率（％） 実数（人） 増減率（％） 実数（千円） 増減率（％） 実数（千円） 増減率（％） 実数（千円） 増減率（％）

平成17年度 25,287 － 4,380 － 3,014 － 918,408 － 214,017 － 75,873 －

平成18年度 26,452 4.6 4,569 4.3 3,482 15.5 720,048 ▲ 21.6 215,858 0.9 78,760 3.8

平成19年度 27,385 3.5 4,807 5.2 3,941 13.2 723,780 0.5 221,594 2.7 82,470 4.7

平成20年度 28,489 4.0 5,022 4.5 4,546 15.4 758,303 4.8 224,106 1.1 85,748 4.0

平成21年度 29,641 4.0 5,269 4.9 5,060 11.3 800,330 5.5 231,826 3.4 87,143 1.6

平成22年度 30,200 1.9 5,550 5.3 5,639 11.4 913,008 14.1 233,889 0.9 88,826 1.9

 出典：保健福祉局福祉部障害福祉課資料
注）身体障害者、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の所持者数は各年度末の数

 身体障害者手帳 療育手帳  精神障害者保健福祉手帳  心身障害者福祉手当  特別障害者手当  障害児福祉手当

○障害者基本法の改正（平成 23 年８月５日公布）では、障害者の定義が、身体障害、知的

障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害がある者であって、障害

及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にある

ものとされました。障害を克服すべき個人の問題でなく、社会がつくる障壁と偏見が障害

を生み出しているという発想の転換が促されています。 

○平成 18 年度に施行された障害者自立支援法は、身体、知的、精神の３つの障害を一元化

し、共通の福祉サービスを提供することが目的とされていました。しかし、従前の応能負

担から応益負担への移行に伴い、サービス利用者の経済的な負担が急増するなどの問題が

顕在化したことから、平成 24 年４月１日からサービスの利用者負担を応能負担とするこ

となどを目的とした改正法が施行15されるとともに、現在、障害者自立支援法に代わる法

制度について、平成 25 年度からの施行に向けた準備が進められています。（図２－４－１） 
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図２－４－１ 「障害者自立支援法等の改正法」の概要 
出典：厚生労働省ホームページより 

15 今回は、障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえ、障害保健福祉施策を見直すまでの間における障害者等

の地域生活支援のための法改正とされている。 



○障害者虐待防止法（平成 24 年 10 月１日施行）の制定を受け、誰もが権利の主体として地

域社会を構成する一員として日常生活を営むことが出来るよう、障害者に対する虐待への

充実した支援体制の構築と自立及び社会参加を支援するための措置を講じることが求め

られています。 

 

イ）本市の主な取組 

□平成 23 年４月に、市民が障害の有無にかかわらず、等しく市民として個人の尊厳と権利

が尊重され、その権利を享受することができる地域社会の実現に寄与することを目的とし

て、「さいたま市誰もが共に暮らすための障害者の権利の擁護等に関する条例」を施行し

ています。 

□障害者基本法に基づく「市町村障害者計画」、障害者自立支援法に基づく「市町村障害福

祉計画」、「さいたま市誰もが共に暮らすための障害者の権利の擁護等に関する条例」に基

づく施策を推進するための計画として、平成 24 年度～26 年度を計画期間とする次期さい

たま市障害者総合支援計画を一体的に策定しました。 

□障害者が地域で安心して自立した生活を営むことができるよう、事業所、障害者施設、特

別支援学校、各区の障害者生活支援センター等の関係機関と連携しながら、障害者の就労

支援、生活支援、虐待防止、授産施設に対する支援、社会参加支援など、総合的な支援に

取り組んでいます。 

□発達障害者（児）が自分らしさを発揮し、充実した生活を送れるよう、保健、医療、福祉、

教育、労働などの関係機関と連携しながら、本人やその家族に対する支援を行うとともに、

地域の支援体制の充実に取り組んでいます。 

 

ウ）今後の重点課題 

 

◆今後も引き続き、国の制度改正を踏まえつつ、保健・医療・福祉・教育・労働など関

係機関同士の密な連携・協力のもと、障害者が必要とするサービスを適切に受けられ

るよう、充実に努めるとともに、障害のある人に対する誤解や偏見を無くし、不利益

を被らないよう、障害に対する正しい理解を促進することが必要です。 

◆さらに、障害のある人が、地域の中で自立して生活していけるよう、障害者の権利擁

護に努めるとともに、各種サービスの提供を通じた日常生活への総合的な支援を推進

するとともに、子どもから高齢者まで、障害者のライフステージに応じた就学・就労

への支援の充実、障害者に対する虐待の防止に取り組むことが必要となっています。 
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（５）健康・医療 

①健康 

ア）概況 

○65 歳時の平均余命は、昭和 22（1947）年には男性が 10.16 年、女性が 12.22 年であった

のに対し、平成 21（2009）年には男性が 18.88 年、女性が 23.97 年となっており、今後さ

らに高齢期が長くなると推計されています。 

○平均寿命が延び続けると予測されている中、本市においても、市民一人ひとりが自らの心

身の健康状態により一層高い関心を持ち、疾病の早期発見・早期治療に取り組み、生涯に

わたって心身ともに健やかに暮らしていくことが求められています。（図２－５－１） 
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図２－５－１ 平均寿命の推移と将来推計 
出典：内閣府「平成 23 年版高齢社会白書」 

 

○本市の平成 22 年の死亡統計によると主な死因

としては、悪性新生物、心疾患及び脳血管疾患

のいわゆる三大生活習慣病が上位３位を占め、

これに肺炎、自殺、不慮の事故が続いています。

（図２－５－２） 
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○本市では次表に示すような健康診査・検診など

を通じ、市民の健康の保持増進を図っています。

（表２－５－１） 

○我が国では、平成 10 年に自殺の死亡者数が前

年に比べ３割余りも急増し、その後も年間３万

人を超える高い水準で推移しています。このよ

うな状況下、自殺の防止と自殺者の親族等に対 

する支援の充実を図るため、平成 18 年６月に「自殺対策基本法」が成立するとともに、

平成 19 年６月には「自殺総合対策大綱」が閣議決定され、国として総合的な自殺対策が

進められることとなりました。 

その他

26％

不慮の

事故

3％

自殺 3％

肺炎

9％
脳血管疾

患 10％

心疾患

18％

悪性新生

物 31％

図２－５－２ 本市の死因内訳（平成 22 年）

出典：さいたま市保健統計より資料作成 

○本市においても、自殺死亡者数は平成 10 年頃から増加し、最近数年間は年間約 200 人を

超える人が自殺により命を落としており、また、全国と同様に中高年男性の死亡者数の割

合が高いなど、深刻な事態となっています。 



 

表２－５－１ 健康診査等の実施状況         （単位：人） 
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平成17年度 10,929 92.1% 92.4% 90.6% 71.9% 79.4% 70.7% 1,098 128,683

平成18年度 10,894 91.6% 92.1% 92.5% 79.2% 80.0% 71.5% 1,063 138,122

平成19年度 10,869 93.2% 93.5% 91.8% 75.6% 81.1% 72.6% 1,065 145,016

平成20年度 11,311 92.7% 92.4% 90.0% 74.6% 86.6% 68.8% 1,488 －

平成21年度 11,133 92.2% 92.2% 92.3% 73.7% 86.9% 69.6% 1,881 －

平成22年度 11,136 92.8% 92.5% 93.4% 74.6% 87.6% 70.1% 848 －

平成17年度 － － 57,423 104,683 93,084 26,945 37,562 15,411 8,179

平成18年度 － － 61,820 118,443 101,887 28,977 36,945 45,686 9,876

平成19年度 － － 64,215 125,677 108,528 32,372 27,722 6,815 10,715

平成20年度 66,738 27,572 60,095 111,232 99,937 32,563 45,104 8,832 10,732

平成21年度 63,325 25,628 71,286 106,606 95,432 36,929 43,785 21,321 10,294

平成22年度 62,623 28,304 74,878 109,059 97,247 36,897 50,140 17,892 10,504

出典：保健福祉局福祉部国民健康保険課、年金医療課、保健所地域保健支援課資料
注１）基本健康診査（訪問基本健康診査を含む）は、平成19年度をもって廃止となった。
　２）平成20年度より特定健康診査、後期高齢者健康診査が実施された。
　３）成人歯科健康診査は、訪問歯科健康診査を含む。
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後期高齢者
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妊婦健康診査
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成人歯科

健康診査注３）
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診査
注１）

乳幼児健康診査　受診率

４か月児
健康診査

10か月児
健康診査

 
 
　
　

 

イ）本市の主な取組 

□全ての市民が健やかで、心豊かに生活できる活力ある社会となるよう、壮年期（働き盛り）

の死亡の減少、健康寿命の延伸及び生活の質の向上を目指し、平成 19 年３月に「さいた

ま市ヘルスプラン 21 後期計画」を策定しています。 

□これまで本プランに掲げた３つの重点プログラムを中心に、市民が主体的に取り組む健康

づくりを推進するとともに、健康づくりを継続して行う「いきいき健康づくりグループ」

の育成・支援や、ウォーキングによる健康づくりの推奨、健康づくりに関する情報発信な

どに取り組んでいます。 

□市民、各種団体、民間事業所と行政とで協働して食育を進めることにより、市民の心と身

体の健康と豊かな人間性、また自然への感謝の気持ちを育むため、「さいたま市食育推進

計画」を平成 20 年３月に策定しています。 

□平成 21 年３月に「さいたま市自殺対策推進計画」を策定し、市民１人ひとりが、かけが

えのない命を大切にし、ともに支え合い、安心して暮らせる地域社会の実現に向け、失業、

倒産、多重債務、長時間労働などの社会的要因への働き掛けを含めた様々な施策を講じる

ことで、市民が周囲の人たちを気に掛け支え合い、自殺を考えている人を地域全体で１人

でも多く救うことを目指しています。 

 

 



ウ）今後の重点課題 

 

◆今後も引き続き、疾病の予防と早期発見・早期治療が進むよう、乳幼児から高齢者に

至るまで、それぞれのライフステージやライフサイクルに応じた各種健康診査・検診

の受診率の向上などに積極的に取り組む必要があります。 

◆加えて、健康や食育に関する正しい知識の普及啓発や健康管理の重要性に対する市民

の意識向上に努める必要があります。 

◆家庭や学校、職場など地域の関係機関・団体などとの緊密な連携のもと、自殺の事前

予防、危機対応、事後対応などの各段階に応じた対策や、ライフステージ別の対策、

性差に配慮した対策など、きめ細やかで具体的な対策を推進する必要があります。 

 

 

 Ⅲ-２９



②医療 

ア）概況 

＜医療機関＞ 

○平成 21 年現在、市内には病院 41 施設、一般診療所 855 施設、歯科診療所 645 施設などの

医療機関が立地しています。人口 10 万人当たりの一般病床数（療養型病床を除く）は 440.8

床であり、政令指定都市 18 市の中では第 17 位の横浜市の 506.9 床に次ぐ最下位、埼玉県

の 490.6 床をも下回っている状況にあります。（表２－５－２、図２－５－３） 

表２－５－２ 医療施設の状況 

 

総数 公 立 法人 個人 病院
一般

診療所

42 2 38 2 777 613 19 917 153 8,053 479

41 2 37 2 811 625 20 961 149 7,956 498

41 2 38 1 836 634 18 1,006 150 7,956 550

41 2 38 1 850 645 17 1,094 152 8,072 532

41 2 38 1 855 645 16 1,174 156 8,224 525

西区 5 － 5 － 37 24 － 70 14 1,077

北区 2 － 2 － 86 71 3 151 16 429 68

大宮区 7 － 6 1 155 91 1 184 11 1,078 89

見沼区 5 － 5 － 74 69 2 121 17 1,408 21

中央区 2 － 2 － 83 58 1 77 7 992

桜区 3 － 3 － 36 35 － 64 16 528

浦和区 4 － 4 － 188 127 － 164 15 560 162

南区 4 － 4 － 91 82 3 151 23 473 49

緑区 3 1 2 － 52 46 3 77 22 745

岩槻区 6 1 5 － 53 42 3 115 15 934

 出典：保健福祉局保健所保健総務課
 注１）病院に関する数値は各年末現在、その他の施設に関する数値は各年度末現在の数値。
    ２）病院に関する数値は各年末現在、その他の施設に関する数値は各年度末現在の数値。

平成21年

平成20年

平成19年

平成18年

医療施設（施設）
注１）

病床数（床）
注２）

平成17年

助産所 施術所
一般

診療所
歯科

診療所

病　　院
歯科

技工所

21

27

13

34

41
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一般病床 地域医療支援病院 救急告示病院

 

○また、人口 10 万人当たりの医師数は 157.1 人で、埼玉県の 146.1 人は上回っているもの

の、政令指定都市の中では堺市の 189.0 人に次ぐ最下位となっています。（図２－５－４） 

 

図２－５－３ 人口 10 万人当たりの病床数の都市間比較 
出典：厚生労働省「平成 21 年医療施設調査」（平成 21 年 10 月１日現在）に基づき作成 

0

200

400

600

800

000

1,200

さ

い
た
ま
市

全
国

埼
玉
県

札
幌
市

仙
台
市

千
葉
市

横
浜
市

川
崎
市

相
模
原
市

新
潟
市

静
岡
市

浜
松
市

名
古
屋
市

京
都
市

大
阪
市

堺
市

神
戸
市

岡
山
市

広
島
市

北
九
州
市

福
岡
市

1,

（床）



 Ⅲ-３１

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総数 病院の従事者 診療所の従事者

 

 

 

○平成 23 年度に実施した市民意識調査によると、本市が行っている施策の現状の満足度に

関する質問の中で、「地域医療」は満足の 7.1％に対し、不満が 25.1％と大きく上回って

いる状況にあります。また、今後の重要度に関する質問の中で、「地域医療を重視する」

とした回答者の比率は 65.9％であり、全 28 施策中４番目に高くなっています。しかしな

がら、平成 23 年 12 月 31 日現在の本市の既存病床は 6,945 床となっており、医療法に基

づく本市の基準病床数（6,500 床）を大幅に超えているため、新たな病床を増やすことは

困難な状況にあります。 

 

＜市立病院＞ 

○市立病院の経常収支は、平成 16 年度

以降、７年間黒字を継続していますが、

平成 24 年度から着手する ESCO・防災

エネルギーセンター更新事業に始ま

る一連の老朽化施設の更新を控え、医

療機能の充実とあわせ、健全な経営基

盤の確立が求められています。（表２

－５－３） 

 

図２－５－４ 人口 10 万人当たりの医師数の都市間比較 
出典：厚生労働省「平成 20 年医師・歯科医師・薬剤師調査」（平成 20 年 12 月 31 日現在）
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表２－５－３ 市立病院の収支及び損益の推移 

                              単位：百万円

平成20年度 平成21年度 平成22年度

 収入 11,785 12,481 13,160

医 業 収 益 10,572 11,093 11,856

医業外収益 1,214 1,341 1,300

特 別 利 益 － 47 4

 支出 11,702 12,376 13,019

医 業 費 用 11,268 11,905 12,559

医業外費用 433 471 460

特 別 損 失 － － －

84 58 137

84 106 141

 出典：保健福祉局市立病院資料

収
益
的
収
支

経常損益

純  利  益

区分



○医業に関する指標も順調に推移しており、一般病床利用率や手術件数、救急搬送件数等が

増加傾向にあります。（表２－５－４） 

表２－５－４ 市立病院の年度別経営指標の推移 

 
項目 単位

一日平均入院患者数 人／日 436 445 457

一日平均外来患者数 人／日 1,070 1,044 1,036

平均在院日数 日 13.6 13.9 13.5

一般病床利用率 ％ 80.4 81.8 84.0

手術件数 件 3,750 3,595 3,785

救急搬送件数 件 6,005 6,428 6,800

 出典：保健福祉局市立病院資料

指標
平成20年度 平成21年度 平成22年度

 

 

 

 

 

 

 

＜国民健康保険＞ 

○我が国では、今後さらに 65 歳以上の高齢者数が増加を続け、2020（平成 32）年には総人

口に占める 65 歳以上の高齢者の割合（高齢化率）が 30％近くに達し、世界でも群を抜い

た超高齢社会になることが見込まれています。これにより、半世紀前には高齢者１人を約

９人の現役世代で支えていたのが、このままの状況で推移した場合、国民の約４割が高齢

者となる 2050（平成 62）年頃には、高齢者１人を 1.2 人の現役世代で支えることになる

と考えられています。 

○このような状況下、医療、年金、介護などの社会保障を持続可能なものとするため、給付

の中心は高齢世代、負担の中心は現役世代という現行の社会保障制度を抜本的に見直し、

給付と負担の両面から、人口構成の変化に対応した世代間・世代内の公平が確保された制

度へと改革することを目指した「社会保障と税の一体改革」が、もはや待ったなしともい

える我が国全体の喫緊の政策課題として、大きな注目を集めています。 

○本市の国民健康保険加入率は、平成 20 年度から後期高齢者医療制度16の運用が始まったこ

とで急激に減少し、平成 21 年度では世帯数ベースで 34.0％、人口ベースで 24.9％となっ

ています。（表２－５－５） 

表２－５－５ 国民健康保険の加入状況の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

被保険者
世帯数
（世帯）

総世帯数
（世帯）

世帯加入
率

（％）

被保険者
数

（人）

総人口
（人）

加入率
（％）

被保険者
世帯数
（世帯）

世帯加入
率

（％）

被保険者
数

（人）

加入率
（％）

平成17年度 209,924 488,402 43.0 383,208 1,188,883 32.2 1,432,111 51.3 2,783,002 39.4

平成18年度 212,402 496,144 42.8 383,079 1,195,005 32.1 1,445,279 51.6 2,773,521 39.1

平成19年度 213,722 505,157 42.3 381,183 1,204,461 31.6 1,456,052 51.1 2,761,470 38.8

平成20年度 177,102 514,736 34.4 306,379 1,215,846 25.2 1,261,193 41.9 2,319,011 31.4

平成21年度 178,103 523,156 34.0 305,594 1,226,487 24.9 1,271,365 41.7 2,318,963 31.3

平成22年度 179,132 530,099 33.8 305,439 1,234,274 24.7 － － － －

 出典：保健福祉局福祉部国民健康保険課、総務局総務部総務課、埼玉県保健医療部国保医療課資料
 注）被保険者の人数及び世帯数は年度末、総人口及び総世帯数は翌年度４月１日現在のデータ。

さいたま市 埼玉県
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16 後期高齢者医療制度は廃止される見込みであり、現在、国により廃止後の新たな制度の検討が進められている。 

 



○国民健康保険を支え

る財源である保険税

の収納率は、平成 19

年度の 88.0 ％をピ

ークに平成20年度が

85.0％、平成 21 年度

が 84.7％と年々低下

しており、全国や埼

玉県の水準を下回っ 

表２－５－６ 国民健康保険税の収納状況の推移 

全国

平成17年度 35,973 31,358 87.2 249,197 89.7 91.3

平成18年度 36,699 32,065 87.4 255,201 89.9 91.5

平成19年度 36,722 32,317 88.0 257,081 89.9 91.5

平成20年度 32,135 27,315 85.0 235,583 88.2 89.8

平成21年度 31,582 26,750 84.7 234,933 87.8 89.5

平成22年度 31,224 26,669 85.4 － － －

 出典：保健福祉局福祉部国民健康保険課、総務局総務部総務課、埼玉県保健医療部国
         保医療課資料

収納率
（％）

調定額
（百万円）

収納額
（千円）

収納率
（％）

埼玉県さいたま市

調定額
（千円）

収納率
（％）

ています。その大きな要因の１つには、低所得などの経済的な理由から保険税を払えない

被保険者が増加していることが考えられます。（表２－５－６） 

○一方、医療費の給付件数及

び給付額は、年々増加の一

途17をたどっておりますが、

平成22年度は対前年対比で

件数が 0.02%（1,008 件）減

少し、給付額が 2.8％（2,319

百万円）増加しています。

さらに、１人当たりに換算

した医療費も、平成 21 年度

は対前年比 2.8%（521 円）

増加しています。（図２－５

－５、表２－５－７） 

331,431
338,648
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380,000
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平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

さいたま市 埼玉県 全国（円）

図２－５－５ １人当たり医療費の推移 
出典：保健福祉局福祉部国民健康保険課、総務局総務部 

総務課、埼玉県保健医療部国保医療課資料 
 

 

表２－５－７ 医療費の給付件数及び給付額の推移 

埼玉県

療養給付
件数（件）

給付額
(百万円)

１件当たり
給付額(円)

総医療費
（百万円）

さいたま市 埼玉県 全国

平成17年度 5,938,922 127,007 21,386 850,111 331,431 306,242 372,202

平成18年度 6,234,363 129,729 20,809 862,988 338,648 309,685 375,137

平成19年度 6,462,110 135,758 21,008 899,901 356,149 324,415 391,940

平成20年度 4,397,078 78,438 17,839 564,042 254,483 242,529 271,544

平成21年度 4,494,369 82,172 18,283 587,939 266,844 252,130 279,463

平成22年度 4,493,361 84,491 18,804 － 274,037 － －

 出典：保健福祉局福祉部国民健康保険課、総務局総務部総務課、埼玉県保健医療部国保医療課資料
 注）さいたま市の１人当たり医療費は、給付額と被保険者数から算出。

さいたま市 １人当たりの医療費（円） 
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17 平成 20 年度に後期高齢者医療制度が創設され、75 歳以上の方が抜けたため、件数、金額共に大きく減少しています 



○平成 21 年度以降、国民健康保険

は一貫して歳出が歳入を大きく

上回り、平成 24 年度では不足額

69 億円になると見込まれていま

す。本市では、一般会計からの

繰入金等で不足分を補う厳しい

状況が続いていますが、今後の

高齢化の進行に伴って保険給付

費や後期高齢者支援金等、介護

納付金などの支出額がさらに増

加し、市全体の財政収支をより

一層圧迫することが懸念されま

す。（表２－５－８） 

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

918 937 1,025 1,036

国民健康保険税 289 290 300 298

国庫支出金等 507 525 595 582

基盤安定繰入金 16 26 28 26

共同事業交付金 106 96 102 130

963 970 1,091 1,105

保険給付費 665 685 758 731

後期高齢者支援金等 143 134 149 155

介護納付金 49 51 59 66

特定健診等事業 6 7 13 10

共同事業搬出金 100 93 112 143

▲ 45 ▲ 33 ▲ 66 ▲ 69

 出典：さいたま市歳入歳出決算書・予算書
          （平成21・22年度は決算、23・24年度は予算額）

歳入額計（億円）

歳出額計（億円）

不足額見込（億円）

表２－５－８ 国民健康保険の不足額の推移 
（見込みを含む） 

 

イ）本市の主な取組 

□市民の暮らしの安全・安心を確保するため、小児を含む初期救急から重篤な身体状況の管

理が最優先される第三次救急まで、医療機関の機能に応じた救急医療体制の充実や、妊娠

満 22 週から生後１週未満までの周産期医療体制の整備の促進に取り組んでいます。 

□患者やその家族が、適正な医療機関の選択や相談ができるよう、医療に関する情報提供や

相談事業の充実に取り組んでいます。 

□「さいたま市立病院のあり方検討委員会」での医療機能・施設面や経営・財務面、経営形

態等の多岐にわたる議論を反映し、本市の「行財政改革推進プラン 2010」と整合を図りつ

つ、公立病院改革プランの後継として、平成 24 年３月に「さいたま市立病院中期経営計

画」を策定しました。 

 

ウ）今後の重点課題 

 

◆急速な高齢化の進行に伴い、今後ますます医療サービスに対するニーズは高まってい

くと見込まれます。このため、今後も引き続き、サービスの量的・質的な拡大に努め

るとともに、市民一人ひとりがそれぞれの疾病やケガの状況に応じ、的確な医療サー

ビスを利用するよう促す必要があります。 

◆さいたま市立病院が、今後も引き続き、地域の基幹病院としての役割を十分に発揮す

ることができるよう、より質の高い医療の提供に向けた機能の充実と健全経営の維持

に努める必要があります。 

◆国民健康保険事業の財政健全化のため、特定健康診査、特定保健指導を推進し、疾病

の予防及び早期発見・早期治療を進めることやジェネリック医薬品の普及促進により、

医療費支出の適正化を図るとともに、収納率の向上を図ること、また実態に応じた保

険税率の見直しなどを進めることが極めて重要な課題となっています。 
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（６）食品衛生 

ア）概況 

○近年、牛海綿状脳症（BSE）や鳥インフルエンザ、食品の不正表示、輸入農産物の残留農

薬問題、ノロウイルスによる大規模食中毒など、全国的に食品の安全性を脅かす問題が相

次いで発生したことを契機に、食の安全・安心に対する消費者の関心が大きく高まってい

ます。さらに、福島第一原子力発電所の事故による放射性物質の農畜水産物等への影響は、

極めて深刻な社会不安を引き起こしています。 

○本市は、食品衛生法第 24 条

第１項の規定18に基づき、毎

年度「さいたま市食品衛生監

視指導計画」を策定し、飲食

店や食品製造施設、販売施設

等への監視指導を行うとと

もに、市内を流通する食品の

検査を行い、その結果をホー

ムページ上で広く公開する

など、食品などに起因する健

康被害を適切に防止するた

めに必要な監視・検査の実施

及び市民への情報提供の充

実などに努めています。（図

２－６－１・２） 

図２－６－１ 食品に関する監視指導及び検査の実施結果 

出典：市ホームページより 
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出典：保健福祉局保健部食品安全推進課、保健所食品衛生課、 

健康科学研究センター生活科学課作成資料 

図２－６－２ 食についての監視指導施設数・食品検査検体数の推移 
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18 「都道府県知事、保健所を設置する市の市長又は特別区の区長は、指針に基づき、毎年度、翌年の当該都道府県等が

行う監視指導の実施に関する計画を定めなければならない」と規定されている。 



○食品の安全性の向上を図る観点から、予防原則19に立った総合的な食の安全対策を積極的

に推進するため、平成 16 年８月には「さいたま市食の安全委員会」を設置し、消費者、

生産者、事業者及び学識経験者から意見をもらい、「さいたま市食の安全基本方針20」な

どを策定するとともに、各委員からの提言等を「食品衛生監視指導計画」などの施策に反

映させています。 

 

イ）本市の主な取組 

□平成 20 年度から、さいたま市食の安全基本方針に基づく施策を体系化し、数値目標など

を定めた「さいたま市食の安全基本方針アクションプラン」を策定するとともに、国内外

の食品衛生を取り巻く環境の変化に対応するため、平成 22 年３月に基本方針を一部改正

しています。 

□さいたま市食の安全基本方針に基づき、市民への食の安全に関する正しい知識の普及啓発

や、情報の収集・整理・分析・提供及び研究を実施しています。また、生産者や食品関係

事業者などへの食品表示に関する正しい知識の普及啓発や、食品関係営業施設に対する監

視・指導の強化及び検査機能の充実に取り組んでいます。 

□食品衛生管理の強化のため、平成 17 年度から大宮・浦和市場にＨＡＣＣＰ方式21の概念に

よる「一般的衛生管理プログラム」の導入や衛生管理講習会を開催し、業者の意識啓発に

取り組んでいます。 

 

ウ）今後の重点課題 

 

◆今後も引き続き、市内を流通する食品の安全性の確保と市民の食に対する不安解消を

図るため、監視･指導の強化及び検査機能の充実並びに食の安全に関するリスクコミュ

ニケーション等について積極的に推進する必要があります。 

 

 

                            
19 事故が起きてから対応を取るのと違い、事故が起きないように、日頃から意識して行動する考え方のこと。 
20 生産、製造から流通、消費に至るまで総合的な食の安全の確保を図る上での基本的な考え方や施策の方向などを示す

ものとして策定した方針。 
21 危害分析重要管理点方式（Hazard Analysis Critical Control Point の略）のことをいい、食品の製造過程で発生す

る可能性のある衛生上の危険性を分析し、安全性確保のために監視すべき重要管理点を定め、厳格に管理・記録を行う

システム。 
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３ 教育・文化・スポーツ 

 

（１）学校教育 

ア）概況 

○昭和 22 年に教育基本法22が制定されてから半世紀以上が経過し、この間、科学技術の進歩

や情報化、国際化、少子高齢化など、我が国の教育を取り巻く環境が大きな変化を遂げる

とともに、様々な課題が生じたことから、平成 18 年 12 月、約 60 年振りに教育基本法が

改正され、これからの教育の基本理念が明示されました。 

○これを受けて、平成 19 年６月には学校教育法23の一部が改正され、学校教育の一層の充実

を図るため、義務教育の目標が新たに定められるとともに、各学校種の目的及び教育の目

標が見直されました。 

○さらに、平成 20 年３月には小・中学校の学習指導要領24及び幼稚園教育要領が、平成 21

年３月には高等学校・特別支援学校の学習指導要領が改訂され、学校種ごとに順次、実施

されています。新しい学習指導要領は、次代を担う子どもたちが自ら学び、自ら考える力

をはぐくむことを基本に、知・徳・体のバランスのとれた教育を展開し、確かな学力・豊

かな心・健やかな体からなる「生きる力」をはぐくむことを目的に掲げているのが大きな

特徴となっています。 

○本市では、平成 19 年度～22 年度の全国学力・学習状況調査25において、小・中学校とも

に、４年連続で教科に関する調査の平均正答率が全国平均を上回るなどの成果を挙げてい

ます。（表３－１－１） 

○本市の小・中学校は、全国学力・学習状況調査抽出対象校の調査結果とさいたま市独自に

実施した「生活や学習に関する調査」結果でみると、「家や図書館で、普段（月～金曜日）、

１日当たり 30 分以上、読書をする」習慣や「自分には、よいところがあると思う」とい

う自己肯定感が全国や大都市よりも高いなどの結果が出ています。 

                            
22 教育の目的及び理念並びに教育の実施に関する基本を定めるとともに、国及び地方公共団体の責務を示した、我が国

における教育の基盤となる法律。 
23 幼稚園から大学までの学校教育に関する基本的かつ総合的な法律。 
24 幼稚園、小・中・高等学校及び特別支援学校において、どのような内容をどの学年で、どのくらい学習するかなどを

示した教育課程（カリキュラム）を編成する際の基準を定めたもの。 
25 文部科学省が全国的な児童生徒の学力や学習状況を把握・分析し、教育施策の成果と課題を検証し、改善を図ること

などを目的に実施。平成 22 年度に本市では、文部科学省の抽出による小学校 17 校（約 1,800 名）、中学校 18 校（約

3,400 名）を対象に調査を実施。 



表３－１－１ 全国学力・学習状況調査 教科に関する平均正答率 

教科 年度 全国 教科 年度 全国

平成19年度 83.9 (+2.2) 81.7 82.2 (+0.5) 82.2 (+0.5) 平成19年度 83.8 (+2.2) 81.6 81.6 (±0) 81.6 (±0)

平成20年度 69.3 (+3.9) 65.4 66.2 (+0.8) 66.5 (+1.1) 平成20年度 76.0 (+2.4) 73.6 73.2 (-0.4) 73.6 (±0)

平成21年度 72.9 (+3.0) 69.9 70.1 (+0.2) 70.5 (+0.6) 平成21年度 79.7 (+2.7) 77.0 76.5 (-0.5) 76.7 (-0.3)

平成22年度 86.0 (+2.7) 83.3 84.1 (+0.8) ― ― 平成22年度 78.0 (+2.9) 75.1 74.9 (-0.2) ― ―

平成19年度 68.0 (+6.0) 62.0 64.0 (+2.0) 64.0 (+2.0) 平成19年度 77.0 (+5.0) 72.0 72.0 (±0) 72.0 (±0)

平成20年度 55.6 (+5.1) 50.5 51.8 (+1.3) 52.1 (+1.6) 平成20年度 65.5 (+4.7) 60.8 61.1 (+0.3) 61.3 (+0.5)

平成21年度 55.0 (+4.5) 50.5 51.0 (+0.5) 52.1 (+1.6) 平成21年度 77.4 (+2.9) 74.5 74.2 (-0.3) 73.9 (-0.6)

平成22年度 80.8 (+3.0) 77.8 78.9 (+1.1) ― ― 平成22年度 70.2 (+4.9) 65.3 66.1 (+0.8) ― ―

平成19年度 83.7 (+1.6) 82.1 82.1 (±0) 82.6 (+0.5) 平成19年度 75.6 (+3.7) 71.9 70.6 (-1.3) 71.9 (±0)

平成20年度 74.7 (+2.5) 72.2 72.3 (+0.1) 72.8 (+0.6) 平成20年度 66.7 (+3.6) 63.1 61.1 (-2.0) 63.5 (+0.4)

平成21年度 79.5 (+0.8) 78.7 77.5 (-1.2) 79.3 (+0.6) 平成21年度 66.4 (+3.7) 62.7 61.6 (-1.1) 63.1 (+0.4)

平成22年度 76.6 (+2.4) 74.2 74.7 (+0.5) ― ― 平成22年度 69.2 (+4.6) 64.6 63.7 (-0.9) ― ―

平成19年度 67.1 (+3.5) 63.6 63.6 (±0) 64.3 (+0.7) 平成19年度 65.3 (+4.7) 60.6 60.0 (-0.6) 60.6 (±0)

平成20年度 56.1 (+4.5) 51.6 52.5 (+0.9) 53.4 (+1.8) 平成20年度 52.3 (+3.1) 49.2 47.8 (-1.4) 49.6 (+0.4)

平成21年度 58.5 (+3.7) 54.8 55.5 (+0.7) 56.7 (+1.9) 平成21年度 60.3 (+3.4) 56.9 55.9 (-1.0) 57.3 (+0.4)

平成22年度 52.4 (+3.1) 49.3 49.6 (+0.3) ― ― 平成22年度 48.0 (+4.7) 43.3 42.6 (-0.7) ― ―

出典：文部科学省　国立教育政策研究所「全国学力・学習状況調査調査結果資料」
注１）（　）内の数値は、同年度内における国全体の平均正答率と比べたときの差を表す。
　 ２）大都市は、政令指定都市及び東京23区を指す。
　 ３）平成22年度は、大都市の集計は行われていない。
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　　　　　　　　　　　　　　　中学校（公立）　　　　　　　　　　　　　（％）

さいたま市 埼玉県 大都市 さいたま市

　　　　　　　　　　　　　　　小学校（公立）　　　　　　　　　　　　　（％）

 

○平成 23 年５月１日現在、市内には市立 102 校、国立１校、私立３校の合計 106 校の小学

校があります。また、市立小学校１校当たりの児童数は 660.2 人であり、政令指定都市 19

市の中で最も規模が大きくなっています。(表３－１－２) 

○平成 23 年５月１日現在の中学校は、市立 57 校、国立１校、私立８校の合計 66 校、また、

市立中学校１校当たりの生徒数は 556.0 人であり、政令指定都市 19 市の中で最も規模が

大きくなっています。(表３－１－３) 

表３－１－２ 市立小学校の都市間比較（１校当たり児童数の高位順） 

順位 市名
学校数
（校）

学級数
（学級）

児童数
（人）

1校当たり
学級数
（学級）

1校当たり
児童数
（人）

1 さいたま市 102 2,139 67,343 21 660.2
2 川崎市 113 2,605 70,271 23 621.9
3 横浜市 345 6,754 190,265 20 551.5
4 相模原市 72 1,341 37,479 19 520.5
5 福岡市 146 2,646 75,925 18 520.0
6 堺市 94 1,737 47,593 18 506.3
7 神戸市 166 2,851 79,156 17 476.8
8 広島市 142 2,539 66,348 18 467.2
9 千葉市 118 1,854 52,569 16 445.5
10 札幌市 206 3,227 90,440 16 439.0
11 名古屋市 262 4,188 113,702 16 434.0
12 岡山市 91 1,452 38,971 16 428.3
13 浜松市 107 1,595 45,145 15 421.9
14 仙台市 128 2,031 53,432 16 417.4
15 静岡市 87 1,293 36,113 15 415.1
16 大阪市 303 4,604 118,525 15 391.2
17 北九州市 131 1,799 49,993 14 381.6
18 京都市 178 2,600 65,659 15 368.9
19 新潟市 114 1,604 41,604 14 364.9

出典：指定都市教育委員会事務局調査統計主管課「平成23年度刊 指定都市教育統計資料の比較」
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表３－１－３ 市立中学校の都市間比較（１校当たり生徒数の高位順） 

順位 市名
学校数
（校）

学級数
（学級）

生徒数
（人）

1校当たり
学級数
（学級）

1校当たり
生徒数
（人）

1 さいたま市 57 920 31,690 16 556.0
2 川崎市 51 934 27,966 18 548.4
3 横浜市 148 2,540 79,458 17 536.9
4 福岡市 69 1,084 35,451 16 513.8
5 堺市 43 692 22,001 16 511.7
6 岡山市 38 639 18,781 17 494.2
7 相模原市 37 579 17,960 16 485.4
8 名古屋市 110 1,683 53,279 15 484.4
9 札幌市 99 1,464 46,268 15 467.4
10 広島市 64 963 29,332 15 458.3
11 浜松市 49 712 21,336 15 435.4
12 神戸市 84 1,143 36,453 14 434.0
13 大阪市 131 1,908 56,676 15 432.6
14 千葉市 57 767 24,076 13 422.4
15 仙台市 64 906 26,300 14 410.9
16 京都市 76 1,113 31,157 15 410.0
17 静岡市 43 600 17,497 14 406.9
18 北九州市 62 789 24,745 13 399.1
19 新潟市 58 686 21,137 12 364.4

出典：指定都市教育委員会事務局調査統計主管課「平成23年度刊 指定都市教育統計資料の比較」

 

○児童生徒数の推移をみると、平成 18 年度から平成 23 年度まで 10 万人をわずかに下回る

人数で、横ばいで推移しています。（図３－１－１） 

図３－１－１ 児童生徒数及び学級数の推移 

 

出典：さいたま市教育委員会「教育要覧」（各年5月1日現在）
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○平成 24 年３月 31 日現在、市立学校等の校舎及び屋内運動場の耐震化の状況は、小学校 410

棟のうち、耐震化済み（旧耐震基準による棟のうち補強が不要のもの及び新耐震基準によ

る棟を含む。以下同様）345 棟、耐震化率 84.1％、中学校 236 棟のうち、耐震化済み 222

棟、耐震化率 94.1％、高等学校 34 棟のうち、耐震化済み 31 棟、耐震化率 91.2％となっ

ています。（表３－１－４） 
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表３－１－４ 市立学校等の耐震化状況（平成 24 年３月 31 日現在） 

耐震診断
実施率
（％）

うち耐震性
のある棟

（棟）

うち耐震性
のない棟

（棟）

小 学 校 102 410 337 100.0 272 65 84.1

中 学 校 57 236 147 100.0 133 14 94.1

高 等 学 校 4 34 18 100.0 15 3 91.2

特別支援学校 1 5 － － － － 100.0

幼 稚 園 1 2 2 100.0 2 0 100.0

 出典：教育委員会事務局管理部学校施設課資料

 注）耐震率＝（新耐震基準による棟＋旧耐震基準のうち、耐震性のある棟）／全棟数

耐震化率
（％）

学校数
（校）

全棟数
（棟）

旧耐震基
準による
棟（棟）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ）本市の主な取組 

□平成 21 年３月に、本市では、中長期的な目指すべき教育の方向性を広く市民に明確に示

すとともに、教育行政を総合的・計画的に推進するために、「さいたま市教育総合ビジョ

ン」を策定しました。このビジョンでは、生涯をとおした教育を４つのステージに分け、

およそ小学校就学前の幼児教育から高等学校までの時期を対象とした「さいたま市学校教

育ビジョン」で、学校教育の方向性を示しました。 

□「さいたま市学校教育ビジョン」は、さいたま市の目指す子ども像である「ゆめをもち、

未来を切り拓く、さいたま市の子ども」を実現するために、学校・家庭・地域・行政が協

力して、「知」「徳」「体」「コミュニケーション」のバランスのとれた子どもをはぐくむこ

とを基本理念としています。 

□知育の総合的な振興策として「学びの向上さいたまプラン」、心の教育推進計画として「子

ども潤いプラン」、子どもの体力向上のための総合的な振興策として「子どものための体

力向上サポートプラン」、コミュニケーション能力の育成を目指して「さいたま市小・中

一貫『潤いの時間』」の推進を図っています。 

□「学びの向上さいたまプラン」では、学校図書館資源共有ネットワークを積極的に活用す

るとともに、「基礎学力定着プログラム」及び「さいたま市国語力向上プログラム」の一

層の充実を図るなどして、基礎学力向上のための「読み・書き・そろばんプロジェクト」

を推進しています。また、大学と連携・協力し、学生による児童生徒への学習支援などの

教育ボランティア活動や学生へのキャリア教育、大学教授等を講師とした教職員研修など

を行う「さいたま教育コラボレーション構想」に基づき、教職員の資質向上と学校教育の

充実に取り組んでいます。 

□「子ども潤いプラン」では、学校、家庭、地域社会において、コミュニケーションの基盤

である「おはようございます」「ありがとうございます」「はい」「ごめんなさい」の「心

を潤す４つの言葉」推進運動を展開するとともに、文化・芸術及びスポーツ等の分野にお

いてトップレベルの実績がある方などを市立幼稚園、小・中・特別支援学校に講師として

派遣する「夢工房 未来（みら）くる先生 ふれ愛推進事業」などのアクションプログラ

ムを展開しています。また、児童生徒の抱える悩みを早期に発見し、組織的に対応してい

じめ・不登校等の解消を目指すとともに、心の状況把握に努め、教育相談を実施する「心

のサポート推進事業」に取り組んでいます。 
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□「子どものための体力向上サポートプラン」では、「体力アップメニューの活用」による

体育授業の充実や「なわとび・鉄棒（逆上がり）プロジェクトの実施」による体育的活動

の充実などを図っています。 

□「さいたま市小・中一貫『潤いの時間』」では、平成 17 年度から教育特区の認定を受け、

また、平成 21 年度からは教育課程特例校として、人に接する際に必要な姿勢･態度･感情

のコントロールの仕方を学ぶ「人間関係プログラム」及び英語によるコミュニケーション

力を育成する「英会話」からなる「潤いの時間」を展開しています。 

□学級経営の改善や児童生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援として、児童生徒の個

性や能力に応じたきめ細かな学習支援を行うため、全市立小・中学校への学校図書館司書

や少人数指導等支援員の配置、学級等支援員の配置などの学校に対する人的支援の充実を

図っています。 

□地域に開かれた学校づくりでは、学校・家庭・地域がそれぞれの教育力を結集し、連携・

協力しながら、豊かな心をもち、たくましく生きる児童生徒の健全育成を図るため、「ス

クールサポートネットワーク（SSN）」の構築等を推進しています。 

□平成 24 年４月に本市２校目となる特別支援学校を開校するとともに、「さいたま市特別支

援教育推進計画」に基づき、障害のある児童生徒が地域で学べるよう特別支援学級や通級

指導教室を整備するほか、発達障害のある児童生徒等への支援、特別支援学級や特別支援

学校の児童生徒と通常の学級の児童生徒の交流及び共同学習を積極的に行っています。 

□すべての学校の校舎及び体育館の耐震化を平成 24 年度で完了させます。また、中高一貫

教育校として市立浦和中学校を平成 19 年４月に開校、過大規模校の解消のために、辻南

小学校を平成 19 年４月に、つばさ小学校を平成 21 年４月に開校しました。また、新たに

美園小学校及びさくら草特別支援学校を平成 24 年４月に開校しました。このほか、老朽

化した校舎や体育館、プールの改修・改築及びバリアフリー化など、良好な教育環境の整

備に取り組んでいます。 

 



ウ）今後の重点課題 

 
◆「知」「徳」「体」「コミュニケーション」のバランスのとれた豊かな人間性と創造性を

備えた子どもを育成するため、教職員の力量を高め、教育活動の一層の充実を図る必

要があります。 

◆スクールサポートネットワーク（SSN）を確立し、学校・家庭・地域・行政が連携・協

力体制の充実を図る必要があります。 

◆子どもたちの安全・安心な環境の確保を図るため、より効果的かつ効率的に老朽化し

た施設・設備の改修を推進するとともに、災害時に避難場所となる学校体育館の非構

造部材の耐震化をはじめとする防災機能の向上を図る必要があります。また、災害時

に児童生徒や教職員が適切な行動が取れるよう、各学校における防災計画の見直しを

行うとともに、防災への意識や能力の向上、緊急時の対応、事故防止など学校の安全

度を高める必要があります。 
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（２）生涯学習等 

ア）概況 

＜生涯学習＞ 

○平成 23 年度に実施した市民意識調査によると、本市が行っている施策の現状の満足度に

関する質問の中で、「生涯学習の振興／図書館・公民館などの文化的公共施設の充実」に

対する満足の平均ポイント得点は、２年連続で 28 施策中２番目に高い得点となっていま

す。 

○公民館の利用状況を見ると、延利用者数が減少したものの諸室の利用件数は増加していま

す。これは、少人数で活動する団体が増加している傾向があることが要因と考えられます。

（図３－２－１） 

○生涯学習総合センター及び公民館（58 館）は、地域における生涯学習の拠点として設置さ

れており、地域住民の教養の向上、健康の増進等を目的として主催講座を実施しています。

平成 19 年度と平成 22 年度を比較すると、事業数は減少しているものの、現代的課題であ

る食育・環境などをテーマとした事業や、介護予防事業を含む高齢者支援事業の参加者が

大幅に増加しています。（表３－２－１） 

図３－２－１ 公民館の利用状況の推移 

 

出典：教育委員会事務局生涯学習部生涯学習総合センター資料
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表３－２－１ 生涯学習総合センター・公民館主催事業の推移 

年  度 
平成 19 年度 

（58 館 / 開館延 20,449 日） 
平成 22 年度 

（59 館 / 開館延 20,015 日） 

事業種別（内容） 事業数 延回数 
参加延数

(人) 
事業数 延回数 

参加延数

(人) 

子育て支援事業（親の学習含む） 191 1,011 35,984 205 906 31,555 

高齢者支援事業（介護予防事業含む） 208 1,890 52,639 211 1,923 55,282 

現代的課題（食育・環境など）をテーマとし
た事業 

151 341 16,940 212 362 21,069 

子ども向け事業（子ども体験教室等） 283 1,284 38,267 282 1,101 30,412 

スポーツ教室 36 351 5,586 31 362 5,985 

地区運動会 21 22 16,606 15 16 13,077 

公民館文化祭 64 243 90,141 56 205 78,152

文化・芸術・歴史講座 283 747 24,868 259 627 21,446 

パソコン教室 68 246 4,186 36 195 2,590 

人権教育・啓発事業 36 48 2,090 44 54 2,119 

その他（国際理解・ボランティア支援等） 283 916 15,297 208 778 14,423 

合計 1,624 7,099 302,604 1,559 6,529 276,110 

出典：教育委員会事務局生涯学習部生涯学習総合センター資料 

注）主催事業には、市民・団体・ＮＰＯ及び県との共催事業も含まれます。 

 

○平成 23 年度現在、市民にとって最も身近な学びの場といえる市立図書館を 23 館設置して

います。平成 22 年度における人口１人当たりに換算した市立図書館の蔵書冊数は 2.7 冊

で、政令指定都市の中では第２位、また、人口１人当たりの貸出点数は 9.1 点で、第２位

の 6.7 点を大幅に上回って第１位となっており、図書館の整備及び利用状況は、他都市と

比較しても良好な水準にあるといえます。（図３－２－２） 
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図３－２－２ 図書館の都市間比較・人口１人当たり貸出点数（平成 22 年度実績） 

出典：「平成２３年度指定都市立図書館長会議資料」平成23年7月
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＜青少年育成＞ 
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n=670 人

○都市化の進展や、インタ

ーネット・携帯電話の普

及など、情報化の進展に

より、青少年を取り巻く

環境が大きく変化してい

ます。このため、対人関

係の希薄化やコミュニケ

ーション能力の低下、体

験不足により、青少年の

自立の遅れが指摘されて

おり、困難を抱える青少

年が増えています。 

○コンビニやゲームセンタ

ー、公園などに集まって

いる青少年が増えるとと

もに、青少年がエネルギ

ーを発散し、地域で安心

して過ごせる居場所も少

なくなっています。（図３

－２－３） 

図３－２－３ 放課後を過ごすことが多い場所（複数回答）
出典：「さいたま 子ども・青少年希望プラン策定に係るアンケート調

査」（平成 20 年） 
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○青少年の地域参画については、年齢が上がるほど少なくなっています。青少年の自主的な

活動や体験のできる場・機会が少なく、相談対応や様々な青少年のニーズにこたえる居場

所が必要になっています。 

○市内における刑法犯少年の検挙人員は、平成 19 年～20 年では、２年連続で減少していた

ものの、平成 21 年では 1,120 人と対前年比で 205 人、22.4％増加し、その後は横ばい傾

向となっています。また、平成 22 年における犯罪の内訳では、窃盗犯が 604 件で全体の

59.4％を占め、占有離脱物横領が 259 件、25.5％でこれに次いでいます。（表３－２－２） 

表３－２－２ 刑法犯少年の検挙人員の推移 

 
総数
(件）

凶悪犯
（件）

粗暴犯
（件）

窃盗犯
（件）

知能犯
（件）

風俗犯
（件）

占有離脱
物横領
（件）

その他
（件）

1,060 19 78 483 7 2 412 59

985 16 62 556 5 3 307 36

915 28 81 533 6 5 201 61

1,120 16 60 682 5 12 270 75

1,017 5 77 604 4 4 259 64

 出典：埼玉県警察さいたま市警察部資料
 注）岩槻署については、管轄地域分を集計したものであるため、蓮田市分を含む。
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イ）本市の主な取組 

□平成 17 年度～25 年度を計画期間として、本市行政の様々な分野にまたがる生涯学習施策

の基本的な方向を示した「さいたま市生涯学習推進計画」を策定し、生涯学習施策を総合

的に推進しています。 

□本計画に掲げた生涯学習推進の目標である「だれもが『学べる・選べる・生かせる』生涯

学習環境の創造」に向け、市民の主体的な生涯学習活動の展開や地域における生涯学習の

振興、協働による生涯学習の推進などに取り組んでいます。 

□地域住民の生涯学習の活動拠点となる公民館については、うるおいと生きがいのある地域

文化づくりを目指し、地域的課題や現代的課題に取り組み、高齢介護事業や子育て支援事

業を推進しています。なお、平成 24 年度は、子育て中の親を支援するための親の学習事

業を全公民館で実施します。また、公民館の整備に関しては、平成 16 年度に公民館を統

括する役割を担う生涯学習総合センター及び大久保東公民館、平成19年度に鈴谷公民館、

平成 22 年度に善前公民館を整備し、現在は、平成 26 年度の開館に向け、（仮称）内野地

区公民館の整備を進めています。 

□市民の主体的な学習の場として需要の高い図書館については、市民の学習意欲及び知的好

奇心にこたえる資料や情報を計画的、積極的に収集し、提供するとともに、学校との連携

やビジネス支援など、あらゆる世代に向けたサービスの充実を進めています。また、図書

館の整備に関しては、平成 16 年度に桜木図書館、平成 17 年度に桜図書館、平成 18 年度

に片柳図書館、平成 19 年度に中央図書館、平成 20 年度に北図書館を整備し、現在は、平

成 24 年度開館予定の武蔵浦和図書館の整備を進めています。 

□青少年が健やかに成長し、自立心や社会性などの豊かな人間性をはぐくむことができるよ

う、青少年の地域行事・イベントへの参画を促す青少年事業の推進、キャンプ場などの青

少年活動施設の運営、青少年育成関係団体などへの支援に取り組んでいます。 
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ウ）今後の重点課題 

 

◆今後の高齢化の進行などを踏まえ、市民がより豊かで生きがいにあふれた毎日を送る

ことができ、学習で得た成果や力をよりよい地域づくり、人づくりにも積極的に活か

すことができる仕組みの整備を目指し、次期生涯学習推進計画の策定に取り組み、生

涯学習環境をより充実させる必要があります。 

◆多種・多様化している市民の学習ニーズに効果的かつ効率的に応えていくためには、

既存施設の機能を適切に維持管理しながら、各種事業の企画・運営への市民参加をよ

り一層促進することも重要なポイントといえます。 

◆青少年の非行や犯罪を未然に防止するとともに、自主性や社会性をはぐくむため、家

庭、地域、学校及び関係団体と連携・協力を図りながら、同世代・異世代とのふれあ

いや交流、自主的活動のできる居場所づくりを推進するなど、青少年の健やかな成長

を促す環境を充実させる必要があります。 
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（３）スポーツ・レクリエーション 

ア）概況 

○国（文部科学省）では、新たなスポーツ文化の確立を目指し、「人（する人、観る人、支

える（育てる）人）の重視」と「連携・協働の推進」を基本的な考え方として、今後概ね

10 年間で実施すべき重点戦略や政策目標、重点的に実施すべき施策などを示した「スポー

ツ立国戦略」を、平成 22 年８月に策定しています。 

○その翌年には、昭和 36 年に制定されたスポーツ振興法が 50 年ぶりに改正され、スポーツ

に関する基本理念や、国及び地方公共団体の責務並びにスポーツ団体の努力など、スポー

ツに関する施策の基本となる事項を定めた「スポーツ基本法」が施行されています。 

○さらに、観光による内需拡大の必要性が高まる中、訪日外国人旅行者の拡大及び国内観光

振興の起爆剤とするため、スポーツを「観る（観戦）」「する（楽しむ）」ための移動だ

けではなく、周辺の観光要素やスポーツを「支える」人々との交流や地域連携も付加した

旅行スタイルとして、「スポーツツーリズム」の推進に向けた動きが拡大しつつあります。 

○本市は、明治 41（1908）年に埼玉師範学校（現埼玉大学教育学部）に蹴球部が創設された

ことを起源に、100 年を超える歴史と伝統を誇る、日本屈指の「サッカーのまち」であり、

現在では、Ｊリーグの２チームのホームタウンとしても知られるなど、全国的にも極めて高

い知名度を有しています。 

○平成 23 年度に実施した市民意識調査において、さいたま市にどのようなイメージを持っ

ているのかを質問したところ、「スポーツの盛んなまち」は 34.1％で、「交通の利便性が

高いまち（55.9％）」、「関東の主要都市（36.9％）」に次ぐ第３位となっています。 
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○本市には、サッカースタジアムなどの

大規模な施設から、各地域の施設まで、

様々なスポーツ施設があり、多くの市

民に親しまれています。さらに、市民

の健康増進及び余暇活動の充実を図

ることを目的としたレクリエーショ

ン施設等を有しています。（表３－３

－１） 

表３－３－１ 市内の利用可能なスポーツ施設

○既存のスポーツ・レクリエーション施

設の中には、建築後 30 年以上が経過

し、老朽化の進行に伴う機能の低下が懸念される施設も見受けられます。 

種類 面数 種類 面数

 テニスコート 164  柔道場 5

 卓球台 159  剣道場 5

 バトミントンコート 90  ハンドボール場 3

 野球場 41  陸上競技場 2

 ソフトボール場 72  ゲートボール場 35

 サッカー場 34  グラウンドゴルフ場 10

 フットサルコート 5  ターゲットバードゴルフ場 1

 バレーボールコート 32  相撲場 1

 バスケットボールコート 17  ランニングコース 2

 プール 12  ラグビー場 1

 出典：さいたま市スポーツ振興まちづくり計画（平成23年７月策定）
 注）県所有の施設を含む。

○先述した市民意識調査によると、本市が行っている施策の現状の満足度に関する質問の中

で、「スポーツ・レクリエーションの振興／関連公共施設の充実」に対する満足の平均ポ

イント得点は、28 施策中３番目に高い得点となっています。 

 



○本市が平成 22 年に実施したスポーツに関する市民意識調査によると、「現在の週１回以上

の市民のスポーツ実施率（週４回以上と週１回以上の合計）」は、平成 15 年の 28.5％か

ら 11.2 ポイント増の 39.7％に上昇するなどの現状がありますが、一方で、平成 21 年に実

施した同調査によると、市民の 86.8％が運動不足を感じているという状況にあります。（図

３－３－１・２） 

○スポーツに関する市民意識調査（平成 22 年度）によると、スポーツを行わない人の理由

では、「仕事や家事等により時間がとれない」が 41.3％で最も高く、次いで「きっかけが

ない」の 37.2％、「お金がかかる」の 33.7％、「気軽にできる場所がない」の 29.8％の順

となっています。（図３－３－３） 

○本市では、各種スポーツ大会やイベントの運営支援、各地域での少年団などのチーム・ク

ラブの運営支援、スポーツの指導、審判の実施など、様々な場面でスポーツボランティア

活動が行われています。しかし、スポーツに関する市民意識調査（平成 22 年度）による

と、スポーツボランティアに参加したことのある人の割合は 8.0％であり、平成 15 年の

9.5％に比べ、1.5 ポイント低下しています。 
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図３－３－１ スポーツの実施状況 

出典：市民・スポーツ文化局スポーツ文化部スポーツ企画課 

「スポーツに関する市民意識調査」（平成 15 年、22 年） 

注）端数処理の関係で個別に積み上げた値が 100％にならない場合がある。 

図３－３－２ 市民の運動不足感 

出典：「スポーツに関する市民意識調査」（平成 21 年） 

注）端数処理の関係で個別に積み上げた値が 100％にならない場合がある。 
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【平成 22 年と平成 15 年の比較】
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【年齢層別（平成 22 年調査）】 
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出典：「スポーツに関する市民意識調査」（平成 22 年） 

図３－３－３ スポーツを行わない理由 
 

 

イ）本市の主な取組 

□さいたまシティマラソン（平成 14 年度～）の開催、FIBA バスケットボール世界選手権へ

の支援など、各種スポーツイベントに取り組むとともに、さいたまシティカップ（平成 15

年度～）の開催、さいたま市サッカーのまちづくり推進協議会への支援、サッカー人材育

成のための事業の実施など、サッカーを核としたスポーツのまちづくりに取り組んでいま

す。 

□「一市民一スポーツ」の基本理念のもとに、生涯スポーツの振興と普及を図るため、平成

21 年４月にスポーツ・レクリエーションリーダーバンク制度及びスポーツボランティアバ

ンク制度を立ち上げ、市民への適切なスポーツ・レクリエーションリーダーの紹介や、生

涯スポーツの振興の担い手としてスポーツボランティアの奨励・育成、自主的・積極的な

活動の支援に取り組んでいます。 

□平成 22 年４月、生涯スポーツを推進し、スポーツを活用した総合的なまちづくりの推進

を図るため、「さいたま市スポーツ振興まちづくり条例」を施行しています。 

□本条例に基づき、平成 23 年７月には、従前のスポーツ振興計画を見直し、スポーツとま

ちづくりの広範な分野において、市民等、スポーツ関連団体、事業者及び行政が連携を図

るための方向性や、スポーツ振興まちづくりの具体的な施策を体系的に定めた「さいたま

市スポーツ振興まちづくり計画」を策定し、諸施策の展開を図っています。 

□平成 23 年 10 月、スポーツの分野で新たな観光・交流人口の拡大を図るため、本市のスポ

ーツに関するシティセールスや関連マーケティング活動を専門的に展開する組織として、

本格的なスポーツコミッションとしては国内初となる、「さいたまスポーツコミッション」

を設立しています。 
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ウ）今後の重点課題 

 

◆より多くの市民がスポーツを気軽に楽しめる環境づくりに積極的に取り組み、青少年

の健全な育成をはじめ、市民の体力向上や健康の保持増進を図るとともに、スポーツ

を通じた地域コミュニティの形成・醸成を図っていく必要があります。 

◆生涯スポーツの振興と併せ、スポーツコミッションを核として、本市のスポーツに関

するシティセールスや関連マーケティング活動に取り組み、スポーツの分野で新たな

観光・交流人口の拡大を図るなど、スポーツを活用した総合的なまちづくりを推進す

る必要があります。 

◆今後、超高齢社会の到来に伴い財政の自由度の低下が大いに懸念されるとともに、老

朽化の進行に伴いスポーツ・レクリエーション施設の維持管理コストの増大が見込ま

れる中、施設については、公共施設マネジメント計画を踏まえながら、適正配置や利

活用（利用料金や利用時間等）、未利用地の活用などについて検討する必要がありま

す。 
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（４）歴史・文化 

ア）概況 

○平成 13 年に成立した文化芸術の振興のための基本的な法律である「文化芸術振興基本法」

は、文化芸術に関する活動を行う人々の自主的な活動を促進することを基本としながら、

文化芸術の振興に関する施策の総合的な推進を図り、心豊かな国民生活及び活力ある社会

の実現に貢献することを目的としています。 

○文化芸術振興基本法に基づき、平成 23 年２月に閣議決定された「第３次文化芸術の振興

に関する基本的な方針」では、文化芸術は、人々が心豊かな生活を実現していく上で不可

欠なものであり、かつ、持続的な経済発展や国際協力の円滑化の基盤となり、国力を高め

るものとされ、心豊かな国民生活を実現するとともに、活力ある社会を構築して国力増進

を図るため、文化芸術振興を国の政策の根幹に据え、新たな「文化芸術立国」を目指すこ

とが明記されています。 

○近年、文化芸術創造都市として美しい景観やその自治体固有の文化的環境を活かすことに

より、住民の創造性を育むとともに、新しい産業やまちの賑わいに結びつけることを目指

す自治体が増えており、国においても、これらの自治体を支援するため、国内外の情報収

集・提供及び研修の実施等を通じた国内の文化芸術創造都市ネットワークの構築などに取

り組んでいます。 

○平成 13・17 年の２度にわたる合併を経て誕生した本市は、多様な歴史と文化を持つ都市

であることから、市全体としてのアイデンティティー26の確立が求められています。これ

まで本市では、平成 18 年３月に策定した「さいたま市文化芸術振興計画」において、“「さ

いたま文化」を輝き放つ市民文化のまち”を文化芸術振興の将来像に掲げ、歴史と風土に

育まれた市独自の伝統文化と、市民によって創り出される文化との融合による「さいたま

文化」の創造に努めてきました。 

○「さいたま市文化芸術振興計画」では、「緑の文化」、「スポーツ文化」、「漫画・ユーモア

文化」、「人形文化」、「鉄道文化」の５つを本市の特徴ある文化として掲げるとともに、

各区の文化芸術に関する地域資源を掲げています。 

○また、市内には、古くからの歴史・文化を今に伝える文化財や神社仏閣などが数多く残さ

れており、平成 22 年３月 31 日現在、国指定 10 件、県指定 72 件、市指定 442 件の合計 524

件にも及ぶ有形・無形の指定文化財が存在します。（表３－４－１） 

○しかし、平成 23 年度に実施した市民意識調査において、さいたま市にどのようなイメー

ジを持っているのかを質問したところ、「文化的なまち・芸術のまち」は 12.4％で、20

項目中第 10 位となっており、文化都市としてのイメージはそれほど強くない現状にあり

ます。 

○一方、今後は、団塊の世代に代表されるような、これまで市外へ通勤し、地域社会との関

係が希薄であった市民の地元への回帰現象が進むことにより、これらの人々が健康や生き

がいづくりの一環として、文化芸術活動の担い手となることも大いに期待されます。 

 
26 英語の identity で「同一性」「本人であること」「個性・独自性」などの意味。本文では「文化的固有性」又は「文化

における独自性」を指す。 



イ）本市の主な取組 
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□平成 18 年３月に、新生・さいたま市とし

てのアイデンティティーの醸成を図ると

ともに、新たに生まれた 10 区のそれぞれ

のアイデンティティーを確立し、地域に根

ざした文化を活かした豊かな市民生活の

実現を目的に、文化芸術振興の基本となる

方針などを示した「さいたま市文化芸術振

興計画」を策定しています。（計画期間：

平成 18 年度～25 年度） 

□これまで、鉄道博物館（平成 19 年度開館）

の整備促進、プラザノース内でのユーモア

スクエアの開設（平成 20 年度）、大宮盆栽

美術館の開館（平成 21 年度）などを通じ

て、本市の文化資源を活用した魅力あるまちづくりに取り組んでいます。 

□平成 22 年度に建設事業費の１％（一般財源ベース）を文化芸術事業に充てる仕組みの考

え方を構築し、新たな文化芸術事業を推進しています。 

□平成 23 年 12 月、文化芸術都市27の創造に関する基本理念を定め、市の責務を明らかにす

るとともに、市民等の理解と協力を得ながら、文化芸術都市の創造のための施策の基本と

なる事項を定めることで、総合的かつ持続的な文化芸術の振興を図り、もって市民等が生

き生きと心豊かに暮らせる文化芸術都市を創造するため、「さいたま市文化芸術都市創造

条例」を制定しています。（平成 24 年４月施行） 

 

ウ）今後の重点課題 

 

◆貴重な歴史・文化資源を適切に保護しながら、次代を担う子どもから大人まで、郷土の

歴史や文化に対する多くの市民の関心を高め、これらの資源を将来にわたり継承すると

ともに、新たな文化の創造に取り組む必要があります。 

◆市民等が文化芸術を楽しみ、自主的な文化芸術活動が活性化されることにより、文化芸

術が本市の経済や教育、都市計画など様々な分野に影響を与え、地域の活性化及び都市

としての魅力の向上につなげていくため、文化芸術都市創造条例に基づき、文化芸術都

市の創造に取り組む必要があります。 

 

 

                            
27 さいたま市文化芸術都市創造条例では、市民等が自主的に文化芸術に関する活動を行い、又は文化芸術を享受するこ

とにより、市民等の文化芸術以外の分野における活動が促進され、かつ、文化芸術の振興を契機として地域が活性化し、

市民等が充実した生活を送ることのできる活力のある都市と定義している。 

 

総数 国指定 県指定 市指定

524 10 72 4

335 4 49 282

建造物 40 － 4 36

絵画 18 － 8 10

彫刻 53 － 6 47

工芸品 46 3 12 31

書跡 9 － － 9

典籍 2 － 1 1

古文書 68 － 12 56

考古資料 48 － 4 44

歴史資料 51 1 2 48

2 － 1

42 1 8

16 1 － 15

43 2 6

83 2 5

3 － 3 －

 出典：教育委員会事務局生涯学習部文化財保護課資料
　　　　 （平成22年３月31日現在）

指定の種類

総数

有形文化財

旧跡

天然記念物

無形文化財

有形民俗文化財

無形民俗文化財

史跡

42

1

33

35

76

表３－４－１ 指定文化財の状況 



４ 都市基盤・交通 

 

（１）市街地整備 

ア）概況 

○平成 24 年２月 28 日現在、都市

基盤の形成や無秩序な市街化の

防止などを目的とした土地区画

整理事業は、完了済み 55 地区、

2,259.77ha、施行中 26 地区、

1,103.33ha であり、両者の合計

面積は 3,363.10ha、市街化区域

全体の約３割を占めています。

（表４－１－１） 

表４－１－１ 土地区画整理事業の実施状況 

地区数
（地区）

施行面積
（ha）

施行者別
地区数
（地区）

施行面積
（ha）

市施行 16 1,144.92

組合施行 29 771.05

その他施行 10 343.80

市施行 8 285.95

組合施行 15 444.82

その他施行 3 372.56

市施行 24 1,430.87

組合施行 44 1,215.87

その他施行 13 716.36

都市計画決定地区 8 380.26

合計 89 3,743.36

 出典：都市局まちづくり推進部市街地整備課「さいたま市土地区画整理事業一覧」
           （平成24年２月28日現在）

計 81 3,363.10

事業完了地区 55 2,259.77

事業施行中地区 26 1,103.33

○土地区画整理事業を都市計画と

して決定してから 10 年以上が

経過しているものの、関係者と

の合意形成が図られず、事業化

に至らぬまま市街化が進行し、

宅地の細分化などによって事業

の実施が難しくなっている長期

未着手地区が、平成 24 年 2 月

28 日現在、８地区、380.26ha あ

ります。 

表４－１－２ 市街地再開発事業の実施状況 
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○敷地の細分化や老朽化した木造

建築物の密集、道路・公園等の公共施設が不十分なことなどを原因として、都市機能の低

下がみられる地区を対象に、土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図るこ

とを目的とした市街地再開発事業は、平成24年２月末現在、完了済み18地区（約23.8ha）、

施行中３地区（約 8.4ha）、また、都市計画として決定したものの、事業化に至っていない

地区が２地区（約 2.5ha）となっています。（表４－１－２） 

地区数
（地区）

施行面積
（ha）

施行者別
地区数
（地区）

施行面積
（ha）

市施行 3 約 6.3

組合施行 11 約 14.1

その他施行 4 約 3.4

市施行 1 約 2.8

組合施行 1 約 2.6

その他施行 1 約 3.0

市施行 4 約 9.1

組合施行 12 約 16.7

その他施行 5 約 6.4

都市計画決定地区 2 約 2.5

合計 23 約 34.7

事業完了地区 18 約 23.8

事業施行中地区
（一部完了を含む）

3 約 8.4

 出典：都市局まちづくり推進部市街地整備課「再開発事業地区一覧」（平成24年２月末現在）

計 21 約 32.2

○地区の特性に応じて公共施設や建築物、土地利用などに関するきめ細かなまちづくりのル

ールを一体的かつ総合的に１つの計画として定め、地区レベルで計画的な市街地形成の誘

導を目的とした地区計画は、平成 24 年３月末日現在、市内 59 地区で定められています。 

○北関東・東北地方、上信越地方から首都圏への玄関口に位置する大宮駅及びその周辺は、

多様な都市機能が集積する極めて拠点性の高い地域となっているものの、慢性的な交通渋

滞の発生や都市基盤整備の不備など、まちの近代化が大きく遅れており、その再生は本市

における市街地整備上の重点課題の１つとなっています。 



イ）本市の主な取組 

□平成 17 年 12 月に、都市計画法第 18 条の２に位置付けられている「市町村の都市計画に

関する基本的な方針」であり、都市全体や地域の将来像などを示し、個別具体の都市計画

を行うための基本的な指針の役割を担う「さいたま 2005 まちプラン（さいたま市都市計

画マスタープラン）」を策定しています。 

□本プランに基づき、都市間競争、地球環境問題、少子高齢化や人口減少など、市街地を取

り巻く社会経済状況の変化に対応し、既存の市街地の再構築・再生に重点を置いた「コン

パクトなまちづくり」への転換を目指し、市民・企業・行政の協働によるまちづくりを推

進しています。 

□平成 22 年５月に「大宮駅周辺地域戦略ビジョン」を公表し、大宮駅周辺地域が目指すべ

き将来像として「東日本の顔となるまち」、「おもてなしあふれるまち」及び「氷川の杜、

継ぐまち」を掲げ、政令指定都市にふさわしい都心地区を民間と行政の協働によって実現

しようと再構築に向けて取り組んでいます。 

□浦和駅周辺では、鉄道高架化事業や市街地再開発事業など市街地の再構築が進行中であり、

商業・業務機能、文化・交流機能、都心居住機能などの誘導を図り、県都の玄関口として、

また、文教都市としてふさわしい風格を持った新たなにぎわいの拠点として整備が進めら

れています。 

□このうち、浦和駅東口では、建築物や駅前交通広場、市

民広場、公共地下駐車場、周辺街路が一体的に整備され、

平成 19 年 10 月には、地下４階・地上 10 階建ての再開発

ビルがオープンしています。 

□土地区画整理事業については、平成２４年２月現在２６

地区が施行中であり、引き続き早期完成に向け事業の推

進に努めていきます。また、長期未着手となっている地区については、地元との連携を図

りながら新たなまちづくり方針を検討するなど解消に向けた取組みを進めています。 

 

ウ）今後の重点課題 

 

◆将来的な人口構造の変化や各地区の特性・ニーズを踏まえつつ、柔軟性に富んだ市街

地整備を推進し、より多くの人々が安全・安心で快適に暮らし続けることができる生

活都市として、市街地の質的な改善や都市機能の向上に努める必要があります。 

◆大宮駅周辺地域を政令指定都市にふさわしい都心地区として再構築していくため、地

元、事業者、行政の３者の連携により、「大宮駅周辺地域戦略ビジョン」の具現化に向

けた取り組みを積極的に推進する必要があります。 

 Ⅲ-５５



 

（２）道路・交通 

①道路 

ア）概況 

○平成 22 年４月１日現在、高速自動車国道を除いた道路の総延長は 4,138.2km であり、こ

れらのうち、改良済みの延長は 2,663.0km、改良率は 64.4％となっています。他の政令指

定都市 18 市と比較すると、総延長は第 10 位、改良率は第 11 位と、いずれもほぼ中位に

位置しています。また、道路のうち、市民の日常生活に密着した生活道路である市道の舗

装率は 82.1％で、第 14 位となっています。（表４－２－１） 

表４－２－１ 種類別道路の都市間比較（改良率の高位順） 

 

舗装率（％）

1 大 阪 市 3,985.4 85.6 114.3 210.6 146.0 3,514.5 92.7

2 堺 市 2,069.9 85.2 24.4 142.8 70.3 1,832.4 99.0

3 仙 台 市 3,628.3 83.1 128.3 132.2 100.7 3,267.1 94.4

4 札 幌 市 5,600.2 82.7 152.2 193.6 101.0 5,153.4 81.2

5 名 古 屋 市 6,349.4 81.2 119.5 214.7 143.3 5,871.9 97.3

6 静 岡 市 3,250.2 79.1 135.3 231.2 182.5 2,701.1 95.1

7 川 崎 市 2,483.1 78.1 41.9 76.9 19.3 2,345.1 89.3

8 福 岡 市 3,937.4 75.1 107.1 92.8 164.5 3,573.0 97.2

9 横 浜 市 7,737.3 71.8 152.8 173.1 117.8 7,293.6 98.3

10 広 島 市 4,306.3 70.5 161.8 228.6 185.7 3,730.2 93.4

11 さ い た ま 市 4,138.2 64.4 47.2 107.9 88.4 3,894.6 82.1

12 北 九 州 市 4,265.3 62.1 211.2 145.2 125.7 3,783.1 91.4

13 千 葉 市 3,311.8 61.1 74.8 93.9 24.4 3,118.7 87.2

14 浜 松 市 8,424.8 60.2 232.7 205.2 474.0 7,513.0 83.9

15 京 都 市 3,584.5 58.9 167.2 224.1 267.6 2,925.5 87.6

16 神 戸 市 5,936.1 57.6 96.9 306.0 93.0 5,440.2 70.1

17 新 潟 市 6,768.2 52.9 118.2 322.7 214.6 6,112.7 80.0

18 岡 山 市 6,528.3 52.1 143.4 264.8 298.1 5,821.9 79.4

 出典：各市所管課資料（平成22年４月１日現在）
 注１）道路法に基づく道路のうち、高速自動車国道を除く。
    ２）「主要地方道」は都道府県道及び市道の主要な路線について，国土交通大臣により指定されたもの。
 　 ３）平成22年４月１日に政令指定都市に移行した相模原市を除く。

順
位

市名

地方道

改良率
（％）

総延長
（km）

一般国道
（km）

主要地方道
（km） 都道府県道

（km）
市道
（km）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○平成 23 年 11 月 11 日現在、都市計画法で定められた基幹的な都市施設（道路・公園・下

水道など）の１つであり、都市の骨格を形成する都市計画道路は 164 路線、総延長 391.8km、

このうち、改良済みの延長は 194.3km、改良率は 49.6％にとどまっており、改良率は政令

指定都市の中で最下位となっています。（表４－２－２） 

○都市計画として決定された幅員による整備は完了していないものの、都市計画道路と同程

度の機能を果たしうる現況道路として、概ね計画幅員の３分の２以上又は４車線以上の幅

員を有する概成済み都市計画道路の延長は 35.9km であり、これと改良済みを合わせた整

備済み延長は 230.2km、整備率は 58.8％となっています。（同上） 
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表４－２－２ 都市計画道路（幹線道路）の都市間比較 

（改良率の高位順） 

改良率（％） 整備率（％）

1 札 幌 市 871.2 799.3 91.7 40.1 96.4

2 名 古 屋 市 1,004.5 872.3 86.8 135.7 100.0

3 神 戸 市 832.5 682.5 82.0 37.1 86.4

4 大 阪 市 625.3 489.0 78.2 66.7 88.9

5 福 岡 市 512.6 386.7 75.4 53.9 86.0

6 広 島 市 413.2 301.5 73.0 31.3 80.6

7 堺 市 273.1 198.3 72.6 13.0 77.4

8 千 葉 市 401.6 281.1 70.0 20.4 75.1

9 北 九 州 市 699.2 474.9 67.9 22.5 71.1

10 川 崎 市 307.1 208.2 67.8 20.0 74.3

11 京 都 市 535.2 358.6 67.0 13.7 69.6

12 仙 台 市 504.5 332.8 66.0 16.9 69.3

13 新 潟 市 457.9 297.9 65.1 44.3 74.7

14 岡 山 市 323.1 206.4 63.9 24.0 71.3

15 横 浜 市 806.8 487.8 60.5 64.6 68.5

16 静 岡 市 379.8 210.8 55.5 35.1 64.7

17 浜 松 市 485.2 264.2 54.4 22.5 59.1

18 さ い た ま 市 391.8 194.3 49.6 35.9 58.8

 出典：財団法人都市計画協会「都市計画年報」（平成22年３月31日現在）
 注）平成22年４月１日に政令指定都市に移行した相模原市を除く。
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○都市計画道路は、延長が長く、かつ広幅員のものが多く、整備に要する費用も相応なもの

になることから、路線の中には都市計画として決定した後、相当な年数が経過しているも

のの、整備の着手に至っていない路線や区間が数多く存在しています。 

○我が国全体が右肩上がりの経済成長を前提とした社会構造から、安定・成熟型社会への移

行が進む中、本市においても、他都市と同様に、今後、決定当初の都市計画道路の整備の

必要性や緊急性が薄れていく路線が増加することも考えられます。 

○埼玉県では、平成 17 年３月に「長期未整備都市計画道路の見直しガイドライン」を策定

し、県と各市町が十分に連携を図りながら、都市計画道路の必要性を再検証し、適切な見

直しを進めるとともに、住民に適時適切に情報提供を行うことで、行政としての説明責任

を果たすこととしています。 

○これを受け本市では、後述する「さいたま市総合都市交通体系マスタープラン（さいたま

SMART プラン）」に掲げた交通体系整備の基本的な方向性を踏まえ、事業面からは、より

効果的・効率的な道路整備プログラムを策定し、着実な事業実施を進めていくとともに、

計画面からは、長期未整備路線への対応を含め、将来の交通需要を踏まえた適切な都市計

画道路の見直しに取り組んでいます。 
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○平成 21 年４月１日現在、本

市が管理する橋梁 965 橋中、

橋齢が分かっているのは

525 橋であり、これらのうち、

30年後には橋齢が50年を超

えるものが全体の約 70％を

占め、今後、老朽化が急速

に進行することが見込まれ

ています。（図４－２－１） 

50年超 50年以下
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イ）本市の主な取組 

□平成 18 年４月、岩槻市との

合併に伴い、大都市における安全快適な都市生活と、さいたま市らしさを活かした都市交

通施策を戦略的に展開するため、本市としての交通問題への取組の考え方や方針を示した

「さいたま市総合都市交通体系マスタープラン基本計画（さいたま SMART プラン）」を

改訂しています。 

□人と環境に配慮した質の高い都市基盤の構築を目標に掲げ、平成 21 年度～25 年度を計画

期間とする「さいたま市道路整備計画」に基づき、効果的かつ効率的な道路整備事業（道

路改良事業、都市計画道路（街路）事業、交通安全事業）の推進に取り組んでいます。 

□このうち、都市計画道路整備事業について、効率的・効果的な事業の実施を図るとともに、

事業の透明性の向上を一層高めるため、事業の整備効果などを積極的に公表し、今後の道

路行政マネジメントへ反映できるよう取り組んでいます。 

□平成 23 年 11 月、都市計画道路が抱える課題を整理し、将来の道路網計画をどう考えるべ

きか、どのようにつくっていくべきかを検討し、今後、道路網計画を策定する上での基本

的な考え方を、「道路網計画づくりの指針」としてとりまとめています。 

□本指針は、道路網計画の策定にあたり、「道路の必要性と事業性を考慮した新しい道路網

計画を位置付ける」「財政計画と連動して、道路の計画・整備を時間管理する」「より開

かれた計画づくりを進める」という３つの抜本的な見直しの考え方を掲げています。 

□平成 22 年３月に、橋梁を良好に保全するための維持管理計画として、アセットマネジメ

ント28の手法を用いた「さいたま市橋梁長寿命化修繕計画」を策定し、これに基づく橋り

ょうの補修や補強、架替工事を順次実施しています。 

 

 

 
28 資産管理（Asset Management）の方法。道路管理においては、橋梁、トンネル、舗装等を道路資産と捉え、その損傷・

劣化などを将来にわたり把握することで、最も費用対効果の高い維持管理を行うための方法。 

 

8橋（1.5％）

100橋
（19.0％）

425橋
（81.0％）

363橋
（69.1％）

210橋
（40.0％）

517橋
（98.5％）

20年後

10年後

Ｈ21.４.１現在

162橋
（30.9％）

315橋
（60.0％）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

30年後

出典：建設局土木部道路環境課 

「さいたま市橋梁長寿命化修繕計画」（平成 22 年３月） 

図４－２－１ 今後 30 年の橋齢比率 



ウ）今後の重点課題 

 

◆今後さらに財政を取り巻く環境が厳しさを増すことが懸念される中、必要な道路整備

を着実に進めるためには、必要な道路を厳選し、効果の高いものから優先的に整備す

るなど、財政規模と連動した計画・整備を進める必要があります。 

◆都市計画道路について、社会経済状況や道路に対するニーズの変化を踏まえつつ、各

路線の必要性や計画の妥当性、道路に求められる機能の変化などを検証し、定期的な

計画の見直しに取り組む必要があります。 

◆橋梁の長寿命化に向けた補修工事等の実効性をより高めるため、「さいたま市橋梁長寿

命化修繕計画」を起点とする PDCA サイクルを確立し、継続的に必要な改善に取り組む

必要があります。 
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②公共交通 

ア）概況 

＜鉄道＞ 

○平成 22 年度における１日平均の乗降客数が最も多いのは、ＪＲ大宮駅の 470,302 人であ

り、以下、ＪＲ浦和駅の 158,226 人、東武大宮駅の 131,977 人、ＪＲ南浦和駅の 113,608

人、ＪＲ北浦和駅の 100,572 人の順となっています。（表４－２－３～６） 

○平成 18 年度以降の推移をみると、平成 20 年度まで各駅の乗降客数は、２年連続で概ね増

加傾向で推移していたものの、平成 21 年度では対前年度比で減少に転じている駅が目立

ち、平成 22 年度には全 33 駅中 17 駅と全体の約５割に及んでいます。（同上） 

○沿線人口の伸びなどによって、平成 22 年度における埼玉高速鉄道線（地下鉄７号線）の

１日当たりの輸送人員は 85,100 人と前年度から 1,400 人増加したものの、サッカー開催

時の利用者数の減少などにより、計画目標の 86,700 人を 1,600 人下回っています。（同上） 

表４－２－３ ＪＲの１日平均乗降客数の推移 
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平成18年度

１日平均
（人／日）

１日平均
（人／日）

対前年
増減率（％）

１日平均
（人／日）

対前年
増減率（％）

１日平均
（人／日）

対前年
増減率（％）

１日平均
（人／日）

対前年
増減率（％）

1 大　　宮 467,438 478,222 2.3 479,440 0.3 472,848 ▲ 1.4 470,302 ▲ 0.5

2
さいたま
新 都 心

76,254 77,096 1.1 78,722 2.1 78,886 0.2 78,180 ▲ 0.9

3 与    野 48,744 49,830 2.2 50,224 0.8 49,726 ▲ 1.0 49,014 ▲ 1.4

4 北 浦 和 100,194 100,876 0.7 101,232 0.4 100,984 ▲ 0.2 100,572 ▲ 0.4

5 浦    和 150,386 157,416 4.7 159,582 1.4 158,752 ▲ 0.5 158,226 ▲ 0.3

6 北 与 野 15,506 16,094 3.8 16,254 1.0 16,286 0.2 16,142 ▲ 0.9

7 与野本町 28,082 28,146 0.2 28,106 ▲ 0.1 27,756 ▲ 1.2 27,582 ▲ 0.6

8 南 与 野 30,100 30,188 0.3 30,460 0.9 30,868 1.3 31,130 0.8

9 中 浦 和 23,382 23,588 0.9 24,010 1.8 24,352 1.4 24,428 0.3

1

1

0 指　　扇 29,776 30,144 1.2 30,098 ▲ 0.2 24,386 ▲ 19.0 23,406 ▲ 4.0

1 西 大 宮 － － － 6,848 － 9,240 34.9 11,066 19.8

2 日　　進 23,464 24,080 2.6 24,646 2.4 23,932 ▲ 2.9 24,580 2.7

13 宮　　原 42,208 42,910 1.7 46,352 8.0 46,128 ▲ 0.5 46,434 0.7

4 東 大 宮 61,212 61,934 1.2 62,402 0.8 61,814 ▲ 0.9 61,132 ▲ 1.1

5 土　　呂 25,520 26,084 2.2 26,234 0.6 26,108 ▲ 0.5 26,722 2.4

6 西 浦 和 25,528 25,936 1.6 26,090 0.6 25,858 ▲ 0.9 26,500 2.5

7 武蔵浦和 82,636 85,838 3.9 88,230 2.8 90,654 2.7 91,956 1.4

8 南 浦 和 112,454 114,708 2.0 114,936 0.2 114,492 ▲ 0.4 113,608 ▲ 0.8

9 東 浦 和 51,988 52,308 0.6 52,434 0.2 52,530 0.2 52,938 0.8

出典：都市局都市計画部都市交通課資料
注）西大宮駅は、平成21年３月14日に開業。

平成20年度平成19年度
駅名

平成21年度 平成22年度

1

1

1

1

1

1

1

 
 

表４－２－４ 東武野田線の１日平均乗降客数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

平成18年度

乗車人員
（人）

乗車人員
（人）

対前年
増減率（％）

乗車人員
（人）

対前年
増減率（％）

１日平均
（人／日）

対前年
増減率（％）

１日平均
（人／日）

対前年
増減率（％）

1 大　　宮 131,328 133,240 1.5 133,987 0.6 132,676 ▲ 1.0 131,977 ▲ 0.5

2 北 大 宮 5,213 5,448 4.5 5,589 2.6 5,668 1.4 5,740 1.3

3 大宮公園 9,756 9,886 1.3 10,153 2.7 9,967 ▲ 1.8 9,835 ▲ 1.3

4 大 和 田 18,007 18,326 1.8 18,410 0.5 18,291 ▲ 0.6 18,274 ▲ 0.1

5 七　　里 20,471 20,868 1.9 20,859 ▲ 0.0 20,495 ▲ 1.7 20,346 ▲ 0.7

6 岩　　槻 36,427 36,736 0.8 37,109 1.0 36,348 ▲ 2.1 34,908 ▲ 4.0

7 東 岩 槻 19,055 19,161 0.6 19,351 1.0 19,136 ▲ 1.1 19,365 1.2

 

 

 

 出典：都市局都市計画部都市交通課資料

平成19年度 平成20年度
駅名

平成21年度 平成22年度



表４－２－５ 埼玉新都市交通伊奈線の１日平均乗降客数の推移 
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平成18年度

乗車人員
（人）

乗車人員
（人）

対前年
増減率（％）

乗車人員
（人）

対前年
増減率（％）

１日平均
（人／日）

対前年
増減率（％）

１日平均
（人／日）

対前年
増減率（％）

1 大　　宮 34,969 39,251 12.2 41,751 6.4 40,111 ▲ 3.9 40,462 0.9

2
鉄道博物館
（大　　成）

5,249 8,298 58.1 9,192 10.8 7,729 ▲ 15.9 7,463 ▲ 3.4

3 加 茂 宮 3,645 4,001 9.8 4,632 15.8 4,787 3.3 5,042 5.3

4 東 宮 原 3,773 3,980 5.5 4,083 2.6 3,841 ▲ 5.9 3,907 1.7

5 今　　羽 3,696 3,859 4.4 4,082 5.8 4,174 2.3 4,251 1.8

6 吉 野 原 3,357 3,449 2.7 3,602 4.4 3,439 ▲ 4.5 3,434 ▲ 0.1

表４－２－６ 埼玉高速鉄道線の乗車人員の推移 

 

 

 

 

＜バス＞ 

○市内各所をネットワークしている民間バス路線は、平成 22 年度現在、計 251 系統、１日

平均利用者数は 142,532 人となっています。平成 18 年度以降、民間バスの利用者数は、

平成 21 年度には４社中３社で前年度に比べ減少したものの、うち２社は平成 22 年度では

再び増加に転じています。（表４－２－７） 

表４－２－７ バス利用者数の推移 

 

 

 

 

 

 

○本市では、平成 15 年４月の政令

指定都市への移行に伴う新設区

役所へのアクセス手段として、

交通空白地区や不便地区等を対

象に、コミュニティバスを導入

しており、現在、市内６区で運

行しています。 

○平成 22 年度の１日平均利用者

数は 1,251 人であり、平成 18 年

度以降、一貫して増え続けてい

るものの、平成 21 年～22 年度

では、利用者数の伸びはやや頭

打ちの状況にあります。（図４－２－１） 

 

 出典：都市局都市計画部都市交通課資料

平成19年度 平成20年度
駅名

平成21年度 平成22年度

平成18年度

乗車人員
（人）

乗車人員
（人）

対前年
増減率（％）

乗車人員
（人）

対前年
増減率（％）

１日平均
（人／日）

対前年
増減率（％）

１日平均
（人／日）

対前年
増減率（％）

9,400 10,600 12.8 10,800 1.9 10,200 ▲ 5.6 10,400 2.0

 出典：都市局都市計画部都市交通課資料

平成19年度 平成20年度

浦和美園

駅名
平成21年度 平成22年度

141 74,778 － 28 27,921 － 81 38,028 － 5 1,969 － 255 142,696 －

153 76,208 1.9 29 27,440 ▲ 1.7 77 38,007 ▲ 0.1 5 1,989 1.0 264 143,644 0.7

140 78,551 3.1 28 27,896 1.7 74 38,592 1.5 6 2,037 2.4 248 147,076 2.4

144 73,838 ▲ 6.0 28 28,344 1.6 80 36,016 ▲ 6.7 6 1,990 ▲ 2.3 258 140,188 ▲ 4.7

138 74,086 0.3 27 28,162 ▲ 0.6 80 38,265 6.2 6 2,019 1.5 251 142,532 1.7

 出典：都市局都市計画部都市交通課資料

図４－２－１ さいたま市コミュニティバスの利用者の推移

出典：都市局都市計画部都市交通課資料 
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　注）利用者数は、市内の乗合バスについて集計したもの。路線数は各年度末現在。
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イ）本市の主な取組 

□平成 18 年７月に、現行の「さいたま市総合振興計画」及び「さいたま市総合都市交通体

系マスタープラン基本計画」を受け、今後目指すべき公共交通ネットワークのあり方や方

針を示した「さいたま市公共交通ネットワーク基本計画」を策定しています。 

□地下鉄７号線延伸について、平成 17 年度から本市では、埼玉県と共同で、先行整備区間

の浦和美園駅から岩槻駅までの延伸事業化へ向け、社会経済状況等を考慮した需要予測、

線路や駅など鉄道施設の建設費用、鉄道の運行計画、延伸線が整備された場合の効果、鉄

道事業の採算性など、様々な観点から調査・検討に取り組んでいます。 

□平成 23 年度は、これまでの調査を取りまとめるにあたり、第三者の専門家（鉄道、まち

づくり・経済等）による検討委員会（地下鉄７号線延伸検討委員会）を埼玉県と共同で設

置、運営し、鉄道事業だけでなく、まちづくりを含めた総合的な観点から検討していただ

き報告書として取りまとめ、本市及び埼玉県に提出されました。 

□平成 22 年度に「さいたま市総合都市交通体系マスタープラン基本計画」に基づく、持続

可能な公共交通の実現や、過度に車に依存しない交通体系の確立に向け、公共交通や自転

車・徒歩への利用転換を図るため長期的な視点を踏まえつつ、短・中期の実行計画である

「さいたま市都市交通戦略」を策定し、時間的概念をもった施策の展開とともに、定期的

な評価、改善に取り組んでいます。 

□平成 23 年３月には、市内の交通空白地区・交通不便地区等の解消方策やその具体的な実

施基準を検討するため、本協議会の下に設置した「コミュニティバス等検討委員会」での

検討を経て、地域の実情にあったコミュニティバス等の導入や改善を検討するための手続

き、判断基準を定めた「コミュニティバス等導入ガイドライン」を策定しています。 

 

 

ウ）今後の重点課題 

 

◆少子高齢化の進行や人口減少社会の到来、地域の自立・活性化、地球温暖化をはじめ

とする環境問題など、社会経済状況の変化とこれに伴う諸問題への対応を図るため、

公共交通サービスの活性化・再生に向けた取組を強化する必要があります。 

◆埼玉高速鉄道線の浦和美園駅から岩槻駅までの延伸事業化について、検討委員会の報

告書を勘案しつつ、埼玉県と十分な協議・調整を行うとともに、市議会、市民協議会

さいたま商工会議所等と密接な連携を図りながら、延伸の方向性の判断を示す必要が

あります。 

◆県及び沿線自治体とともに、埼玉高速鉄道線の経営の安定化に向けた支援に取り組む

必要があります。 
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（３）公園・緑地 

ア）概況 

○平成 22 年度末現在、都市公園法に基

づき設置・管理され、公園・緑地の最

も基本的な施設である都市公園の整

備量は、880 箇所、631.7ha となって

います。人口１人当たりの都市公園面

積は 5.12 ㎡であり、首都圏の政令指

定都市の中でも、低い順位に位置して

います。（表４－３－１・２） 

公園数
（箇所）

面積
（ｈａ）

公園数
（箇所）

面積
（ｈａ）

街 区 公 園 677 85.66 761         96.73

近 隣 公 園 30 57.44 31           60.77

地 区 公 園 3 12.79 4            16.74

総 合 公 園 10 72.30 11           83.68

運 動 公 園 6 91.62 6            89.10

その他の都市公園 40 269.60 67           284.72

合計 766 589.41 880         631.74

 出典：都市局都市計画部都市公園課資料

平成17年度末 平成22年度末

表４－３－１ 都市公園の整備状況 

○市内には、県立公園をはじめ、特色の

ある大規模な公園が整備され、市内外

の多くの人々に親しまれています。ま

た、本市ではこれまで、市街地の拡大

にあわせ、街区内に居住する住民の利

用に供することを目的とした街区公

園を中心に、都市公園の整備を積極的

に進めてきました。 

市名
箇所数
（箇所）

都市公園等
面積（ha）

１人当たり
公園面積
（㎡/人）

札 幌 市 2,661 2,236 11.7

仙 台 市 1,604 1,293 12.8

さ い た ま 市 872 626 5.1

千 葉 市 974 851 8.9

横 浜 市 2,592 1,737 4.7

川 崎 市 1,039 518 3.7

新 潟 市 1,249 707 9.0

静 岡 市 460 396 5.7

浜 松 市 507 632 8.3

名 古 屋 市 1,404 1,549 6.9

京 都 市 871 623 4.3

大 阪 市 978 937 3.5

堺 市 1,114 684 8.2

神 戸 市 1,597 2,608 17.0

岡 山 市 453 1,132 16.6

広 島 市 1,070 833 7.4

北 九 州 市 1,649 1,133 11.6

福 岡 市 1,603 1,303 9.0

 出典：各市資料（平成22年3月31日現在）

整備状況 

表４－３－２ 人口１人当たり都市公園等の 

○街区公園の整備量は、平成 17 年度末

現在の 677 箇所、85.7ha から、平成

22年度末現在の 761 箇所、96.70ha と、

箇所数ベースでは 12.4％増加してい

ます。しかしながら、人口１人当たり

の都市公園面積は、平成 17 年の 4.96

㎡から 0.16 ㎡の増加にとどまってお

り、市全体として、人口増加のスピー

ドに都市公園の整備が追いついてい

ない状況にあります。（表４－３－１） 

○市内には、市域を南北方向に流下する荒川をはじめ、河岸沿

いを中心に、一団の緑地が市街地をはさむように帯状に広が

っています。このうち、市の中央部に広がる見沼田圃は、約

1,200ha という広大な規模を誇り、豊かな田園風景が残り、

多様な野生生物の生息の場でもあるなど、首都圏の中でも有

数の貴重で大規模な緑地空間となっています。 

＜見沼田圃＞  
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○平成 22 年度の本市の緑被

率 29は、43.7％となってい

ます。その内訳は、農地が

45.5％（田 19.3％、畑

26.2％）で突出しており、

樹林地が 29.3％でこれに

次いでいます。（図４－３－

１） 
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○区別では、岩槻区が 56.4％

で最も高く、以下、西区の

56.3％、桜区の 51.3％、緑

区の 49.3％、見沼区の

48.5％の順であり、緑被率

は市域の東西に向かって広がるように高くなる傾向となっています。（同上） 

樹林地 草地 農地（田） 農地（畑） 屋上緑化地 水面地

○本市が有する豊かな緑地は、ゆとりと潤いのある良好な都市環境を維持・形成し、さいた

ま市らしさを醸し出す極めて重要な要素の１つとなっています。さらに、近年、世界規模

で地球環境の保全が喫緊の政策課題として大きな注目を浴びる中、これらの緑地の重要性

は飛躍的に増大しています。 

○しかしながら、経済活動の拡大や都市化の進展、営農環境の変化などに伴い、本市でも緑

地の減少や農地の荒地化・耕作放棄地化に歯止めがかからない状況にあります。将来にわ

たり、ゆとりと潤いのある本市らしい都市環境の維持・形成を図るため、豊かな緑地の保

全・活用の強化に取り組むことが従来にも増して強く求められています。 

 

イ）本市の主な取組 

□平成 13 年５月から、みどりの保全及び緑化の推進を図ることによって、市民の健康で快

適な生活環境を確保することを目的とする「さいたま市みどりの条例」を施行しています。

本条例に基づき、良好な自然環境を有する緑地や風致又は景観が優れている緑地等を、保

存緑地や自然緑地、環境緑地などに指定し、その保全に努めています。 

□平成 19 年３月、岩槻市との合併や総合振興計画の改訂、都市計画マスタープランの策定

などを受け、将来の緑のあるべき姿を明らかにするとともに、市民・団体・事業者が一体

となって緑のまちづくりに取り組んでいくための長期的な計画である「さいたま市緑の基

本計画改訂版」を策定しています。 

□さらに、平成 22 年３月には、緑の基本計画をより実効性のあるものとするため、短期の

目標や具体的な推進手法などを定めた「さいたま市緑の基本計画アクションプラン」を策

定しています。現在は、このアクションプランに基づき、緑の基本計画に掲げた緑の将来

像「いのちきらめき 緑の風そよぐ 庭園都市・さいたま」の着実な実現に向け、具体施策

の効果的かつ効率的な展開に取り組んでいます。（図４－３－２） 

 
29 特定の区域に占める植物の緑で被覆された土地、もしくは自然的環境の状態にある土地の割合。 

 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

岩槻区
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浦和区

桜区

中央区

見沼区

大宮区

北区

西区

市全体 43.7

56.3

24.1

21.4

48.5

（％）

18.1

51.3

19.7

19.7

49.3

56.4

図４－３－１ 平成 22 年度の緑被率の状況 
出典：都市局都市計画部みどり推進課「さいたま市緑被現況調査」



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：都市局都市計画部みどり推進課「緑の基本計画改訂版」 

図４－３－２ 緑の将来像図 
 

□市街地の緑化を推進し、都市環境の向上を図るため、建築物の屋上緑化・壁面緑化に係る

経費の一部を助成する対象を、「さいたま市緑の基本計画」で指定されている緑化重点地

区内の建築物、又は敷地面積 3,000 ㎡以上の建築物に拡大しています。 

□身近な緑を増やし、花や緑の豊かなまちの実現に向け、「みどり倍増プロジェクト」と銘

打ち、家庭・事業所・公共施設における緑のカーテン30の普及・啓発を図るため、家庭や

市内の事業所で緑のカーテンに取り組まれる方を「緑のカーテンサポーター」として募集

しています。（平成 23 年９月 30 日現在、市民 2,356 名、事業所等 62 件が登録） 
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30 ゴーヤなどのツル性の植物でつくる自然のカーテンのことで、夏の強い日差しを和らげ、ヒートアイランド現象緩和

の効果や冷房の使用抑制による省エネルギー効果等が期待できる。 

 



ウ）今後の重点課題 

 

◆見沼田圃や荒川、元荒川など、都市の骨格となる緑の保全と機能強化を図るとともに、

都市レベル・地域レベルの特性に応じた核となる緑づくり、市街地を包む農地や樹林

地の保全などを通じて、都市の基盤をなす緑を守り強化し、その質を高める必要があ

ります。 

◆屋敷林や雑木林、歴史・文化を伝える緑や農地など、市内に残された本市らしい特色

のある緑の保全と活用を図るとともに、相対的に緑の量が不足している市街地中央部

における新たな緑の創出に努める必要があります。 

◆誰もが安心して利用でき、歩いていける範囲に身近な公園が不足している市街地にお

いて、公園の整備を推進する必要がある。 

◆市全体として、緑の保全・整備や緑化を継続的に推進するため、市民や事業者による

主体的な取組への支援を強化する必要があります。 
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（４）情報化 

ア）概況 

○総務省の平成 22 年通信

利用動向調査によると、

平成 22 年末のインター

ネット利用者数は 9,462

万人、対前年比で 54 万

人（0.6％）の増加、人

口普及率は 78.2％、対前

年比で0.2ポイントの増

加となっています。（図

 Ⅲ-６７

４－４－１） 

○また、個人の世代別イン

○近年、多くの民間企業で急速に導入が進んでいるクラウドコンピューティング31を、電子

○このような時代潮流のもと、全国的に申請・届出などの行政サービスをインターネット上

○ 歳代～70 歳代のいずれの
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図４－４－１ インターネットの利用者数及び人口普及率の推移

出典：総務省「平成 22 年通信利用動向調査」 

ターネット利用率をみる

と、13歳～49歳ではいずれも 90％を超えているほか、70歳～79歳が平成 21年末の 32.9％

から平成 22 年末の 39.2％と、他の世代に比べ増加が目立つ状況となっています。 

自治体32の基盤構築にも活用していこうとする動きが高まりつつあります。国では、平成

22 年７月に総務大臣を本部長とする「自治体クラウド推進本部」を設置し、自治体クラウ

ドの全国展開に向けた取組を推進しています。 

で利用できる環境の整備が進んでいます。現在、本市でも、埼玉県と県内市町村が共同利

用している埼玉県市町村電子申請共同システムを使用し、各区役所等の窓口で行っている

行政手続きの一部が、原則 24 時間 365 日いつでも、自宅や職場などのパソコンからイン

ターネットを通じて行うことができるようになっています。 

本市が平成 21 年度に実施した市民アンケート調査によると、20

年代も、行政情報の入手手段は主に紙媒体（市発行の情報誌）であり、ホームページから

の入手割合は低くなっています。（図４－４－２） 

 

 
31 インターネットなどのネットワークを通じたコンピュータの利用形態で、何らかのコンピューティング資源(ソフトウ

ェア、ハードウェア、処理性能、記憶領域、ファイル、データなど)を必要に応じて利用する方式のこと。ネットワー

クを雲(＝cloud：クラウド)の絵で表現することが多いことから、このように呼ばれている。 
32 地方自治体において、ICT を積極的に活用することにより、行政サービスの高度化や行政の簡素化・効率化を図ろうと

するもの。 



 

 

 

 

 

 

 

 

出典：政策局政策企画部ＩＴ政策課 
「第三次さいたま市情報化計画市民アンケート調査結果報告書」（平成 22 年３月） 

図４－４－２ 行政情報の入手方法 
 

 

○また、今後、さいたま市に実施してほしい情報化政策では、「消費生活に関する情報、ご

み・リサイクル情報など」が最も多く、次いで「都市防災機能の向上として大規模災害時

における情報提供など」「子育てに関する情報提供、バリアフリーの対応、高齢者向けの

緊急通報システムなど」の順となっています。（図４－４－３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図４－４－３ 今後、さいたま市に実施してほしい情報化政策 

出典：政策局政策企画部ＩＴ政策課 

「第三次さいたま市情報化計画市民アンケート調査結果報告書」（平成 22 年３月） 

 

 

 

イ）本市の主な取組 

□現在、本市では、現行の「さいたま市総合振興計画」の実現を ICT の面から支援・推進す

るための計画として、「第三次さいたま市情報化計画」及びその具体的な行動計画である

「さいたま市情報化アクション・プラン 2011」を策定し、平成 23 年度～26 年度を計画期

間に情報化施策の推進に取り組んでいます。 

□情報システムの効率的な活用を図るとともに、業務の電子化を進め、行政の保有する情報

の提供や共有、電子入札、設計図書の提出、その他の申請・届出などができる電子市役所

の構築を推進しています。 

 Ⅲ-６８



□市内外への情報の受発信を効果的かつ効率的に行い、施策や事業に対する市民の関心を高

め、理解・共感を得るとともに、都市イメージを育て定着させ、その魅力をアピールして

いくため、平成 23 年３月に「さいたま市 PR マスタープラン」を策定しています。 

□平成 23 年度には、本プランに掲げた第１次

アクションプランに基づき、市公式ホーム

ページのトップページをリニューアルして

います。また、ツイッター（Twitter）、ブ

ログによって、災害等の緊急情報や市の施

策や事業、イベント等の情報発信にも積極

的に取り組んでいます。 

＜市の公式ツイッター＞ 

 

ウ）今後の重点課題 

 

◆今後、本市においても、クラウドコンピューティングに代表されるような、ICT 分野の

技術革新の積極的な活用を図り、行政コストの圧縮と市民サービスの向上を同時並行

で推進していくことが求められています。 

◆近年、SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）やブログなどに代表される情

報ツールの多様化が進む中、市民の知りたい情報がより多くの人々に確実に行き渡る

よう、紙媒体と電子媒体を適切に組み合わせながら、より効果的かつ効率的な情報発

信に取り組む必要があります。 

◆市民の理解と協力のもと、情報化を着実に推進するため、ネットワークのセキュリテ

ィなどに関する市民の知識向上と、デジタル・デバイドの縮小に向けた取組を積極的

に推進する必要があります。 
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５ 産業・経済 

 

（１）産業構造 

ア）概況 

＜事業所の状況＞ 

表５－１－１ 民営事業所数及び従業者数の推移○総務省・経済産業省の「経済センサス

―基礎調査33」によると、平成 21 年

における市内の民営の事業所数は

43,066 事業所、従業者数は 500,855

人となっています。（表５－１－１） 

○従業者の規模別に民営事業所をみる

と、従業者数が 10 人に満たない事業

所が全体の約75％を占めている一方、

従業者数 10 人以上の事業所に属する従業者数の割合は全体の約 78％を占めています。（表

５－１－２） 

実数
（事業所）

増減率
（％）

実数
（人）

増減率
（％）

平成13年(参考） 41,021 － 420,439 －

平成16年（参考） 36,769 ▲ 10.4 397,334 ▲ 5.5

平成18年（参考） 39,555 7.6 438,942 10.5

平成21年 43,066 － 500,855 －

 出典：平成13・16・18年 総務省「事業所・企業統計調査」
         平成21年 総務省・経済産業省「経済センサス－基礎調査」
 注）事業所内容等不詳を含まない。（以下、同様）

事業所数 従業者数

表５－１－２ 従業者規模別民営事業所数及び従業者数 

 

実数（事業所） 43,066 22,924 9,183 5,573 2,210 1,548 917 384 100 102 125

構成比（％） 100.0 53.2 21.3 12.9 5.1 3.6 2.1 0.9 0.2 0.2 0.3

実数（人） 500,855 51,774 60,297 75,266 52,676 58,078 62,681 52,899 24,304 62,880 －

構成比（％） 100.0 10.3 12.0 15.0 10.5 11.6 12.5 10.6 4.9 12.6 －

 出典：総務省・経済産業省「経済センサス－基礎調査」（平成21年）

30～
49人

50～
99人

１～４人 ５～９人
10～
19人

20～
29人

従業者数

100～
199人

200～
299人

事業所数

総数

従業者規模

300人
以上

派遣
従業者
のみ

 

 

 

 

○行政区別の民営事業所数では、

大宮区（構成比 17.3％）が最

も多く、次いで浦和区（同

14.3％）、北区（同 11.3％）と

続いており、従業者数をみても、

同様の傾向となっています。な

お、１事業所当たりの従業者数

では、大宮区の 15.3 人が最も

多く、次いで中央区の 14.3 人、

北区の 12.1 人と続いています。

（図５－１－２） 

4.8

(23,872)

5.3

(2,301)
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(4,871)
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9.7

(48,368)

10.6
(4,569)
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事業所数

西区 北区 大宮区 見沼区 中央区 桜区 浦和区 南区 緑区 岩槻区

注）カッコ内は実数

注）事業所数は、端数処理の関係で個別に積み上げた値の合計が
100％とならない。 

図５－１－２ 区別の民営事業所数及び従業者数の構成比 
出典：総務省・経済産業省「経済センサス―基礎調査」（平成 21 年）

 

 

 

                            
33 本調査は、国内の事業所及び企業を対象に新たに創設された調査であり、平成 18 年までに実施されていた事業所・企

業統計調査と調査の対象は同じだが、調査手法は異なっている。事業所・企業統計調査と本調査の差数が全て増加・

減少を示すものではないことから、図５－１－１においても平成 18 年以前のデータはあくまで参考値扱いとする。 
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＜産業構成＞ 

○産業大分類別に平成 21 年の事業所数及び従業者数をみると、ともに卸売業・小売業が 20％

以上を占め、以下、サービス業34、宿泊業・飲食サービス業の順であり、上位３業種が事

業所数では全体の 57.9％、従業者数では 54.3％を占めています。（図５－１－３） 
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 図５－１－３ 産業大分類別の民営事業所数及び従業者数の構成比 
出典：総務省「経済センサス―基礎調査」（平成 21 年）  

注）事業所数は、端数処理の関係で個別に積み上げた値の合計が 100％とならない。 

○平成 21 年度の名目市内総生産（生産側）を経済活動別にみると、サービス業が 9,983 億

円（構成比 25.7％）で最も高く、次いで、不動産業が 7,695 億円（19.8％）、卸売業・小

売業が 6,554 億円（16.9％）、政府サービス生産者が 4,900 億円（12.6％）の順であり、

第３次産業が総額３兆 5,540 億円と全体の 91.6％を占めているのが特徴的といえます。

（表５－１－３、図５－１－４） 

 表５－１－３ 経済活動別の名目市内総生産 
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34 ここでは、「学術研究、専門・技術サービス業」「生活関連サービス業、娯楽業」「複合サービス業」及び「サービス業

（他に分類されないもの）」を合算している。 

図５－１－４ 名目市内総生産の経済活動別構成比 

出典：総務局総務部総務課「さいたま市の 

市民経済計算 平成 21 年度」 

注）控除項目（総資本形成に係る消費税、帰属利子） 

は除いているため、合計は 100％とならない。 
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40,356 104.0
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184 0.5

1,737 4.5
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 出典：総務局総務部総務課
          「さいたま市の市民経済計算 平成21年度」
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○名目市内総生産の経済活動別構成比を、全国及び埼玉県の経済活動別構成比で除した「特

化係数35」をみると、ともに本市の卸売・小売業、金融・保険業、不動産業、サービス業、

政府サービス生産者は１を超え、特に全国を１とした場合の不動産業が 1.499、政府サー

ビス生産者が 1.264、埼玉県を１とした場合の卸売・小売業が 1.589、金融・保険業が 1.527

と高い値となっているのが目立ちます。（図５－１－５） 

○これは、市外への通勤者が多く、市内総生産に占める住宅賃貸業の構成比が全国に比べて

高いことや、さいたま新都心に政府関係機関が数多く立地していること、市内に県内の大

型商業店舗や金融・保険業の中核店舗が集中していることなどが影響していると考えられ

ます。 
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図５－１－５ 名目市内総生産の経済活動別特化係数 
出典：総務局総務部総務課「さいたま市の市民経済計算 平成 21 年度」（平成 24年３月発表） 
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35 構成比を全国や都道府県などの構成比で割った係数であり、この係数が１を上回れば、当該部門のウェイトが全国や

都道府県などに比べ大きいことを意味する。 



＜工業の現状＞ 

○市内製造業の事業所数（従業者４人以上）は、平成 21 年以降減少基調で推移し、平成 22

年には 1,057 事業所となり、対平成 20 年比で 19.0％（248 事業所）減少しています。従

業者数及び製造品出荷額等36は、平成 21 年までは２年連続で減少していたものの、平成

22 年では増加傾向に転じ、対前年比でそれぞれ 3.1％（892 人）、6.6％（478 億円）増加

しています。（図５－１－６・７） 
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○産業中分類別にみると、事業所数では「金属製品」が 142 事業所（構成比 13.4％）で最も

多く、以下、「印刷」の 114 事業所（同 10.8％）、「生産用機械」の 106 事業所（同 10.0％）

の順となっています。（図５－１－８） 

○また、従業者数では「食料品」が 5,673 人（構成比 19.4％）で最も多く、「業務用機械」

が 2,712 人（同 9.3％）でこれに次いでいるほか、製造品出荷額等では医薬品などの「化

学」が 1,635 億円（同 21.0％）で最も多く、次いで「食料品」が 1,324 億円（同 17.0％）、

光学機器・レンズなどの「業務用機械」が 785 億円（同 10.1％）と続き、上位３業種で全

体の約 48％を占めています。（図５－１－９・10） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            
36 製造品出荷額、加工賃収入額、修理料収入額、製造工程から出たくず及び廃物の出荷額及びその他の収入額の合計で

消費税等内国消費税額を含んだ額。 

図５－１－６ 事業所数及び従業者数の推移（従業者４人以上）

出典：経済産業省「工業統計調査」（各年 12 月 31 日現在） 

図５－１－７ 製造品出荷額等の推移（従業者４人以上） 

出典：経済産業省「工業統計調査」（各年 12 月 31 日現在）

図５－１－８ 産業中分類別の事業所数 

出典：経済産業省「工業統計調査」（平成 22 年） 

図５－１－９ 産業中分類別の従業者数 

出典：経済産業省「工業統計調査」（平成 22 年） 

注）端数処理の関係で個別に積み上げた値の合計が

100％とならない。 
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(3.9％)

飲料・飼料

517億円
(6.7％) 金属製品

568億円

(7.3％)

輸送用機械

633億円

(8.1％)

業務用機械

785億円

(10.1％)

食料品

1,324億円

(17.0％)

化学

1,635億円
(21.0％)

平成22年
製造品

出荷額等
7,768億円

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図５－１－10 産業中分類別の製造品出荷額等 

出典：経済産業省「工業統計調査」（平成 22 年） 

注）端数処理の関係で個別に積み上げた値の合計が 100％とならない。 

 

 

表５－１－４ 工業の都市間比較 
（１事業所当たり製造品出荷額等の高位順） 

○平成 22 年の工業を他の政令指定都市と

比較すると、19 市中事業所数及び従業

者数は第 14 位、製造品出荷額等は第 17

位、１事業所当たりの製造品出荷額等は

第 15 位となっており、相対的に低い水

準にとどまっています。（表５－１－４） 
1 川 崎 市 1,452 51,990 40,793 2,809

2 千 葉 市 478 20,950 10,632 2,224

3 堺 市 1,592 51,099 32,256 2,026

4 北 九 州 市 1,133 51,964 21,289 1,879

5 仙 台 市 556 17,234 9,632 1,732

6 広 島 市 1,344 51,024 21,923 1,631

7 神 戸 市 1,864 70,267 29,834 1,601

8 横 浜 市 2,800 100,203 43,363 1,549

9 相 模 原 市 1,061 37,069 11,610 1,094

10 静 岡 市 1,599 46,450 16,972 1,061

11 岡 山 市 855 28,353 9,061 1,060

12 新 潟 市 1,142 37,331 10,191 892

13 浜 松 市 2,323 76,309 20,146 867

14 京 都 市 2,689 65,261 21,926 815

15 さ い た ま 市 1,057 29,216 7,768 735

16 名 古 屋 市 4,775 106,668 33,059 692

17 福 岡 市 892 21,283 5,660 635

18 大 阪 市 6,873 128,897 35,669 519

19 札 幌 市 950 28,066 4,696 494

 出典：経済産業省「工業統計調査」（平成22年）

１事業所
当たり

（百万円）

市名
順
位

事業所数
（事業所）

従業者数
（人）

製造品
出荷額等
（億円）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜商業の現状＞ 

○平成 19 年商業統計調査による本市の商業の概要は、事業所数 9,604 事業所、従業者数

96,002 人、年間商品販売額４兆 7,341 億円であり、対平成 14 年比で事業所数及び従業者

数が 8.3％（872 事業所）、2.6％（2,556 人）いずれも減少している一方、年間商品販売額

は 2.3％（1,065 億円）の増加となっています。（表５－１－５） 

○平成 14 年以降の推移をみると、卸売業では事業所数及び従業者数が一貫して減り続けて

いるのに対し、年間商品販売額は平成 19 年に対平成 16 年比で増加傾向に転じています。

また、小売業については、事業者数、従業者数及び年間商品販売額ともに、平成 19 年は

対平成 16 年比で増加傾向に転じています。（同上） 

 

 Ⅲ-７４



表５－１－５ 商業の推移 

3,085 37,157 35,174 7,391 61,401 11,102 10,476 98,558 46,276

2,647 31,236 29,281 6,823 61,283 11,406 9,470 92,519 40,687

▲ 14.2 ▲ 15.9 ▲ 16.8 ▲ 7.7 ▲ 0.2 2.7 ▲ 9.6 ▲ 6.1 ▲ 12.1

2,576 30,926 34,732 7,028 65,076 12,609 9,604 96,002 47,341

▲ 2.7 ▲ 1.0 18.6 3.0 6.2 10.5 1.4 3.8 16.4

西区 113 923 460 319 3,319 596 432 4,242 1,057

北区 605 8,002 10,218 794 7,748 1,374 1,399 15,750 11,593

大宮区 470 7,076 11,451 1,383 12,963 3,134 1,853 20,039 14,585

見沼区 245 2,882 2,308 720 6,337 1,130 965 9,219 3,438

中央区 141 2,383 3,397 528 5,288 940 669 7,671 4,336

桜区 186 2,250 2,204 335 3,502 704 521 5,752 2,908

浦和区 185 1,789 1,178 1,046 8,136 1,678 1,231 9,925 2,856

南区 283 2,855 1,662 661 5,976 1,030 944 8,831 2,692

緑区 153 1,122 705 544 5,888 1,063 697 7,010 1,768

岩槻区 195 1,644 1,148 698 5,919 961 893 7,563 2,109

 出典：経済産業省「商業統計調査」（各年６月１日現在）
 注１）平成16・19年の下段は、対前回調査増減率（％）。
    ２）平成14・16年には、岩槻市分を含む。

平成16年

平成19年

平成14年

合計

事業所数
（事業所）

従業者数
（人）

年間商品
販売額
（億円）

小売業

事業所数
（事業所）

従業者数
（人）

年間商品
販売額
（億円）

事業所数
（事業所）

従業者数
（人）

年間商品
販売額
（億円）

卸売業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○平成19年商業統計調査結果を首都圏の他の政令指定都市と比較すると、本市の事業所数、

従業者数及び年間商品販売額は、いずれも横浜市に次ぐ規模となっています。また、本市

のみ小売業の事業所数、従業者数及び年間商品販売額は、対平成 16 年比でプラスとなっ

ています。（表５－１－６） 

表５－１－６ 商業の都市間比較 

さ い た ま 市 2,647 31,236 29,281 1,106 6,823 61,283 11,406 167 9,470 92,519 40,687

千 葉 市 1,918 22,815 23,281 1,214 5,870 52,902 9,630 164 7,788 75,717 32,910

横 浜 市 6,523 70,480 56,889 872 22,004 182,546 36,216 165 28,527 253,026 93,105

川 崎 市 1,955 19,641 18,995 972 8,372 66,357 11,400 136 10,327 85,998 30,396

2,576 30,926 34,732 1,348 7,028 65,076 12,609 179 9,604 96,002 47,341

▲ 2.7 ▲ 1.0 18.6 21.9 3.0 6.2 10.5 7.3 1.4 3.8 16.4

1,692 22,140 26,004 1,537 5,476 55,834 11,207 205 7,168 77,974 37,211

▲ 11.8 ▲ 3.0 11.7 26.6 ▲ 6.7 5.5 16.4 24.8 ▲ 8.0 3.0 13.1

5,634 66,299 60,688 1,077 20,398 182,313 37,194 182 26,032 248,612 97,882

▲ 13.6 ▲ 5.9 6.7 23.5 ▲ 7.3 ▲ 0.1 2.7 10.8 ▲ 8.7 ▲ 1.7 5.1

1,629 22,203 24,748 1,519 7,476 63,117 11,659 156 9,105 85,320 36,407

▲ 16.7 13.0 30.3 56.4 ▲ 10.7 ▲ 4.9 2.3 14.5 ▲ 11.8 ▲ 0.8 19.8

 出典：経済産業省「商業統計調査」（各年６月１日現在）
 注１）平成22年４月１日に政令指定都市に移行した相模原市を除く。
 　 ２）平成16・19年の下段は、対前回調査増減率（％）。
 　 ３）平成16年には岩槻市分を含む。
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平
成
16
年

さ い た ま 市
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（人）

年間商品
販売額
（億円）

卸売業

１事業所
当たり

（百万円）

１事業所
当たり

（百万円）

小売業

千 葉 市

横 浜 市

平
成
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年

川 崎 市

従業者数
（人）

年間商品
販売額
（億円）

事業所数
（事業所）

事業所数
（事業所）

従業者数
（人）

年間商品
販売額
（億円）

事業所数
（事業所）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表５－１－７ 小売業の立地環境特性の都市間比較
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○また、小売業の立地環境特性を比

べると、首都圏の他の政令指定都

市では、商業集積地区やオフィス

街地区を中心に事業所が集積して

いるのに対し、本市では、住宅地

区に占める割合が高いことが特徴

的といえます。（表５－１－７） 

商業集積
地区

オフィス街地区 住宅地区 工業地区 その他

2,251 440 3,681 194
32.0 6.3 52.4 2.8

2,570 192 2,105 200
46.9 3.5 38.4 3.7

11,882 1,465 5,876 637
58.3 7.2 28.8 3.1

3,883 460 2,610 474
51.9 6.2 34.9 6.3

 出典：経済産業省「商業統計調査」（平成19年６月１日現在）
 注１）平成22年４月１日に政令指定都市に移行した相模原市を除く。
 　 ２）上段は各地区の事業所数（事業所）、下段は総数に占める割合（％）

小売業
事業所総数
（事業所）

7,028

5,476

20,398

7,476

さ い た ま 市

千 葉 市

横 浜 市

川 崎 市

462
6.6
409
7.5
538
2.6
49
0.7

 



 

＜農業の現状＞ 

○平成 22 年における本市の総農家数は 4,252 戸であり、平成７年の 5,486 戸と比べ 22.5％

（1,234 戸）減少しています。その内訳をみると、平成７年には販売農家3774.5％、自給

的農家3825.5％であったのに対し、平成 22 年では販売農家 58.3％、自給的農家 41.7％と

なっています。（図５－１－1139） 

○平成 22 年の経営耕地面積は 2,994ha であり、その内訳は販売農家が 2,673ha（構成比

89.3％）、自給的農家が 322ha（10.7％）となっています。（図５－１－12） 

○平成７年と比べると販売農家は 31.1％（1,206ha）減少している一方、自給的農家は 26.3％

（67ha）増加しており、市全体で農家数及び経営耕地面積が減少している中、生業として

の農業を止めている農家が増加している傾向が顕著となっています。（同上） 

○平成 18 年の農業産出額40は 78 億４千万円であり、平成２年の 119 億 47 百万円と比べ７割

に満たない水準に低下しています。また、品目別では、平成２年以降いずれの年も野菜が

全体の約半数を占めており、特に小松菜や甘藷（さつまいも）は、県内有数の生産量を誇

っています。（図５－１－13） 
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注）カッコ内は構成比（％）

図５－１－12 経営耕地面積の推移 
出典：農林水産省「農林業センサス」 

図５－１－11 農家数の推移 
出典：農林水産省「農林業センサス」  
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 図５－１－13 農業産出額の推移 
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                           出典：関東農政局「埼玉農林水産統計年報」  
37 経営耕地面積 30ａ以上又は農産物販売金額が年間 50 万円以上の農家。 
38 経営耕地面積 30ａ未満又は農産物販売金額が年間 50 万円未満の農家。 
39 図５－１－11～13 の平成 17 年以前のデータには、岩槻市分を含む。 
40 平成 19 年より市町村単位の集計は行われていない。 



（２）新しい産業の育成 

ア）概況 
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弱含みとなり、さらに、エコカ

近い水準まで回復していましたが、震災発生後の電力供給の制約やサプライチェーンの寸

断、風評被害などによって、国内企業は生産活動の低下を余儀なくされるなど、極めて厳

○その後、生産活動は、やや持ち直しの動きが見られたものの、欧州債務危機及び米国債務

内中小企業にも大きな影響を及ぼすことが懸念されます。 

原発事故などの危機を乗り越え、新たな

成長につなげる指針として「日本再生の

済・社会・国際の３つの分野で新たな可

需要を掘り起こすとともに、我が国の強

みであるものづくり分野の技術開発を

○平成 20（2008）年のリーマンシ

ョック後、国内の景気は、アジ

アを中心とした海外経済の堅調

な成長による輸出需要の回復、

エコカー補助金や家電エコポイ

ント制度などの景気刺激策を背

景に、平成 21（2009）年春頃か

ら、持ち直し傾向にあったもの

の、翌年秋頃には、アジアを中

心とした生産調整により輸出が

ー補助金の終了とも重なり、足

踏み状態となりました。（図５－２－１） 
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出典：内閣府「四半期別 GDP 速報」に基づき作成 

図５－２－１ 平成 20（2008）年第３四半期（Ⅲ）＝100
とした場合の実質国内総生産（支出側）の推移 

○その後は、各種の経済対策による一時的な反動が緩和していくにつれ、平成 22（2011）年

に入り、景気は再び持ち直しに転じ、東日本大震災の直前には、リーマンショック以前に

しい局面に立たされました。（同上） 

上限問題に端を発した最近の歴史的な円高の進行は、国内企業の輸出競争力を大きく損な

うとともに、国内への投資の減少をもたらし、ひいては地域経済の重要な担い手である市

○このような状況下、平成23年12月には、

基本戦略」が閣議決定されました。この

基本戦略では、我が国の再生に向け、経

能性を開拓する「フロンティアへの挑

戦」が強く打ち出されています。 

○経済のフロンティアでは、ヘルスケアや

子育て支援など新たなサービスの潜在

進め、革新的な材料・製品を生み出すなど、成長分野でのイノベーションを進め、新産業・

新市場を創出することが不可欠とされています。 

＜イノベーションを通じた新産業・新市場の創出＞ 

出典：国家戦略会議「日本再生の基本戦略」（平成 23 年 12 月）
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○本市は、東日本の交通要衝という地理的優位性に加え、製造出荷額が全国政令指定都市の

中で第１位である光学機械器具・レンズ製造業を含む精密機械器具をはじめ、業務用機器、

輸送機器、金属製品、電子部品・デバイスなど、高度な基盤技術を有する多彩な製造業が

集積し、新産業・新市場にも結び付くポテンシャル（潜在能力）に恵まれています。 

○これまで本市では、後述するさいたま市産業振興ビジョンに掲げた「強い産業力の醸成と

躍動する都市づくり」を基本目標に、戦略的な企業誘致活動などを通じ、本市の立地特性

を活かした企業の本社・研究開発機能の集積や、研究開発型企業の育成と集積に積極的に

取り組んできました。 

○人口減少社会の到来や少子高齢化、経済のグローバル化の急速な進行など、社会全体が大

きな転換期を迎える中、本市が将来にわたって活力ある都市であり続けるためには、本市

の特性やポテンシャルを活かした新産業の育成・強化などを通じ、より足腰の強い自立型

の経済産業構造を確立することが重要な政策課題の１つとなっています。 

 

イ）本市の主な取組 

□産業振興を進める上での課題や新たな可能性を整理した上で、現在実施中の施策及び新た

に取り組むべき施策の整理・見直しを図り、本市経済の発展をより一層進めていくため、

平成 21 年３月に「さいたま市産業振興ビジョン（計画期間：平成 21 年度～25 年度）」を

改訂しました。 

□産業経済の活性化及び新たな雇用機会の創出を図るため、関係機関と連携し、国内外企業

への積極的な誘致活動に取り組んでいます。これらの取組の結果、平成 17 年度～23 年度

までに 86 社の立地を実現しました。また、戦略的な企業誘致活動を継続的に展開するた

め、その受け皿となる新たな産業集積拠点の創出に向けた検討も進めています。 

□産業連携支援センター埼玉41を活用し、企業間又は大学等と研究機関とのマッチングを促

進するとともに、産学連携をテーマとする研修会や講習会等の実施を通じて、市内におけ

る新産業の創出及び基盤技術産業などの育成に取り組んでいます。 

□研究開発型企業の競争力向上及び市内産業全体のイメージアップを図るため、独創性・革

新性に優れた技術を持つ研究開発型企業を「さいたま市テクニカルブランド企業」（平成

23 年度末現在 31 社）として認証し、積極的な広報活動を展開するとともに、競争力向上

に向けた支援に取り組んでいます。 

□本市を中心として地域に集積する研究開発型ものづくり企業の医療機器関連分野への新

規参入や事業拡大を支援するため、平成 24 年１月に「さいたま医療ものづくり都市構想

（目標年次：平成 33 年度）」を策定し、産学官医が連携する参入支援プラットフォーム構

築に取り組んでいます。 

□平成 23 年 12 月の「次世代自動車・スマートエネルギー特区」の指定を踏まえ、市内企業

等との連携による、低炭素型パーソナルモビリティの研究開発を進めています。 

□国の支援事業の活用や関係機関と連携した取組を行うことにより、外国企業の立地誘導や

市内企業の海外展開に向けた支援に取り組んでいます。 

 
41 さいたま市産業創造財団と（財）埼玉県産業振興公社の運営により、新製品・新技術の開発を支援するために、産学

連携相談をはじめとする各種事業を実施。 

http://www.sozo-saitama.or.jp/index.html


□市内産品等の消費促進や市内企業の取引活性化、さらには本市産業全体のイメージアップ

を図るため、事業者や生産団体と協働し、地域資源や地域特性を活かした「さいたま市ブ

ランド」づくりに取り組んでいます。 

 

ウ）今後の重点課題 

 

◆地域経済活力の維持・増進を図るため、今後も引き続き、市内産業の基盤を支えてい

る中小企業への支援、産学官連携の推進による技術革新・新産業の創出を積極的に進

める必要があります。 

◆東日本の一大交流拠点都市としての本市の立地優位性を活かし、研究開発型企業をは

じめとした国内外の優良企業の誘致・育成に取り組むとともに、グローバル化の視点

から、企業間の国際連携促進による新製品開発や市場開拓など、市内企業の国際化推

進を図ることにより、本市産業をけん引する企業を創出していくことが求められてい

ます。 

◆地域の中でより活発な経済循環が生まれるような、より足腰の強い自立型の経済産業

構造の確立に向け、環境や医療をはじめとした、市民の暮らしの質の向上につながる、

さまざまな社会・地域課題の解決に資する新たな事業活動の創出に努める必要があり

ます。 
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（３）生活関連産業の振興 

①商業 

ア）概況 

○平成 19 年における国内小売業の年間販売額、事業所数及び従業者数のうち、中小小売店

の１つである商店街が占める割合は、いずれも約４割を占めており、地域住民の暮らしに

密着した生活関連産業として、商店街が重要な役割を果たしていることがうかがえます。

（図５－３－１） 

 

その他の
地区

82兆円
（60.6％）

商店街
53兆円

（39.4％）

年間
販売額

135兆円

その他の
地区

464万人
（61.2％）

商店街
294万人
（38.8％）

従業者数
758万人

その他の
地区
71万

事業所
（62.4％）

商店街
43万

事業所
（37.6％）

事業所数
114万
事業所

 

 

 

 

 

 

 

 

 図５－３－１ 商店街の経済的な地位 
出典：経済産業省「平成 19 年商業統計調査」  

○「2011 年版中小企業白書」（中小企業庁）によると、人口減少により国内需要が縮小する

中で、小売業の年間販売額及び売場面積が、売場面積 500 ㎡以上の事業所では増加し、500

㎡未満の事業所では大幅に減少するという現象が全国的に進行するなど、商業をめぐる状

況は大きく変化しています。（図５－３－２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：中小企業庁「2011 年版中小企業白書」（平成 23 年７月） 

図５－３－２ 売場面積規模別の小売業の年間販売額及び売場面積 
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○中小企業庁の「平成 21 年度商業実態調査報告書」によると、平成 15 年度以降、空き店舗

率は年々増加し、平成 21 年度では前回調査から 1.84 ポイント増加の 10.82％となってお

り、本調査が開始された平成７年度以降、初めて 10％を超えています。また、退店（廃業）

した理由では、「商店主の高齢化・後継者の不在」が 62.6％と半数以上を占め、次いで「他

の地域への移転」が 23.2％、「商店街に活気がない」が 19.4％となっています。（図５－

３－３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図５－３－３ 左：１商店街当たりの空き店舗数及び空き店舗率の推移 
右：過去３年間に退店（廃業）した理由  

出典：中小企業庁「平成 21 年度商業実態調査報告書」 
 

○「平成 22 年度 埼玉県の消費者動向」

（埼玉県産業労働部）によると、本

市を含む県央県南地区では、地元商

店（街）で「ほとんど買物しない」は、

前回調査の平成 17 年の 45.2％から

7.7ポイント増加の 52.9％で過半を超

えています。（図５－３－４） 

○また、地元商店（街）でほとんど買物

をしない理由では、「一ヶ所で買い物

が済まない」が 45.8％で最も高く、次

いで「地元に商店（街）がない」の 35.5%、

「駐車場がない」の 23.4％となってい

ます。（表５－３－１） 

5.6

6.8

10.8

12.2

13.2

16.1

17.4

19.6

52.9

45.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成22年

平成17年

ほとんど毎日 週３～４回程度 週１～２回程度

月に数回程度 ほとんど買い物しない

買い物をする

図５－３－４ 地元商店(街)での買物頻度（県央県南） 

出典：埼玉県産業労働部「平成 22 年度 消費者動向調査」 

注）端数処理の関係で個別に積み上げた値の合計が 100％と

ならない。 

表５－３－１ 地元商店街で買い物を 

しない理由（県央県南）

○本市の商業の概況については、平成２０年に端を発

したリーマンショックや長期化しているデフレによ

る影響、個人消費の減少等から、商店会数とその会

員数及び商店会連合会加盟商店会数は一時増加する

年度があるものの、緩やかに減少する傾向にありま

す。(表５－３－２) 

回答率
（％）

1 １ヶ所で買い物が済まない 45.8

2 地元に商店（街）がない 35.5

3 駐車場がない 23.4

4 価格が高い 21.3

5 品揃えが少ないから 20.2

6 店に入りにくい（出づらい） 19.8
 出典：埼玉県産業労働部「平成22年度消費者

         動向調査」より抜粋
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○一方、大型店においては店舗数や店舗面積は増加しており、大型店の中には商店会に加入

しない店舗もありますが、大型店と商店会が共同で商店街の活性化事業を実施している例

もあります。 

表５－３－２ 商店会の推移 ○商店会会員減少の内的要因の

ひとつとして、会員の高齢化や

後継者の不在等が挙げられ、そ

のことにより退店や休廃業す

るなど空き店舗が発生し、商店

街の連続性が欠けるなど組織

低下や商店街活動の低下など

が生じています。 

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

208 202 202 198 197
－ ▲ 2.9 0.0 ▲ 2.0 ▲ 0.5

7,879 7,375 7,394 7,233 6,945
－ ▲ 6.4 0.3 ▲ 2.2 ▲ 4.0

162 160 153 159 157
－ ▲ 1.2 ▲ 4.4 3.9 ▲ 1.3

5,906 5,496 6,197 5,916 6,048
－ ▲ 6.9 12.8 ▲ 4.5 2.2

 出典：さいたま市商店街実態調査等（各年４月１日現在）
 注）上段は実数、下段は対前年度増減率（％）。

会員数

商店会数

商店会連合会加
盟商店会数

会員数

○商店街は、地域住民にとって買物の場としての機能だけでなく、近隣住民が集まる地域コ

ミュニティの拠点となるほか、管理する街路灯による地域防犯力の向上等、様々な役割が

求められており、人々で賑わい活気に溢れた商店街として存続していくためには、会員の

増加や組織強化、賑わいを創出するための活性化事業や共同施設の整備などが必要と考え

られます。 

○商店街がにぎわいを創出するために設置する街路灯について、所有する商店会や街路灯基

数は減少しているものの、東日本大震災の影響等もあり、街路灯の LED 化に取り組む商店

会は多く、LED 街路灯基数は増加しています。現在までに街路灯を所有している商店会の

34.0％が LED 街路灯を導入し、LED 街路灯基数は平成 23 年度までに全体の 29.4％に上っ

ています。（表５－３－３) 

表５－３－３ 商店街（会）の街路灯 LED 化の状況 

 

平成21年度 161 10 6,497 235 6.2 3.6

平成22年度 160 34 6,364 888（653） 21.2 13.9

平成23年度 150 51 5,817 1,711（823） 34.0 29.4

 出典：経済局経済部商工振興課資料（各年度末現在）

 注）「ｃ）商店街街路灯基数」には、水銀灯、蛍光灯を含む。

ｂ/a）商店会の
LED街路灯
導入率（％）

ｃ/ｄ）商店街
街路灯LED
化率（％）

ａ）街路灯所有
商店街数

ｂ）LEDを導入
した商店会数

ｃ）商店街
街路灯基数

（基）

ｄ）LED街路灯
基数（基） 

 

 

 

 

 

イ）本市の主な取組 

□商店会が賑わいを創出するために設置する商店街街路灯は、地球環境への負荷が少ない省

エネルギーである、LED 街路灯への建替え、既存街路灯ランプ（LED ランプを除く）の LED

ランプへの交換を積極的に推進しています。 

□商業等の振興に関する施策を総合的に推進することで、市内経済の発展と市民生活のさら

なる向上を目指すことを目的として、平成 23 年４月１日から「さいたま市商業等の振興

に関する条例」を施行しています。現在、本条例に基づき、「さいたま市商業等振興審議

会」を設置し、商業等の振興に関し重要な施策の審議をしています。 
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□商店街は商業機能にとどまらず、地域コミュニティの拠点であるとの認識に立ち、少子高

齢社会への対応やにぎわいの創出の核となるような商店街の取組みに対し支援を行うと

ともに、地域商業の活性化や個人消費の拡大を目的とした商店街での統一キャンペーン事

業を通じ、地域商業の活性化や個人消費の拡大を目的とした商店街の組織強化と大型店等

との連携の促進に取り組んでいます。 

 

ウ）今後の重点課題 

 

◆消費者ニーズが高度化、多様化する一方で、商店主の高齢化や商店会の組織力低下な

ど、小売業を中心とした地域商業は依然として厳しい環境下にあり、魅力的な商品開

発や店舗づくりを進めるとともに、集客資源と連携することで、来街者を呼び込み、

市内消費の拡大に繋がる取り組みなど、従来の枠組みにとらわれない支援策が求めら

れています。 

◆商店街は、従来からの商業機能に加え、買い物などを通じて近隣住民が集い、交流す

る地域コミュニティの拠点としての機能を有しており、地域コミュニティの核として、

賑わいを創出する各種イベントの開催や地域の課題や社会課題に対応した事業を取り

組む商店会に対し、積極的に支援を行っていく必要があります。 
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②農業 

ア）概況 

○平成 23 年５月に公表された農林水産省の「平成 22 年度 食料・農業・農村白書」による

と、我が国全体の食料自給率（供給熱量ベース）は、近年 40％前後で推移しており、他の

先進国と比べ、最低の水準となっています。（図５－３－５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）日本は平成 21 年度、それ以外の国は平成 19 年の値。 

出典：農林水産省「平成 22 年度 食料・農業・農村白書」（平成 23年５月） 

図５－３－５ 諸外国の食料自給率（供給熱量ベース） 
 

 

○このような状況下、国では平成 22 年３月に新たな「食料・農業・農村基本計画42」を策定

し、販売農家数や農業所得、農地面積の減少、耕作放棄地の増加、「品質」や「安全・安

心」といった消費者ニーズなど、食料・農業・農村をめぐる状況を踏まえて、今後取り組

むべき施策の基本的な方針を以下のとおり整理し、平成 32 年度までに供給熱量ベースで

の総合食料自給率 50％の達成を目指すものとしています。 

・再生産可能な経営を確保 

・多様な用途・需要に対応して生産拡大と付加価値を高める取組を後押し 

・意欲ある多様な農業者を育成・確保 

・優良農地の確保と有効利用を実現 

・活力ある農山漁村の再生に向けた施策の総合化 

・安心を実感できる食生活の実感 

 

○本市の農業については、首都圏の中では貴重で大規模な緑地空間にもなっている見沼田圃、

荒川や綾瀬川、元荒川などの流域に広がる豊かな水田地帯をはじめとする優良農地が存在

し、また首都圏という大消費地に位置する地理的優位性を活かし、高度技術集約的な農業

経営の発展に努めています。 

 

 

 

 

 

                            
42
 食料・農業・農村基本法に基づき、食料・農業・農村に関し、政府が中長期的に取り組むべき方針を定めたものであ

り、情勢変化等を踏まえ、概ね５年ごとに変更することとされている。 
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○しかし、全国的な傾向と同様に、本市でも農家人

口の減少や従事者の高齢化、後継者の不足、農地

の減少に歯止めがかからない状況が続くなど、農

業の経営は依然として大変厳しい状況に置かれ

ています。（図５－３－６） 

20歳代

0.9％

15～19歳

0.0％

30歳代

3.4％

40歳代

5.4％

50歳代

15.0％

60歳代

28.6％

70歳以上

46.7％
農業就業

人口

（販売農家）

3,779人

○新鮮で安全な農産物の都市住民への供給、身近な

農業体験の場の提供、災害に備えたオープンスペ

ースの確保、ヒートアイランド現象の緩和、心安

らぐ緑地空間の提供といった都市農業の機能や

効果が十分発揮できるよう、これらの機能・効果

への都市住民の理解を促進しつつ、都市農業を守

り、持続可能な振興を図るための取組を推進する

ことが求められます 

出典：農林水産省「農林業センサス」 

図５－３－６ 農業就業人口（販売農家） 

の年齢構成比（平成 22 年） 

 

イ）本市の主な取組 

□農業を取り巻く環境の変化に対応しつつ、農業が持つ可能性を切り開き、持続可能な農業

を目指して、平成 21 年４月に農業振興施策やその具体化に向けたアクションプランを示

した「さいたま市農業振興ビジョン」を改訂し、地産地消の確立や農業経営の安定・生産

性の向上、農地の保全と農業の持続、農のあるまちづくりの推進という４つの柱に沿って

積極的に施策を進めています。 

□地産地消の確立に向け、農産物を市内で生産消費する仕組を整備するとともに、消費者に

安全・安心な農産物を供給するため、生産者に対するエコファーマー43への転換や特別栽

培農産物44の生産等を促すとともに、市内の特色ある農産物を原料とした加工品の開発な

どに取り組んでいます。 

□農業後継者の育成や地域の担い手を認定農業者45として育成し、農業経営規模の拡大に努

めるとともに、農業の多面的機能を活用した市民とのネットワークづくりなど、農業への

理解を深め、特色ある都市農業の振興に取り組んでいます。平成 24 年１月現在、市内に

は 166 経営体（191 人）の認定農業者がいます。 

 

 

 

 

 

 

                            
43 平成 11 年７月に制定された「持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律（持続農業法）」に基づき、「持続

性の高い農業生産方式の導入に関する計画」を都道府県知事に提出し、当該導入計画が適当である旨の認定を受けた農

業者の愛称名 
44 農薬及び化学肥料の使用を県慣行基準の半分以下に減らして栽培された農産物のことであり、埼玉県による認証制度

がある。 
45 効率的で安定した魅力ある農業経営を目指す農業者が、自ら作成する農業経営改善計画（５年後の経営目標）を市町

村が基本構想に照らして認定し、その達成に向けて様々な支援措置を講じていこうとするもの。 
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ウ）今後の重点課題 

 

◆農産物の価格や農業所得の低迷による経営不安、農業者の高齢化・担い手不足、農地

の減少など、多くの問題・課題が生じている中で、従来にも増して迅速かつ柔軟に農

業の持続と発展に向けた問題解決方法や、本市の特徴を活かした取組を展開する必要

があります。 

◆食の安全・安心の確保、災害時の避難場所や延焼遮断などの防災機能、農業体験等を

通じた市民相互及び農業者とのコミュニケーションの形成など、農業・農地が果たし

ている多面的役割が、将来にわたり持続的に発揮されるよう、地域ぐるみで農業を守

り支えていく必要があります。 

◆より多くの市民が安心して地元の農産物を購入できるよう、都市農業に適した地産地

消の総合的な取組や市内農業の効果的な PR などを通じ、地産地消の拡大に向けた取組

を進める必要があります。 
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③観光 

ア）概況 

○全国的に少子高齢化の進行や、地域における所得の多くを稼ぎ出している現役世代ともい

える生産年齢人口の本格的な減少に伴い、域内消費の減退が予測されている一方、これを

補うために域外からより多くの人々を呼び込み、経済活力の維持・増進を図るため、観光

を核とした地域振興に取り組む都市が増加傾向にあります。 

○近年、政府も観光立国の実現に向け、ビジット・ジャパン事業（訪日旅行促進事業）をは

じめ、各種プロジェクトを積極的に推進しています。本市においても、次のような特徴あ

る観光資源があり、その様々な資源の魅力を高め、活用していくことで、地域経済の活性

化や交流機会の増加、本市のイメージアップにつなげていくことが求められます。 

・見沼田圃に代表される豊かな自然環境、緑地空間 

・武蔵一宮氷川神社をはじめとする歴史文化資源 

・大宮盆栽村、岩槻人形、浦和のうなぎなど固有の生活文化・伝統 

・全国から鉄道ファンを集める鉄道博物館 

・埼玉スタジアム 2002、さいたまスーパーアリーナ、大宮ソニックシティ 

などのコンベンション施設の存在 

○埼玉県の「入込観光客「推計」調査」によると、

平成 21 年に本市を訪れた観光客数は 2,099 万

６千人で、来訪目的で最も多かったのは「各種

行事・まつり見学客」の 1,039 万４千人（構成

比 49.5％）、以下、「スポーツ客」の 432 万８千

人（20.6％）、「遊園地客」の 232 万４千人

（11.1％）の順であり、上位３位までの合計が

全体の 81.2％を占めています。（図５－３－７） 

ハイキング等

95千人

(0.5％)

釣り

22千人

(0.1％)

花見等

361千人

(1.7％)

産業観光客

101千人

(0.5％)
その他

2,246千人

（10.7％）

寺社参拝・

文化財等

1,127千人

（5.4％）

遊園地客

2,324千人

(11.1％)

スポーツ客

4,328千人

(20.6％)

各種行事・

まつり

10,394千人

(49.5％)

観光客数

20,996千人

○本市は、サッカーJ リーグに所属する浦和レッ

ズと大宮アルディージャのホームタウンであ

るなど、スポーツに対する市民の関心が高く、

入込観光客数に占めるスポーツ観戦者の割合

が高いという特徴を持っています。 
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○スポーツをめぐっては、観光庁が、観光による

内需拡大の必要性が高まる中、我が国の豊富な

スポーツ資源を最大限に活用し、インバウンド拡大及び国内観光振興の起爆剤とすること

が求められているという認識のもと、スポーツ観光を今後の成長分野の１つと位置付けて

います。 

図５－３－７ 目的別入込観光客数の構成比 

出典：埼玉県産業労働部観光課 

「平成 21 年入込観光客「推計」調査」 

注）端数処理の関係で個別に積み上げた値の合計

が 100％とならない。 

○今後、本格的な人口減少・超高齢社会の到来による経済活力の低下が懸念される中、本市

におけるスポーツを活用した観光の振興は、他業種への需要創出効果や雇用創出効果など、

様々な面で大きな経済波及効果を生み出すことが大いに期待されます。 



○平成 22 年３月、本市の新たな名所として、市民はもとより、国内外からの来訪者に盆栽

の素晴らしさ、面白さに気軽にふれてもらうための主要な観光拠点として「大宮盆栽美術

館」を開館しています。 

 

イ）本市の主な取組 

□平成 19 年３月、多くの人々が集い、楽しみ、にぎわうまちとなることを目指し、「訪れた

くなるまち・招きたくなるまち さいたま」を将来像として、その実現に向けた観光振興

政策の基本方針や施策などを示した「さいたま市観光振興ビジョン」を策定しました。 

□平成 18 年２月に、市内の観光案内所（大宮駅、さいたま新都心、浦和）が、独立行政法

人国際観光振興機構から、外国人観光客に外国語で対応できる観光案内所である「ｉ」案

内所の指定を受けるなど、国内観光客のみならず、外国人観光客の利便性向上にも取り組

んでいます。 

□本市の観光資源の魅力を市内外に向け、広く発信するため、半日観光ルートマップの作成

や「さいたま観光大使」による PR を推進するとともに、観光案内の拠点となる観光案内

所の充実や観光客の移動手段の開発などに取り組んでいます。 

□市内在住・在勤・在学の方を対象に、今後の観光政策に活用していくため「さいたま市に

行ってみたくなる」ような、また、本市の観光の魅力を言葉で伝えられる観光標語（観光

キャッチフレーズ）を募集した結果、平成 23 年２月に「おいでよ さいたま 新発見！！」

を観光標語に決定しました。 

□市民及び有識者等により組織する「さいたま市観光振興懇話会」を平成 22 年度に設置し、

平成 23 年度までの２年間、「来訪する観光客の拡大策」や「観光振興ビジョンの推進方策」

など本市の観光政策のあり方を研究しました。 

□大宮盆栽 JAPAN ブランド化事業ついては、中小企業庁の補助事業である中小企業海外展開

支援補助金を活用し、（社）さいたま観光国際協会が事業主体となって実施しており、平

成 23 年度には、大宮盆栽を JAPAN ブランドとして確立するため、海外市場調査及び海外

展開戦略策定などを行いました。 

□「サッカーのまち」として全国的にも極めて高い知名度や全国規模での大会にも対応可能

な大型施設の集積などの特性を活かし、スポーツの分野で新たな観光・交流人口の拡大を

図るため、平成 23 年 10 月にスポーツに関するシティセールスや関連マーケティング活動

を専門的に展開する組織として、本格的なスポーツコミッションとしては国内初となる

「さいたまスポーツコミッション」を設立しています。 

 

 

 

 

 

 

 

＜代表的な観光資源の例＞ 
（左から右へ：うなぎ、鉄道博物館、岩槻の人形、大宮盆栽） 
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ウ）今後の重点課題 

 

◆観光地としての都市間競争力を強化するため、ターゲットにすべき観光客及びニーズ

を明確に設定した上、既存の観光資源を相互にリンクさせた周遊型の観光商品づくり

や、地域特性を活かした新たな観光資源の発掘とネットワーク化による有効利用など、

市全体の観光資源の魅力向上に向けた取組を重層的に進める必要があります。 

◆従来の紙媒体やホームページに加え、口コミサイトやブログ、SNS（ソーシャル・ネッ

トワーキング・サービス）など、情報発信ツールの多様化が急速に進む中、ターゲッ

トとする観光客の特性に応じた情報発信ツールの使い分けや、多様な主体の取組によ

って、様々なルートを通じ観光情報が継続的に発信される機会の拡大を図る必要があ

ります。 

◆施策やプロジェクトなどの立案段階から、市内における交通・観光サービスの担い手

である民間事業者や各種団体等を積極的に引き込むことで、より実効性の高い観光振

興の推進体制を確立する必要があります。 
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（４）産業活動の活性化の環境づくり（雇用等） 

ア）概況 

○現在、我が国の雇用を取り巻く環境は、歴史的な円高の進行や欧州の債務危機問題という

景気下押し圧力に、東日本大震災やタイで発生した大洪水などの大規模な自然災害の影響

が加わり、極めて厳しい状況に直面しています。 

○「平成 23 年版厚生労働白書」によると、完全失業率は高度経済成長期から 1970 年代まで

は１％前後で推移していましたが、1980 年代は２％台、1990 年代は４％台、2000 年代は

５％台まで上昇しています。一方、平成 22（2010）年の有効求人倍率は 0.52 倍と、過去

最悪を記録した前年に比べ若干改善されたものの、過去３番目に悪い水準となっています。

（図５－４－１） 

 

図５－４－１ 完全失業率と有効求人倍率の推移 
出典：厚生労働省「平成 23 年版厚生労働白書」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○総務省の「就業構造基本調査報告」によると、平成 19 年 10 月１日現在、15 歳以上の市民

101 万８千人のうち、有業者は 617,400 人、有業率は 60.6％となっています。また、無業

者 400,600 人のうち、家事をしている者や通学している者などを除いた就職希望者は

109,600 人であり、無業者全体の 27.4％を占めています。 

○市内には、ハローワークやヤングキャリアセンター埼玉など、国・県の就労関連施設が数

多く立地しており、就労支援に関しては比較的恵まれた環境にあるといえます。しかし、

全国的な景気の低迷を背景として、埼玉県全体でも求人数が求職者数を大きく下回る状況

が続き、平成23年 10月の県内の有効求人倍率は0.51倍と大変厳しい状況にあります。（図

５－４－２） 
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図５－４－２ 埼玉県内の求人・求職者数及び求人倍率の推移 
出典：埼玉労働局「埼玉労働市場ニュース」（平成 23年 12 月分） 

○本市が平成 21 年度に市内１万事業所に対して実施した「さいたま市事業所雇用実態調査」

をみても、「昨年同期と比較した経営状況」では、「多少悪くなっている（34.9％）」と「か

なり悪くなっている（36.2％）」を合わせた「悪くなっている」が 71.1％を占めているほ

か、「来年度の雇用予定」についも、正規雇用では 71.1％、非正規雇用でも 69.6％の事業

所が「現状維持の予定」となっています。（図５－４－３） 
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図５－４－３ 左：昨年同期と比較した経営状況、右：来年度の雇用予定 
出典：経済局経済部労働政策課「さいたま市事業所雇用実態調査」（平成 22 年３月） 
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○厚生労働省によると、

平成23年４月１日現在

の大学生の就職内定率

は 91.0％であり、平成

12 年３月卒の調査開始

以来、最低の数値とな

っています。（図５－

４－４） 

○さらに、「平成 22 年就

業形態の多様化に関す

る総合実態調査」による

と、平成 22 年 10 月時

点における正社員以外の労働者の割合は 38.7％となり、前回調査（平成 19 年）の 37.8％

から 0.9 ポイント増加し、過去最高を記録しています。（図５－４－５） 

図５－４－４ 大学生の就職（内定）率の推移 
出典：厚生労働省「平成 23 年度 大学等卒業予定者の就職内定状況調査」 
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 図５－４－５ 就業形態別就労状況（労働者割合）の推移 
出典：厚生労働省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」  

○併せて、長期的な生産年齢人

口の減少が予想される中に

あって、特に市内中小企業に

おいては、優秀な人材の確

保・定着・育成による労働生

産性の確保が大きな課題と

なっていることから、特に体

系的な人材育成が容易でな

い中小企業に対する支援を

進めるとともに、将来を見据

えた「職業観」の育成など、

学齢期からの産業人材育成

に取り組む必要があります。（図５－４－６） 
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出典：「さいたま市政策局推計」（平成 24 年３月） 

図５－４－６ 本市の生産年齢人口の将来予測 

○また、多様な就業機会の創出を図る上で、起業・創業の促進を図ることは非常に重要です。

特に、本市においては、子育て期にある女性や企業を退職したＯＢ人材（いわゆる「アク

ティブシニア」）が、そのスキルや経験を活かして、新たなビジネスチャンスを創出する

ことが、地域や社会の課題解決を図るうえでも期待されるところです。 

 

イ）本市の主な取組 

□平成 19 年３月、雇用の活性化を通じて、地域としての自立度や魅力を高め、躍動するま

ちづくりの形成につなげるため、平成 19 年度～23 年度までを計画期間に、雇用施策の体

系や先導的に取り組むべき事業などを示した「さいたま市雇用対策推進計画」を策定して

います。なお、平成 24 年３月には計画期間を２年間延長するとともに、策定時から激変

した雇用情勢に対応するべく、計画内容の見直しを行いました。 

□市とハローワーク浦和が共同運営する新たな就職支援拠点「さいたま市ふるさとハローワ

ーク」を平成 21 年５月に開設し、平成 22 年度は 494 件の就職実績をあげました。 
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□より安定した、又は希望する職種等への就労を目指したステップアップのための支援とし

て、若年者向けの就職支援セミナー、キャリア・コンサルティング、新規学卒者等雇用型

就業体験事業や、母子家庭の母親を対象とする資格取得支援を実施しています。 

□働く場と同時に住居を失った市民に対する自立支援と、セーフティネット機能を強化する

ため、全 10 区の福祉事務所に自立生活支援相談窓口を設置し、関係支援機関との連携の

もと、総合的な就労支援に取り組んでいます。 

□起業・創業を支援するため、創業者育成施設「案産館」の設

置や、さいたま市を元気にする斬新なアイデアあふれるビジ

ネスプランを表彰する「さいたま市ニュービジネス大賞（Ｓ

ＮＢ大賞）」などに取り組んでいます。平成 16 年度～23 年

度までの創業実績は 174 件となっています。 

□さらに、本市が中小企業や創業者をサポートするために設置

した「さいたま市産業創造財団」を中心に、経営や創業、本市の融資制度に関する相談、

アドバイザーの派遣、セミナー・研修会の開催、地域経済に関する調査など、様々な支援

事業を実施しています。 

 

ウ）今後の重点課題 

 

◆雇用のミスマッチの解消に向け、市内企業・事業所における求人ニーズや情報の的確

な把握を行うとともに、求職者の就労意向・能力に応じたきめ細かな就労支援サービ

スの提供に努める必要があります。 

◆国や県、また、市内企業や地元産業界との連携を図りながら、働きたい市民のライフ

サイクルに応じ、若年者、女性、中高年齢者、障害者などの多様なニーズにあわせた

魅力ある就労支援を推進する必要があります。 

◆市内企業の事業活動を支えるため、年代、ライフステージ等に応じた産業人材の育成

に体系的に取り組む必要があります。 

◆起業・創業を促進するため、今後も引き続き、関係支援機関との連携のもの、様々な

支援事業に取り組む必要があります。 
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６ 安全・生活基盤 

 

（１）都市防災 

ア）概況 

○平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災は、東北地方から関東地方にかけての広い範

囲で、戦後最大級といわれるほどに未曽有の大惨事をもたらしました。市内でも、道路や

公共施設などが破損するとともに、多数の帰宅困難者が発生するなど、市民生活がかつて

経験したことのない不安を受けました。 

○地震調査研究推進本部46の報告によると、埼玉県には、群馬県西部から県北東部にかけて関

東平野北西縁断層帯と、県南部から東京都南部まで延びる立川断層帯があるとともに、県

内に被害を及ぼす地震には南関東で発生するマグニチュード７クラスの首都直下地震ま

た相模トラフ沿いで発生するプレート間地震があるとされています。 

○また、西部の山地（関東山地）に比べ、東部の関東平野、その中でも特に河川沿いの低地

では、地盤増幅率が高く、今後 30 年以内に震度６以上の地震に見舞われる確率及び震度

ともに大きくなるとされています。（図６－１－１） 
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出典：独立行政法人防災科学技術研究所「地震ハザードステーション」（平成 21 年版） 

図６－１－１ 今後 30 年以内に震度６以上に見舞われる確率 

46 行政施策に直結すべき地震に関する調査研究の責任体制を明らかにし、これを政府として一元的に推進するため、平

成７年７月に制定された地震防災対策特別措置法に基づき総理府に設置（現・文部科学省に設置）された政府の特別機

関。 

http://www.jishin.go.jp/main/yosokuchizu/katsudanso/f031_kanto-heiya.htm
http://www.jishin.go.jp/main/yosokuchizu/katsudanso/f031_kanto-heiya.htm
http://www.jishin.go.jp/main/yosokuchizu/katsudanso/f034_tachikawa.htm


○一方、政府の地震調査研究推進本部によると、南関東を震源域とするマグニチュード７ク

ラスの首都直下地震が、今後 30 年以内に約 70％という高い確率で発生すると予測されて

います。さらに、最近では、東日本大震災で生じた地殻変動によって、首都圏の地盤に圧

力が加わり、首都直下地震が誘発される可能性が高まっているといった指摘47もなされて

います。 

【参考】 さいたま市直下地震による本市の主な被害一覧 

項目 予測内容 対象及び現況 
さいたま市 

直下地震 

建物被害 全半壊棟数 
木造・非木造棟数 

309,518 棟 
61,079 棟

出火件数 248 件
出火延焼被害 

焼失棟数 
－ 

38,278 棟

死者数 2,891 人
人的被害 

負傷者数 58,336 人

避難者数（１日後） 223,410 人
生活支障 

帰宅困難者数 

総人口 

1,215,846 人 

発災時人口 

867,302 人 140,300 人

上水道被害 断水人口（１日後） 
供給人口 

1,214,743 人 
506,431 人

下水道被害 支障人口 
処理人口 

1,215,846 人 
7,959 人

出典：総務局危機管理部防災課「さいたま市被害想定調査」（平成 22 年３月） 

注１）被害が最大となる冬の 18 時、風速 15ｍ／秒を想定。 

２）「さいたま市直下地震」はマグニチュード６クラスの最大である 6.9 を想定。 

 

○平成 23 年度現在、市内に立地する住宅の耐震化率は、戸建住宅のうち木造が 76％、非木

造が 89％、共同住宅のうち木造が 76％、非木造が 97％であり、木造住宅の耐震化の促進

は、防災対策上重要な課題の１つとなっています。（表６－１－１） 

表６－１－１ 住宅の耐震化率の状況       （単位：戸） 

 

 

 

 

 

 

 

 

木造 56,500 49,700 6,800 153,700 210,200 76

非木造 1,800 1,500 300 12,100 13,900 89

木造 8,600 7,600 1,000 23,500 32,100 76

非木造 26,900 6,500 20,400 185,600 212,500 97

93,800 65,300 28,500 374,900 468,700 86

 出典：建設局建築部建築総務課「さいたま市建築物耐震改修促進計画」（平成24年３月）

現状（平成23年度）

種類 構造

合計

ｄ）新耐震
基準（Ｓ57～）

ａ）旧耐震
基準（～Ｓ56）

ｂ）耐震性が
不十分

ｃ）耐震性あり

耐震化率
（％）

（ｃ＋ｄ）／ｅ

戸建住宅

共同住宅

ｅ）合計

 

 

 

 

 

                            
47 東京大学地震研究所が平成 24 年１月に公表した計算結果によると、東日本大震災の発生から昨年 12 月までに首都圏

で起きたマグニチュード（Ｍ）３以上の地震の観測データから、首都圏でＭ７クラスの直下型地震が４年以内に 70％、

30 年以内では 98％という極めて高い確率で起きる可能性があるとしている。 
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○いつ、どこで起こるのか分からない災害による被害を最小限に抑えるためには、自らの生

命は自らが守る「自助」、地域での助け合いにより自分たちのまちは自分たちで守る「共

助」、市民・地域による防災まちづくりへの支援と防災体制の強化である「公助」のそれ

ぞれの対応力を高め、連携することが極めて重要といえます。共助の仕組の１つである自

主防災組織について、平成 23 年４月１日現在の本市の結成率は 86.2％であり、県内 40

市中 21 番目の水準にあります。 

 

イ）本市の主な取組 

□平成 20 年３月に、災害に強いまちづくりを推進していくための根本となる理念や視点、

基本目標を定め、個別・具体的な施策を体系的に整理した「さいたま市災害に強いまちづ

くり計画」を策定しています。 

□本計画の基本理念である「みんなでつくろう、誰もが安心・安全に暮らせる災害に強いま

ち」の具現化に向け、実施計画事業に取り上げた各施策の達成度（平成 22 年度）を評価

し、取組状況の確認などの進行管理を実施しています。 

□評価の結果によると、「Ｃ：予定より遅れている事業」では、緊急輸送道路の沿道におけ

る不燃化・耐震化の促進や、緊急輸送道路上の橋梁や跨道橋・跨線橋の重点的な耐震対策

など、震災時の道路ネットワークの確保を目的とした事業が比較的目立つ状況にあります。 

□地震災害に強いまちづくりを推進するために、民間の住宅や特定建築物48の耐震診断、耐

震補強設計・補強工事を行った所有者等への助成事業を実施するとともに、平成 22 年４ 

月から建替えや耐震シェルターの設置に対する助成制度を創設するなど、既存建築物の耐

震化の支援に取り組んでいます。 

□さいたま市自主防災組織連絡協議会の運営を支援するとともに、自主防災組織の結成促進

及び育成強化を図っています。また、避難生活に備えた自主的な訓練などを行うため、平

成 24 年度末までに、避難区域の自主防災組織を主体とする避難場所運営委員会を、公民

館を除く全ての避難場所 199 箇所に設置することを目指しています。 

□災害に強いまちづくりを目指し、地域の防災力向上と減災のために自ら率先して活動し、

地元の自治会や自主防災組織及び避難場所運営委員会などとともに地域防災の担い手と

なる防災アドバイザーや、災害時に被災者のニーズと、応急対応、復旧・復興支援のため

に市内外から来られるボランティアとの架け橋となり、調整を図る役割を担う防災ボラン

ティアコーディネーターなどの養成及び継続的なスキルアップに取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 
48 多数の者が利用するなど、一定の用途で一定の規模以上の建築物のうち、昭和 56 年６月１日に施行された新耐震基準

を満たしていない建築物。 



ウ）今後の重点課題 

 

◆切迫する首都直下地震に備え、今後より一層、ハード・ソフトの両面から、より総合

的かつ計画的に災害に強いまちづくりを推進することが求められています。 

◆公共建築物の耐震化を計画的に推進するとともに、震災時の道路ネットワークの確保

に向け、緊急輸送道路沿道の耐震化の促進に努める必要があります。 

◆今後も引き続き、地域防災力の中枢を担う防災士（防災アドバイザー）や防災ボラン

ティアコーディネーターの養成及び継続的なスキルアップを図るとともに、自主防災

組織の強化を図る必要があります。 

◆行政と企業が協力し、帰宅困難者も対象に含めた非常用物資の計画的備蓄や従業員の

安全確保を進めるなど、社会全体として防災・減災力を高めていくことが極めて重要

な課題となっています。 
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（２）事故や犯罪の防止 

ア）概況 

○「平成 23 年版 犯罪白書（法務省）」によると、刑法犯の認知件数は、平成８年から毎年

戦後最多を更新し、平成 14 年には 369 万 3,928 件に上ったものの、その後は一貫して減

り続け、平成 22 年では 227 万 1,309 件（対前年比 12 万 8,393 件（5.4％）減）と平成 14

年の約６割の水準にまで低下しています。 

○本市の刑法犯認知件数は、平成 10 年頃から増加傾向が続いていました。しかし、近年、「自

分たちのまちは自分たちで守る」という意識の高まりから、自治会や PTA、地域関係団体

等が自主的に防犯パトロールや子どもの見守り活動を行うようになったことも１つの要

因となり、平成 16 年をピークに 17 年以降減少傾向に転じています。平成 22 年では 18,323

件と、平成 16 年の 34,613 件に比べ 47.1％（16,290 件）大きく減少しています。（図６－

２－１） 
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図６－２－１ さいたま市刑法犯認知件数の推移  

出典：埼玉県資料 
 注）合併前のデータは旧市データの合計による。 

 

自転車盗

28.7%

侵入窃盗

8.0%

その他の

刑法犯

42.6%

オートバイ盗

5.7%

路上強盗

0.1%

ひったくり

1.3%

自販機ねらい

1.4%

車上ねらい

7.1%

自動車盗

1.1%

部品ねらい

3.9%

○平成 22 年の人口千人当たりに換算し

た刑法犯認知件数は 14.96 件であり、

政令指定都市19市中 10番目に低い水

準となっています。 

○本市における近年の特徴として、全体

の中で多く占める犯罪（自転車盗）や、

身近な脅威となる犯罪（ひったくりや

侵入窃盗）など、市民生活に身近なと

ころで発生する犯罪が多く、また、市

民の犯罪に対する不安感や防犯対策

への関心も総じて高い状況にありま

す。（図６－２－２） 
図６－２－２ 平成22年刑法犯認知件数内訳

 
出典：埼玉県資料 
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表６－２－１ 交通事故発生件数等の推移 ○平成 23 年の交通事故発生件数は 6,365 件で

あり、平成 19 年の 7,354 件に比べ 989 件、

13.4％減少しています。区別にみると、見沼

区が 855 件で最も多く、次いで大宮区の 755

件、岩槻区の 739 件の順となっています。（表

６－２－１） 

件数
(件）

死者
（人）

負傷者
（人）

7,354 20 8,847

6,665 19 8,021

6,385 23 7,610

6,916 29 8,155

6,365 19 7,585

西区 497 1 586

北区 701 2 846

大宮区 755 2 889

見沼区 855 2 999

中央区 489 1 560

桜区 437 1 532

浦和区 552 1 659

南区 658 4 771

緑区 682 1 823

岩槻区 739 4 920

 出典：埼玉県警察資料
 注）人身事故のみの数値であり、高速道路上の事故を除く。

平成21年

平成19年

平成20年

平成23年

平成22年

○県内 48 市区の平成 23 年 12 月末現在の人口

千人当たりの交通事故発生率をみると、大宮

区が 6.88 件で第１位、岩槻区が 6.56 件で第

４位となっている一方、南区が 3.75 件、浦

和区が 3.77 件で、それぞれ少ない順の第７

位、第８位に位置しています。（表６－２－

２） 

表６－２－２ 人口千人当たりの人身交通事故発生率（発生率の高位順） 

 順
位

市名
発生率
（件）

順
位

市名
発生率
（件）

順
位

市名
発生率
（件）

1 さいたま市大宮区 6.88 21 羽生市 5.32 41 さいたま市浦和区 3.77

2 八潮市 6.80 22 三郷市 5.30 42 さいたま市南区 3.75

3 戸田市 6.60 23 加須市 5.26 43 新座市 3.69

4 さいたま市岩槻区 6.56 24 和光市 5.21 44 志木市 3.61

5 本庄市 6.52 25 入間市 5.15 45 吉川市 3.52

6 幸手市 6.39 26 さいたま市中央区 5.11 46 飯能市 3.47

7 草加市 6.21 27 狭山市 5.08 47 富士見市 3.41

8 深谷市 6.16 28 桶川市 5.03 48 朝霞市 3.41

9 行田市 6.13 29 さいたま市北区 4.94

10 さいたま市緑区 6.07 30 久喜市 4.92

11 さいたま市西区 5.89 31 蕨市 4.81

12 熊谷市 5.85 32 坂戸市 4.81

13 越谷市 5.83 33 秩父市 4.56

14 所沢市 5.70 34 さいたま市桜区 4.56

15 蓮田市 5.70 35 春日部市 4.53

16 上尾市 5.49 36 日高市 4.46

17 東松山市 5.49 37 鴻巣市 4.32

18 川越市 5.46 38 川口市 4.29

19 さいたま市見沼区 5.41 39 北本市 3.94

20 鶴ヶ島市 5.39 40 ふじみ野市 3.92

 出典：埼玉県警察資料（平成23年12月末現在）
 注１）高速道路の事故を除く。
    ２）人口は、平成23年１月１日現在の埼玉県町（丁）字別人口調査結果報告の数値。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○65 歳以上の高齢者人口の増加とともに、高齢者の積極的な社会参加が進む中、県内では、

平成７年以降連続で高齢者が交通事故死者の最多年齢層を記録し、平成 22 年中も 41.9％

と他の年齢層に比べ突出した割合を占めています。 
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イ）本市の主な取組 

□防犯のまちづくりの基本理念を定め、安全で安心な住みよい地域社会の実現に寄与するこ

とを目的に、「さいたま市防犯のまちづくり推進条例」を制定し、平成 18 年４月から施行

しています。 

□平成 21 年３月には、この条例に示された基本理念を実現し、より一層、防犯のまちづく

りを計画的に進めるために必要な具体的な施策を盛り込んだ「さいたま市防犯のまちづく

り推進計画」を策定しました。 

□自主的に防犯活動を行っている地域の防犯団体に対して、青色防犯パトロール車両の導入

経費をはじめ、防犯活動に要する経費の一部を助成しています。市民防犯意識の高揚と自

主防犯活動を支援することにより、自主防犯活動団体の数を平成 22 年度の 716 団体から

平成 25 年度末までには 780 団体にすることを目標としています。 

□廃止交番を利用した地域防犯ステーションや公共施設などを利

用した防犯パトロール拠点施設の設置を推進しています。このよ

うな拠点施設は、平成 23 年度末現在の 15 箇所から、平成 24 年

度末の 20 箇所に増設することを目指しています。 

＜地域防犯ステーション＞

□市街地内の交通事故発生率の高い地区を対象に、概ね１k㎡のエ

リアを設定し、公安委員会とも連携して面的・総合的な交通安全

対策を進めるとともに、事故危険箇所における安全対策に取り組

んでいます。 

 

ウ）今後の重点課題 

 

◆安心・安全な生活環境を実現するためには、刑法犯認知件数を減らしていく必要があ

ります。刑法犯認知件数の中で多く占める自転車盗、身近な脅威となるひったくりや

侵入窃盗、犯罪が多発する繁華街について、対策を強化していくことが課題となって

います。 

◆安心・安全なまちづくりを推進するため、地域の防犯活動の状況に基づき、関係機関と

連携し、防犯パトロール拠点が必要な場所を検討・設置していくとともに、広報・啓発、

補助金等の支援を継続し自主防犯活動団体を増やしていく必要があります。 

◆「高齢者・子どもの交通安全確保」、「自転車・歩行者の交通安全確保」、「交差点の交通

事故防止」を重点課題として、交通安全教室の開催などの交通安全に関する普及啓発活

動を推進していく必要があります。 
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（３）生活基盤 

①上水道 

ア）概況 

○水道事業は、利用者の水道料金などで事業を運営する地方公営企業49であり、独立採算制

が原則とされています。平成 18 年度以降の年間総給水量は減少傾向にあり、平成 22 年度

では１億 3,735 万㎥、平成 18 年度の１億 3,942 万㎥に比べ 207 万㎥、1.5％減少していま

す。その主な原因としては、景気の低迷や節水意識の定着化、節水型機器の普及などによ

る水需要の伸び悩みが考えられます。 

○有収率は、年間総給水量に対する水道料金収入の対象となる水の割合で、送った水道水が

どこまで効率よく収益につながったのかを表す指標であり、老朽管の布設替工事など漏水

防止対策の推進によって、平成 18 年度の 92.7％から平成 22 年度の 93.7％に上昇してい

ます。（表６－３－１） 

表６－３－１ 水道事業の基本業務量の推移 
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平成18年度 520,405 139,424,410 432,050 381,985 129,283,652 92.7 21.52 28,508

平成19年度 531,885 139,136,000 420,850 380,153 129,224,910 92.9 21.16 28,404

平成20年度 542,530 136,771,880 409,270 374,717 127,624,849 93.3 20.52 27,827

平成21年度 550,339 136,273,270 417,030 373,351 127,699,892 93.7 20.22 27,688

平成22年度 555,804 137,351,660 419,020 376,306 128,674,138 93.7 20.10 27,833

 出典：水道局経営企画室資料
 注）「水道料金収入」は、消費税抜きの金額。

１件１ヶ月
平均使用
水量（㎥）

水道料金

収入注）

（百万円）

１日最大
給水量
（㎥）

１日平均
給水量
（㎥）

（Ｂ）年間総
有収水量

（㎥）

（Ｂ／Ａ）
有収率
（％）

給水件数
（件）

（Ａ）年間
総給水量

（㎥） 

 

 

 

 

 

○水道事業の会計は、収益的収支と資本的収支に分けて会計処理するよう法令で定められて

います。このうち、収益的収支とは、水道水を使用者へ送り届けるまでの費用とその財源

であり、主な収入は、使用者からの水道料金です。また、資本的収支とは、水道施設を新

たに建設したり、整備・改良したりするために必要な経費とその財源であり、主な収入は、

国などからの借入金や工事負担金です。  

○平成 18 年度以降、収益的収支は収入が支出を上回っており、毎年度約 40 億円の黒字とな

っています。一方、資本的収支は収入が支出を大きく下回り、平成 22 年度には不足額が

128 億 6,858 万円にも上っています。（表６－３－２） 

表６－３－２ 収益的及び資本的収支の推移 

収益的収入 収益的支出 収支差引 資本的収入 資本的支出

平成18年度 31,494 27,593 3,901 1,386 11,384

平成19年度 31,659 27,831 3,828 6,910 17,303

平成20年度 30,965 27,327 3,638 9,590 21,712

平成21年度 30,531 26,893 3,638 6,911 19,388

平成22年度 30,612 26,223 4,389 1,649 14,518

 出典：水道局業務部水道財務課資料

収益的収支（百万円、税抜） 資本的収支（百万円、税込）

収支差引

▲ 9,998

▲ 10,393

▲ 12,122

▲ 12,477

▲ 12,869

 

 

 

 

 

 

 
49 地方公営企業とは、地方公共団体が経営する企業のうち、地方公営企業法が適用される事業をいう。地方公営企業は、

経済性を発揮しながら、公共の福祉を増進することを経営の基本原則とし、その経費は経営に伴う収入をもって充てる

こととされている。 



○近年、景気の低迷や節水意識の定着化、節水型機器の普及などにより、全国的にも水需要

が伸び悩み、料金収入の増加が期待できない状況に陥る一方、高度経済成長期に集中的に

整備された水道施設の老朽化が一斉に進み、その維持管理や更新・耐震化のために必要な

コストの増大が見込まれています。 

 

イ）本市の主な取組 

□平成 22 年１月に、平成 32 年を目標年

次とする水道事業の方向性を示した

「さいたま市水道事業長期構想改訂

版」を策定し、平成 23 年３月には、長

期構想の実現を目指すため、平成 23 年

度～27 年度を計画期間とする「さいた

ま市水道事業中期経営計画」を策定し

ています。（図６－３－１） 

□安定的な給水の確保を図るため、老朽

化した水道管や、上水道の基幹施設で

ある浄・配水場の計画的な更新・改良

及び耐震化に取り組んでいます。 

□鉛給水管の解消や配水管内の水質劣化

防止事業等を通じて、安全で良質な水

の供給に取り組んでいます。 

 
図６－３－１ さいたま市水道事業長期構想

 
改訂版 

 

ウ）今後の重点課題 

 

◆市民の暮らしや都市活動を支える極めて重要なライフラインとして、利用者にいつで

も信頼される水道を維持し続けるためには、従来にも増して計画的かつ効率的な事業

経営を推進することが求められています。 

◆老朽化した配水管や既設の浄・配水場の更新や耐震化を進めるとともに、災害時の応

急給水場所の拡充を図り、災害に強い水道を構築する必要があります。 

◆水質管理体制の強化や貯水槽を経由しない直結給水の普及促進等により、安全で良質

な水の供給を促進していく必要があります。 
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②下水道 

ア）概況 

○本市の下水道事業では、

行政区域の 77％にあた

る約16,800haを計画区

域として定め、このう

ち 12,835.9ha（認可区

域）を、概ね５～７年

で整備することを目指

しています。（表６－３ 

－３） 

表６－３－３ 下水道普及状況の推移 

年度
下水道計画
認可面積

（ha）

処理区域
面積（ha)

（Ａ）
行政人口

（人）

（Ｂ）
処理区域内
人口（人）

（Ｃ）水洗化
人口（人）

（Ｂ／Ａ）
普及率
（％）

（Ｃ／Ｂ）
水洗化率

（％）

平成17年度 12,036.7 9,655.8 1,173,418 953,558 881,464 81.3 92.4

平成18年度 12,215.0 9,888.3 1,195,005 984,359 913,010 82.4 92.8

平成19年度 12,215.0 10,159.0 1,204,461 1,008,719 935,661 83.7 92.8

平成20年度 12,835.9 10,408.0 1,215,846 1,034,060 963,657 85.0 93.2

平成21年度 12,835.9 10,729.1 1,226,487 1,062,589 994,019 86.6 93.5

平成22年度 12,835.9 11,409.2 1,234,274 1,085,479 1,020,804 87.9 94.0

 出典：建設局下水道部下水道総務課、下水道維持管理課、下水道計画課資料
 注）平成17年度の行政人口は外国人登録人口を除く。

○平成 22 年度現在、下水道の処理区域内人口を行政人口で除して求めた下水道普及率は

87.9％であり、平成 17 年度の 81.3％に比べ 6.6 ポイント、処理区域内人口は 131,921 人

増加しているものの、普及率は政令指定都市 19 市中、第 15 位という水準にとどまってい

ます。また、合併処理浄化槽やコミュニティプラントなど、その他の生活排水処理施設を

含めた汚水処理人口普及率は、91.1％となっています。（表６－３－４） 

表６－３－４ 下水道普及率の都市間比較（普及率の高位順） 

 

面積（ha） 人口（人）
1 大阪市 99.9 22,243 19,391 19,050 2,666,356
2 横浜市 99.8 43,498 40,030 30,950 3,678,696
3 北九州市 99.8 48,789 18,743 16,191 985,559
4 札幌市 99.7 112,112 25,439 24,626 1,909,100
5 福岡市 99.5 34,132 17,244 16,627 1,462,100
6 京都市 99.2 82,790 16,028 15,369 1,459,600
7 川崎市 99.1 14,435 11,288 10,663 1,417,133
8 名古屋市 99.0 32,643 28,858 27,815 2,237,900
9 神戸市 98.7 55,283 22,573 16,954 1,522,676
10 仙台市 97.8 78,809 18,437 16,755 998,846
11 千葉市 97.2 27,208 13,067 12,075 932,767
12 堺市 96.1 14,999 11,027 9,255 804,879
13 相模原市 95.4 32,884 7,808 7,400 667,876
14 広島市 93.3 90,541 16,568 13,806 1,099,110
15 さいたま市 87.9 21,749 12,836 11,049 1,085,479
16 静岡市 79.3 141,185 9,666 8,428 573,916
17 浜松市 78.3 155,804 16,550 13,350 640,468
18 新潟市 77.1 72,610 14,888 10,902 619,569
19 岡山市 61.9 78,991 11,125 7,017 432,749

出典：各市所管課統計資料（平成22年度末現在、ただし、仙台市は平成21年度末現在）
 注１）「下水道普及率」は、処理区域人口÷推計人口
 　 ２）「処理区域」は、排水区域のうち排除された下水を終末処理場により処理できる地域で、下水の
 　 　　処理の開始が公示された区域。

公共下水道
認可区域面積

（ha）

処理区域
注２）順

位
市名

下水道

普及率注１）

（％）

市域面積
（ha） 
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○下水道事業会計は、一般会計からの繰入金により収支の均衡を保っている状況が続いてお

り、平成 17 年度以降、収益的収支は、一般会計からの繰出し金により概ね一貫して収入

が支出を上回っているものの、資本的収支は一貫して収入が支出を大きく下回り、収入の

支出に対する不足額は、各年度約 60 億円から約 80 億円に上っています。 

○本市では、今後、下水道の未整備区域の解消や老朽化した施設の計画的な更新、合流式下

水道の改善、さらに耐震性向上のため、建設改良コストが増大する一方、世帯規模の縮小

に伴い１件当たりの汚水排水量は減少し、接続戸数の増加のわりに需要は鈍化し、下水道

の料金収入は伸び悩むと見込まれています。このため、より一層効率的な経営改革の徹底

を進め、下水道事業の経営健全化を図ることが急務となっています。 

 

イ）本市の主な取組 

□平成 20 年３月に、少子高齢化などの人口動向、地震や気候変動への対応、エネルギーや

環境対策などの社会情勢を踏まえ、50 年先を見据えた長期的な視点に立ち、下水道事業と

しての基本的な方針や方向性を示した「希望（ゆめ）つなぐ下水道（みず）プラン（さい

たま市下水道長期計画）」を策定しています。 

□経費回収率50（汚水水処理に要した費用に対する使用料による回収の程度であり、下水道

事業の独立採算性を示す経営指標）の向上や、定員の適正管理を通じた経費の節減など、

経営基盤の強化に向けた取組を推進しています。 

□市街化区域を最優先とした公共下水道（汚水）の整備を推進するとともに、市街地におけ

る浸水被害の軽減を図るため、都市に降った雨を集め河川に排除する雨水貯留施設の整備

に取り組んでいます。 

□老朽化の著しい下水道施設による事故の未然防止や地震による被害を最小化するため、施

設の重要度や老朽化の状況を考慮した下水道施設の計画的な改築・更新及び耐震化に取り

組んでいます。 

 

ウ）今後の重点課題 

 

◆下水道事業の経営健全化を実現するため、経費回収率の改善や経費の節減をはじめ、

より一層効率的な経営改革に向けた取組をさらに強化する必要があります。 

◆市民の生活環境や公共用水域の水質保全のため、公共下水道の整備をより一層推進す

る必要があります。 

◆管きょ施設や中継ポンプ場などの老朽化した下水道施設の改築・更新や、耐震化を計

画的に推進する必要があります。 

 

 

 

 

 

                            
50 平成 22 年度末で 77.9％であり、その他の政令指定都市の平均値 105.2％と比較して、その低さが際立つ状況にある。 
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③住宅 

ア）概況 

○我が国では、平成 18 年６月に「住生活基本法」が施行され、これまでの住宅の量の確保を

図る政策から、住宅セーフティネットの確保を図りつつ、健全な住宅市場を整備するとと

もに、国民の住生活の質の向上を図る政策へと大きな転換が図られました。 

○社会構造の変化や少子高齢社会の進展等に伴い、ライフスタイルや価値観が多様化してお

ります。こうした中で、住み方も多様化しており、地域の環境やライフステージに合わせ

た住環境へのニーズが変化しています。 

○平成 20 年 10 月１日現在、住宅の建て方別構成比は、共同住宅が 52.4％、一戸建が 46.0％

となっています。また、建築の時期別では、昭和 55 年以前の旧耐震基準に基づく住宅が

21.1％を占めています。（表６－３－５・６） 

 
表６－３－５ 住宅の建て方別住宅数・構成比 

 

比率
（％）

比率
（％）

比率
（％）

比率
（％）

465,890 214,250 46.0 6,430 1.4 244,260 52.4 950 0.2

西 区 28,960 19,260 66.5 340 1.2 9,350 32.3 10 0.0
北 区 53,840 22,030 40.9 580 1.1 31,140 57.8 80 0.1
大 宮 区 44,880 19,500 43.4 780 1.7 24,430 54.4 170 0.4
見 沼 区 56,370 31,920 56.6 1,080 1.9 23,290 41.3 70 0.1
中 央 区 38,520 13,570 35.2 630 1.6 24,280 63.0 30 0.1
桜 区 38,940 14,380 36.9 260 0.7 24,220 62.2 80 0.2
浦 和 区 60,300 22,280 36.9 780 1.3 37,020 61.4 230 0.4
南 区 67,560 22,570 33.4 660 1.0 44,260 65.5 80 0.1
緑 区 37,250 20,050 53.8 730 2.0 16,390 44.0 80 0.2
岩 槻 区 39,270 28,680 73.0 590 1.5 9,880 25.2 120 0.3

 出典：総務省統計局「住宅・土地統計調査報告」（平成20年10月１日現在）

その他
（戸）

市全体

総数
一戸建
（戸）

長屋建
（戸）

共同住宅
（戸） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表６－３－６ 建築の時期別住宅数・構成比 
 

建築の時期
戸数
（戸）

比率
（％）

昭和25年以前 4,200 0.9

昭和26年～35年 4,500 1.0

昭和36年～45年 24,700 5.3

昭和46年～55年 64,700 13.9

昭和56年～平成２年 94,800 20.3

平成３年～７年 65,600 14.1

平成８年～12年 69,200 14.9

平成13年～15年 39,000 8.4

平成16年 13,300 2.9

平成17年 11,800 2.5

平成18年 10,400 2.2

平成19年 15,100 3.2

平成20年１月～９月 7,100 1.5

不詳 41,500 8.9

合計 465,900 100.0
 出典：総務省統計局「住宅・土地統計調査報告」

         （平成20年10月１日現在）
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○平成 23 年４月現在、本市が所有する市営住宅は 38 団地、107 棟、2,586 戸であり、世帯

数ベースでは市全体の約 0.5％に当たります。なお、市営住宅は、昭和 30 年代後半から

昭和 40 年代にかけて建設されたものが約半数近くを占めており、平成 40 年代に入ると耐

用年数を迎える住宅が急増すると見込まれています。 

 

イ）本市の主な取組 

□平成 21 年３月に、国・県などの住宅政策との整合を図りつつ、豊かさを実感できる住宅・

住環境の実現を目指した「さいたま市住生活基本計画」を策定し、安全で快適な住環境の

形成と承継、地域独自の誇れる住環境の創造と住情報の発信、居住ニーズに対応した住環

境の誘導、公・民の連携による住宅セーフティネットの再構築を基本目標に、質の高い住

宅施策の推進に取り組んでいます。 

□平成 23 年３月に策定した「さいたま市市営住宅等長寿命化計画」に基づき、全ての市営

住宅について、建替えるのか、又は、修繕や機能改善を行ない長寿命化するのか今後の活

用方法を検討し、ライフサイクルコストの縮減、予算・事業量の平準化を図り、住宅セー

フティーネット機能の適正な維持を推進しています。 

 

ウ）今後の重点課題 

 

◆老朽化した市営住宅を対象に、その集約・高層化や適正なストック量を考慮した建替

えを計画的に推進する必要があります。 

◆住宅の質の向上及び災害に強いまちづくりに資するため、今後も引き続き、市民に対

する情報提供や啓発活動などに努めながら、住宅の耐震化を促進する必要があります。 

◆市営住宅の供給量を増やすことが困難な状況においては、既存ストックの有効活用を

図るため、高額所得者、収入超過者対策を徹底し、入居機会の公平性を確保する必要

があります。 
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７ 交流・コミュニティ 

 

（１）世界に開かれた都市づくり 

ア）概況 

○我が国の平成 22 年末現在の

外国人登録者総数は 213 万

4,151 人、前年比で５万

1,970 人（2.4％）減少して

いるものの、10 年前（平成

12 年末）に比べると 44 万

7,707 人（26.5％）増加し、

10 年前の約 1.3 倍となって

います。（図７－１－１） 

○このような状況下、国籍や民

族などの異なる人々が、互い

の文化的違いを認め合い、対

等な関係を築こうとしなが

ら、地域社会の構成員として

共に生きていく多文化共生

社会の推進に取り組む意義が大いに高まっています。 

図７－１－１ 外国人登録者総数・我が国の総人口の推移 
出典：法務省ホームページより 

注）外国人は各年末、我が国は各年 10 月１日現在

○市町村が日本人と同様、外国人住民に対して基礎

的行政サービスを提供するための基盤をなす制度

の必要性が増したことから、外国人住民を住民基

本台帳法の適用対象に加え、外国人住民の利便増

進及び市町村等の行政の合理化を図るため、平成

24 年７月から「住民基本台帳法の一部を改正する

法律」が施行されることとなりました。 

表７－１－１ 外国人登録者数の都市間比較 

1 大 阪 市 2,535,735 119,474 4.7

2 浜 松 市 818,841 26,668 3.3

3 京 都 市 1,384,585 41,289 3.0

4 名 古 屋 市 2,260,892 67,070 3.0

5 神 戸 市 1,542,258 44,156 2.9

6 千 葉 市 959,414 22,606 2.4

7 川 崎 市 1,372,386 32,146 2.3

8 横 浜 市 3,627,000 77,419 2.1

9 福 岡 市 1,409,297 24,122 1.7

10 相 模 原 市 699,756 10,533 1.5

11 岡 山 市 699,595 10,057 1.4

12 堺 市 837,977 11,963 1.4

13 さ い た ま 市 1,234,274 17,382 1.4

14 広 島 市 1,159,388 16,078 1.4

15 北 九 州 市 975,360 11,754 1.2

16 静 岡 市 715,637 8,389 1.2

17 仙 台 市 1,011,977 9,580 0.9

18 新 潟 市 801,809 4,404 0.5

19 札 幌 市 1,915,542 9,546 0.5

 注）一部、平成23年１月１日及び５月１日現在のデータ有り。

総人口比
（％）

順
位

 出典：各市資料（平成23年４月１日現在）

外国人
登録者数

（人）
市名

総数
（人）

○平成 24 年１月１日現在、本市の外国人登録者数は

16,954 人、対平成 18 年比で 9.6％（1,492 人）増

加しています。国別では、中国の 7,442 人（構成

比 43.9％）、韓国及び朝鮮の 3,586 人（21.2％）、

フィリピンの 1,814 人（10.7％）の順であり、こ

れらの合計で全体の75.7％を占めています。また、

平成 23 年４月１日現在の総人口に占める割合は

1.4％であり、政令指定都市 19 市中第 13 位となっ

ています。（表７－１－１・２） 

○今後、我が国全体が本格的な人口減少社会を迎え、また、経済のグローバル化の一層の進

展に伴い、国境を越えた人の移動がさらに活発化すると見込まれる中、本市においても外

国人市民の総人口に占める割合は、緩やかに拡大する傾向で推移すると予測されます。 

 Ⅲ-１０７



表７－１－２ 外国人登録者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実数（人） 構成比（％） 実数（人） 構成比（％） 実数（人） 構成比（％） 実数（人） 構成比（％） 実数（人） 構成比（％）

15,462 6,000 38.8 3,671 23.7 1,808 11.7 546 3.5 376 2.4

15,571 6,083 39.1 3,657 23.5 1,847 11.9 526 3.4 431 2.8

16,121 6,377 39.6 3,736 23.2 1,916 11.9 518 3.2 459 2.8

16,591 6,786 40.9 3,797 22.9 1,898 11.4 481 2.9 530 3.2

17,091 7,240 42.4 3,738 21.9 1,916 11.2 465 2.7 597 3.5

17,507 7,736 44.2 3,697 21.1 1,873 10.7 439 2.5 589 3.4

16,954 7,442 43.9 3,586 21.2 1,814 10.7 375 2.2 619 3.7

西区 572 175 30.6 124 21.7 121 21.2 20 3.5 7 1.2

北区 1,730 700 40.5 383 22.1 237 13.7 82 4.7 50 2.9

大宮区 2,155 1,164 54.0 481 22.3 145 6.7 21 1.0 21 1.0

見沼区 2,401 834 34.7 502 20.9 265 11.0 105 4.4 304 12.7

中央区 1,321 640 48.5 289 21.9 105 7.9 16 1.2 35 2.6

桜区 1,853 785 42.4 301 16.2 156 8.4 33 1.8 67 3.6

浦和区 1,710 783 45.8 444 26.0 135 7.9 25 1.5 12 0.7

南区 2,897 1,446 49.9 624 21.5 340 11.7 31 1.1 35 1.2

緑区 881 252 28.6 265 30.1 147 16.7 8 0.9 12 1.4

岩槻区 1,434 663 46.2 173 12.1 163 11.4 34 2.4 76 5.3

 出典：市民・スポーツ文化局区政推進室資料（各年１月１日現在）

フィリピン ブラジル ベトナム
総数

中国 韓国及び朝鮮

平成24年

平成23年

平成18年

平成19年

平成22年

平成20年

平成21年

イ）本市の主な取組 

□平成 15 年度に「さいたま市国際化推進基本計画」を策定し、国際化施策の指針としてき

ましたが、予想を超える速度で社会のグローバル化が進んでいることを背景に、平成 19

年３月には本計画をより実効性のある計画とするため、平成 19 年３月には「さいたま市

国際化推進基本計画アクションプラン」を策定しています。 

□平成 19 年度に、埼玉県内では初（全国で 51 番目）の国際会議観光都市に認定され、国連

軍縮会議 in さいたま（平成 20、22 年度）や国際さいたまシンポジウム（平成 20、21 年

度）などの国際会議を開催しました。また、この他様々なコンベンション事業の誘致、開

催支援を関係機関と協力しながら積極的に推進しています。 

□市立中学校の生徒や市内在住高校生の海外派遣、外国語指導助手や日本語指導員の市立

小・中・高校等への派遣など、国際教育や交流に取り組んでいます。 

□海外の５ヶ国６都市と姉妹・友好都市提携を締結し、周年時の相互訪問やスポーツをはじ

めとする様々な分野で交流を図っています。 

□平成 17 年度に国際交流センターを開設し、国際化の推進、外国人市民への支援、多文化

共生社会の推進に取り組んでいます。 

□だれもが住みやすい多文化共生社会を推進するため、外国人市民の意見を聴取する外国人

市民懇話会の設置、公共施設等の案内表示やパンフレット・冊子等の多言語化、外国人市

民と地域住民の相互に理解を深める各種イベントや講座などの開催及び市職員の認識を

広めることを目的とした、多文化共生庁内研修を行っています。 
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ウ）今後の重点課題 

 

◆国際会議やイベント等の誘致及び支援並びに市民・行政レベルでの様々な分野におけ

る国際交流や国際協力をさらに推進するとともに、これらを地域の活性化及び都市と

しての魅力の向上につなげていく必要があります。 

◆言葉や生活習慣などの文化の違いを互いに認め合い、地域社会の仲間として共に快適

に暮らしていくことができる多文化共生社会の実現に向け、今後も引き続き、社団法

人さいたま観光国際協会をはじめとする関係機関との連携・協力のもと、外国人市民

の生活支援や日本人市民との交流・共生を深めるための活動に取り組む必要がありま

す。 
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（２）男女共同参画 

ア）概況 

○国では、男女共同参画社会基本法に基づき、平成 22 年 12 月に「第３次男女共同参画基本

計画」を閣議決定しました。本計画では、社会経済状況の変化等に対応し、「男性、子ど

もにとっての男女共同参画」「貧困など生活上の困難に直面する男女への支援」「高齢者、

障害者、外国人等が安心して暮らせる環境の整備」「科学技術・学術分野における男女共

同参画」「地域、防災・環境その他の分野における男女共同参画の推進」の５つの重点分

野が新設されたほか、実効性のあるアクション・プランとすべく、それぞれの重点分野に

成果目標などが盛り込まれています。 

○本市では、男女共同参画拠点

施設として、平成 16 年５月に

さいたま市男女共同参画推進

センター「パートナーシップ

さいたま」を設置し、相談事

業、情報収集・提供事業、学

習・研修事業、団体・交流支

援事業などを実施しています。

さらに、「女・男（ひと・ひと）

プラザ」でも同様の事業を実

施しています。 

図 男女共同参画施設の年間利用者数の推移 
出典：市民・スポーツ文化局市民生活部男女共同推進課

「平 女共成 22 年度版男 同参画年次報告書」 

7,548
9,026

11,548 11,983
13,846

12,396

4,086

4,602

3,823
4,462

4,476
5,095

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

パートナーシップさいたま 女・男プラザ（件）

11,634

13,628

15,371
16,445

18,322
17,491

図７－２－１ 男女共同参画施設の年間利用者数の推移 ○パートナーシップさいたま及

び女・男プラザの利用者数は

平成 22 年度では 17,491 件、

平成 17 年度の 11,634 件に比

べ 1.5 倍に大きく増加してい

ます。（図７－２－１） 

出典：市民・スポーツ文化局市民生活部男女共同参画課資料
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○同様に電話による女性相談件

数も一貫して増え続けており、

平成22年度では5,505件と対

平成17年度比で1.4倍となっ

ています。また、その内訳を

みると、夫からの暴力に関す

る相談件数は、平成 22 年度で

は 547 件で相談件数の 9.9％と

なっています。（図７－２－２） 

 

図７－２－２ 女性相談件数の推移 
出典：市民・スポーツ文化局市民生活部男女共同参画課資料
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0
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2,000
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その他 夫からの暴力（件）

5,505
5,200

4,8334,733

3,997
3,821



○平成 23 年８月に実施した「男女共同参画に関する市民意識調査」によると、「男は仕事、

女は家庭」という男女の役割分担の考え方について、『反対』（「反対」と「どちらかとい

えば反対」の合計）が 49.4％、『賛成』（「賛成」と「どちらかといえば賛成」の合計）が

38.2％となっており、『反対』が『賛成』を 10 ポイント以上上回っています。（図７－２

－３） 

5.7

8.0

3.4

32.5

33.7

31.0

27.6

23.7

31.8

21.8

21.9

22.4

9.1

10.0

8.0

賛成
どちらかと
いえば賛成

どちらかと
いえば反対

反対 わからない 無回答

3.3

2.7

3.5

全体(2,162)

男性(  811)

女性(1,064)

単位:％

 

賛成 反対 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）端数処理の関係で個別に積み上げた値が 100％にならない場合がある。 

出典：市民・スポーツ文化局市民生活部男女共同参画課 

「男女共同参画に関する市民意識調査報告書」（平成 23 年度） 

図７－２－３ 「男は仕事、女は家庭」という男女の役割分担意識（男女別） 
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○また、男女の地位の平等感では「学校教育の場」が 65.0％で最も高い回答率となっている

のに対し、「家庭生活の場」は 27.1％で平成 19 年１月調査の 22.9％より改善されている

ものの、比較的低い回答率にとどまっている状況にあります。また、「社会通念や慣習な

ど」は 14.7％、「職場」は 13.8％、「政治の場」は 11.8％で、平等感は低くなっています。

（図７－２－４） 

 

 女性の方が優遇されている男性の方が優遇されている
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図７－２－４ 各分野における男女の地位の平等感 

出典：市民・スポーツ文化局市民生活部男女共同参画課 

「男女共同参画に関する市民意識調査報告書」（平成 23 年度） 

注）端数処理の関係で個別に積み上げた値が 100％にならない場合がある。 
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○先述した「男女共同参画に関する市民意識調査」によると、配偶者などからの暴力被害経

験が「あった」という回答は、「なぐったり、けったり、物を投げつけたり、突き飛ばし

たりするなど身体に対する暴力」で、女性は 21.3％、男性は 13.4％、「自分や家族に危害

が加えられるのではないかと恐怖を感じた」で、女性は 13.0％、男性は 4.3％、「いやが

っているのに性的な行為を強要された」で、女性は 11.2％、男性は 1.4％となっており、

いずれも女性が男性を上回っています。（図７－２－５） 
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注）端数処理の関係で個別に積み上げた値が 100％にならない場合がある。 

出典：市民・スポーツ文化局市民生活部男女共同参画課 

「男女共同参画に関する市民意識調査報告書」（平成 23 年度） 

図７－２－５ 配偶者などからの被害経験（男女別） 
 

 

○また、平成 21 年 11 月に実施した「若年層における交際相手からの暴力（デート DV）に関

する意識・実態調査」によると、高校生や大学生といった若年層においても全体の 32.2％

がデート DV の被害経験があると回答しており、女性（35.5％）が男性（27.6％）を上回

っています。（図７－２－６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

意識・実態調査報告書」（平成 21 年度） 

注）端数処理の関係で個別に積み上げた値が 100％にならない場合がある。 

図７－２－６ デート DV 被害経験 

出典：市民・スポーツ文化局市民生活部男女共同参画課 

「若年層における交際相手からの暴力（デート DV）に関する 
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イ）本市の主な取組 

□平成 15 年４月に、男女共同参画のまちづくりを総合的かつ計画的に推進し、だれもが自

分らしく生きられるまちづくりに寄与することを目的として、「さいたま市男女共同参画

のまちづくり条例」を制定しました。 

□平成 21 年３月には、平成 21 年度～25 年度を計画期間とする「第２次さいたま市男女共同

参画のまちづくりプラン」を策定し、現在は、本計画に基づき男女共同参画社会の実現に

向けた事業を、市民・事業者と連携して推進しています。 

□市の政策・方針決定の場である審議会等委員への女性登用を推進した結果、審議会等にお

ける女性委員の割合は、平成 16 年の 23.5％から平成 22 年には 38.3％に増加し、政令指

定都市平均の 32.4％、都道府県平均の 33.9％を上回っています。 

□さらに、平成 23 年３月には、平成 20 年１月の「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護に関する法律」の改正により、市町村に基本計画策定の努力義務が規定されたことを踏

まえ、DV の防止と被害者支援の取組をこれまで以上に充実させるため、平成 23 年度～27

年度を計画期間とする「さいたま市配偶者等からの暴力の防止及び被害者の支援に関する

基本計画」を策定しています。 

 

ウ）今後の重点課題 

 

◆性別にとらわれることなく個性や能力を発揮できる男女共同参画社会の実現に向けて、

家庭や地域、職場など様々な場面で、男女間の格差や不平等を解消し、多様な活動へ

の参画を促すため、依然として根強く残る固定的な性別役割分担を前提とした制度・

慣行を見直し、市民一人ひとりの男女平等意識・関心を高めるとともに、固定的な性

別役割分担意識にとらわれることのない柔軟な意識を育み、社会全体の気運を高める

必要があります。 

◆配偶者や交際相手等からの暴力から被害者を守るため、市民への意識啓発、早期発見・

通報体制の整備及び充実、相談体制の強化及び周知など、関係機関と連携し、暴力の

防止から被害者の保護、自立支援に至るまで総合的な対策を講じる必要があります。 

◆男女共同参画推進センターでは、今後も引き続き、情報の収集・提供、学習や研修の

機会の確保、市民の活動・交流の支援などを推進し、また、女性がひとりで悩むこと

のないよう、生き方、夫婦・親子の問題、職場・近隣の人間関係、心の健康など、相

談体制の強化等による支援策の一層の充実及び周知を図る必要があります。 
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（３）地域コミュニティ 

ア）概況 

○近年、全国的に少子高齢化の進行や人々の価値観・ライフスタイルの変化から、相対的に

地域社会とのつながりが弱いと考えられる単独世帯や夫婦のみ世帯が増加していること

などを背景に、自治会や町内会などに代表される地縁的なつながりを基盤とする地域コミ

ュニティの機能低下が大いに懸念されています。 

○一方、我が国全体が安定・成熟型の社会へと移行が進み、今後さらに財政上の制約が強ま

っていくと予測される中、従来のように行政が地域のニーズを一手に引き受け、様々な課

題を単独で解決するのは、もはや限界にさしかかっており、地域コミュニティの機能をい

かに維持・向上させるのかが、全国共通の重要な政策課題の１つとなっています。 

○平成 18 年以降、本市の自治会の加入率は一貫して減り続け、平成 23 年では 68.5％、平成

18 年の 72.3％に比べ 3.8 ポイント減少しています。区別にみても、平成 23 年の自治会加

入率は、全ての区で平成 18 年を下回っている状況にあります。（図７－３－１） 
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出典：市民・スポーツ文化局市民生活部コミュニティ推進課資料 

図７－３－１ 自治会加入率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○首都圏のベッドタウンとしての性格が強く、また、人口が増え続け、年齢構成も他の政令

指定都市と比べて比較的若く、人口流動も激しい本市では、新旧の市民が混在し、その分

だけ新たな課題が生じやすい状況にあるといえます。このような特性を踏まえ、自治会等

の地域団体が地域社会の担い手として果たすべき役割は、今後とも大きいと考えられます。 

○平成 23 年度に実施した市民意識調査によると、「自治会、婦人会、老人会、青年団、消防

団などによる地域のまちづくり活動」に「現在参加していないが、今後は参加したい」という

市民の割合は 18.4％であり、年代別にみると男性では、年代が上がるにつれてその割合が上

昇傾向にあります。（図７－３－２） 
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○近年では、自治会等の地域団体だけ

ではなく、地域の課題解決や活性化

に向けて、NPO 法人やボランティア

団体など様々な市民活動団体の活

躍も期待されています。 

○地域や社会の様々の課題の解決を

目指して活動する非営利で公益的

な市民活動団体や、これから活動を

始めようと考えている人たちを支

援するための施設である「さいたま

市市民活動サポートセンター」の登 

録団体数は、平成22年度末時点で1,236団体であり、平成19年度末時点の371団体から増加

し続けています。（図７－３－３） 
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図７－３－２ 地域活動の参加状況と今後の参加意向 

（自治会、婦人会、青年団、消防団などによる地域のまちづくり活動） 

出典：市長公室広聴課「平成 23 年度さいたま市民意識調査」 

注）端数処理の関係で個別に積み上げた値が 100％にならない場合がある。 
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図７－３－３ 市民活動サポートセンターの登録団体数・利用者数
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イ）本市の主な取組 

□平成 18 年 10 月、新しい公共51という考え方のもと、今後、本市が積極的に市民活動を推

進し、市民と行政の協働を総合的かつ計画的に実施するため、『「市民活動の推進」と「市

民と行政の協働の促進」に関する指針』を策定するとともに、平成 19 年４月には「さい

たま市市民活動及び協働の推進条例」を施行しています。 

□地域住民のコミュニティ形成の拠点となる施設として、平成 18 年４月に片柳コミュニテ

ィセンター、平成 19 年 10 月に浦和コミュニティセンターを、また、市民の高まる生涯学

習や芸術文化活動へのニーズに的確に対応するとともに、地域の活性化や地域づくりを支

援するための中核施設として、平成 17 年７月にプラザウエスト、平成 20 年５月にプラザ

ノースを開設しています。 

□自治会やボランティア団体、NPO などの市民活動を行っている団体や、これから地域で活

動を始めたいと思っている市民を支援するため、平成 19 年 10 月に「さいたま市市民活動

サポートセンター」を開設しています。 

□市民と行政の協働の機会を拡充し協働への理解を深めるため、「市民提案型協働モデル事

業」（市民活動団体から事業提案を受けて実施）を平成 19 年度～21 年度まで実施しました。 

□市民が市民活動に参加・応援しやすくなる環境づくりの一環として、平成 22 年３月に市

民からの寄附と市の積立による「さいたま市市民活動及び協働の推進基金（さいたまマッ

チングファンド制度）」を創設しています。現在、この基金を活用し、市民活動に参加し

やすい環境の整備や、市民と行政の協働の機会拡大に取り組んでいます。 

□区民が主体となって、区と区民との協働、区の特徴・特性を活かした魅力あるまちづくり

を行うとともに、区政に広く区民の意見を反映させることを目的に、「区民会議」が平成

15 年度から運営されてきました。また、区内において広くまちづくりを行う区長の認定を

受けた個々の市民活動団体である「コミュニティ会議」が地域コミュニティの醸成と魅力

あるまちづくりを推進するために実施する事業に対し、まちづくり推進事業補助金を交付

してきました。 

□この「コミュニティ会議」については、平成 21 年４月１日現在、10 区で 310 団体が認定

され、補助金の交付を受け実施された事業は、平成 20 年度実績で 45 件となっています。 

□「区民会議」と「コミュニティ会議」については、平成 21 年度から「さいたま市市民活

動推進委員会」でそのあり方が検討され、その答申を踏まえ、参加と協働による区政運営

の実現を図るため、平成 23 年度より、区民が主体となって、区内の様々な課題を協議し、

区長に提言する「区民会議」と、市民活動団体を支援するとともに団体間のゆるやかなネ

ットワークを図り、市民活動及び協働を推進することを目的とする、市民活動団体の登録

制度「市民活動ネットワーク」として運用を開始しています。 

 

 

 
51 これまで「官」が独占してきた領域を「公（おおやけ）」に開いたり、官だけでは実施できなかった領域を官民の協働

で担うなど、市民、ＮＰＯ、企業などが公的な財・サービスの提案及び提供主体となり、身近な分野において、共助

の精神で行う仕組み・体制・活動などを指す。 



ウ）今後の重点課題 

 

◆今後、団塊の世代を中心とした多くの市民が、地域社会に生活の重心を移すと見込ま

れる中、人々が地域とのつながりに新たな生きがいを見出し、引いては地域社会の活

性化に結びつけていく必要があります。 

◆地域のつながりや地域力を維持・向上させるための取組を強化し、地域に暮らす人々

が適切に役割と責任を分担し合いながら、主体的に地域の課題を解決していくまちづ

くりを、様々な面でさらに拡大していく必要があります。 
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Ⅳ 将来推計 

１ 将来人口の推計 

（１）推計方法の概要 

ア）基準人口と推計対象年 

○今後のまちづくりのあり方を検討する際の最も基礎的な資料の一つとして、平成 62（2050）

年までの本市の将来人口を推計しました。推計の初期値となる基準人口は、平成 22（2010）

年 10 月１日（以降、平成 22（2010）年を「基準年」といいます。）の市内 10 区別の国勢

調査人口としました。 

イ）推計方法 

○推計方法は、人口の増減要因を出生・死亡による「自然動態」と転入・転出による「社会

動態」に要素分解して各々の将来推移を個別に予測し、これらを合算して総人口の増減を

予測するコーホート要因法52を採用しました。 

○推計に必要となる、将来の出生率、生残率、出生性比及び純移動率の仮定値は、以下のと

おりです。 

 

表４－１ 将来人口推計に係る仮定値設定の考え方 

仮定値 内容 

出生率 15～49 歳の女性の５歳階級別の出産確率を表す。 

国立社会保障・人口問題研究所『日本の都道府県別将来推計人口（平成 19

年５月推計）』における埼玉県の 15～49 歳の女性・５歳階級別出生率を基に、

さいたま市と埼玉県の合計特殊出生率の比で補正した仮定値を用いる。 

生残率 年齢階級ごとの次の年齢階級に至るまでの生存確率を表す。 

国立社会保障・人口問題研究所『日本の市区町村別将来推計人口（平成 20

年 12 月推計）』の仮定値を用いる。80 歳以上の年齢階級の生残率は、『日本

の都道府県別将来推計人口（平成 19 年５月推計）』を基に調整した。 

出生性比 生まれてくる新生児の男女の比率を表す。 

直近５年のさいたま市の出生数に占める男女比の平均を用いる。 

純移動率 人口動態から出産・死亡による自然動態を除いた転入超過の割合を表す。 

（パターン１） 平成 12（2000）年～平成 17（2005）年及び平成 17（2005）年～平成 22（2010）

年の趨勢が将来的にも継続すると仮定し、２期間の男女別・５歳階級別の純

移動率の平均値を用いる。 

 

（パターン２） 転入や転出などの社会動態による人口増減がない状態（若しくは転入と転出

が均衡する状態）を仮定し、将来の純移動率をゼロと設定する。 

 

                            
52
 コーホート要因法は、人口を男女別・年齢階層別に区分し、別途設定された男女別・年齢階層別の生残率によって、

翌年の男女別・年齢階層別の人口を求め、同じ操作を繰り返すことにより、将来人口を推計する手法です。 



○社会動態を表す純移動率53は、社会経済状況の変化に大きく影響を受ける可能性があるな

ど、その見通しを予測することは困難であることから、基礎調査の一環として行う本推計

においては、過去の転入超過基調の趨勢が今後も継続すると仮定する「パターン１」と、

転入超過傾向に歯止めが掛かる事態を想定し、理論値ではありますが市内 10 区各々の男

女別・５歳階級別に転入と転出が均衡する状態を仮定する「パターン２」の２通りの仮定

値を設定し、現時点においては推計結果に幅を持たせることにしました。 

○また、本推計は趨勢を踏まえて行ったものであり、開発等の政策的要因を加味したもので

はありません。 

○以上の点を踏まえ、次期基本計画の前提となる将来人口の見通しについては、東日本大震

災が全国的な人口移動に与える影響など今後の動向を見極めながら、平成 25 年度の計画

策定時までに、本推計結果を基に、さらに検討を進めることとします。 

○なお、本推計は市内 10 区別に行い、市内 10 区各々の男女別・５歳階級別の将来推計人口

を算出した後に、それらを合算して本市全体の将来推計人口としています。推計方法の詳

細なフローは、以下の図のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ） 市内10区の基準年（ t 年：平成22年）におけ

る男女別・５歳階級別の国勢調査人口

ⅰ） 市内10区の基準年（ t 年：平成22年）におけ

る男女別・５歳階級別の国勢調査人口

ⅳ） 市内10区の年齢５歳以上の男女別・５歳階
級別の推計人口（t + ５ 年単位）

ⅳ） 市内10区の年齢５歳以上の男女別・５歳階
級別の推計人口（t + ５ 年単位）

ⅱ） さいたま市の男女別・５歳階級別の生残率

の仮定値（埼玉県の仮定値を基に補正）

ⅱ） さいたま市の男女別・５歳階級別の生残率

の仮定値（埼玉県の仮定値を基に補正）

ⅲ） 市内10区の男女別・５歳階級別の純移動率ⅲ） 市内10区の男女別・５歳階級別の純移動率

ⅴ） 市内10区の女性・５歳階級別の推計人口（t 
+ ５ 年単位）

ⅴ） 市内10区の女性・５歳階級別の推計人口（t 
+ ５ 年単位）

ⅵ） さいたま市の女性・５歳階級別の出生率の

仮定値（埼玉県の仮定値を基に補正）

ⅵ） さいたま市の女性・５歳階級別の出生率の

仮定値（埼玉県の仮定値を基に補正）

ⅶ） さいたま市の０～４歳児の出生性比ⅶ） さいたま市の０～４歳児の出生性比

ⅸ） 市内10区の男女別・５歳階級別の推計人口
（t + ５ 年単位）

ⅸ） 市内10区の男女別・５歳階級別の推計人口
（t + ５ 年単位）

ⅷ） 市内10区の０～４歳の男女別推計人口（t + 
５ 年単位）

ⅷ） 市内10区の０～４歳の男女別推計人口（t + 
５ 年単位）

ⅹ） さいたま市の男女別・５歳階級別の推計人
口（t + ５ 年単位）

ⅹ） さいたま市の男女別・５歳階級別の推計人
口（t + ５ 年単位）

図４－１ 国勢調査人口に基づく将来人口の推計フロー 
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53
 国立社会保障・人口問題研究所『日本の市区町村別将来推計人口（平成 20 年 12 月推計）』では、平成 12（2000）～平

成 17（2005）年の純移動率が今後縮小を続けると仮定して推計を行っており、具体的には、平成 22（2010）～平成 27

（2015）年の男女・年齢別純移動率を平成 12（2000）～平成 17（2005）年の男女・年齢別純移動率の 0.7 倍とし、こ

の間の純移動率を直線的に縮小させ、平成 22（2010）年～平成 27（2015）年以降の期間については縮小させた値を一

定として仮定値を設定している。しかしながら、同推計による平成 22（2010）年時点の本市の推計値が本市の実績値

より過小となっている点、同研究所が前提とする社会動態の縮小傾向は本市を含め東京圏では確認できない点などを

踏まえ、本推計においては、純移動率の補正は行っていない。 



（２）将来人口の推計結果 

ア）総人口の見通し（平成 22（2010）年～平成 62（2050）年） 

○前述の推計方法に基づく本市の将来推計人口は、以下の表及びグラフのとおりです。 

○パターン１の純移動率を基に推計した本市の将来推計人口は、堅調な出生数と転入者数に

より今後しばらくは増加傾向にあると予測されますが、平成 42（2030）年の 129.6 万人を

ピークとしてその後は減少に転ずる見通しです。 

○一方、これまでの転入超過傾向に歯止めがかかる事態を想定し、市内 10 区各々の男女別・

５歳階級別に転入と転出が均衡する状態を仮定したパターン２の純移動率を基に推計し

た場合、本市の将来推計人口は、平成 32（2020）年には 119.7 万人に減少すると予測され、

その後もさらに減少を続け、推計対象の最終年である平成 62（2050）年には 92.0 万人ま

で減少する見通しです。 

 

表４－２ 本市の将来推計人口（総人口） 

基準人口 推計人口 
 

平成 22 年 

2010 年 

平成27年

2015 年

平成32年

2020 年

平成37年

2025 年

平成42年

2030 年

平成47年 

2035 年

平成52年 

2040 年 

平成57年

2045 年

平成62年

2050 年

パターン１（転入超過維持） 122.2 125.4 127.6 129.0 129.6 129.5 128.5 127.3 125.7

パターン２（転入転出均衡） 122.2 121.5 119.7 116.9 113.2 108.7 103.6 98.0 92.0

（単位：万人） 

 

図４－２ 本市の総人口の将来推計値（平成 22（2010）年～平成 62（2050）年）
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イ）年齢４区分別人口の見通し（平成 22（2010）年～平成 62（2050）年） 

○パターン１の純移動率による場合の将来推計人口に基づく年齢４区分別の人口及び構成

比は、以下の表及びグラフのとおりです。 

○０～14 歳の年少人口は、実数・構成比ともに基準年である平成 22（2010）年の 16.8 万人

（13.8％）をピークとして減少し、推計対象の最終年である平成 62（2050）年には、実数

で 13.4 万人、構成比で 10.6％まで減少する見通しです。 

○15～64 歳の生産年齢人口は、実数では平成 37 年までは 81 万人前後で推移しますが、その

後減少に転じ、構成比では基準年である平成 22（2010）年の 67.0％から一貫して減少し

続けることが予測されます。推計対象の最終年である平成 62（2050）年には、実数で 69.7

万人、構成比で 55.5％まで減少する見通しです。 

○65～74 歳の前期高齢者人口は、実数・構成比ともに増減を繰り返し平成 52（2040）年に

ピークである19.1万人（14.9％）まで達し、その後、平成62（2050）年には15.6万人（12.4％）

まで減少することが予測されます。75 歳以上の後期高齢者人口は実数・構成比ともに一貫

して増加し続け、推計対象の最終年である平成 62（2050）年には、実数で 27.0 万人、構

成比で 21.5％まで増加する見通しです。 

 

表４－３ 本市の年齢４区分別将来推計人口（パターン１） 

基準人口 推計人口 
 平成 22 年 

2010 年 

平成 27 年 

2015 年 

平成 32 年

2020 年

平成 37 年

2025 年

平成 42 年

2030 年

平成 47 年

2035 年

平成 52 年 

2040 年 

平成 57 年

2045 年

平成 62 年

2050 年

総人口（万人） 122.2 125.4 127.6 129.0 129.6 129.5 128.5 127.3 125.7

0～14 歳人口 

（年少人口） 
16.8 16.0 15.3 14.6 14.4 14.3 14.2 13.8 13.4

15～64 歳人口 

（生産年齢人口） 
81.9 80.7 80.9 81.2 79.8 76.8 72.8 70.8 69.7

65～74 歳人口 

（前期高齢者人口） 
13.7 15.8 15.2 13.5 14.5 16.9 19.1 18.2 15.6

実
数
（万
人
） 

75 歳以上人口 

（後期高齢者人口） 
9.8 12.8 16.2 19.7 21.0 21.4 22.4 24.4 27.0

0～14 歳人口 

（年少人口） 
13.8% 12.8% 12.0% 11.3% 11.1% 11.1% 11.0% 10.9% 10.6%

15～64 歳人口 

（生産年齢人口） 
67.0% 64.4% 63.4% 63.0% 61.6% 59.3% 56.7% 55.6% 55.5%

65～74 歳人口 

（前期高齢者人口） 
11.2% 12.6% 11.9% 10.5% 11.2% 13.1% 14.9% 14.3% 12.4%

構
成
比 

75 歳以上人口 

（後期高齢者人口） 
8.1% 10.2% 12.7% 15.3% 16.2% 16.6% 17.4% 19.2% 21.5%

注）端数処理の関係で、実数の合計が総人口と一致しない場合がある。また、同様に構成比の合計が 100％にならない場合がある。 

○なお、パターン２の純移動率に基づいて推計した場合、前期高齢者人口と後期高齢者人口

の合計は緩やかに増加し、平成 32（2020）年には 30.4 万人となることが見込まれる一方

で、移動率の高い若年層の流入が見込めないため、生産年齢人口及び年少人口は同年でそ

れぞれ 75.9 万人及び 13.4 万人となるなど、減少が加速することとなり、パターン１と比

べて、高齢化率及び後期高齢化率はより高まると予測されます。 
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 図４－３ 本市の年齢４区分別将来推計人口の構成（パターン１） 

 

ウ）男女別・５歳階級別人口の見通し（平成 22（2010）年～平成 62（2050）年） 

○パターン１の純移動率による場合の将来推計人口に基づく男女別・５歳階級別人口は、以

下の表のとおりです。 

○男女別の傾向と総人口ベースでの傾向に大きな違いは見られませんが、男性よりも女性の

方が平均寿命が長いため、基準年である平成 22（2010）年時点でほぼ同数であった男女比

は女性の構成比が徐々に増加し、かつ高齢者人口比率も徐々に女性の方が男性よりも高く

なる傾向が見られます。 

 
表４－４ 男性の５歳階級別の将来推計人口（パターン１） 

基準人口
平成12年

2000年

平成17年

2005年

平成22年

2010年

平成27年

2015年

平成32年

2020年

平成37年

2025年

平成42年

2030年

平成47年

2035年
平成52年
2040年

平成57年
2045年

平成62年
2050年

 0～ 4歳 29,507 28,348 27,447 25,551 24,370 24,291 24,453 24,260 23,513 22,618 21,910

 5～ 9歳 28,954 29,815 28,368 27,619 25,680 24,473 24,378 24,539 24,353 23,609 22,702

10～14歳 28,252 29,164 30,022 28,577 27,833 25,879 24,661 24,564 24,729 24,547 23,803

15～19歳 32,691 30,578 31,795 32,607 31,027 30,208 28,060 26,731 26,621 26,797 26,588

20～24歳 42,433 37,112 35,343 36,641 37,580 35,713 34,750 32,385 30,918 30,844 31,069

25～29歳 53,181 42,328 38,109 35,957 37,216 38,354 36,509 35,583 33,433 32,041 32,064

30～34歳 49,907 53,979 44,533 39,484 37,287 38,627 39,855 37,940 36,995 34,818 33,402

35～39歳 44,273 49,867 55,068 44,986 39,906 37,671 39,036 40,308 38,388 37,453 35,266

40～44歳 38,137 44,251 50,543 55,447 45,311 40,219 37,963 39,334 40,628 38,697 37,762

45～49歳 38,927 37,963 44,298 50,506 55,431 45,323 40,258 38,001 39,368 40,686 38,762

50～54歳 46,378 38,401 38,263 44,226 50,480 55,450 45,366 40,301 38,046 39,412 40,720

55～59歳 40,790 45,530 38,056 37,800 43,753 50,014 55,005 45,030 39,998 37,750 39,113

60～64歳 33,592 39,137 43,593 36,512 36,265 42,019 48,143 53,045 43,395 38,506 36,311

65～69歳 25,949 31,690 37,035 41,334 34,721 34,547 40,082 45,986 50,680 41,449 36,758

70～74歳 18,215 23,681 29,171 34,177 38,370 32,393 32,346 37,640 43,198 47,620 38,942

75～79歳 10,591 15,756 20,529 25,583 30,280 34,278 29,149 29,277 34,070 39,097 43,099

80～84歳 5,856 8,055 12,138 16,097 20,415 24,530 28,135 24,196 24,309 28,306 32,469

85～89歳 3,112 3,630 4,903 7,714 10,514 13,636 16,661 19,360 16,633 16,681 19,425

90歳～ 1,055 1,687 2,022 2,839 4,463 6,506 8,951 11,592 13,997 13,840 13,767

571,800 590,972 611,236 623,657 630,902 634,131 633,761 630,072 623,272 614,771 603,932小計

年少人口

生産年齢
人口

人口実績値 推計人口

前期高齢者
人口

後期高齢者
人口
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 表４－５ 女性の５歳階級別の将来推計人口（パターン１） 

基準人口
平成12年

2000年

平成17年

2005年

平成22年

2010年

平成27年

2015年

平成32年

2020年

平成37年

2025年

平成42年

2030年

平成47年

2035年
平成52年
2040年

平成57年
2045年

平成62年
2050年

 0～ 4歳 28,553 27,113 26,493 24,537 23,398 23,306 23,458 23,269 22,551 21,692 21,002

 5～ 9歳 27,655 28,482 27,087 26,507 24,506 23,344 23,231 23,380 23,204 22,496 21,631

10～14歳 27,272 27,844 28,687 27,301 26,747 24,724 23,552 23,438 23,596 23,431 22,731

15～19歳 30,409 28,732 29,593 30,372 28,895 28,304 26,172 24,939 24,823 24,994 24,820

20～24歳 37,801 33,129 32,307 32,899 33,765 32,111 31,448 29,183 27,864 27,781 28,000

25～29歳 49,327 39,650 35,887 34,735 35,423 36,421 34,696 33,991 31,773 30,448 30,447

30～34歳 46,376 51,117 42,457 37,938 36,840 37,629 38,758 36,945 36,231 33,985 32,633

35～39歳 40,581 47,149 52,254 43,329 38,757 37,655 38,449 39,641 37,814 37,125 34,852

40～44歳 34,560 41,050 47,921 53,009 43,988 39,371 38,261 39,060 40,296 38,461 37,792

45～49歳 37,247 34,873 41,559 48,479 53,655 44,553 39,906 38,802 39,606 40,883 39,046

50～54歳 47,034 37,093 34,973 41,585 48,539 53,763 44,659 40,013 38,920 39,726 41,021

55～59歳 41,043 46,246 36,945 34,630 41,186 48,090 53,306 44,294 39,670 38,581 39,372

60～64歳 33,118 40,072 45,581 36,269 33,998 40,441 47,242 52,409 43,542 38,979 37,897

65～69歳 26,368 32,221 39,272 44,590 35,541 33,362 39,718 46,433 51,525 42,811 38,319

70～74歳 20,321 25,496 31,296 38,206 43,510 34,763 32,692 38,987 45,577 50,594 42,033

75～79歳 14,829 19,053 24,346 29,856 36,661 41,933 33,623 31,706 37,803 44,193 49,078

80～84歳 10,211 13,132 17,367 22,216 27,612 34,257 39,472 31,830 29,955 35,689 41,731

85～89歳 6,117 8,122 10,517 14,146 18,460 23,369 29,376 34,149 27,481 25,772 30,692

90歳～ 2,678 4,768 6,656 9,403 13,221 18,216 24,456 32,238 39,818 40,411 39,680

561,500 585,342 611,198 630,007 644,702 655,612 662,475 664,707 662,049 658,052 652,777小計

年少人口

生産年齢
人口

人口実績値 推計人口

後期高齢者
人口

前期高齢者
人口

 

エ）人口ピラミッド 

○パターン１の純移動率による場合の将来推計人口に基づく男女別・５歳階級別の人口ピラ

ミッドは、以下のグラフのとおりです。人口ピラミッドは、基準年である平成 22（2010）

年、団塊世代54が高齢者になる平成 27（2015）年、団塊世代が後期高齢者になる平成 37

（2025）年、団塊ジュニア55が高齢者になる平成 52（2040）年、団塊ジュニアが後期高齢

者になる平成 62（2050）年の５時点について作成しました。 

○男性の人口ピラミッドを見ると、基準年である平成 22（2010）年は「35～39 歳」が最も

多く、かつ「60～64 歳」にも凸がある２こぶ型の形状であり、平成 27（2015）年も凸が

５歳分スライドしたのみでその傾向は概ね変わりません。その後、平成 37（2025）年には

「50～54 歳」をピークとした釣り鐘型に近い形状となりますが、平成 52（2040）年には

「65～69 歳」が最も多く、かつ「40～44 歳」に新たな凸が発生して再度２こぶ型の形状

となり、平成 62（2050）年は２こぶ型の形状のまま凸が 10 歳分スライドした形状となる

見通しです。 

○女性の人口ピラミッドを見ると、平成 22（2010）年及び平成 27（2015）年は男性の人口

ピラミッドとほぼ変わらない形状ですが、平成 37 年（2025）時点でも２こぶ型の形状が

維持されており、かつ高齢者の構成比が男性以上に高くなることが予測されます。平成 52

（2040）年には男性と同様に「65～69 歳」が最も多く、かつ「40～44 歳」に新たな凸が

発生しますが、同時に「90 歳以上」の割合も高くなり、平成 62（2050）年はそのまま凸

が 10 歳分スライドした形状となる見通しです。 
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54
 団塊世代とは、第一次ベビーブームに出生した 1947 年から 1949 年までの３年間に生まれた世代を指す。 

55
 団塊ジュニアとは、主に団塊世代の子ども世代である1971年から1974年までのベビーブームに生まれた世代を指す。 
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 図４－４ 平成 22（2010）年時点の男女別人口ピラミッド（パターン１） 

 

0.01.02.03.04.05.06.0

 0～ 4歳

 5～ 9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳～

（万人）

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0

 0～ 4歳

 5～ 9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳～

（万人）

男性 女性

0. 01. 02. 03. 04. 05. 06. 0

年少人口
生産年齢前期高齢
後期高齢

（万人） 年少人口 生産年齢人口 前期高齢者人口 後期高齢者人口

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図４－５ 平成 27（2015）年時点の男女別人口ピラミッド（パターン１）  
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図４－６ 平成 37（2025）年時点の男女別人口ピラミッド（パターン１） 
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図４－７ 平成 52（2040）年時点の男女別人口ピラミッド（パターン１） 
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 図４－８ 平成 62（2050）年時点の男女別人口ピラミッド（パターン１） 
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（３）市内 10 区別の将来推計人口 

ア）西区 

○西区の将来推計人口は、社会動態による人口増減が少ないため、パターン１、２ともにほ

ぼ同じ推移となっており、パターン１によると平成 27（2015）年をピークとして一貫して

減少し続け、推計対象の最終年である平成 62（2050）年には区の総人口が 7.2 万人まで減

少すると予測されます。 

 図４－９ 西区の総人口の将来推計値（平成 22（2010）年～平成 62（2050）年）

○パターン１の年齢４区分別の将来推計人口の実数及び構成比は、以下の表のとおりです。

０～14 歳の年少人口、15～64 歳の生産年齢人口ともに一貫して減少を続け、平成 62（2050）

年には最終的に各々0.7 万人（構成比 9.7％）、3.5 万人（構成比 48.4％）まで減少すると

予測されます。一方で、65 歳以上の高齢者人口は後期高齢者人口を中心として増加傾向を

たどり、最終的に前期・後期合わせて 3.0 万人（構成比 41.9％）まで増加する見通しです。 

表４－６ 西区の年齢４区分別将来推計人口（パターン１） 
 基準人口

平成22年

2010年

平成27年

2015年

平成32年

2020年

平成37年

2025年

平成42年

2030年

平成47年

2035年
平成52年
2040年

平成57年
2045年

平成62年
2050年

8.4 8.5 8.5 8.4 8.2 8.0 7.8 7.5 7.2

0～14歳人口
（年少人口）

1.1 1.1 1.0 0.9 0.8 0.8 0.8 0.8 0.7

15～64歳人口
（生産年齢人口）

5.3 5.0 4.9 4.8 4.7 4.4 4.0 3.7 3.5

65～74歳人口
（前期高齢者人口）

1.2 1.3 1.2 0.9 0.9 1.0 1.2 1.2 0.9

75歳以上人口
（後期高齢者人口）

0.8 1.1 1.4 1.8 1.9 1.9 1.8 1.9 2.1

0～14歳人口
（年少人口）

13.5% 12.5% 11.3% 10.3% 9.9% 10.0% 10.1% 10.0% 9.7%

15～64歳人口
（生産年齢人口）

63.5% 59.5% 58.0% 57.8% 56.8% 54.3% 50.7% 49.1% 48.4%

65～74歳人口
（前期高齢者人口）

14.0% 15.3% 13.6% 10.8% 10.5% 12.6% 15.5% 15.4% 13.0%

75歳以上人口
（後期高齢者人口）

9.1% 12.8% 17.1% 21.1% 22.8% 23.1% 23.6% 25.5% 28.9%

推計人口

西区総人口（万人）

実
数

（
万
人

）

構
成
比

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）端数処理の関係で、実数の合計が総人口と一致しない場合がある。また、同様に構成比の合計が 100％にならない場合がある。 
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イ）北区 

○北区の将来推計人口は、近年の転入者数の増加傾向を受けてパターン１による推計におい

ても一貫して増加傾向が見られ、推計対象の最終年である平成 62（2050）年まで増加を続

け、最終的な区の総人口が 16.8 万人まで増加すると予測されます。 

 図４－10 北区の総人口の将来推計値（平成 22（2010）年～平成 62（2050）年）

○パターン１の年齢４区分別の将来推計人口の実数及び構成比は、以下の表のとおりです。

０～14 歳の年少人口、15～64 歳の生産年齢人口ともにほぼ一定数を保ち、最終的には年

少人口は基準年より若干減少して 2.0 万人（構成比 11.6％）、生産年齢人口は若干増加し

て 9.6 万人（構成比 57.0％）となることが予測されます。65 歳以上の高齢者人口はほぼ

一貫して増加傾向をたどり、最終的に前期・後期合わせて 5.3 万人（構成比 31.4％）まで

増加する見通しです。 

 

表４－７ 北区の年齢４区分別将来推計人口（パターン１） 
基準人口
平成22年

2010年

平成27年

2015年

平成32年

2020年

平成37年

2025年

平成42年

2030年

平成47年

2035年
平成52年
2040年

平成57年
2045年

平成62年
2050年

13.9 14.5 15.0 15.5 16.0 16.3 16.5 16.7 16.8

0～14歳人口
（年少人口）

2.0 2.0 1.9 1.9 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0

15～64歳人口
（生産年齢人口）

9.4 9.5 9.7 9.9 9.9 9.8 9.5 9.5 9.6

65～74歳人口
（前期高齢者人口）

1.4 1.6 1.7 1.6 1.8 2.1 2.4 2.3 1.9

75歳以上人口
（後期高齢者人口）

1.1 1.4 1.7 2.1 2.3 2.4 2.7 3.0 3.3

0～14歳人口
（年少人口）

14.6% 13.6% 12.9% 12.4% 12.3% 12.3% 12.1% 11.9% 11.6%

15～64歳人口
（生産年齢人口）

67.7% 65.7% 64.8% 64.0% 62.2% 59.9% 57.5% 56.7% 57.0%

65～74歳人口
（前期高齢者人口）

10.0% 11.3% 11.0% 10.2% 11.3% 13.0% 14.3% 13.6% 11.5%

75歳以上人口
（後期高齢者人口）

7.8% 9.4% 11.3% 13.4% 14.2% 14.8% 16.1% 17.9% 19.9%

構
成
比

推計人口

北区総人口（万人）

実
数

（
万
人

）

注）端数処理の関係で、実数の合計が総人口と一致しない場合がある。また、同様に構成比の合計が 100％にならない場合がある。 
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ウ）大宮区 

○大宮区の将来推計人口は、社会動態による人口増減が少ないため、パターン１、２ともに

ほぼ同じ推移となっており、パターン１によると平成 27（2015）年をピークとして一貫し

て減少し続け、推計対象の最終年である平成 62（2050）年には区の総人口が 9.0 万人まで

減少すると予測されます。 

 図４－11 大宮区の総人口の将来推計値（平成 22（2010）年～平成 62（2050）年）

○パターン１の年齢４区分別の将来推計人口の実数及び構成比は、以下の表のとおりです。

０～14 歳の年少人口、15～64 歳の生産年齢人口ともに一貫して減少を続け、平成 62（2050）

年には最終的に各々0.8 万人（構成比 8.4％）、4.8 万人（構成比 53.5％）まで減少すると

予測されます。一方で、65 歳以上の高齢者人口は後期高齢者人口を中心として増加傾向を

たどり、最終的に前期・後期合わせて 3.4 万人（構成比 38.1％）まで増加する見通しです。 

 

表４－８ 大宮区の年齢４区分別将来推計人口（パターン１） 
基準人口
平成22年

2010年

平成27年

2015年

平成32年

2020年

平成37年

2025年

平成42年

2030年

平成47年

2035年
平成52年
2040年

平成57年
2045年

平成62年
2050年

10.8 10.9 10.8 10.7 10.5 10.2 9.8 9.4 9.0

0～14歳人口
（年少人口） 1.3 1.2 1.1 1.1 1.0 0.9 0.9 0.8 0.8

15～64歳人口
（生産年齢人口） 7.3 7.0 6.8 6.6 6.3 6.0 5.5 5.1 4.8

65～74歳人口
（前期高齢者人口） 1.2 1.4 1.4 1.3 1.3 1.4 1.6 1.5 1.3

75歳以上人口
（後期高齢者人口） 1.1 1.3 1.5 1.7 1.8 1.9 1.9 2.0 2.1

0～14歳人口
（年少人口） 11.7% 11.0% 10.3% 9.8% 9.4% 9.1% 8.8% 8.6% 8.4%

15～64歳人口
（生産年齢人口） 67.1% 64.4% 63.0% 61.9% 60.4% 58.5% 55.9% 54.4% 53.5%

65～74歳人口
（前期高齢者人口） 11.1% 13.0% 13.1% 12.2% 12.8% 14.1% 15.9% 15.9% 14.4%

75歳以上人口
（後期高齢者人口） 10.1% 11.7% 13.6% 16.1% 17.4% 18.4% 19.4% 21.1% 23.6%

構
成
比

推計人口

大宮区総人口（万人）

実
数

（
万
人

）

注）端数処理の関係で、実数の合計が総人口と一致しない場合がある。また、同様に構成比の合計が 100％にならない場合がある。 
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エ）見沼区 

○見沼区の将来推計人口は、パターン１による場合、今後も増加を続けて平成 32（2020）年

には 16.0 万人となりますが、その後は減少に転じ、推計対象の最終年である平成 62（2050）

年には区の総人口が 14.0 万人となることが予測されます。 

 図４－12 見沼区の総人口の将来推計値（平成 22（2010）年～平成 62（2050）年）

○パターン１の年齢４区分別の将来推計人口の実数及び構成比は、以下の表のとおりです。

０～14 歳の年少人口、15～64 歳の生産年齢人口ともに一貫して減少を続け、平成 62（2050）

年には最終的に各々1.3 万人（構成比 9.4％）、7.0 万人（構成比 49.9％）まで減少すると

予測されます。一方で、65 歳以上の高齢者人口は後期高齢者人口を中心として増加傾向を

たどり、最終的に前期・後期合わせて 5.7 万人（構成比 40.6％）まで増加する見通しです。 

 

表４－９ 見沼区の年齢４区分別将来推計人口（パターン１） 
基準人口
平成22年

2010年

平成27年

2015年

平成32年

2020年

平成37年

2025年

平成42年

2030年

平成47年

2035年
平成52年
2040年

平成57年
2045年

平成62年
2050年

15.7 15.9 16.0 16.0 15.8 15.5 15.0 14.5 14.0

0～14歳人口
（年少人口）

2.2 2.0 1.8 1.7 1.6 1.6 1.5 1.4 1.3

15～64歳人口
（生産年齢人口）

10.2 9.8 9.6 9.5 9.1 8.5 7.7 7.3 7.0

65～74歳人口
（前期高齢者人口）

2.0 2.3 2.1 1.8 1.9 2.1 2.4 2.3 1.8

75歳以上人口
（後期高齢者人口）

1.3 1.9 2.4 3.0 3.2 3.3 3.3 3.5 3.8

0～14歳人口
（年少人口）

13.8% 12.6% 11.5% 10.5% 10.1% 10.1% 10.0% 9.8% 9.4%

15～64歳人口
（生産年齢人口）

65.1% 61.5% 60.0% 59.3% 57.6% 54.9% 51.7% 50.2% 49.9%

65～74歳人口
（前期高齢者人口）

12.5% 14.2% 13.3% 11.3% 11.8% 13.9% 16.1% 15.6% 13.1%

75歳以上人口
（後期高齢者人口）

8.5% 11.7% 15.2% 18.9% 20.5% 21.1% 22.2% 24.4% 27.5%

構
成
比

推計人口

見沼区総人口（万人）

実
数

（
万
人

）

注）端数処理の関係で、実数の合計が総人口と一致しない場合がある。また、同様に構成比の合計が 100％にならない場合がある。 
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オ）中央区 

○中央区の将来推計人口は、近年の転入者数の増加傾向を受けてパターン１による推計にお

いても一貫して増加傾向が見られ、パターン１による場合、推計対象の最終年である平成

62（2050）年まで増加を続け、最終的な区の総人口が 13.8 万人まで増加すると予測され

ます。 

 図４－13 中央区の総人口の将来推計値（平成 22（2010）年～平成 62（2050）年）

○パターン１の年齢４区分別の将来推計人口の実数及び構成比は、以下の表のとおりです。

０～14 歳の年少人口、15～64 歳の生産年齢人口ともに一貫して増加傾向にあり、平成 62

（2050）年には最終的に各々1.7 万人（構成比 12.2％）、8.1 万人（構成比 58.9％）まで

減少すると予測されます。しかし65歳以上の高齢者人口はそれ以上の増加傾向で増加し、

最終的に前期・後期合わせて 4.0 万人（構成比 28.9％）まで増加する見通しです。 

 

表４－10 中央区の年齢４区分別将来推計人口（パターン１） 
基準人口
平成22年

2010年

平成27年

2015年

平成32年

2020年

平成37年

2025年

平成42年

2030年

平成47年

2035年
平成52年
2040年

平成57年
2045年

平成62年
2050年

9.6 10.2 10.8 11.3 11.9 12.4 12.9 13.4 1

0～14歳人口
（年少人口）

1.3 1.4 1.4 1.4 1.4 1.5 1.6 1.6 1.7

15～64歳人口
（生産年齢人口）

6.6 6.8 7.1 7.5 7.7 7.8 7.8 7.9 8.1

65～74歳人口
（前期高齢者人口）

0.9 1.1 1.1 1.0 1.2 1.5 1.8 1.8 1.6

75歳以上人口
（後期高齢者人口）

0.8 1.0 1.2 1.4 1.5 1.6 1.8 2.0 2.4

0～14歳人口
（年少人口）

13.9% 13.4% 12.7% 12.3% 12.0% 12.1% 12.3% 12.3% 12.2%

15～64歳人口
（生産年齢人口）

68.4% 66.4% 66.1% 66.0% 65.2% 63.0% 60.4% 59.2% 58.9%

65～74歳人口
（前期高齢者人口）

9.8% 10.8% 10.3% 9.2% 9.9% 11.8% 13.7% 13.2% 11.6%

75歳以上人口
（後期高齢者人口）

7.9% 9.4% 10.8% 12.5% 12.9% 13.1% 13.7% 15.3% 17.3%

構
成
比

推計人口

中央区総人口（万人）

実
数

（
万
人

）

3.8

注）端数処理の関係で、実数の合計が総人口と一致しない場合がある。また、同様に構成比の合計が 100％にならない場合がある。 
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カ）桜区 

○桜区の将来推計人口は、社会動態による人口増減が少ないため、パターン１、２ともにほ

ぼ同じ推移となっており、パターン１による場合、基準年である平成 22（2010）年から平

成 32（2020）年までほぼ一定数を維持しつつもその後は減少を始め、推計対象の最終年で

ある平成 62（2050）年には区の総人口が 8.6 万人まで減少すると予測されます。 

 図４－14 桜区の総人口の将来推計値（平成 22（2010）年～平成 62（2050）年）

○パターン１の年齢４区分別の将来推計人口の実数及び構成比は、以下の表のとおりです。

０～14 歳の年少人口、15～64 歳の生産年齢人口ともに一貫して減少を続け、平成 62（2050）

年には最終的に各々0.7 万人（構成比 8.8％）、4.8 万人（構成比 56.4％）まで減少すると

予測されます。一方で、65 歳以上の高齢者人口は後期高齢者人口を中心として増加傾向を

たどり、最終的に前期・後期合わせて 3.0 万人（構成比 34.9％）まで増加する見通しです。 

 

表４－11 桜区の年齢４区分別将来推計人口（パターン１） 
基準人口
平成22年

2010年

平成27年

2015年

平成32年

2020年

平成37年

2025年

平成42年

2030年

平成47年

2035年
平成52年
2040年

平成57年
2045年

平成62年
2050年

9.7 9.8 9.9 9.8 9.7 9.5 9.2 8.9 8.6

0～14歳人口
（年少人口）

1.3 1.2 1.1 1.0 1.0 0.9 0.9 0.8 0.7

15～64歳人口
（生産年齢人口）

6.7 6.5 6.5 6.4 6.1 5.8 5.3 5.0 4.8

65～74歳人口
（前期高齢者人口）

1.1 1.3 1.1 1.0 1.1 1.3 1.4 1.3 1.1

75歳以上人口
（後期高齢者人口）

0.6 0.9 1.2 1.5 1.5 1.5 1.6 1.7 1.9

0～14歳人口
（年少人口）

13.3% 11.8% 10.8% 10.1% 9.9% 9.8% 9.6% 9.2% 8.8%

15～64歳人口
（生産年齢人口）

68.9% 66.4% 65.5% 65.1% 63.5% 60.8% 57.9% 56.7% 56.4%

65～74歳人口
（前期高齢者人口）

11.5% 12.8% 11.6% 9.9% 10.9% 13.2% 15.3% 14.7% 12.7%

75歳以上人口
（後期高齢者人口）

6.3% 9.0% 12.1% 15.0% 15.8% 16.1% 17.2% 19.4% 22.2%

構
成
比

推計人口

桜区総人口（万人）

実
数

（
万
人

）

注）端数処理の関係で、実数の合計が総人口と一致しない場合がある。また、同様に構成比の合計が 100％にならない場合がある。 
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キ）浦和区 

○浦和区の将来推計人口は、近年の転入者数の増加傾向を受けてパターン１による推計にお

いても一貫して増加傾向が見られ、推計対象の最終年である平成 62（2050）年まで増加を

続け、最終的な区の総人口が 16.3 万人まで増加すると予測されます。 

 図４－15 浦和区の総人口の将来推計値（平成 22（2010）年～平成 62（2050）年）

○パターン１の年齢４区分別の将来推計人口の実数及び構成比は、以下の表のとおりです。

０～14 歳の年少人口は平成 62（2050）年に最終的に 1.9 万人（構成比 11.5％）まで、15

～64 歳の生産年齢人口はほぼ一定数を保ちつつも最終的には 9.6 万人（構成比 59.2％）

まで減少すると予測されます。一方で、65 歳以上の高齢者人口はほぼ一貫して増加傾向を

たどり、最終的に前期・後期合わせて 4.8 万人（構成比 29.2％）まで増加する見通しです。 

 

表４－12 浦和区の年齢４区分別将来推計人口（パターン１） 
 基準人口

平成22年

2010年

平成27年

2015年

平成32年

2020年

平成37年

2025年

平成42年

2030年

平成47年

2035年
平成52年
2040年

平成57年
2045年

平成62年
2050年

14.5 14.9 15.3 15.6 15.9 16.1 16.2 16.3 16.3

0～14歳人口
（年少人口）

2.0 1.9 1.9 1.9 1.9 1.9 1.9 1.9 1.9

15～64歳人口
（生産年齢人口） 9.8 9.9 10.1 10.2 10.2 10.0 9.7 9.7 9.6

65～74歳人口
（前期高齢者人口）

1.4 1.7 1.7 1.6 1.8 2.1 2.3 2.2 2.0

75歳以上人口
（後期高齢者人口）

1.3 1.4 1.6 1.9 2.0 2.1 2.3 2.5 2.8

0～14歳人口
（年少人口）

13.6% 12.8% 12.3% 12.0% 11.8% 11.7% 11.7% 11.6% 11.5%

15～64歳人口
（生産年齢人口）

67.8% 66.6% 66.2% 65.6% 64.2% 62.1% 60.1% 59.4% 59.2%

65～74歳人口
（前期高齢者人口）

9.8% 11.1% 10.9% 10.3% 11.5% 13.0% 14.0% 13.2% 12.1%

75歳以上人口
（後期高齢者人口） 8.7% 9.6% 10.6% 12.1% 12.6% 13.1% 14.1% 15.7% 17.1%

構
成
比

推計人口

浦和区総人口（万人）

実
数

（
万
人

）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）端数処理の関係で、実数の合計が総人口と一致しない場合がある。また、同様に構成比の合計が 100％にならない場合がある。 
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ク）南区 

○南区の将来推計人口は、近年の転入者数の増加傾向を受けてパターン１による推計におい

ても一貫して増加傾向が見られ、ピークとなる平成 57（2045）年には 19.9 万人に至り、

その後、推計対象の最終年である平成 62（2050）年までそのまま推移すると予測されます。 

 図４－16 南区の総人口の将来推計値（平成 22（2010）年～平成 62（2050）年）

○パターン１の年齢４区分別の将来推計人口の実数及び構成比は、以下の表のとおりです。

０～14 歳の年少人口、15～64 歳の生産年齢人口ともにほぼ一定数を保ちつつも最終的に

は基準年より若干減少し、各々2.2 万人（構成比 11.2％）、11.9 万人（構成比 59.6％）と

なることが予測されます。65 歳以上の高齢者人口はほぼ一貫して増加傾向をたどり、最終

的に前期・後期合わせて 5.8 万人（構成比 29.2％）まで増加する見通しです。 

 

表４－13 南区の年齢４区分別将来推計人口（パターン１） 
基準人口
平成22年

2010年

平成27年

2015年

平成32年

2020年

平成37年

2025年

平成42年

2030年

平成47年

2035年
平成52年
2040年

平成57年
2045年

平成62年
2050年

17.5 18.1 18.7 19.2 19.6 19.8 19.9 19.9 19.9

0～14歳人口
（年少人口）

2.5 2.4 2.3 2.3 2.4 2.4 2.4 2.3 2.2

15～64歳人口
（生産年齢人口）

12.2 12.4 12.6 12.8 12.7 12.4 12.0 11.9 11.9

65～74歳人口
（前期高齢者人口）

1.7 1.9 1.9 1.8 2.1 2.5 2.7 2.5 2.2

75歳以上人口
（後期高齢者人口）

1.1 1.5 1.9 2.3 2.5 2.6 2.8 3.2 3.6

0～14歳人口
（年少人口）

14.3% 13.1% 12.5% 12.2% 12.1% 12.1% 11.9% 11.5% 11.2%

15～64歳人口
（生産年齢人口）

69.9% 68.2% 67.5% 66.7% 64.8% 62.5% 60.3% 59.6% 59.6%

65～74歳人口
（前期高齢者人口）

9.4% 10.5% 10.0% 9.1% 10.5% 12.5% 13.6% 12.7% 11.1%

75歳以上人口
（後期高齢者人口）

6.4% 8.2% 10.0% 11.9% 12.5% 13.0% 14.3% 16.2% 18.0%

構
成
比

推計人口

南区総人口（万人）

実
数

（
万
人

）

注）端数処理の関係で、実数の合計が総人口と一致しない場合がある。また、同様に構成比の合計が 100％にならない場合がある。 
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ケ）緑区 

○緑区の将来推計人口は、パターン１による場合、基準年である平成 22（2010）年以降も緩

やかな増加を続け、平成 47（2035）年に 12.2 万人となりピークを迎える見通しです。そ

の後は緩やかながらも減少に転じ、推計対象の最終年である平成 62（2050）年には区の総

人口が 12.0 万人となることと予測されます。 

 図４－17 緑区の総人口の将来推計値（平成 22（2010）年～平成 62（2050）年）

○パターン１の年齢４区分別の将来推計人口の実数及び構成比は、以下の表のとおりです。

０～14 歳の年少人口、15～64 歳の生産年齢人口ともに緩やかに減少を続け、平成 62（2050）

年には各々1.4 万人（構成比 11.7％）、6.5 万人（構成比 54.0％）となることが予測され

ます。65 歳以上の高齢者人口は後期高齢者人口を中心として増加傾向をたどり、最終的に

前期・後期合わせて 4.1 万人（構成比 34.4％）まで増加する見通しです。 

 

表４－14 緑区の年齢４区分別将来推計人口（パターン１） 
基準人口
平成22年

2010年

平成27年

2015年

平成32年

2020年

平成37年

2025年

平成42年

2030年

平成47年

2035年
平成52年
2040年

平成57年
2045年

平成62年
2050年

11.0 11.4 11.7 11.9 12.1 12.2 12.2 12.1 12.0

0～14歳人口
（年少人口）

1.7 1.6 1.6 1.5 1.5 1.5 1.5 1.4 1.4

15～64歳人口
（生産年齢人口）

7.3 7.2 7.3 7.4 7.3 7.1 6.7 6.6 6.5

65～74歳人口
（前期高齢者人口）

1.2 1.4 1.4 1.3 1.3 1.6 1.8 1.8 1.5

75歳以上人口
（後期高齢者人口）

0.8 1.1 1.4 1.8 2.0 2.0 2.2 2.3 2.6

0～14歳人口
（年少人口）

15.3% 14.2% 13.4% 12.5% 12.2% 12.2% 12.2% 12.0% 11.7%

15～64歳人口
（生産年齢人口）

66.3% 63.5% 62.2% 61.8% 60.3% 58.1% 55.3% 54.1% 54.0%

65～74歳人口
（前期高齢者人口）

10.8% 12.6% 12.1% 10.5% 11.1% 12.9% 14.8% 14.5% 12.4%

75歳以上人口
（後期高齢者人口）

7.6% 9.6% 12.3% 15.2% 16.4% 16.8% 17.7% 19.4% 21.9%

構
成
比

推計人口

緑区総人口（万人）

実
数

（
万
人

）

注）端数処理の関係で、実数の合計が総人口と一致しない場合がある。また、同様に構成比の合計が 100％にならない場合がある。 
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コ）岩槻区 

○岩槻区の将来推計人口は、社会動態による人口増減が少ないため、パターン１、２ともに

ほぼ同じ推移となっており、パターン１による場合、基準年である平成 22（2010）年をピ

ークとして一貫して減少し続け、推計対象の最終年である平成 62（2050）年には区の総人

口が 8.0 万人まで減少すると予測されます。 

 図４－18 岩槻区の総人口の将来推計値（平成 22（2010）年～平成 62（2050）年）

○パターン１の年齢４区分別の将来推計人口の実数及び構成比は、以下の表のとおりです。

０～14 歳の年少人口、15～64 歳の生産年齢人口ともに一貫して減少を続け、平成 62（2050）

年には最終的に各々0.7 万人（構成比 8.8％）、3.8 万人（構成比 47.7％）まで減少すると

予測されます。一方で、65 歳以上の高齢者人口は後期高齢者人口を中心として増加傾向を

たどり、最終的に前期・後期合わせて 3.5 万人（構成比 43.4％）まで増加する見通しです。 

 

表４－15 岩槻区の年齢４区分別将来推計人口（パターン１） 
基準人口
平成22年

2010年

平成27年

2015年

平成32年

2020年

平成37年

2025年

平成42年

2030年

平成47年

2035年
平成52年
2040年

平成57年
2045年

平成62年
2050年

11.1 11.1 10.9 10.5 10.1 9.6 9.1 8.6 8.0

0～14歳人口
（年少人口）

1.4 1.3 1.2 1.0 0.9 0.9 0.8 0.8 0.7

15～64歳人口
（生産年齢人口）

7.1 6.5 6.2 6.0 5.7 5.2 4.6 4.2 3.8

65～74歳人口
（前期高齢者人口）

1.6 1.9 1.7 1.3 1.2 1.4 1.6 1.5 1.2

75歳以上人口
（後期高齢者人口）

1.0 1.3 1.8 2.2 2.3 2.2 2.0 2.1 2.3

0～14歳人口
（年少人口）

12.9% 12.0% 10.8% 9.6% 9.1% 9.1% 9.2% 9.2% 8.8%

15～64歳人口
（生産年齢人口）

63.5% 58.9% 57.2% 57.3% 56.7% 54.4% 50.5% 48.5% 47.7%

65～74歳人口
（前期高齢者人口）

14.6% 16.9% 15.3% 12.1% 11.6% 14.1% 17.9% 18.1% 15.2%

75歳以上人口
（後期高齢者人口）

8.9% 12.2% 16.7% 21.0% 22.6% 22.4% 22.3% 24.3% 28.2%

構
成
比

推計人口

岩槻区総人口（万人）

実
数

（
万
人

）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）端数処理の関係で、実数の合計が総人口と一致しない場合がある。また、同様に構成比の合計が 100％にならない場合がある。 
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２ 将来世帯数の推計 

（１）推計方法の概要 

ア）基準世帯数と推計対象年 

○今後のまちづくりのあり方を検討する際の最も基礎的な資料の一つとして、平成 62（2050）

年までの本市の将来世帯数を推計しました。推計の初期値となる基準世帯数は、平成 22

（2010）年 10 月１日の国勢調査世帯数としました。 

イ）推計方法 

○推計には世帯主率法を用いました。世帯主率法は、世帯数は世帯主数に等しいことを利用

して、人口に世帯主率（人口に占める世帯主数の割合）を乗じることによって世帯主数、

すなわち世帯数を求める手法です。 

○まず将来推計人口及び男女別・５歳階級別の一般世帯主56率を基に男女別・５歳階級別の

一般世帯主数（＝一般世帯数）を推計し、一般世帯主数を全世帯に占める一般世帯の割合

で割ることで全世帯数を推計します。また推計した一般世帯数と一般世帯に占める各世帯

分類の割合より、世帯分類ごとの世帯数を推計します。 

○なお、将来世帯数の推計には、パターン１の将来推計人口を用います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

過去の一般世帯主率

過去の男女・年齢別人口
（平成１２年、１７年、２２年

国勢調査）

過去の男女・年齢別世帯主数
（平成１２年、１７年、２２年

国勢調査）

将来の一般世帯主率の推計

将来の男女・年齢別人口
（平成２７年以降の推計値）

世帯主数÷人口

近似曲線による将来推計

人口×一般世帯主率

将来の全世帯数

全世帯に占める一般世帯
割合（平成２２年国勢調査） 一般世帯数÷全世帯に

占める一般世帯割合

注：一般世帯以外の世帯とは、施設等世帯、不詳分を指す。

一般世帯に占める各世帯
分類の割合

（平成１２年、１７年、２２年国勢
調査をもとにした推計値）

世帯分類別にみた世帯数

将来の一般世帯数

一般世帯数
×世帯分類の構成比

図４－19 国勢調査に基づく将来世帯数の推計フロー 
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 一般世帯とは、以下の条件に該当する世帯を指す。 

①住居と生計を共にしている人々の集まり又は一戸を構えて住んでいる単身者 

（ただし，これらの世帯と住居を共にする単身の住み込みの雇人については，人数に関係なく雇主の世帯に含める） 

②上記の世帯と住居を共にし，別に生計を維持している間借りの単身者又は下宿屋などに下宿している単身者 

③会社・団体・商店・官公庁などの寄宿舎，独身寮などに居住している単身者 



 Ⅳ-２０

○推計に必要となる、将来の一般世帯主率、全世帯に占める一般世帯の割合及び一般世帯に

占める各世帯分類の割合の仮定値は、以下のとおりです。 

 

表４－16 将来世帯数推計に係る仮定値設定の考え方 

仮定値 内容 

一般世帯主率 男女別・年齢階級別人口に占める一般世帯主の割合を表す。 

平成 12（2000）年、平成 17（2005）年、平成 22（2010）年の一般世帯主率

（表４－17 参照）を基に、対数近似式により将来の一般世帯主率を推計する。

ただし、15 歳未満については、平成 22（2010）年の値で固定とする。 

全世帯に占める一

般世帯の割合 

一般世帯数に施設等の世帯57数を合算した全世帯数に占める一般世帯の割合

を表す。 

平成 12（2000）年及び平成 17（2005）年（表４－18 参照）は世帯不詳分が

1,000 世帯を超えているため、不詳分のない平成 22（2010）年（表４－18 参

照）の一般世帯主率を将来推計における仮定値とする。 

一般世帯に占める

各世帯分類の割合 

一般世帯に占める「核家族世帯」「その他の親族世帯」「非親族を含む世帯」

「単独世帯」「（単独世帯のうち）65～74 歳世帯」「（単独世帯のうち）75 歳以

上世帯」の割合を表す。 

平成 12（2000）年、平成 17（2005）年、平成 22（2010）年の割合（表４－

19 参照）を基に、対数近似式により将来の「核家族世帯」「その他の親族世

帯」「単独世帯」「（単独世帯のうち）65～74 歳世帯」「（単独世帯のうち）75

歳以上世帯」の割合を推計し、一般世帯割合と「核家族世帯」「その他の親族

世帯」「単独世帯」の合計との差を「非親族を含む世帯」の割合とした。 
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 施設等の世帯とは、以下の条件に該当する世帯を指す。 

①寮・寄宿舎の学生・生徒（学校の寮・寄宿舎で起居を共にし，通学している学生・生徒の集まり） 

②病院・療養所の入院者（病院・療養所などに、既に 3か月以上入院している入院患者の集まり） 

③社会施設の入所者（老人ホーム，児童保護施設などの入所者の集まり） 

④自衛隊営舎内居住者（自衛隊の営舎内又は艦船内の居住者の集まり） 

⑤矯正施設の入所者（刑務所及び拘置所の被収容者並びに少年院及び婦人補導院の在院者の集まり） 

⑥その他（定まった住居を持たない単身者や陸上に生活の本拠（住所）を有しない船舶乗組員など） 



表４－17 男女別・５歳階級別の一般世帯主率 

 

 年齢
平成12年
2000年

平成17年
2005年

平成22年
2010年

年齢
平成12年
2000年

平成17年
2005年

平成22年
2010年

～15歳 0.000 0.000 0.000 ～15歳 0.000 0.000 0.000
 15～
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19歳 0.064 0.073 0.085 15～19歳 0.034 0.038 0.050
20～24歳 0.291 0.298 0.322 20～24歳 0.146 0.161 0.200

29歳 0.518 0.511 0.556 25～29歳 0.115 0.153 0.202
30～34歳 0.726 0.683 0.703 30～34歳 0.093 0.118 0.140

39歳 0.824 0.788 0.774 35～39歳 0.092 0.115 0.139
40～44歳 0.870 0.851 0.836 40～44歳 0.107 0.131 0.160

49歳 0.897 0.889 0.883 45～49歳 0.134 0.145 0.182
50～54歳 0.932 0.912 0.916 50～54歳 0.148 0.161 0.188

59歳 0.959 0.942 0.939 55～59歳 0.155 0.172 0.198
64歳 0.967 0.957 0.960 60～64歳 0.179 0.184 0.207
69歳 0.955 0.958 0.964 65～69歳 0.217 0.222 0.234

70～74歳 0.935 0.942 0.957 70～74歳 0.259 0.273 0.287
79歳 0.887 0.913 0.932 75～79歳 0.286 0.317 0.349

80～84歳 0.812 0.852 0.885 80～84歳 0.262 0.321 0.369
～ 0.702 0.711 0.737 85歳～ 0.194 0.227 0.266

【　女　性　】【　男　性　】

25～

35～

45～

55～
60～
65～

75～

85歳

 

表４－18 人口及び各種世帯数 

項目
平成12年
2000年

平成17年
2005年

平成22年
2010年

人口（万人） 113.3 117.6 122.2

全世帯数（万世帯）
※不詳分含む

42.5 46.0 50.3

一般世帯数（万世帯） 42.4 45.7 50.2

施設等の世帯（万世帯） 0.0 0.0 0.1

世帯不詳分（万世帯） 0.1 0.3 0.0

一般世帯率 99.7% 99.2% 99.8%

 

 

 

 

 

 

 

 

表４－19 一般世帯の世帯分類別の構成比 

平成12年
2000年

平成17年
2005年

平成22年
2010年

一般世帯 100.0% 100.0% 100.0%

親族世帯 74.0% 71.7% 67.2%

核家族世帯 65.4% 64.1% 60.9%

その他の親族世帯 8.6% 7.6% 6.2%

0.5% 0.6% 0.9%

単独世帯 25.5% 27.7% 31.7%

65～74歳 2.5% 3.1% 3.8%

75歳以上 1.9% 2.7% 3.6%

0.0% 0.0% 0.2%不詳分

世帯分類

非親族を含む世帯

 

 

 

 

 

 

 

 



（２）将来世帯数の推計結果 

ア）全世帯数の見通し（平成 22（2010）年～平成 62（2050）年） 

○前述の推計方法に基づく本市の将来世帯数は、以下の表及びグラフのとおりです。 

○本市の全世帯数は、１世帯当たり人員の減少傾向にあわせて基準年である平成 22（2010）

年の 50.3 万世帯から平成 57（2045）年には 59.1 万世帯へと増加しますが、人口減少の長

期的な影響を受け、その後は減少に転ずると予測されます。 

○１世帯当たり人員は、基準年である平成 22（2010）年の 2.4 人から一貫して減少傾向で推

移し、推計対象の最終年である平成 62（2050）年には 2.1 人まで減少する見通しです。 

 

表４－20 本市の将来世帯数（全世帯数） 
基準

世帯数

平成22年
2010年

平成27年
2015年

平成32年
2020年

平成37年
2025年

平成42年
2030年

平成47年
2035年

平成52年
2040年

平成57年
2045年

平成62年
2050年

人口（万人） 122.2 125.4 127.6 129.0 129.6 129.5 128.5 127.3 125.7

全世帯数（万世帯） 50.3 53.3 55.7 57.5 58.6 58.9 59.0 59.1 58.7

1世帯当たり人員（人） 2.4 2.4 2.3 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2 2.1

推計世帯数

注）将来推計人口はパターン１の純移動率（Ⅳ－１ページ参照）による推計値である。 
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図４－20 本市の将来世帯数と１世帯当たり人員の推計値 
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イ）世帯分類別世帯数の見通し（平成 22（2010）年～平成 62（2050）年） 

○世帯分類別の将来世帯数は、以下の表及びグラフのとおりです。 

○一般世帯のうち核家族世帯は、基準年である平成 22（2010）年の 30.6 万世帯から推計対

象の最終年である平成 62（2050）年には 33.1 万世帯に増え、単独世帯は平成 22（2010）

年の 15.9 万世帯から平成 62（2050）年には 22.2 万世帯まで増加すると予測されます。 

○世帯分類の構成をみると、単独世帯が平成 22（2010）年の 31.6％から平成 62（2050）年

には 37.9％まで増加する見通しです。 

○高齢単独世帯数は、平成 22（2010）年の 3.7 万世帯（構成比 7.4％）から平成 62（2050）

年の 6.3 万世帯（構成比 10.7％）へと約 1.7 倍に増加する見通しです。 
基準世帯数

平成22年
2010年

平成27年
2015年

平成32年
2020年

平成37年
2025年

平成42年
2030年

平成47年
2035年

平成52年
2040年

平成57年
2045年

平成62年
2050年

50.3 53.3 55.7 57.5 58.6 58.9 59.0 59.1 58.7

50.2 53.2 55.6 57.4 58.4 58.8 58.9 59.0 58.6

33.7 35.3 36.2 36.7 36.8 36.6 36.3 35.9 35.4

核家族世帯 30.6 32.1 33.1 33.8 34.0 34.0 33.8 33.5 33.1

その他の親族世帯 3.1 3.1 3.0 2.9 2.8 2.6 2.5 2.4 2.2

0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 0.9 1.0 1.0 1.0

15.9 17.3 18.7 19.9 20.7 21.3 21.7 22.1 22.2

65～74歳 1.9 2.2 2.4 2.6 2.7 2.9 2.9 3.0 3.1

75歳以上 1.8 2.1 2.4 2.6 2.8 2.9 3.0 3.1 3.2

0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

99.8% 99.8% 99.8% 99.8% 99.8% 99.8% 99.8% 99.8% 99.8%

67.0% 66.2% 64.9% 63.8% 62.9% 62.1% 61.4% 60.8% 60.2%

核家族世帯 60.8% 60.3% 59.4% 58.7% 58.2% 57.6% 57.2% 56.8% 56.4%

その他の親族世帯 6.2% 5.9% 5.4% 5.0% 4.7% 4.5% 4.2% 4.0% 3.8%

0.9% 1.2% 1.3% 1.4% 1.5% 1.6% 1.6% 1.7% 1.7%

31.6% 32.4% 33.6% 34.6% 35.4% 36.1% 36.8% 37.3% 37.9%

65～74歳 3.8% 4.0% 4.3% 4.5% 4.7% 4.9% 5.0% 5.1% 5.2%

75歳以上 3.6% 3.9% 4.3% 4.5% 4.8% 5.0% 5.1% 5.3% 5.4%

0.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0.2% 0.2% 0.2% 0.2% 0.2% 0.2% 0.2% 0.2% 0.2%

一般世帯

一般世帯

実
数

（
万
世
帯

）

構
成
比

施設等の世帯

施設等の世帯

親族世帯

単独世帯

親族世帯

全世帯数（万世帯）

不詳分

単独世帯

非親族を含む世帯

不詳分

非親族を含む世帯

推計世帯数

表４－21 本市の将来世帯数（世帯分類別） 
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42 .4
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50 .2
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図４－21 世帯類型別一般世帯数及び高齢者単独世帯率
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